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個別プロジェクト要約表 IDN 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

オンビリン石炭開発計画調査

The Survey for the Rehabilitation of the Ombilne
Coal Mine

河合栄一／伊藤公彦

住友石炭鉱業(株)

78.1.10～3.31／78.4.1～79.3.31
79.4.1～6.9／79.11.7～80.3.31

8,11,9,5

52～54

180,878 千円

0.00 人月

1980/6

住友石炭鉱業（株）

鉱山省石炭公社
地質調査所

 勧告に従ってｵﾝﾋﾞﾘﾝ炭鉱のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝに関する
F/Sを1980年度に実施した。
 対象地域は
  既存採掘区域 Sawah Rasau, Tauah Hitan
  新規開発区域 Waringin, Sugar
  Sugar地区ではS-13までﾎﾞｰﾘﾝｸﾞが実施された。
  坑内採掘／露天採掘設備入荷
   （露天掘用は稼働中、坑内用は一部稼働中）
 1983～1986年に鉱山省と世銀との協力で炭鉱探査ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄが実施された。1990年にﾌﾗﾝｽよりｵﾝﾋﾞﾘﾝⅡ炭
鉱のF/Sが実施された。1996年1月現在ｵﾝﾋﾞﾘﾝⅡ炭鉱
開発を進める民間企業の入札を行っている。（1996年1
月現在現地調査結果）
 最終的に中国1社に絞り、細部ﾈｺﾞ中であるが、昨今
のｲﾝﾄﾞﾈｼｱの経済事情もあり、契約に至っていない
（1998年9月現在）。
 中国のｺﾝﾄﾗｸﾀｰとの交渉は現在も継続中で契約に
至っていない。（1999年11月現在）

進行・活用

1.計画の概要
 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は、ｽﾏﾄﾗ西ｽﾏﾄﾗ州炭鉱の石炭増産を目的として、隣接地
区の炭量確認調査とﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝのF/Sを求めてきた。
 日本政府は、これに応じてﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査ﾁｰﾑを派遣し、8本の試錐を
1979年6月に終了した。
 その結果を分析すると、南方方面に炭層の拡がりが有望と推定され、こ
れに展開について確認しておくことが炭鉱開発のF/Sに資するので、さら
に2本のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞを行って炭層状況の調査を実施した。
 2本のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞは追加の意味をつけてS-3、S-4とし、予定掘削長は
S-3=650、S-4=700ｍである。
  ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施予定機関 P.N.Tambang Batubara,Unit
                            Produksi Ombilin
  ・建設予定地：ｵﾝﾋﾞﾘﾝ鉱区内（ｻﾜﾙﾝﾄ）
  ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：支出推定40百万USﾄﾞﾙ（F/S：49百万USﾄﾞﾙ）
  ・設備能力及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲：目標生産75万t/year
                                （1983年実績35万t）
2.結論及び勧告
 (1)S-3のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの結果、A層1.35ｍ、C層3.85ｍの炭層を確認した。
    （742ｍ 掘削）
 (2)S-4については、炭層の存在が見られなかった。（399ｍ 掘削）
 (3)ｼｭｶﾞｰﾙ（Sugar）地域の地表調査を約14平方kmにわたり実施し、
   地質図（1/5,000）を作成した。
 (4)その他（今後のﾌｫﾛｰ）
   ｵﾝﾋﾞﾘﾝ炭鉱のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（石炭輸送、港湾を含む）のF/Sの実施
   1980年度に予定する。

JICA実施のｻﾜﾙﾝﾄ（ｵﾝﾋﾞﾘﾝ）石炭開発計
画調査の概要・報告書提出後の状況に
ついては個別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ要約表IDN008参
照。

資源調査／ガス・石炭・石油

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IDN 202

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ルンプール地熱開発計画調査

The Feasibility Study for the Lempur Geothermal
Development Project in the Republic of Indonesia

江島 康彦

西日本技術開発(株) 地熱部長

81.2.3～3.26／81.7.6～7.16
81.8.24～11.10／82.6.20～7.6
82.7.25～83.3.31

19

55～58

422,614 千円

101.40 人月

1983/10

西日本技術開発（株）

鉱山エネルギー省火山調査所：
Volcanological Survey of Indonesia
(VSI)
W.Subroto Modjo (Chief of Geothermal Dev.)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
（結 論）
・調査井は噴出に成功し約20t/hを噴出している。
・Duabelas地区の地熱貯溜層の分布面積は1.5km程度
と推定され、開発可能出力が30MWが見込まれる。
・Sikai地区は有望と考えられるが、調査不足であるため
現時点では正当な評価ができない。

（提 言）
・Duabelas地区は30MWのﾎﾟﾃﾝｼｬﾙがあることが推定さ
れた。本地区のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを確認するための追加調査
が必要であるが、Lempur地域の電力事情を考慮して、
最初に5MWの小容量地熱発電設備を開発するための
技術的、経済的可能性調査結果を実施することを提言
する。
・引続きDuabelas地区並びにSikai地区の追加調査を実
施することが望ましい。

中止・消滅

実施機関
 VSI（火山調査所）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 Lempur地域のDuabelasｴﾘｱ
総事業費：未定
実施内容：５MWの小容量地熱発電所の建設
実施経過
 計画開始時期  未定
 計画完了時期  未定
1.フィージビリティー：有り
（結論）
・調査井は噴出に成功し約20t/hを噴出している。
・Duabelas地区の地熱貯溜層の分布面積は 1.5km程度と推定され、開発
可能出力が30MWが見込まれる。
・Sikai 地区は有望と考えられるが、調査不足であるため現時点では正当
な評価ができない。

（提言）
・Duabelas地区は30MWのポテンシャルがあることが推定された。本地区の
ポテンシャルを確認するための追加調査が必要であるが、Lempur地域の
電力事情を考慮して、最初に５MWの小容量地熱発電設備を開発するた
めの技術的、経済的可能性調査結果を実施することを提言する。 
・引続きDuabelas地区並びに Sikai地区の追加調査を実施することが望ま
しい。

 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ担当機関の追加調査を実施したいとの意向から1986、1987、1988年度に
ｸﾘﾝﾁ地熱開発計画としてF/S調査を実施。

 資金及び技術力の不足からF/S調査が一時中断していた。

 1986年12月F/S以降、案件名は「ｸﾘﾝﾁ地熱開発調査」に変更された。

 1998年度後半に、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの資金でJICA供与の機材を使って小口径試験井（予
定深度1,000ｍ）が掘削開始された。しかし、掘削後の坑内ﾄﾗﾌﾞﾙ等により噴出には
至っていない。なお、当該地域の大部分が国立公園に指定されたため、開発には公
園との調整が必要となるｹｰｽも考えられる。

技術移転
(1)調査手法、解決手法について担当技術者に簡単にﾚｸﾁｬｰを行った。
(2)解決手法について、日本の地熱地帯と当該地熱地帯について比較しながら、ﾚｸ
ﾁｬｰし、日本の地熱地帯、発電所、開発作業状況の視察を実施した。
(3)地熱井掘削機、坑井特性測定器を供与し、使用方法を指導した。

資源調査／新・再生エネルギー

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 MYS 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

マレーシア

マレイシアサバ州石炭探査・評価調査

The Study on Coal Exploration and Assessment in
Sabah, Malaysia

島 健彦

三井鉱山エンジニアリング(株)

97.3～97.12/98.2～98.3/
98.7～98.10/99.2～99.7

7

8～11

265,020 千円

63.68 人月

1999．9．1

三井鉱山ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）
日鉱探開(株)

Minerals an Geosciences Department Malaysia
(Sabah)
Alexander S.W.Yan (Deputy Director)

1999年に実施された追加探査（4本の試錐：計890.43m）の結果、JICA調査で確認
した可採炭量（370万トン）以外にさらに130万トンの可採炭量を確認した。すなわ
ち、同地区には、500万トンの可採炭量が孵存していることになる。サバ州政府は、
JICA調査で実施した地域に隣接するマリアウ地域の石炭資源に関心を有しつつ
も、原始林保護を目的に、同地域内での試錐作業を含む探査活動を認めていな
い。このマリアウ地域の北西部に隣接するピナンガ地域で探査活動が行われてい
る。低硫黄含有率の高揮発分瀝青炭の賦存が確認されており、調査が継続中
（2003.2現在）。
（平成15年度 国内調査）
上記調査の結果、厚さ0．1ｍ～5．82ｍの炭層が露頭で確認され、低硫黄含有量
（＜0．6％）・低灰分含有量（9％)高揮発分瀝青炭A（ASTM基準）であることが判明
している。地層構造はやや複雑であると報告されている。
（平成15年度 在外調査）
情報なし

(平成16年度国内調査）
JICA調査が行われたマリバウ地区、シリンポポン地区は、探査･開発活動は実施さ
れていない。地質調査所より隣接するマリアウ地区の北西部（ピナガン）の探査が
続けられている。速報によると、同北西部には、20～25百万トンの埋蔵量があると推
定されている。
(平成16年度在外調査）
次段階調査：
 １）調査名：サバ州Pinangha地域における石炭探査（Coal Exploration in the
Pinangha area, sabah under the 8th Malaysia Plan Project)第8マレーシアプロジェ
クト
 ２）期間：2001年～2005年

進行・活用

ﾌｪｰｽﾞ1調査の結果選ばれた3地域について、詳細な地表調査および既
存資料の検討を行い、次の2地域について技術および経済性の両面より
炭鉱開発可能性の評価を行った。結論は次のとおり。
 
南西ﾏﾘｱｳ地域：立地および地質条件よりみて、開発の可能性は低い。
ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域：将来の開発可能性は比較的高い。

［提言の内容］
(1)ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域における詳細探査と石炭開発F/Sの実施
(2)調査地の西に隣接するﾏﾘｱｳ地域における石炭探査および資源の評価
(3)本地域全体の石炭開発に関するﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの作成
なお、上記提言の調査が実施される場合には、DMG（鉱山地科学局）の
担当となる。

（1）ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域における詳細探査（4本
  の探査試錐を実施）           
                         
 （2）マリアウ地域の北西部に隣接するピ
ナンガ地域の調査の実施。

（平成15年度 国内調査）
上記の探査がまだ続いている段階であ
る。

(平成16年度国内調査）
JICA調査が行われたマリバウ地区、シリン
ポポン地区は、探査･開発活動は実施さ
れていない。地質調査所より隣接するマリ
アウ地区の北西部（ピナガン）の探査が続
けられている。

(平成16年度在外調査）
次段階調査：
 １）調査名：サバ州Pinangha地域におけ
る石炭探査（Coal Exploration in the
Pinangha area, sabah under the 8th
Malaysia Plan Project)第8マレーシアプロ
ジェクト
 ２）期間：2001年～2005年

ﾏﾚｰｼｱおよびｻﾊﾞ州政府は、国産資源の活用を重要視しており、提言内容については、基本的
に合意している。ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域の探査は、小規模で予算も少額ですむため、報告書提出後すぐ
に実施された。ﾏﾘｱｳ地域については、より規模の大きな探査であり、また原始雨林の中に位置す
るため、環境問題も含めて政府内の関連機関で意見を調整中である。

(平成16年度国内調査）
地質調査所より隣接するマリアウ地区の北西部（ピナガン）の探査が続けられている。

(平成16年度在外調査）
次段階調査：
 １）調査名：サバ州Pinangha地域における石炭探査（Coal Exploration in the Pinangha area,
sabah under the Sabah under the 8th Malaysia Plan Project)第8マレーシアプロジェクト
 ２）期間：2001年～2005年

機材供与：調査用車両、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ、測量器具等
ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修受入：延べ3名、3ヶ月
現地ｾﾐﾅｰ開催：ﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙ提出後、石炭関連機関を集めて実施

資源調査／エネルギー一般

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 THA 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

タイ

石炭探査・評価

The Study on Coal Exploration and Assessment in
the Kingdom of Thailand

村岡 次郎

三菱マテリアル(株)

95.7.16～9.9／95.11.5～96.2.10
96.6.2～7.13／96.11.3～97.2.22
97.6.1～7.4／97.10.19～10.30

9

7～9

370,157 千円

76.88 人月

1997/10/1

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）

Department of Mineral Resources, Ministry of
Industry
（工業省鉱物資源局）
Nawee Pitchayakul, Chief of Coal Exploration
Section

2000年7月から2002年1月にかけて、ガオ炭田を対象と
したF/S技術移転プロジェクト（ガオ石炭盆総合開発計
画）が実施され、経済性を考慮した開発可能性評価技
術の移転がなされた。このF/S調査において開発有望
として選定された区域は、2002年早々、公開入札が実
施される予定である。                    
                                  
2003.2現在：情報なし

進行・活用

 DMRは移転された技術を活用するとともに、今後新しい業務となる開発
計画や実施案の検討能力を備えることが必要と判断している。この為には
開発の可能性の高い炭層堆積盆を選定しJICAとの共同によるF/Sを実施
することにより、技術移転を図る。

1)実施機関:Coal Exploration and
 Development Section,Department
 of Mineral Resources (工業省鉱物資
 源局石炭探査・開発課)
2)対象地区:ﾌﾟﾗｴ鉱区、ﾉﾝ･ﾌﾟﾗﾌﾞ鉱区、
 ﾒ･ﾗﾏｵ鉱区
3)実施内容:上記実施機関と共同して上
記対象区域を調査し、成果を解析して開
発を前提に評価を行った。共同作業を通
してﾀｲ国側に石炭資源の探査・評価技
術の移転を行った。

（平成15年度 国内調査）
本調査をもとに行われた、経済性を考慮した開発可能性評価技術移転のプロジェク
トである「ガオ石炭盆総合開発計画」は、石炭の改質を含む総合開発計画の検討を
行うフェイズIIまで予定されていたが、フェイズIの結果をもとに検討の結果、フェイズI
をもって終了となった。また、タイ国のセメント需要、電力需要の不振により、ガオ石
炭盆は開発に至っていない。

（平成15年度 在外調査）
情報なし

資源調査／鉱業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 TUR 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

トルコ

ゾングルダック炭田海域部開発計画調査

Pre-Feasibility Study for the Zonguldak Off-Shore
Coal Mine Development Project in the Republic of
Turkey

井上 正昭

(株)ダイヤコンサルタント

81.3.12～3.31／
81.4.1～82.3.20

6,9

55～57

164,162 千円

40.00 人月 （内現地27.50人月）

1983/1

(株)ダイヤコンサルタント

石炭公社
Turkish Coal Enterprises

 数年後、ｺｽﾞﾙ坑東部の海域の調査を計画したが、陸
上部の開発に変更している。ｱﾏｽﾗ鉱区深部は、ﾀﾞｲﾔｺ
ﾝｻﾙﾀﾝﾄ(株)がﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの柱状対比を実施しこれに基づ
き物理探査の計画を勧告した（1988年）。しかし、当局
は地形・地質が物理探査に適さぬとしてﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査を
した。本地区では、1984年～1986年にｺﾝﾍﾟｯｸｽ社
（ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ）が開発F/Sを実施している。この結果に基づ
き新地区の開発とこれを燃焼した30～60万ｷﾛﾜｯﾄの発
電所建設を考えているが、州政府は第三者による炭鉱
開発を要求しているので、日本に頼みたいとの意向で
ある（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名：ｱﾏｽﾗB鉱区開発F/S）。
1993年、石炭開発技術協力ｾﾝﾀｰ（JATEC）国内主要
炭鉱を対象として、保安集中管理、人件費／資材管理
のための調査団を派遣した。一部の炭鉱では世銀資
金により電算化を実施している。

1999.10現在：その後の情報は入っていない。

進行・活用

 ｺｽﾞﾙ鉱Buyuk炭層にて630万ﾄﾝの炭量が埋蔵していることが予想される
も、海域部にて種々の断層が入りくみかつ炭層傾斜も急勾配であるため、
その採掘法は特殊なものとする。また、埋蔵炭量を増加させるため現在あ
る坑道からの水平ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞによる探査が必要である。

 （実施機関）      E.K.I（ｴﾚﾘｰ石炭公社）
 （実施予定地）  Kozul炭鉱内及びZonguldak沖
 （調査範囲）      1.坑内ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査の継続
                            2.海域部物理探査追加
                            3.ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ技術研修の実施

開発予定地：ｱﾙﾑﾄｼﾞｭｸ･ｺｽﾞﾙ
（海域のみでなく陸側にまで開発範囲を
拡大）
・ｺｽﾞﾙ鉱区、海域部は困難となったが、ｱ
ﾏｽﾗ鉱区等の有望鉱区が発見されている
ので、その実現を勧告している。

(*)より
(5)民間資本導入
TTKは、Amasra B鉱区の開発について、
外国投資家に興味をもたせるべく、鉱区
開発に加え、その石炭を用いた発電所建
設をｾｯﾄで行う計画を用意した。BOT方
式ですすめたい意向である。しかし、先進
諸国において石炭採掘は斜陽産業となっ
ているので、欧米の民間企業からは、
BOT方式の申請はない。
(6)ｺｽﾞﾙ鉱区（爆発事故以来の状況）
1993年にｺｽﾞﾙ鉱区で爆発事故（263人死
亡）が発生した。JICAは、これを契機に、
安全管理等のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施中である
（1995～2000年の5年間）。現在、ｺｽﾞﾙ鉱
区での生産活動は、事故以前の水準ま
でに戻った。TTKは、今後ｺｽﾞﾙ鉱区の一
層発展を図りたい意向。
           （1995年11月現地調査結果）

(1)本調査の意義
 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、ｿﾞﾝｸﾞﾙﾀﾞｯｸ炭田ｺｽﾞﾙ鉱区の海底地質調査等を行った。この調査に
より、海底の地質・埋蔵量等を把握できたと共に、調査機器を調達し、その操作方法
等のﾉｳﾊｳも取得できた。
(2)石炭生産と販売
 TTK（Turkish Hard Coal Enterprises：炭田公社）は、Uzulmez（Asma, Amasra炭
田），Kozlu（1炭田），Karadom（Armutcuk等の3炭田）の3炭田会社をもち、年間3
million tonのHard Coal（亜歴青～歴青炭：ﾘｸﾞﾅｲﾄではなく、良質だが量が少ない）を
採掘している。販売先は、ｴﾚﾘｰ等の製鉄会社（0.8 million ton）・発電所（1.8 million
ton）等である。しかし、発電所は年間40 million tonの石炭を必要としており、その多
くを輸入炭に依存している。発電所・製鉄会社等が輸入炭に依存する原因は、国内
生産が充分でないこと・生産の早期拡大は期待できないこと等による。
(3)埋蔵量
 TTKは、JICA Studyの後、MTAの調査により多くの鉱脈を発見し、前記炭田におい
て160 million tonの石炭埋蔵を確認している。
(4)経営状況
 毎年、多額の赤字を題しており、政府からの補助金で補填されている。政府からこ
の赤字額の縮小を強く要請されており、TTKは、従業員の削減・機械の一層の導入
等により、生産性をあげようとしている。TTKは、年間4.5～5 million tonの石炭採掘、
17,000人（現在 21,000人、すでに過去10年で40,000人から21,000人まで合理化し
た）体制をめざしている。 (*)へ続く

  現在、各炭鉱（5炭鉱）の入昇坑管理、人件費／資材管理の電算化を望んでいる。
  また、炭鉱事故防止政策が必要とされ、鉱山保安専門家の派遣を希望している。

資源調査／ガス・石炭・石油

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 MWI 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

マラウイ

ヌギヤナ（ガーナ）炭田石炭開発計画調査

Invention on Development Project of Ngana
Coalfield in the Republic of Malawi

青木 正行

海外石炭開発(株)

77.7.23～9.16

6

52

47,100 千円

0.00 人月

1978/2

海外石炭開発（株）

農業天然資源省
L.P.Amthony
(Secretary of the Treasury)

 試錐結果から、地表露頭より、炭層状況が貧化してい
ることが判明し、経済的に採掘不可能とされ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
実施は中止されていた。

 しかし、現行の森林・天然資源省の考え方では、1986
年4月より5年間に、これまでの1) JICA調査、2) THE
CHAMBER OF MINES OF SOUTH AFRICA調査、
3)KIERINTERNATIONAL調査をもとに具体化が進めら
れる予定。
1999.10現在：変更点なし

遅延

1.計画の概要
 調査内容
  (1)関連資料の収集
  (2)炭層追跡調査（Trenching Surveyによる）
  (3)石炭ｻﾝﾌﾟﾙ採取
  (4)測量作業
  (5)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ（輸送用道路、湖上輸送用Jetty）の調査

2.結論及び勧告
  (1)炭質は低揮発分、高灰分の低度瀝青炭で石炭化度は高くない。
  (2)純炭発熱量は5,300Kcal/kg程度で低い。
  (3)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ整備及び技術指導をも含めた経済性の検討を
          十分に行うこと。
  (4)ﾏﾗｳｲ全土のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ結果について分析を行う。

1. 1985年当初までは石炭をﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ経由ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴより輸入していたが、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ
の政情悪化により輸入が完全に停止し、それに代わるものとして、本ｶﾞｰﾅﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄも
含めて昨年末より国内炭田の開発に着手している。
2. ﾏﾗｳｲは依然として炭田等の開発には外国からの資金、技術援助をあてにしてお
り、自国のみで開発する余裕も能力もない。
3. 1985年8月より、北部Livingstonia南西部約8km地点にあるKaziwiziwiにおいて、ﾏ
ﾗｳｲ政府の全額出資により、労働集約的作業が容易である露天採鉱法をとって採鉱
を開始しているが、炭質と鉱量も将来的に不十分との認識をもっているため、ｶﾞｰﾅ炭
田の採鉱はあきらめていない。

資源調査／ガス・石炭・石油

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 SWZ 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

スワジランド

石炭開発計画調査

The Lubhuku Coalfield Development Project in the
Kingdom of Swaziland

野崎 元

住友石炭鉱業(株)

80.11.11～81.3.22
81.7.18～82.3.4

6,4

55～57

228,136 千円

0.00 人月

1983/1

住友石炭鉱業（株）

Director
Geological Survey and Mines Department
天然資源エネルギー省

1999.11現在：新情報は入っていない。

進行・活用

 調査地域内には総計1.86億ﾄﾝの埋蔵炭量が期待され、そのうち約70％
が貫入岩が少なく、地質構造の安定した北部約25kmに賦存する。将来新
規炭鉱開発のためこの北部において、より詳細ばﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査を実施し、
その後経済・財務評価を含めたF/Sの実施を勧告した。

  （実施機関）  Ceological Survey and Mines Dep.
                                                      （地質調査鉱山局）
  （調 査 地）      ﾙﾌﾞｸ地域
  （調査結果）    試錐本数28本、総掘削長10,661ｍ
                             稼行対象となる炭層：3層（南部より北部が有望）
                             埋蔵炭量：1.86億ﾄﾝ
                             炭質：稼動中のﾑﾊﾟｶ炭鉱と同じ

 1983年度よりF/Sとして「ﾙﾌﾞｸ石炭開発
計画調査」が行われ、1985年度に終了し
ている。詳細は本要約表SWZ001を参
照。

 1983年度、試錐機2台（300ｍ、500ｍ級）の機材供与を行い、1984年度は日本の技
術移転によりｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ政府の手で試錐工事を実施した。
 この調査結果も含めたﾌﾟﾚF/Sを1985年度に実施した。
 結果は以下の通り。
1.開発対象炭層：ﾙﾌﾞｸ北部区域 Main Seam
2.炭質：大部分が半無煙炭、一部無煙炭。
             ﾑﾊﾟｶ炭鉱及びﾒﾀｰﾙ無煙炭に匹敵。
3.生産規模：精炭51万ﾄﾝ/年（原炭64万ﾄﾝ/年）
                    可採炭量3,500万ﾄﾝ
4.開坑：斜坑方式。
5.採炭：ｺﾝﾃﾆｱｽ･ﾏｲﾅｰによる柱房式
6.初期投資額：約2,690万USﾄﾞﾙ
              （1985年度・金利含まず）
7.山元原価：16.00VSﾄﾞﾙ/精炭ﾄﾝ
8.その他：F/Sに当たっては、下記の諸点を明らかにしておくことが望ましい。
 (1)石炭開発に関する諸政策の明確化
 (2)石炭市場の具体化
 (3)開発推進体制の強化

資源調査／ガス・石炭・石油

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 TZA 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タンザニア

天然ソーダ灰開発計画調査

Pre-Feasibility Study on Natural Soda
Development in Lake Natron Related
Transportation Facilities

新村 明

通商産業省基礎産業局

75.11.13～75.12.7

11

50～51

29,222 千円

0.00 人月

1976/8

日本ソーダ工業会

National Chamical Industry (NCI)
Mr.パレソイ

1999.10現在：新情報なし

遅延

1.計画の概要
 ﾅﾄﾛﾝ湖の天然ｿｰﾀﾞ資源を開発するための投資計画のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを作成
し、将来におけるﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査のための調査事項および調査計画を作
成する。
2.結論及び勧告
 ﾅﾄﾛﾝ湖の天然ｿｰﾀﾞ灰を年産100万ﾄﾝ規模で開発し、約100kmはなれた
ｱﾙｰｼｬ西方20kmに位置するﾓﾝﾃﾞｳﾘにおいて精製し、ﾀﾝｶﾞ港より輸出す
る。総投資額は、319百万USﾄﾞﾙ。
 ﾅﾄﾛﾝ湖に存在するｿｰﾀﾞ資源中には、平均1.37％のﾌｯ化ｿｰﾀﾞを含有し
ており、ﾌｯ化ｿｰﾀﾞ除去工程が不可欠である。その為の建設費用及び製造
ｺｽﾄも増大する。しかもｿｰﾀﾞ灰の世界市場は将来共小さく、輸出に際し輸
出市場規模を充分精査する必要がある。

 調査結果は本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を進めていない。主な理由は、技術的理由、市場・
需要に関する問題による。
1.ﾅﾄﾛﾝ湖－ﾓﾝﾃﾞｳﾘ間（約100km）、ﾓﾝﾃﾞｳﾘ－ﾀﾝｶﾞ港（約400km）のｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの
整備に莫大な投資を要する。
2.ｿｰﾀﾞ灰の品質保持のため、特殊な貯蔵施設の整備も必要であり初期投資のみな
らず、品質管理技術面においても多々問題があるとみられる。
3.ﾀﾝｻﾞﾆｱ側のﾛｰｶﾙｺｽﾄ負担能力がない。

結局、ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府はどこからもﾌｧｲﾅﾝｽを得ることができず、計画は進展していな
かった。さらに、ﾅﾄﾛﾝ湖は世界的に貴重なﾌﾗﾐﾝｺﾞの生息地であり、環境保護を求め
る国際世論からみてもこの計画の実施は困難になったと考えられていた。
しかし、1993年になってｱﾌﾘｶ開発銀行のﾌｧﾝﾄﾞによってﾌﾗﾝｽのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社があ
らたにF/Sを実施した。この調査では、生産規模を年間15万ﾄﾝに圧縮し、ｲﾝﾌﾗ整備
に必要な資金は6700万ﾄﾞﾙと算出した。ただし、ﾌﾗﾝｽの調査自体は、この圧縮され
た規模でもﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙとは明言しているわけではない。しかし、ﾀﾝｻﾞﾆｱ国営化学会社
（NCI）はこれを前向きに解釈し、実現に向けてｱﾌﾘｶ開発銀行に向けて融資を求め
ている。また、ｱﾌﾘｶ開発銀行の融資の条件である環境ｱｾｽﾒﾝﾄはすでに実施済みで
ある。正式な報告はまだ公表されていないがNCIは、前向きの感触を得ている模様。
（1996年10月現地調査結果）

資源調査／鉱業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 ARG 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

アルゼンチン

ネウケン州北部地熱開発計画調査

The Pre-Feasibility Study for the Northern
Neuquen Geothermal Development Project in the
Argentine Republic

掛川 周男

日鉱探開(株)

82.2.20～3.31／82.11.15～82.3.31
83.10.1～10.12／83.11.7～84.3.29
84.3.22～3.29／84.7.29～8.5

3,8,2,8,1,1

56～59

342,235 千円

78.75 人月

1984/11

日鉱探開（株）

ネウネン州政府エネルギー公社、企画庁計画
調整局、公共事業省国家エネルギー庁燃料
資源局
（89年以降）ネウケン州政府エネルギー公社、
公共事業省国家エネルギー庁、外務省国際
協力局

1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず、情報無
し。

(*)の続き
2.その他
 ｱ国側のCP側は、今までのJICAの技術移転による蓄
積を基に、地熱ｾﾝﾀｰを設立し、ｺﾊﾟｳｴ地区の開発
に重点をおき、JICAの技協ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに期待すると共
に、独力で小型地熱発電のﾃｽﾄﾌﾟﾗﾝﾄ（670KW）を1988
年4月に運開させた。しかし、天然ｶﾞｽが活用されるに
つれて、地熱発電への意欲を州政府がなくし、同ｾﾝﾀ
ｰも消滅、技術者は離散、機材もどこかにいってしまっ
た。

進行・活用
1.調査対象としたﾈｳｹﾝ州北部15,000平方kmの範囲の中から、3次にわたる調査の結
果、ﾄﾞﾑｰｼﾞｮ（Domuyo）地域で極めて有勢な熱水・蒸気混合型地熱資源の賦存を把
握し、これを検証するための調査井掘削の有望地点として、ab両地区を選出した。
2.
(1)一般的に地熱資源開発は、技術的・経済的ﾘｽｸが大きく、特にｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝでは技
術的土壌と経験が極めて不足しており、可能な限り段階的且つ着実に進める必要が
ある。
(2)このため次段階として必要なことは、ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ評価段階の後半部として、400ｍ級
熱流量井の掘削・測温、1,500ｍ級の調査井掘削による検証、更にこれに関連した各
種試験を行い、全ﾃﾞｰﾀによる最終総合解析を行う必要がある。
(3)以上により当該ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙが実証評価された場合、当該資源の開発が周辺地域に
及ぼす経済的・社会的効果影響について検討予測し開発段階への進行と方策を検
討する。
(※)

提言に関して
(1)本調査終了後、1984年～1985年（現地夏季）にｱ国側C/Pによって400ｍ級熱流
量坑井が掘削され、更に有望な測定結果が得られて、将来の開発を前提とした地熱
資源確認地区として認識された。
(2)ｱ国側はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区の地理的環境や州政府の政策の変更から、緊急開発重点
をｱｸｾｽの良いｺﾊﾟｳｴ地区に映して、以降の開発調査を行う事を希望し、JICAの新規
技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして実施する事が要請された。
 1987年S/Wが調印され、同年～1991年にわたり1,800ｍ級坑井掘削を含む諸調査・
試験・F/Sが実施された。
(3)ｱ国側では本調査で技術移転を受けた技術者と供与機材を母体に、国政府・州政
府によりﾈｳｹﾝ地熱ｾﾝﾀｰ（Centro Geotermico del Neuquen）が設立され、以後の同
国内の地熱開発の技術的な推進中核となった。
(4)州政府はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区のｲﾝﾌﾗ整備の手段として、当面同地区の地熱兆候景観と
温泉を対象に観光/ﾘｿﾞｰﾄ開発を州予算及び民間資金を導入して開始した。

1. 1984-1985年にｱ国側CPによって400
ｍ級熱流量坑井が掘削され、更に有望な
測定結果が得られ、将来の開発を前提と
した地熱資源確認地区として認識され
た。

2.ｱ国側はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区の地理的環境や
州政府の政策変更から緊急開発重点をｱ
ｸｾｽの良いｺﾊﾟｳｴ地区に移して以降の開
発調査を実施することを希望し、JICAに
要請された。1987年にSWが調印され、
1987-1991年に1800ｍ級坑井掘削を含む
諸調査・試験・FSが実施された。
（ARG002 ﾈｳｹﾝ州北部地熱開発計画）

3.ｱ国側は本調査で技術移転を受けた技
術者と供与機材を母体に、国政府・州政
府により、ﾈｳｹﾝ地熱ｾﾝﾀｰ（Centro
Geotermico del Neuquen）が設立され、同
国内の地熱開発の技術的な推進中核機
関となった。

4.州政府はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区のｲﾝﾌﾗ整備の
手段として、当面同地区の地熱兆候景観
と温泉を対象に観光・ﾘｿﾞｰﾄ開発を州予算
及び民間資金を導入して開始した。

第1、第2ｽﾃｰｼﾞのJICAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後もｱ国側C/Pによりﾄﾞﾑｰｼﾞｮ、ｺﾊﾟｳｴ両地区で
の調査と観測は継続されていたが、1995年の州知事選挙の結果による政権交代以
降は、地熱開発が州の重点政策から削除されたため、現時点では地熱ｾﾝﾀｰの活動
もいささか停滞気味との事である。

［その他の状況］
1.技術移転例
(1)現地調査に際して、全期間ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ（延9名）と合同して調査を行い、具体的に
技術指導を行った。
(2)各年次とも現地調査開始時と終了時には、現地でｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄおよび有識者を対
象に説明会を行った。
(3)3年次にわたり準高級4名、一般4名計8名の研修員が来日し、調査結果の国内解
析や評価作業を研修するとともに、地熱発電所、地熱発電機、ﾀｰﾋﾞﾝ工場、関連官
庁、研究所等を訪問見学した。
(4)各種調査手法に必要な機材のうち、JICAは地化学探査、物理探査、坑井掘削の
ための機材（23品目）、車両（3台）等総額34,700千円（FOB）を供与し、調査期間を
通じて、使用方法を指導し習熟させた。        (*)へ続く

資源調査／新・再生エネルギー

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHL 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

チリ

プチュルディサ地区地熱開発計画調査

The Pre-Feasibility Study for the Puchuldiza
Geothermal  Development Project in Republic of
Chile

坂井 定倫

(株)大手開発

78.11.1～12.30／80.10.12～12.18／
79.7.20～8.6／81.2.15～2.21／
79.10.24～12.17／81.11.22～12.6

10,2,4,2,1,2

53～56

145,370 千円

60.70 人月 （内現地28.00人月）

1980/3

三菱マテリアル資源開発（株）
日鉱探開(株)

Patricio Trujillo Ramirez
CORFO地熱委員会（国内産業開発公団）

探査結果に基づき有望と考え選定した地点において、
ﾁﾘ側は地熱調査井No.6を掘削した。又、この調査結果
の妥当性は第3者のｲﾀﾘｱのｺﾝｻﾙにより評価されてい
るが、先方の事情により探査は中断されている。
1999.11現在：変更点なし

進行・活用

1.計画の概要
 ﾁﾘ政府はﾌﾟﾁｭﾙﾃﾞｨｻ地区地熱開発調査を要請し、日本政府は、これに
応え1978年11月～12月地質・物理探査の調査団を派遣した。国内解析に
より、地熱貯溜層の規模、深度を考察し、次に行われるべき調査井の位
置、掘削深度を決定した。
 CORFOはこの勧告により、1979年10月より調査井掘削を計画し、この掘
削により得られる地質、温度、圧力等の諸ﾃﾞｰﾀの解析は、前年度の表面
調査結果と関連を有し、地熱貯溜の正確度の高い評価につながることか
ら日本に対し、この検層の指導を求めた。
 CORFOの実施する掘削ﾃﾞｰﾀの解析と前年度の補充として、南方方向の
電気探査を実施し、貯溜層の南北方向のひろがりの確認を行うこととし
た。
2.結論及び勧告
(1)CORFOの掘削計画が遅延した1979年度内に地熱貯溜層に到着しな
かった事情から電気探査の解析のみを行った。
 1978年度の東西2本の測線（6km×2本）にひきつづき南北方向に6km×
2本を実施した。この結果、北に延びる低比低坑帯が確認された。
 既掘削調査井No.1～No.5の噴気が自然停止したので原因究明を行い
対策を指導した。
 遅延している調査井の掘削計画について、ｹｰｼﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの指導、冷
水混入の防止、検層による貯溜層の観測の重要性につき指導した。
(2)その他（今後のﾌｫﾛｰ）
 1980年度のCORFOの掘削計画をみて、調査団を派遣し検層を行い、地
熱貯溜層の評価報告書を作成する必要がある。

 探査結果に基づき、有望と考え選定し
た地点において、ﾁﾘ側は地熱調査井
No.6を掘削した。

同案件が検証した掘削井No.6は、同調査終了後2年後の1982年に放置の決定がさ
れた。その理由は以下の通り。
1)存在した地熱水の温度が十分でなかった。
2)地熱発電の開発を成功させ、周辺の銅鉱山への電力の供給を最終目的に調査は
行われたが、銅価格が下落し、それら鉱山が稼働しなくなった。
3)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄであったﾌﾟﾁｭﾙﾃﾞｨｻﾞは、地熱発電候補としては、当時それほど有望
視されていなかった。（面談したｴﾝｼﾞﾆｱの談によれば、ﾌﾟﾁｭﾙﾃﾞｨｻﾞの南方300kmに
位置するEl Tatio地区がUNDPの支援の下、地熱電源開発を成功させており、ﾌﾟﾁｭﾙ
ﾃﾞｨｻﾞの開発に、そもそも先方が熱心ではなかった、という経緯がある。）（1997年9月
現地調査結果）

 現在では低温の地熱水であっても発電する技術（北米）ができたため、本格的な発
電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして認知されている。すでに1995年より、調査が再開されている。これ
はｲﾀﾘｱ資本にて実施されているが、15年前に本調査にて掘削した調査井No.6の近
辺に、調査井No.7としてﾎﾞｰﾘﾝｸﾞが行われている。面談者（SAE）によれば、この新し
いﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査掘削地を決定するのに、当該JICA市源調査の結果は有効利用され
たという。なお、本ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査でﾋｱﾘﾝｸﾞを行った先方組織は、調査当時C/Pで
あった「CORFO（国内産業開発公団）」の事業を民間に委譲するために設立された
機関（SAE：企業庁）であった。しかし、今後同地熱発電条件の開発主体は、このSAE
の手をも離れ、更に別組織下に移る予定である。（1997年9月現地調査結果）

資源調査／新・再生エネルギー

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 COL 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コロンビア

石炭開発計画調査

Coal Development Project

青木 正行

海外石炭開発(株) 調査部主席調査役

76.2.7～3.5
76.9.7～9.20

7

50～51

44,696 千円

0.00 人月

1976/10

海外石炭開発（株）

CARBOCOL
(コロンビア石炭公社）

 1976年10月、ｺﾛﾝﾋﾞｱ政府から、本調査で勧告した3
炭田のF/Sよりも優先的に、ｶｳｶ河渓地区炭田のﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝの可能性の検討に関する技術協力の正式要請
がだされ、1976、1977年度にJICAﾍﾞｰｽで実施した。な
お、3炭田の現状は次の通り。
 ・Jagua地域：開発中断。開発に必要な所有権問題が
決着せず、 これに必要な法的措置もとられていない。
 ・Uraba地域：Colombiaの民間企業が調査したが、有
望な結論はえられなかった。
 ・Caucasia地域：民間企業（ｶﾙﾎﾟﾈｽ･ｶﾘﾍﾞ）によって現
在調整中、第1次結果は良好であった。
 JICAの調査した地域では現在も炭鉱開発が進んで
いるが、JICA調査との直接関係が有るか否かについて
ECOCALBONが確認中。
（1998年11月現地調査結果）
1999.10現在：新情報なし

進行・活用

1. 計画の概要
 コロンビア共和国政府の要請に基づき同国の La Jagua ,  Caucasia,
Uraba の３炭田を中心に稼行中La Chapa,Amaga, Cucuta炭田等の調査
を実施し、石炭試料の分析、検討、炭田  開発の可能性の検討ならびに
今後の調査計画の策定も行うものである。
2. 結論及び勧告
（1） La Jagua, Caucasia, Uraba の３炭田のうち、La Jagua炭田は石炭堆積
分としての規模は小さいが、炭層の状態、地質構造、採掘条件、用水の確
保、輸送事情等いずれの点より判断しても最も開発可能性の高い地域で
ある。
（2）La Jagua炭田について次の段階として下記の調査をすることが望まし
い。
 1）地層序、炭層条件を確認するためコア試錐を行い分析資料として石
炭
       コアを採取する。
 2）石炭コアの分析を行い炭質の検討を行う。
 3）地質調査で炭層露頭の確認、地質構造を把握する。
 4）試錐位置の測量を行う。
（3）Caucasia炭田はAnchica 付近のように概してアクセスが困難な所が多
いので輸送等のインフラスタラクチャーを考慮し開発すべき地域である。
（4）Uraba 炭田は炭層状況、地質状況等より判断して、現状では開発対
象としては考えられない。しかし、この炭田の南北延長にも炭田が分布し
ているので今後調査する必要があると思われる。

 同国第3の工業地帯Cali-Yumbo地区の最重要ｴﾈﾙｷﾞｰ源であるｶｳｶ河渓地区炭
田の石炭採掘状況に行きづまりが予想され、このままでは同工業地帯は石炭以外の
ｴﾈﾙｷﾞｰに転換せざるを得ない状況になってきた。このため本調査の勧告による未
開発炭田のF/Sよりもｶｳｶ河渓地区炭田のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの可能性の検討の方が優先
度が高くなった。また、1979年の法律により政府機関を通さなければ石炭開発ができ
なくなったこと。Jagua地域の所有権をめぐっての法的決着がついていないことから、
JICA F/Sで有望視していたJagua地域の開発は中断されている。

1999.11現在：新情報なし

ｾﾚﾎﾝの開発
北部：EXXONとCARBOCOLとの共同開発決定、年間1,500万tの輸出を1986年
          以降予定
中部：CARBOCOLが直接開発、1990年までに1,000万t/年の生産予定
南部：未開発  調査を担当した海外石炭開発(株)は組織消滅。

資源調査／ガス・石炭・石油

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 COL 202

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コロンビア

カウカ河渓地域石炭開発調査

The Survey for Coal Development Project in Cali
Coalfield in the Republic of Colombia

青木 正行

海外石炭開発(株)

77.2.5～3.21

6

51～52

43,332 千円

0.00 人月

1972/0

海外石炭開発（株）

鉱山エネルギー省
石炭公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化の状況は次の通り。
1.ｺﾞﾛﾝﾄﾞﾘｰﾅｽ地区
 「実現／具体化された内容」のとおり。
2.ﾗ･ｶｽﾀｰﾀﾞ鉱山
 年間10万ﾄﾝの維持が対されている。
3.ﾊﾟﾝｾ及びﾘﾘ鉱山
 年間10万ﾄﾝの増産は可能と判明・確認埋蔵量は
1980年代の終りまでに掘り尽くされる見込み。
4.ﾗｽ･ﾒﾙｾﾃﾞ計画
 1983年より年産9.6万ﾄﾝを目指す計画が展開されて
いる。
5.ﾘｵ･ｸﾗｵ計画    同 上
6.ﾗ･ﾌｪﾚｲｱ計画
 1990年に年産10万ﾄﾝを目指すﾌﾟﾚF/S調査の段階
7.ﾊﾟﾙﾏｰﾙ、ｻﾝ･ﾌﾗﾝｼｽｺ   同 上
 JICA調査団によって呈示された他の地区は未だ諸般
の理由により実行移されていない。（1～7の資金源は
鉱床の所有者と民間の石炭消費企業）

中止・消滅

1.計画の概要
(1)調査の目的
 現在稼働しているValle del Cauca炭田が、現在の方法では、今後の採
掘に行きづまりをきたすため、同炭田のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの可能性につき日本
政府に対し要請があった。

(2)調査の内容
  国内作業 1)石炭質料の分析、2)地質図の作成、3)今後の調査計画と
開発の検討
  現地調査 1)関係機関との打合せ、2)関連資料収集、3)表地質調査、
       4)稼行炭田調査、5)石炭資料の採取

2.結論及び勧告
 有望地点の選定（12地点）
  Colondrinas（2地点），La Cascada. Rio Lili, Rio Jordan, Jordan
  La Buitrera.Rio Claro.Guachinte.Cas carillo. La Ajicera,
  Palmar, San Francisco

勧告
(1)坑口ﾚﾍﾞﾙ以下の採掘
(2)ﾓﾃﾞﾙ炭坑の選定、開発
(3)日本からの専門家派遣
(4)開発規模、1炭坑当り平均10万ﾄﾝ程度
(5)深部の斜坑坑底にたまる水は留水地をつくりﾎﾟﾝﾌﾟで排水を行う。
(6)排気坑口には扇風機を設置して機械通気を行う。

ｺﾞﾛﾝﾄﾞﾘｰﾅｽ地区については、その次の
10年間に年産22万ﾄﾝの生産を維持する
ための鉱山計画を推進を予定。

1999.11現在：変更点なし

調査を担当した海外石炭開発(株)は組織消滅。

資源調査／ガス・石炭・石油

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CRI 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

コスタリカ

バハ・タラマンカ石炭開発計画調査

Pre-Feasibility Study for the Baja Talamanca Coal
Development Project in the Republic of Costa Rica

佐藤 利典

(株)ダイヤコンサルタント

81.6.15～82.3.26／
82.5.29～9.1

9,5

56～57

78,660 千円

28.50 人月 （内現地23.70人月）

1983/3

共同事業体：代表
(株)ダイヤコンサルタント

電力公社
Coordinator
Ministro de Energio y Minas

ブルドーザによる露頭の試験掘削がなされた。
RECOPEの石炭部門は、本プロジェクト対象地区－カ
ルボンボリオ地区－と北方のセント地区での炭鉱開発
を計画しており、現在最終開発計画案を作成中（1993
年11月）。
カウンターパートの一人（Mr. BOLANOS）から、坑内設
計に関してダイヤコンサルタントに問合わせがあった。
 1981～94年のフィゲーレス政権下にあって、北方の
セントとワチの2地区で埋蔵量と品質の調査を実施。そ
の間1991年にRECOPEからICEに対し、石炭を原料と
する火力発電のF/Sが要請されたが、コロンビア炭を輸
入した方が経済性が高いとの結論になった。
 1994年に石炭開発は中止された（環境問題のあり）。
 （1998年11月現地調査結果）

1999.11現在：変更点なし

中止・消滅

 本地域においては、小規模ではあるが開発の可能性を有する炭層が５
地区に分散して賦存しており、炭量計算の結果約 630万トンが理論的に
存在する。
 また、開発にあたっては初期投資を少なくおさえた坑内採掘が妥当であ
るもF/S に先立ってトレンチング等詳細調査を行い、より明瞭な炭層賦存
状況と炭質を把握すべきである。

（プロジェクト実施機関） RECOPE（石油公社）
（調査予定地）      カルボンポリオ地区
              カルボンウノ地区
 
当国の石炭開発は、RECOPE内に石炭部門を創設し、本プロジェクトの担
当者３名（カウンターパート２名を含む）を移籍させた。

地表地質調査、ボーリング調査（カルボン
ポリオ地区）

(*)の続き
 ２名のうち１名はその後USA に留学し、他の１名は他地区の炭田調査に従事して
いるとのこと（1986～1987年）。コスタリカは石炭開に意欲を持ち、バハタラマンカ北
方のセント地区において炭鉱開発計画を検討している（1988年）。
 炭鉱の詳細設計をカウンターパートにて実施中、ダイヤコンサルタントはカウンター
パートの求に応じ、アドバイスを行っている。

現在日本政府にF/S ついて協力要請を検討中。それ以降についてはUSAID の経
済技術援助を見込んでいる模様（1984年）。USAID の援助により、ボーリング調査が
カルボンポリオ地区にてなされ、炭層位置などが確認された（1983～84年）。コスタリ
カの石炭開発の歴史は皆無に近く、JICAプロジェクトにおいて、技術移転を行ったカ
ウンターパート２名のみが石炭専門家となっている。(*)へ続く

資源調査／ガス・石炭・石油

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

461



個別プロジェクト要約表 GTM 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

グアテマラ

地熱発電開発計画調査（第三次）

Survey on Geothermal Power Development Project

渡辺 憲一

(株)大手開発

76.11.28～77.1.21

10

47～48 51～52

88,603 千円

35.10 人月

1981/2

三菱マテリアル資源開発（株）

電力庁
I.N.D.E
Instituto Nacional de Electrificacion

 電力庁INDEは地質、物理調査を行ったうえ、試錐探
査を行ったその結果に基づいてINDEは生産井規模の
大口径調査井3井の掘削を計画、わが国に対し、掘
削、計測、解析評価に携わる専門家派遣を要請越した
ことにより、1978年9月以降逐次JICA専門家の派遣を
みた。
 1980年には大口径3井の掘削が行われ、20ﾄﾝ/時～
25ﾄﾝ/時の蒸気の噴出をみた、2号井、3号井は、生産
井への転用が可能と考えられ、1981年にはさらに3件の
大口径井掘削が行われ、その何れも20ﾄﾝ/時以上の噴
気があるため全体の蒸気では概して1万数千ｷﾛﾜｯﾄ/時
以上の発電が可能とみられるに至る。現在蒸気の計
測、分析、地下水位の状況等計測が進められている。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：約2,500万ﾄﾞﾙ（米州開発銀行より借款）
建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ：近々ﾌﾟﾗﾝﾄ、入札の予定

1999.11現在：進展なし

進行・活用

1.計画の概要
 第1次及び第2次調査により優勢な地熱徴候をもっていることが確認され
たｽﾆｰﾙ地区について、地質調査、電気探査、地震探査等を実施して地
熱貯溜層を解明し、試錐位置を選定した。

2.結論及び勧告
 ｽﾆｰﾙ地区が地熱発電開発に有望な地域であることを確認し、次の勧告
を行った。

(1)構造井掘削
 有望地区における地質層序、地温勾配、地熱流体の性状等を構造ﾎﾞｰﾘ
ﾝｸﾞによって確認することが必要。
(2)調査井（ﾃｽﾄ井）掘削
 生産井掘削に先だち、深層の各種物性、噴気状況を確認するため、調
査井を掘削する必要がある。
(3)再解析
 構造井、調査井による調査の結果、本地区の地熱発電のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを総
合検討し、再解析見直しを行う。
(4)広域調査
 本地区の周辺には、他に有望地域の存在も考えられるため、広域調査
を行う必要がある。

JICAによる専門家派遣（3人）
INDEによる継続調査、開発
中南米の開発資金による生産井の掘削

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲……11孔中3孔生産中

総事業費…25百万ﾄﾞﾙ（米州開発銀行よ
りの借款）

提言内容と具体化されたものとの差異：
 報告書の提案内容と現在INDEが進めているﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの内容には現段階では原則
的な差異はなく、井戸掘削の位置に若干の変化がある程度。

 調査協力の結果、他の有望地域として指摘されているｱﾏﾃｨﾄﾗﾝ湖近辺域の地熱
地帯の調査・開発がJICAの協力調査により1998年ｽﾀｰﾄした。

資源調査／新・再生エネルギー

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 MEX 201

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

メキシコ

ラ・プリマベーラ地熱開発計画調査

Pre-Feasibility Study on the La Primavera
Geothermal Development Project

中村 久由

日本重化学工業(株) 地熱事業本部顧問

85.1.202.17/85.6.128.9/85.6.249.20/
85.11.2786.1.31/86.7.218.3/87.3.23.15/
87.7.207.31/87.10.1288.3.23/88.1.202.22/
88.1.202.22/88.3.93.23/88.6.207.13/ 88.
8.8-8.31/1989.1.30-2.5

18

59～63

707,997 千円

75.33 人月 （内現地43.50人月）

01. 3

日本重化学工業（株）

電力局(CFE)
Antonio Razo Montiel(当時；Gerencia de
Proyectos Geotermoelectricos)

現地担当窓口からﾌﾟﾘﾏﾍﾞｰﾗの工事進捗状況について随時情報を入手すべく折衝
を続けている。1991年ﾌｫﾛｰ調査として日本重化学工業(株)独自に調査員（佐藤
浩）を派遣して、現地の工事の進捗状況の把握を行った。1992年から1999年にか
けては、毎年一度GRCの大会参加の際にCFEの技術者に会い、情報を入手して
いる。1996年設置予定の10MW口元発電は延期されているとの情報があるが、現
地での確認はまだ行っていない。現地では坑井等は整備されており、いつでも発
電所建設にかかれる状況である。環境問題（木の切りすぎ）があり、着工が遅れて
いるが、CFEは「環境問題はいずれ解決するだろう。そうなれば建設に着手でき
る。」と言っている。（1997年現在）
1984年から1994年にかけて同州では州政府内の人事異動と環境団体の圧力によ
り、同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが政治問題化。ﾒｷｼｺ連邦電力庁（CFE）に対して同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの中
止要請が出され受理された。その結果、調査による木の伐採と工事用道路等の設
置による土壌浸食の回収・復元活動が実施された（ｻｲﾄは自然環境保護地域内）。
（1998年11月現地調査結果）

（平成15年度 国内調査）
情報なし

遅延

貯留層評価からラ・プリマベーラ地域の可能出力は75MWと結論された
が、発電所建設のためには、経済性を含む開発可能性調査（F/S）を行う
必要がある。

その調査は、
1）貯留層の挙動を確実に把握するために既存の生産井7坑の連続噴気。
2）経済性を考慮して、1）の蒸気利用としての口元発電で15MWの発電が
可能。

1）と2）から貯留層挙動データが入手できる。又、経済性調査の面から経
済的に成り立つ生産井の坑数を検討する。その為には、２～３本の調査井
を掘削し、データを収集する。これによりどの地点で生産井を掘削すれ
ば、どの程度の蒸気量が得られるかの予測が可能になる。以上の調査か
ら最終的な出力規模を決定する。

最近のCFEの出版物（GEOTERMIA）によ
れば、10MW口元発電は、1996年1月設
置する計画になっていたが99年現在進展
は見られない。

現在なおﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞであることを、1999年
7月にCFE関係者に確認した。

現地（CFE地熱開発部）の判断で現在の生産井を用いて1991年度の10MW口元発
電ﾌﾟﾗﾝﾄ建設（2本の井戸を利用するが、内1本はJICA井）に向け工事を行う予定で
あったが、本調査実施中より、噴気による周辺の植性に対する被害（植物の枯渇）が
問題となり、環境団体の圧力等でﾊﾘｽｺ州政府が本調査終了後に工事の一次中断を
決定。

CFE地熱開発部は、その後環境回復に努め、現在ほぼ復旧したと州政府の評価を
受け、同地域の地熱開発を再開する見通しである。

現在のところ、政府筋（環境担当）からの開発許可は未だ得られていないが、25HW
の地熱発電所の建設ﾌﾟﾗﾝを立て、その蒸気源である坑井のﾒﾝﾃﾅﾝｽ作業を継続し
ている（1998年10月現在）。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

資源調査／新・再生エネルギー

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

463



 

 

 

 

 

 

 

 

（4）ASEAN 諸国プラントリノベーション協力調査（全１１件） 

 



個別プロジェクト要約表 IDN 301

国   名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査

The Study for the Plant (Paper and Pulp)
Renovation in the Republic of Indonesia

狩野 忠夫

本州製紙(株)

84.2.26～3.27

10

58～59

81,083 千円

35.31 人月 （内現地9.99人月）

1984/11

本州製紙（株）

工業省基礎化学総局：Directorate
General of Basic Chemical Industries
バスキラハマット工場、パダララン工場
Mansur （工業省紙・ゴム計画局長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（中期計画）=22.61％（ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場）
          13.80％（ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場）
3.期待される開発効果
 (1)ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場
   中期的には、既設設備のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを行い、
   市場競争力を強化、1991年以降黒字経営とす
       る。長期的には、2号抄紙機を増設して､特殊紙
       を年間6,020t生産販売し、経営を強化する。
 (2)ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場
   現在、黒字であるがｼﾞﾘ貧が予想されるため、中期
   計画として既設設備のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝにより市場競争
       力を強化する。長期計画としては、4号抄紙機を
       増設して、高級ｼｶﾞﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ年産3,000t生産
       販売する並びに麻ﾊﾟﾙﾌﾟ生産設備を増設して、
       麻ﾊﾟﾙﾌﾟ年産3,360t生産し50％自家消費50％を
       外販する。もって経営の安定を図る。
2003.3現在：情報なし

実施済

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（中期計画）=22.61％（ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場） 13.80％（ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場）

実施機関
 工業省基礎化学総局
  A. ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 東部ｼﾞｬﾜ、ﾊﾞﾆｭﾜﾝｷﾞ市

総事業費
                中期計画     長期計画
 総事業費    2,537百万円   6,165百万円
 うち外貨分   1,740百万円   4,259百万円
    （1USﾄﾞﾙ=230円=1,000Rp）

実施内容
 1.中期計画
 (1)設備改善（主要項目）
  ・更新……ｳｵｯｼｬ（3基）、ﾌﾛｰﾎﾞｯｸｽ、ｶﾂﾀ、
                    ﾜｲﾝﾀﾞ等
  ・新設・増設…ﾌﾞﾛｰﾀﾝｸ・ﾁｯﾌﾟｻｲﾛ、ｽｰﾊﾟｶﾚﾝﾀﾞ
  ・予備品の充実
 (2)教育訓練
  ・海外からの教育訓練（17人－月）
  ・海外からの技術者派遣（17人－月）

（別紙参照）
(*)へ続く。

(*)の続き
（報告書の内容の続き）
工業省基礎化学総局
 B. ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場

西部ｼﾞｬﾜ州、ﾊﾞﾝﾄﾞﾝ県ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ市

    中期計画     長期計画
  1,836百万円   8,442百万円
  1,156百万円   5,766百万円
  （1USﾄﾞﾙ=230円=1,000Rp）

1.中期計画
 (1)設備改善（主要項目）
  ・更新……ｽﾄﾛｰｶｯﾀ、ｾｸｼｮﾅﾙﾄﾞﾗ
       ｲﾌﾞ、ｻｸｼｮﾝｸｰﾁ、ｼｪｰｷﾝｸﾞﾏｼﾝ、
       ﾜｲﾝﾀﾞｰ、ﾎﾞｲﾗｰ、各種工作機械、
       各種試験器
  ・新増設…濃度調節機、ﾊﾟﾙﾊﾟｰ、
       除塵機、ﾁｪｽﾄ、ﾎﾟﾋﾟﾝｽﾘｯﾀ、ﾜﾗ解
       梱機等
  ・予備品の充実
 (2)教育訓練
  ・海外での教育訓練（28人－月）
  ・海外からの技術者派遣（17人－月）

（別紙参照）

1. ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場については、長期計画で計画している製品構造と競合する製品
市場に民間企業が進出した。
2. ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場については、長期計画で計画しているｼｶﾞﾚｯﾄ紙市場に民間企業が
進出し、新工場が稼働した。

1. 工業省は報告書に基づいて1985、1986年度、BAPPENASに実施を働きかけた。
2. 工業省は、1985年7月ﾊﾞﾆﾜﾝｷﾞ工場の技術、生産担当役員を日本に派遣し、日本
市場とその将来動向を調査させた。
3. ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場は中期計画を4段階に分割し自己資金で逐次実施を計画。第1段階
として1号抄紙機系統の改善工事を仏ﾒｰｶｰに発注、完成。
4. ﾊﾞｷｽﾗﾊﾏｯﾄ工場は中期計画を自己資金で実施すべく計画。生産効率を高めるた
めにｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は民営化を推進しており、1992年にはﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場に関して
は90％、ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場に関しては55％が民間資本となっている。本報告書の提言に
ついては部分的には実現されたが、どちらの工場も民営化を推進しているため、円
借款には消極的である。

 紙・ﾊﾟﾙﾌﾟ関係の国営企業は、1994年3月現在、大幅な赤字である。この分野にお
いては国営企業の指導的役割はなくなってきている。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IDN 302

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

プラント（苛性ソーダ）リノベーション計画調査

The Feasibility Study on the Renovation of Caustic
Soda Plant of P.T.Industry Soda Indonesia in the
Republic of Indonesia

安達　勝雄

(社)日本プラント協会技術部長

84.5.16～6.5

6

58～59

51,571 千円

19.89 人月 （内現地15.00人月）

1984/12

ユニコ　インターナショナル(株)
(社)日本プラント協会

工業省基礎化学総局
Directorate General for Basic Chemic
Industry, Ministry of  Industry
Mr.Soenaryo(Director for Programming,
DGBC 当時)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=9.0％、EIRR=18.5％
　改修について3つのｹｰｽを検討した。現在の第1、第2
両系列をｲｵﾝ交換膜法に改修するｹｰｽ3が最も収益性
が高く、環境問題も解決する。このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ成功のた
めには、運転及び保守管理体制を改善し、生産能力
の確保を図るとともに、市場ｻｰﾋﾞｽに人材を投入し、販
売を拡大し、早期に100％運転を期さねばならない。ま
た、ソフトな融資条件を供与し、財務的にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘ
ﾃｨｰを与えることが必要である。

遅延・中断

実施機関
　工業省所管の国営会社であるP.T.Industri
　Soda Indonesia（Persero）（略P.T.ISI）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｽﾗﾊﾞﾔより8kmに位置するﾜﾙ地方に対象工場がある。

総事業費
　総事業費　　　24百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分       14百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=230円=1,000Rp.）

実施内容
　1. 1953～1956年日本の援助で建設された電解による苛性ｿｰﾀﾞﾌﾟﾗﾝﾄ
     の改修設計である。
　2. 水銀法電解によるﾌﾟﾛｾｽを、ｲｵﾝ交換ﾌﾟﾛｾｽに変換し、生産量を増強
     する。
　3. 苛性ｿｰﾀﾞ／塩素利用の現設ﾌﾟﾛｾｽ、用役設備付帯設備の増強、取り
     かえ、新設を行う。
　4. このﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝによって、現設38t/dから63t/dまで苛性ｿｰﾀﾞの生産
     能力がｱｯﾌﾟする。

実施経過
　1985.12　　計画開始
　1987.12　　計画完了

1　新立地に近代的な大型工場を新設するほうが、ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝよりも良いとの意向が
働いていること等が遅延の原因となっている。
2　当該工場がｽﾗﾊﾞﾔの中心地に立地しており、提言ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現には環境問題
が発生する。

　近年の都市化にともない現在この工場の立地するﾜﾙｰ地区はｽﾗﾊﾞﾔの中心地と
なってしまった。そのため環境問題もあり当該地区で工場ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを行うことには工
業省は消極的で、近代的大型電解工場を新立地に建設する方向を検討中である。
　その後、ﾒﾗｸ地区でPT ASAHIMAS SUBANTRA CHEMICAL（旭化成との合弁）に
よるPVC及び大型電解ｿｰﾀﾞ工場が建設されたが、この工場の生産高の80％は自社
製品の材料として使われている。また1994年3月現在、大阪ｿｰﾀﾞ（DAISO）とJVで
P.T.ISIがﾚｰﾖﾝや他の繊維用材料となる苛性ｿｰﾀﾞを生産するための工場を計画して
いる。
1999.10現在：変更点なし
2003.3現在：情報なし

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／化学工業

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IDN 303

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

プラント（紡績工場）リノベーション計画調査

The Study for the Plant (Spinning Mill) Renovation
in the Republic of Indonesia

有田　生雄

東洋紡エンジニアリング(株)

84.8.6～8.26

6

59

48,883 千円

19.50 人月 （内現地4.80人月）

1985/3

東洋紡エンジニアリング(株)

Ministry of Industry,Mr.Soesant Saharjo
(Director of General of Multifarious Industry)
SANDANG II  Mr.Soemarlan BK Teks
(President Director)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=14.78％
　財務的な鋭敏度分析ではｹｰｽ4は税引前内部収益
率は14.78％となりﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙとなる。又、雇傭・地域開
発への貢献、非石油製品輸出振興政策に有効である
こと、国営紡の最新鋭ﾓﾃﾞﾙ工場としての役割を考える
と社会的にも評価できる。安定運営を続けてゆくために
は、工場原価の提言と優秀技術の導入・移転が必要で
ある。

(*)の続き
2003.3現在：情報なし

実施済

実施機関
　工業省の管轄下でSANDANG Ⅱが実施

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ･ｻﾝﾀﾞﾝⅡ傘下のﾁﾗﾁｬｯﾌﾟ工場

総事業費
　総事業費　 　5,476百万円
　　内貨　　　　3,430百万Rp
　　外貨　　　 20,171百万Rp
　　　　　（431Rp.=100円）

実施内容
　第2工場のｶｰﾄﾞ         91台
　第2工場の精紡機　　74台を改修再使用し、残り全部の生産設備は
                     撤去、新鋭機を導入
　自家発電設備1機の導入
　第１工場空調設備の撤去、更新
　原綿倉庫の新設
　技術移転・訓練

実施経過
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約後13ヶ月

実施予算
総事業費   5,338百万円
内貨           5,644百万Rp
外貨           4,841百万円
            （Rp 1=\0.088）
1988.7  　L/A調印
1988.11　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府と東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱ
ﾘﾝｸﾞの間にｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約締結
1988.12　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄﾁｰﾑ現地調査に出発
1989.4 　 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによるﾃﾝﾀﾞｰﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ
作成
1989.6 　 ﾃﾝﾀﾞｰｵｰﾌﾟﾝ
1989.8 　 ﾃﾝﾀﾞｰｴﾊﾞﾘｭｴｰｼｮﾝ
1989.9  　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ落札
1989.11　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府、OECFの承諾手
続中
1989.10　ｼﾋﾞﾙｺﾝｽﾄﾗｸﾀｰ契約
1990.2　 ﾒｲﾝｺﾝｽﾄﾗｸﾀｰ契約
1990.3 　工事開始
1991.4 　技術指導開始
1991.5 　工事完了
1991.6 　試運転完了
1991.7 　ﾌﾙ操業開始
1992.6 　技術指導終了

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は本案件に対して積極的姿勢を示した、その理由として(1)現地通貨
ﾙﾋﾟｱの切下げで国際競争力がつき、本件の収益性がF/S時点より相当上がったこ
と、(2)非石油・ｶﾞｽの輸出が国策になったこと、があげられる。

　日本政府は1987年度にASEAN等を対象として約700億円の特別円借款の計上が
内定し、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはその1つに含まれた。
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ工業省、企画庁も本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに積極的取組姿勢を示し、F/Sの見直し（ﾙ
ﾋﾟｱ切下げ、ｲﾝﾌﾚによる数字の是正）も行われた。
　1987.8　　 OECF Mission ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ訪問、Implementation Program打合せ。
　1987.12    日本政府、ﾈｼｱ政府へﾌﾟﾚｯｼﾞ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実施へ。
　1988.7       L/A調印
　1990.3      工事開始
　1991.7       ﾌﾙ操業開始
　1999.10現在：変更点なし (*)へ続く

　この工事自体はほぼ当初の計画どおりに進行・終了した。しかしその後の、本工場
の経営は大幅な赤字を計上している。
　1994年3月現地調査では、国営の紡績工場はすべて赤字経営で、市場を民間企
業に食われている。
　建設後の高生産・高品質も日本人が退去後は見る影もなくなる。今の国営の組織
運営では死を待つのみ。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IDN 304

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

プリオク火力発電所リノベーション協力計画調査

The Feasibility Study for Priok Thermal Power
Plant Renovation Project in the Republic of
Indonesia

堀内　清

西日本技術開発(株) 火力本部

85.1.21～3.15

5

59～60

44,105 千円

16.49 人月 （内現地6.90人月）

1985/9

西日本技術開発（株）

インドネシア電力公社:PLN(State Electricity
Corporation)
Ir. Ketut Kontra,Mse（退職、計画部部長),
Ir.Poedjantro Soedjono（保修課課長）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.68％、FIRR=15.23％
3.今後、電力需要の大幅な伸びが予測され、1989年
   より本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの発電所の役割が再重要視されよ
う。
   従って、この時期までに経年劣化している対象電力
   ﾌﾟﾗﾝﾄを整備しておく必要がある。

実施済

実施機関
　State Electricity Corporation (PLN)
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｼﾞｬｶﾙﾀ市　ﾌﾟﾘｵｸ発電所　No.3，No.4号石油火力ﾕﾆｯﾄ
総事業費
　総事業費　　　3,250百万円
　 うち外貨分      3,020百万円
実施内容
　1.ﾎﾞｲﾗｰ
　　一次過熱器　 ：全数取替（原設計通り）
　　二次過熱器　 ：全数取替（伝熱面増加）
　　空気予熱機　 ：全数取替（一級上段ｻｲｽﾞ）
　　ｽｰﾄﾌﾞﾛﾜｰ      ：修　理
　　減温器ｽﾌﾟﾚｰ ：修　理（ﾉｽﾞﾙ取替）
　　ﾉｽﾞﾙ
　　ﾊﾞｰﾅｰ            ：修　理（部品取替）
　　化学洗浄        ：工事実施（ﾄﾞﾗﾑ及びﾎﾞｲﾗｰﾁｭｰﾌﾞ）

　2.ﾀｰﾋﾞﾝ
　　動翼及び静翼      ：全数取替（高効率翼に取替）
　　ｺﾝﾃﾞﾝｻｰﾁｭｰﾌﾞ  ：全数取替（2Units分）
　　ﾛｰﾀﾘｰｽｸﾘｰﾝ      ：全数取替（高性能機採用）
　　給水ﾎﾟﾝﾌﾟ             ：容量増加（10％増加）

実施期間
　1986.10       計画開始
　1988.9         計画完了

同　左

総事業費       1,590百万円
うち外貨分　　1,510百万円
1.ﾎﾞｲﾗｰ
　一次過熱器　：全数取替（原設計通り）
　二次過熱器　：全数取替（原設計通り）
　空気予熱機　：新型採用
　ﾊﾞｰﾅｰﾁｯﾌﾟ  ：ﾉｽﾞﾙ取替（原設計通り）
　蒸気ﾄﾞﾗﾑ内散水管：取替（原設計通り）
2.ﾀｰﾋﾞﾝ
　静翼                   ：3段分取替
　ﾀｰﾋﾞﾝﾛｰﾀ        ：検査
　復水器ﾁｭｰﾌﾞ   ：全数取替
　主塞止弁          ：修理・部品取替
　給水ﾎﾟﾝﾌﾟ         ：ﾛｰﾀ取替
                              （容量ｱｯﾌﾟ）
　ﾀｰﾋﾞﾝｹｰｼﾝｸﾞﾎﾞﾙﾄ ：全数取替
　冷却水ｸｰﾗｰ            ：ﾁｭｰﾌﾞ取替
　海水管                      ：一部取替
3.電気・制御
　蒸気温度制御装置：新ｼｽﾃﾑに変更
　空気予熱器入口空気制御装置：新ｼｽﾃ
ﾑに変更
　ﾓｰﾀ取替                 ：一部取替
　CWPﾓｰﾀｰｹｰﾌﾞﾙ   ：取替
4.その他
　制御空気ﾄﾞﾗｲﾔｰ    ：取替（原設計通り）
蒸気ｴｾﾞｸﾀｰ           ：ﾉｽﾞﾙ取替

(*)の続き
8.  1991.7      ｺﾝﾄﾗｸﾀｰとの契約及び詳細設計開始
9.  1993.10    現地工事開始
     1993.10    3号機工事着工
     1994.2      4号機工事着工
10.1994.7末  現地工事終了、PLNによる見直しにより工費削減
11.1996.1      現地調査、ｼﾞｬﾜ・ﾊﾞﾘ電力系統の電力需要緩和により運転待機中
                            （1996年1月現地調査結果）

1. PLNではﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの経済性を考慮して、実施範囲・内容を決定。
2. PLNの要請により、円借款を対象とした実施計画(I/P)のﾄﾞﾗﾌﾄを西日本技術開発
(株)で作成。
3. OECFの特別借款対象ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（既往ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活性化協力）になり、1988年1月
にPledgeされ、1988年7月にLoan Agreement締結。15.9億円
4. 1989.7     ﾌﾟﾘｵｸﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約
5. 1989.8     現地調査、購入仕様書作成業務開始
6. 1990.7     入札公示
7. 1990.10　入札締切、　　(*)へ続く

ｼﾞｬﾜ・ﾊﾞﾘ電力系統の電力需要逼迫により工事着工が1992年9月から1993年10月に
延期になった。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／火力発電

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

468



個別プロジェクト要約表 IDN 305

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ﾌﾟﾗﾝﾄ（チェプ製油所）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査

The Study for Plant (Cepu Oil Refinery)
Renovation in the Republic of Indonesia

中川　進

東洋エンジニアリング(株)

85.7.1～7.21

6

60

60,491 千円

19.28 人月 （内現地5.40人月）

1986/2

東洋エンジニアリング(株)

チェプ製油所:PPT Migas
(The Cepu Oil and Gas Training Centre in the
Republic of Indonesia), Ir.Muchtisar D.P.
(Head)
Ir. Santosa Suparma (Head of Affiliation
Section)

技術移転
　ﾃﾗﾁｬｯﾌﾟ工場の生産技術上経営上での問題点を指
摘し、その改善方法を示唆した。又、現地調査の各分
科会に於て共同調査を通して専門的指導を行った。
（具体的なｶﾘｷｭﾗﾑ等の準備はしていない）。
1992.6に技術指導を終了し、全技術者は帰国した。実
施機関は引き続き、日本人技術者の常駐を希望してお
り、通産省-JICA派遣事業部へ要請がある可能性があ
る。

遅延・中断

実施機関
　不明

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾁｪﾌﾞ製油所

総事業費
  総事業費　　　2,279百万円
   うち外貨分　　1,974百万円

実施内容
　1. 製油所（常圧蒸留装置・能力2,000 BPSD）の新設
　2. ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ･ﾏｼﾝの更新
　3. ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ機器の更新
　4. 設備点検保守用機器の新設

実施経過

なし。

　Cepu Refineryの管轄問題

・PPT Migas は、本計画の早期実現に向けてWorkを開始するのも1987年5月頃国営
石油公社であるPERTAMINAに本計画に係る設備が移管される話がもちあがった。
・一旦PERTAMINAへの移管決定されたがPPT Migas にて本計画を進めたいという
要望があり、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進者は再び未決定となった。1994年3月現在では管轄問題
は解決しており（PERTAMINAは土地のみを所有）、PPT Migas は当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実
現を熱望している。

2003.3現在：情報なし

　1986年に日本に対して円借款案件として援助要請されたが取り上げられず。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／化学工業

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IDN 306

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｼﾞｬｶﾙﾀ鋳物ｾﾝﾀｰ）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査

The Feasibility Study for the Renovation of Jakarta
Foundry Center in the Republic of Indonesia

滝　勇

石川島播磨重工業(株)

85.5.30～6.18

11

60

79,803 千円

29.44 人月 （内現地5.34人月）

1985/12

石川島播磨重工業（株）

Ministry of Industry
Ir.H.M Toybl(Director of Basic Metal
Industries)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.EIRR=13.3％、FIRR=8.9％
　条件(1)長期借入金利13％／年、返済期間12年

           (2)短期借入金利15％／年

           (3)技術教育訓練ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ関係投資ｺｽﾄを
             ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府、あるいは外国からの
             支援に仰ぐ。

実施済

実施機関
　P.T.BARATA

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Pulogadung（Jakarta）

総事業費
　2.97百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=250円=1,110RP.）
　内貨 1.41百万USﾄﾞﾙ
　外貨 1.56百万USﾄﾞﾙ

実施内容
　重点を経営・技術に置く。
　1.JFC自身によるﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画の検討
　2.ﾏﾈｰｼﾞｬｰｸﾗｽ以上に対する経営管理手法等の教育
　3.販売・営業体制の強化ならびに生産計画の確立
　4.品質改善のための鋳造技術の確立
　5.技術標準・作業標準等の確立
　6.鋳造技能訓練所のJFC内での設立地

実施経過
　第1段階　第1年目…1,000T/Y、第3年目…1,800T/Y
　第2段階　第4年目…2,100T/Y、第6年目…2,400T/Y
　第3段階　第7年目…2,500T/Y、第10年目…2,650T/Y

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはその後、P.T.BARATA社
全体のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画としてUNIDOﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄに取りあげられ､ｽﾗﾊﾞﾔ地区3工場を
対象にして以下の通り実施した。
　1987.9～1987.12　F/S（Phase 1）
　1988.11～1990.10実施（Phase 2）

1993.4 頃からPhase3としてUNIDOから専門家が派遣される予定であったが、UNIDO
側の事情により中止となった。

1999.11現在、その後の情報は全くない。
2003.3現在：情報なし

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／機械工業

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IDN 307

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

インドネシア

ﾌﾟﾗﾝﾄ（ﾊﾞﾃｨｯｸ織布工場）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査

Survey for the Renovation of Medari Fabric
Factory

菅野　晃

(社)日本プラント協会

86.7.2～7.22
86.7.6～7.17

10

60～61

46,149 千円

15.00 人月 （内現地4.60人月）

1987/2

(社)日本プラント協会

工業省、協同組合省、GKBI(Garbungan
Koperasi Batic Indonesia)
Dr.Sularso(Chairman of GKBI)

・G.K.B.Iは、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ繊維産業の代表的な機関であ
り、その直営工場であるﾒﾀﾞﾘ工場へのﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
はｲﾝﾄﾞﾈｼｱの将来に向け外貨を獲得する意味からも必
要な計画であると結論づけた。
　勧告案としては、ｼｬﾄﾙ織機とｴｱｰｼﾞｪｯﾄ織機との組合
せによる3つの案をそれぞれ検討し、その中の第2計画
案であるｼｬﾄﾙ織機72台、ｴｱｰｼﾞｪｯﾄ織機50台、年間生
産量730万ﾔｰﾄﾞを推奨勧告した。

具体化準備中

実施機関
　G.K.B.I

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　G.K.B.I ﾒﾀﾞﾘ工場（直営工場）ｼﾞｮｸﾞｼﾞｬｶﾙﾀ

総事業費
　264億ﾙﾋﾟｱうち外貨分3,442百万円
　　（1USﾄﾞﾙ=160円=1,125ﾙﾋﾟｱ）

計画内容
・紡績工程ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
   革新織機（ｴｱｰｼﾞｪｯﾄ織機）導入の為、糸質の向上と安定供給を
   はかるべく紡績工程の一部ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
・織布工程ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
   老朽化した既存の織機の入れ替えと準備工程部門の一部の機台
   入れ替えににより、輸出向けの広幅の生地綿布の生産をはかる。
・染色仕上工程ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
   現存する設備工程のうち一部部品の補充と老朽個所の取替修理
    など、最小限の改修をはかる。

・G.K.B.Iの課長ｸﾗｽ3名をJICA研修ﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑにより日本に招き、実地研修を行う。 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国の銀行資金で実施することが決まり、入札が行われた。

1999.10現在：変更点なし
2003.3現在：情報なし

・具体化の可能性は高いと見られる。同様の案件でﾁﾗﾁｬｯﾌﾟ繊維工場のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
計画（1987年度特別円借52億9,300万円のL/A 締結）が先行し、それが実施の緒に
ついたあとに本件が取りあげられた。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 PHL 301

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査

The Feasibility Study for the Plant (Paper & Pulp)
Renovation in the Republic of the Philippines

近藤　哲朗

新王子製紙(株)

84.9.10～9.28

9

59

76,144 千円

25.47 人月

1984/8/1

新王子製紙(株)
本州製紙(株)

投資庁:Board of Investment (BOI)
Min.Edgardo Tardesillas(Vice Chairman)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=12.3％
   PICOP　ﾋﾞｽﾘｸﾞ工場の改修（主に2台の抄紙機のﾘﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ）を先行させ、ｲﾘｶﾞﾝ工場の抄紙機移設につい
てはPICOPの資金余力がついた時点で実施することを
提言した。

実施済

実施機関
　B O I・Paper Industries Corporation of the Philippines (PICOP)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾐﾝﾀﾞﾅｵ島ﾋﾞｽﾘｸﾞ

総事業費
　11,025百万円
　　外貨　5,448百万円
　　内貨　5,537百万円
　　　（1USﾄﾞﾙ=245円=18ﾍﾟｿ）

実施内容
　PICOP ﾋﾞｽﾘｸﾞ工場の改修
　・2台の抄紙機の改造
　・TMPﾌﾟﾗﾝﾄの改造及増設

実施経過
　1986.12     計画開始
　1988.9       計画完了

薬品製造ﾌﾟﾗﾝﾄ増設が追加された。

資金繰りの関係から緊急を要するものか
ら実施するため2段階に分ける。
　第1段階：抄紙機ﾌﾟﾚｽの改造、
                      薬品製造ﾌﾟﾗﾝﾄの増設
　　　　　　 外貨　25億円
　　　　　　 内貨　  9億円
　第2段階：抄紙機の改造（ﾌﾟﾚｽ以外）、
                      CTMPの増設
　　　　　　 外貨　60億円
　　　　　　 内貨　21億円

　調査報告書の勧告に基づき部分的にﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを実施した。資金手当等の状況詳
細は不明。
（1995年11月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

技術移転
1.ﾋﾞｽﾘｸﾞ工場の技術系幹部に対し、現地でｴﾈﾙｷﾞｰ問題、ﾊﾟﾙﾌﾟ配合問題について
講義を行った。
2.工場診断を基に、各部門に亘って、原価低減上の問題、品質問題、操業問題、設
備上の問題をとり上げ改善提言を行った。（本件は三菱重工より事情を聴取した）

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 PHL 302

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

ﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（ﾙｿﾝ島送電網）計画調査

The Feasibility Study for the Plant Renovation
(Luzon Grid Transmission System) in the Republic
of the Philippines

松本　茂

西日本技術開発(株)

84.9.18～11.1

5

59～60

67,476 千円

25.83 人月 （内現地18.80人月）

1985/5

西日本技術開発（株）

国営電力公社(National Power
Corporation:NPC), Mr.J.U.Jovellanos(Special
Assistant to Chairman), Mr.C.D.Del
Rosario(Senior Vice-President)

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR/FIRR=7.6～12％
3.期待される開発効果
   電力系統の事故停電を減らし、施設の強化、
   運用の近代化を図ることにより、ｴﾈﾙｷﾞｰ利用
   の効率化を図る。

1999.10現在：変更点なし

実施済

実施機関
　National Power Corporation (NPC)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島

総事業費
　総事業費　　　102億2,500万円
　　　　　　　　（4,138万USﾄﾞﾙ）
          うち外貨分  79億9,800万円
　　　　　　　　（3,238万USﾄﾞﾙ）
               内貨分   22億2,800万円
　　　　　　　　　（900万USﾄﾞﾙ）
　　　　　（1USﾄﾞﾙ=247円，1P=14円）

実施内容
　1. 基幹送電線保護装置の更新ならびにﾘﾚｰ用給電運用のためのﾏｲｸﾛ
       通信網の拡充整備
　2. ﾏﾆﾗ北部の拠点Balintawakに対する供給送電線の強化
　3. 230KV Mexico SSなど老朽変電所設備の更新
　4. 教育保守体系の整備

実施経過
　1985.10　　計画開始
　1988.7        計画完了

1. 基幹送電線の保護装置の更新
2. ﾏｲｸﾛ及び電搬通信網の拡充整備
3. 自動再閉路装置の設置
4. 系統電圧の改善対策
5. 230KV ﾒｷｼｺ変電所などから老朽変電
所設備の更新
6. その他SCADAの拡充、故障検出装置
の改善、教育保守体系の整備（模擬盤、
保守用車両）等が実施された。
    なお、これら等の内容は、F/Sの内容と
殆ど同じである。

ADBとNPCの間で、業務契約が締結（1986年12月、47百万ﾄﾞﾙ）され、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実
施済み。

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／送配電

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 PHL 303

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

ﾌﾟﾗﾝﾄ（ｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査

The Feasibility Study on the Plant (Island Cement)
Renovation in the Republic of the Philippines

鳥谷部　良

小野田エンジニアリング(株)

86.7.7～7.15

4

60～61

60,773 千円

22.53 人月 （内現地4.10人月）

1986/11

小野田エンジニアリング(株)

Board of Investment (投資委員会)
Blesilda B.Magno (Senior Analyst)

　ICC.ｱﾝﾃｨﾎﾟﾛ工場は湿式であるので、燃料消費量が
多く、且つ電力単価の高いﾏﾆﾗ電力会社から電力の供
給をうけているため電力費が高い。この二つが同社の
財務状態を大きく圧迫しているので、対策として湿式ｷ
ﾙﾝから乾式NSPｷﾙﾝへの転換、ならびに電力購入先を
国営電力会社へ転換することを中心とするﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
が考えられる。
　検討の結果、このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは技術的ならびに経済的
にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであることが認められた。

中止・消滅

実施機関
　ｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ（ICC）ｱﾝﾃｨﾎﾟﾛ工場

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾘｻｰﾙ州、ｱﾝﾃｨﾎﾟﾛ、ﾀﾌﾞﾊﾞｯｸ村

総事業費
　725,182,000P　うち外貨分415,818,000P
　　（1USﾄﾞﾙ=192.05円=19.103ﾍﾟｿ）

事業計画
　・ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝの方式
　　既設NO.1ｷﾙﾝをNSPｷﾙﾝに転換し、能力を2,600t/dclに倍増する。
　　したがってNO.2ｷﾙﾝは休止する。
　・各部門のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
　　原料受入 ：既設設備の整備
　　原料粉砕 ：堅型ﾐﾙ1基新設他
　　焼         成：上記ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ通り
　　ｾﾒﾝﾄ粉砕：既設設備の整備
　　包         装：輸送機能力増加
　　受  注  先 ：ﾏﾆﾗ電力会社から国営電力会社へ変更

・ICC職員の日本における研修

F/S実施中に政権交替が行われ、その後の政情不安により、ｾﾒﾝﾄ需要が極端に減
退した。そのため、ICC運転中止、更に工場売却へと追い込まれている。現在同社
はﾌｨﾘﾋﾟﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｺﾝｻﾙﾀﾝｼｰ傘下のｿﾘｯﾄﾞｾﾒﾝﾄに引継がれている。

ｿﾘｯﾄﾞｾﾒﾝﾄ社（民間）は、既存ﾌﾟﾗﾝﾄのﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝと2基の生産ﾗｲﾝ拡張を行った。詳
細は不明。（1995年11月現地調査結果）
1999.10現在：その後の進展なし

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／窯業

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 THA 301

国　　　名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

　 担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

タイ

南ﾊﾞﾝｺｸ火力発電所ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ協力計画調査

South Bangkok Thermal Power Plant Renovation
Project in the Kingdom of Thailand

難波　弘

電源開発（株）

84.7.17～8.15

9

59

62,722 千円

25.90 人月 （内現地8.30人月）

1985/2

(株)EPDCインターナショナル

EGAT:Electricity Generating
Authority of Thailand（タイ電力公社）
Mr.C.Suthidnongchai(Assistance General
Manager 当時）
Mr.B.Krairiksh(Director 当時）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
(1)南ﾊﾞﾝｺｸ火力はﾊﾞﾝｺｸに隣接しており、系統に占め
る
     比率の非常に高い重要な発電所で首都圏のﾍﾞｰｽ
     負荷需要に今後とも対応させる必要がある。
(2)一方、ﾀｲのｴﾈﾙｷﾞｰ政策上、当火力発電所用燃料
は
     輸入石油よりｼｬﾑ湾の天然ｶﾞｽに転換することが
     輸出入収支ﾊﾞﾗﾝｽ上重要である。
(3)上記の理由よりﾊﾞﾝｺｸ火力発電所のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、
     すなわち発電ﾌﾟﾗﾝﾄの信頼性向上、効率の回復、
     近代化、寿命の延長が早急に必要である。
(4)このための工事実施時期の確保、資金の準備、
      ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施体制の準備、新技術導入への配慮
      などを提言した。

実施済

実施機関
　EGAT

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀｲ国ﾊﾞﾝｺｸ郊外ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶｰﾝ市

総事業費
　総事業費       225億円（2,132百万ﾊﾞｰﾂ）
　うち外貨分     171億円（1,615.3百万ﾊﾞｰﾂ）
　　　　　　（1ﾊﾞｰﾂ=10.57円）

実施内容
　南ﾊﾞﾝｺｸ発電所（1～5号機合計出力130万KW）のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ項目は以下
のとおり
　1.ﾎﾞｲﾗｰﾁｭｰﾌﾞ取替、空気予熱器の材質変更、主ｺﾝﾃﾞﾝｻｰの材質変更
      等の信頼性向上対策(13項目)
　2.運転方法や設備改善等による効率回復(6項目)
　3.合理的保守運用、事故未然防止、環境保護対策、最新の機器や設備
      導入に伴うﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ等の近代化(10項目）以上29項目の実施により、
      信頼度が高く、効率の高い近代的な機能を有した発電所として稼働
      するよう計画した。

実施経過
　1986.7　　計画開始
　1991.1　　計画完了

＜信頼性向上・寿命延長措置＞
費用計 660,013 million baths
　1)ﾎﾞｲﾗ管　（1・2号機）
　2)A/H（空気予熱器）（1・3号機）
　3)主要蒸気管（1号機）
　4)ｺﾝﾃﾞﾝｻ管取替（材質変更）
                                   （1～2号機）
　5)純水電置手入れ（1～5号機）
　6)水質管理危機（1～5号機）
　7)発電機ﾛｰﾀｺｲﾙ端（1～5号機）
　8)自動燃焼制御装置改善（3～5号機）
　9)ﾀｰﾋﾞﾝ･ｼﾞｬｰﾅﾙ温度測定（1号機）
＜工場効率改善措置＞　
費用計 120,000 million baths
 10)蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ改善（1号機）
＜近代化＞　
費用 30,840 million baths
 11)ﾊﾞﾙﾌﾞ近代化（1・2号機）
 12)ﾊﾞｰﾅｰ傾斜（1～3号機）
 13)排水処理施設（1・2号機）
＜技術提言＞　
費用計 19,500 million baths
 14)化学洗浄技術向上（1～5号機）
 15)ﾀｰﾋﾞﾝ潤滑油の品質管理技術向上
（1・2号機）
実施者（作業者）
　ﾀｲ電力公社（EGAT）、三菱重工業
（MHI・受注施工分）
　（1996年10月現地調査結果）

　調査終了直後は不況により電力需要の伸びが予想より小さく、EGATの設備にまだ
余裕があった。このため、本格的なﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝは実施せず通常の補修工事で不具合
個所の修理・取替を行っていく方針が確認され、このﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画は一旦延期され
た。
　しかし1987年に入って急激に増加した外国資本投資が引き起こした好景気に伴
い、電力需要は従来予想をはるかに超えて伸びることとなった。この伸びに対処する
ためEGATは電源開発計画の見直しを行った結果、南ﾊﾞﾝｺｸ火力発電ﾕﾆｯﾄの更に
数年の寿命延長を図るべきとの結論に至り、1987年10月、自己資金にてﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
を開始した。現在、本最終報告書の提言に基づき、ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝが最終段階に入って
いる。（1996年10月現地調査結果）

ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／火力発電

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 401

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（冷蔵庫・洗濯機）近代化計画調査－北京

The Study for the Factories (Refrigerator, Washing
Machine) Modernization Program in the People's
Republic of China

竹内 芳朗

(社)日本電子機械工業会

81.12.6～12.26／
82.3.11～3.17

6,3

56～57

24,702 千円

0.00 人月

1982/6

（株）日本電子機械工業会

国家経済委員会

1983.9  電氷箱廠 契約調印（ｲﾀﾘｱの会社）
1983.7  洗衣機廠 契約調印：東芝(株)
1984.7  同  上 改造完成
1985   設備設置

1999.10現在：新情報なし

進行・活用

計画の概要
1.調査目的
  北京電氷箱廠及び北京洗衣機廠に対し工場診断を実施し当該工場
の近代化計画を作成する。
2.結論及び勧告
 (1)北京電氷箱廠
   冷蔵庫の生産を現行30千台から1985年100千台とすることを目標とし
て総合的管理ｼｽﾃﾑを確立し、諸設備の利用技術等の向上をはかる。
 (2)北京洗衣機廠
   洗濯機の生産を現行300千台（白蘭200：二層洗100）から1985年500
千台（200：300）とすることを目標として、製造部門を近代化し、設備の改
善をはかる。

(1)北京電氷箱廠
  総事業費：735万元
        （うち外貨分229万ﾄﾞﾙ）

(2)北京洗衣機廠
  総事業費：外貨分446万元
        （うち技術料77万元）
        内貨分760万元
生産工程：
 ・設備導入
 ・板金、組立設備   15台
 ・金型          15台
 ・検査機器       28台
生産管理
 (1)生産管理体制の改善
 (2)事業部の導入
 (3)倉庫の改善

品質管理についても提言内容は実施さ
れた。

実施の遅れはあるが、ほぼ計画案に沿ってﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施された。
冷蔵庫については、実施後「雪花」冷蔵庫を生産、品質、利益とも向上した。
但し、その後、市場経済化による競争の激化に対応できず稼働率が落ちている。
洗濯機については、多種類の新製品開発に成功、全部品を国産化し、製品が表彰
を受けた。両者とも輸出を開始、外貨獲得に貢献。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 402

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（民生用電子）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Electronics for
Household Use) Modernization Program in the
People's Republic of China

西 光雄

(社)日本電子機械工業会

82.3.7～3.29／
82.6.27～7.3

5,3

56～57

26,706 千円

0.00 人月

1982/11

（株）日本電子機械工業会

国家経済委員会

1984.7  三廠契約   調印：松下電気貿易(株)
1985.3  十二廠契約 調印：松下電気貿易(株)
（上海無線電三廠） 近代化計画に沿って改善と生産
工程を中心に中間段階まで実現させたが、主力製品
であったﾗｼﾞｶｾの市場で競争激化により業況低迷、改
善対策、製造ﾗｲﾝは操業中止となっている。
（上海無線電十二廠） 近代化計画ではﾗｼﾞｶｾ用の抵
抗器の部品加工から組立までの一貫生産を目標として
きた。しかし、設備の導入にあたって日本企業との価格
交渉に2年と長期を要したこと、また、ﾗｼﾞｶｾの需要が
1987年の設備導入時点ですでに一巡していたことも
あって組立ﾗｲﾝは低稼働を余儀なくされている。投資ｺ
ｽﾄも円高の影響で大幅増となり、計画額を1割強上回る
680百万円を投じたものの内容的には一部設備の導入
をとりやめている。

1999.10現在：新情報なし

進行・活用

計画の概要
1.調査目的
 上海無線電三廠及び上海無線電十二廠に対し工場診断を実施し近代
化計画を作成する。
2.結論及び勧告
 (1)上海無線電三廠
   ﾗｼﾞｶｾ生産を現行175千台から1985年370千台とすることを目標とし
て、
      総合管理体制を確立し、生産ｼｽﾃﾑと設備を改善する。
 (2)上海無線電十二廠
   可変抵抗器生産を現行2,500万個から1985年3,800万個とすることを
       目標として生産管理を近代化し、新設備等の導入をはかる。

(1)上海無線電三廠
  ﾗｼﾞｶｾ製造年産約6万台（1985.6生産
開始）
  総事業費260百万円（国内資金）
(2)上海無線電十二廠
  1987.3 完成
  1987.4 生産開始
  総事業費約680百万円（国内資金）

生産管理、生産工程、品質管理につい
て、提言内容が実施された。

1. 三 廠     (1) プロジェクト実現による効果の大きさ
       (2) 財政的好条件、好環境
2. 十二廠    (1) 同業種ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進行速度が速かった
       (2) 国内の許可条件が比較的整備されていた
       (3) ﾗｼﾞｶｾを始めとする音響電気ｾｯﾄの市場の活況

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 403

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（プラスチック）近代化計画調査－上海、無錫

The Study for the Factories (Plastics)
Modernization Program in the People's Republic of
China

中野 一

(社)東日本プラスチック造形工業協会

82.1.5～1.25

6

56～57

25,571 千円

12.21 人月 （内現地5.19人月）

1982/8

(社)東日本プラスチック造形工業協会

国家経済委員会
馬（国家経済委員会付主任）
李玉安（国家経済委員会技術改造局工程師）

1982.8 ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷を中心に日本視察
1. ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（無錫）：1983年12月工場の設備に
                                ついて日本製鋼と成約
2. ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ﾗﾐﾈｰﾄ ：1983年3月、工場の改造設備に
                                （上海）  ついて新東邦と成約
（無錫）
政府の計画認可と資金供与によって近代化計画の実施ｽｹ
ｼﾞｭｰﾙは若干遅れたものの、当初計画に沿って1985年既存設
備の改造と射出成形機の導入及び生産管理面での近代化を
完了している。近代化実施により生産効率や品質面でも向上
がみられ、業況は好調に推移。1992年7月株式化へと組織変
更を行っている。
3. 1990～1991年に第2次近代化技術改造を実施した。この資
金は江蘇省建設銀行を経由し世界銀行から2,250万元を借入
れ、自動車部品その他の大型成型品用射出成形機、および金
型などを購入した。これらの投資と自己資金を合計し、これまで
にほぼ4,136万元の投資を実施し経営は順調に推移してきた。
（1999年現地調査結果）

進行・活用

 1.上海人民ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場、2.無錫ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場第1工場に関し、近代化
計画を策定し、提言した。
1. 上海人民ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場
 (1)工場管理組織の改善
 (2)既存設備の改善
  1) 印刷機
  2) ｲﾝﾌﾚｰｼｮﾝ
  3) ﾗﾐﾈｰﾄ
  4) ｽﾘｯﾀｰ
  5) 製版設備
 (3)新設計画
   耐久食品包装材料
2.無錫ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ第1工場
 (1)既存設備の改善
   ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原料着色法…ﾀﾝﾌﾞﾗｰを利用した、ﾄﾞﾗｲｶﾗｰﾘﾝｸﾞ方式を採用
   原料乾燥機
 (2)新設計画
   射出成形部門…ｺﾝﾃﾅ5型→20型に増産
総事業費：既存設備の改善…1.4億円
                 設備導入          …6.1億円
実施経過：ﾌｨﾙﾑ生産能力を2段階に分けて向上させる。
     1981年   270 ﾄﾝ
     1983年  1,900 ﾄﾝ
     1985年  6,000 ﾄﾝ

1983. 大日本ｽｸﾘｰﾝ、
     Think社より設備購入      （第1次）
    ・製版用ｶﾒﾗ
    ・色分析機
    ・物理化学設備   107万ﾄﾞﾙ
    ・製袋機
      など。
     国内より設備購入…428万元
1984.6 稼働開始
～1986.6 設備購入（第2次）…230万ﾄﾞﾙ
    環境対策…150万元
    生産実績：
      1988年 2,400 ﾄﾝ
      1989年 4,000 ﾄﾝ
生産管理、品質管理についても、提言内
容が実施された。
1.設備導入…各種ｺﾝﾃﾅ他大型成型品
生産設備
 既存設備改造更新：着色剤、
        ﾎｯﾊﾟｰﾛｰﾀﾞｰ、ﾎｯﾊﾟｰﾄﾞﾗｲﾔｰ装置
 射出成形機と付帯設備導入：日本製
        型締力1600t、ｱﾒﾘｶ製型締力2700t
 金型工作機と付帯設備新設：新鋭NC
        制御3次元ﾌﾗｲｽ盤導入により解決
 検査機試験機器と付帯試験室新設：
         引張・圧縮・衝撃など試験機、
         低温恒温試験室

                                    (*)へ続く

(*)から
2.生産工程
 JICA近代化調査の提言は、生産工程主要22項目、生産管理主要13項目の合計35項目であ
る。主要提言生産工程22項目19項目は実施完了、未実施3項目は耐候性試験機その他で、中
国国内政府機関へ委託試験可能な設備であり、特別に自工場で持つ程の必要性がない機器で
ある。よって生産工程主要提言項目は100％実施と結論する。設備機器の投資も計画以上に進
展し、結果は高い収益性に現われている。
3.生産管理
 生産管理13項目は全て実施されている。製品品質、金型生産技術に関しては、日本の水準に
比較すると満足ではないが、特に中国市場で劣るとは言えず問題とするほどではない。自動車、
家電部品の外観水準は高ﾚﾍﾞﾙであり、ｺﾝﾃﾅｰに関してはやや外観変形（ﾘﾌﾞ部の引け）が有る
が、成形条件と金型品質の関係の検討から解決可能である。生産技術研修、作業員研修では日
本企業「三甲(株)」との交流が有り、大きな効果がでている。
4.投資実績、投資期間
 既存設備改造投資 1981～1985年  293万元
 新設備導入投資   1981～1998年 3,688万元
 その他投資   155万元
 総投資金額 4,136万元
投資金額調達方法は銀行融資80％、自己資金20％である。（1999年度現地調査結果）

技術移転例：1. 技術関係者に対するﾌﾟﾗｽﾁｯｸ材料・加工についての学科講習
                 2. 現場管理者および作業者に対する品質向上についての実技指導
 ﾗﾐﾈｰﾄ化の生産も増え、若干の計画遅れはあるが、ほぼ順調な実施経過といえる。ﾗﾐﾈｰﾄ印刷に関しては中国でもﾄｯﾌﾟﾚﾍﾙ゙
の技術を有し、他からの見学も多い。上海では、製品の種類が2種類から20種類に増加。無錫では、7ｼﾘｰｽﾞ65規格の新製品
が開発された。ﾌﾟﾗｽﾁｯｸによる木材の代替が進み、木材の節約が進んでいる。

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 404

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（メカニズム・スピーカー）近代化計画調査－
天津

The Study for the Factories (Mechanism Speaker)
Modernization Program in the People's Republic of
China

今本 正

(社)日本電子機械工業会

83.2.21～3.17

3

57～58

23,492 千円

4.98 人月 （内現地1.99人月）

1983/11

（株）日本電子機械工業会
シャープ(株)

天津宅声器材：Tianjin Electroacoustic
Equipment Factory
李文祥（天津元 合公司対外経済長天津市経
済委員会）呉吉祥（副主任）

 ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑに関し若干規模を縮小し、日本
の各商社／ﾒｰｶｰを中国側が独自に選んでﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを
推進している。
 1984.10 松木(株)、末広鉄工所(株)、及び富田電諷
音響(株)と契約
 1985.10 日本企業と合弁
 1998.10 新情報はなし

進行・活用

[実施機関]  ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ   天津市無線電廠
                         ｽﾋﾟｰｶｰ                         天津電声器材廠
[ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ]  天津市
[総事業費]     ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ 1,815.6百万円
                        ｽﾋﾟｰｶｰ                          1,530.6百万円
[実施内容]
 天津地区における民生用電子工場に対し、工場診断を実施し、既存設
備の有効利用に重点をおいた生産管理と製造技術に関する近代化計画
を作成する。
1. ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑの生産拡大
 (1) 機種の拡大と設定
      ・新規機種の開発と導入
      ・開発設計の技術力の修得
      （1～3段階導入の提案）
 (2)生産工程能力の拡大上記機種設定に伴う、
      ・具体的工程設備と生産人員
      ・金型製作及び部品生産のための諸設備と人員計画
 (3)生産管理能力の拡大
      ・各種管理技術の導入方法
      ・管理体制の改善方法
  以上の導入、修得方法の提案
2. ｽﾋﾟｰｶｰ
 (1)設備の提供、据付  (2)設備の運転指導
[実施経過]
 ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ：     1983.3 開始  1985.3 完了

 ｽﾋﾟｰｶｰ                       ：    1983.9～1984.10     ｽﾋﾟｰｶｰ組立
                                              1984.2～1985.3       ｺｰﾝ紙製造
                                              1984.10～1985.12   ﾎﾞｲｽｺｲﾙ製造

生産管理、生産工程、品質管理につい
て、提言内容が実施された。

天津市無線電廠：
1985年に2000万元の投資を行い、1985
年12月に日本企業と合弁。大幅増産、品
質向上を達成。

天津電声器材廠：
1985年に組立工場、1986年にﾎﾞｲｽｺｲﾙ
工場の改造を実施。総事業費は755万
元。

ｽﾋﾟｰｶｰ部門
 1983年に工場診断のまとめ報告のため関係者が訪中。以後、予算不足の関係に
より商談の具体的進展なかった。1985年より日本の設備を中心に自動化ﾗｲﾝを導
入。輸出比率が30％に達している。
ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ部門
 ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰは表彰を受け、輸出を開始。ｽﾋﾟｰｶｰの品質改善、生産高が大幅に増
え、輸出もされている。

技術移転
1. ｽﾋﾟｰｶｰに関し、 (1) 各種資料説明、配布。
                                (2) 現地工場各工程に対する改良指導。

2. ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑに関し、OJT等を通じ規格・技術資料の配布、移転を行っ
た。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要
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英

実 績 額（累計）
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コンサルタント名
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  担当者名（職位）

氏名
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査

団

団長

調査団員数
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実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（プラスチック）近代化計画調査－天津

The Study for the Factories (Plastics)
Modernization Program in the People's Republic of
China

中野 一

(社)東日本プラスチック成形工業協会

83.1.20～2.9／
83.6.21～6.27

9,3

57～58

35,620 千円

0.00 人月 （内現地6.52人月）

1983/3

(社)東日本プラスチック成形工業協会

国家経済委員会、陸江（国家経済委員会技術
改造局付局長）
王毅（同工程師）

天津第十四塑料製品廠：
1986年にｲﾀﾘｱから設備導入
1999.11現在：変更点及び新情報は特に無し。

進行・活用

 天津第一塑料廠及び天津第十四塑料製品廠に対し工場診断を実施
し、既存設備の利用に重点をおいた生産工程と生産管理に関する近代化
計画を提言した。
1.天津第一塑料廠
 (1) 工場管理組織の改善
 (2) 既存設備の改善
    新ｶﾚﾝﾀﾞｰ  旧ｶﾚﾝﾀﾞｰ  印刷
 (3) 新増設計画
    逆L4本ｶﾚﾝﾀﾞｰの設置
    4本ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷機の設置
    ﾎﾞｲﾗｰの新設
    放射線厚さ計の設置
    ｵｲﾙﾐｽﾄ除去装置
    ｶﾚﾝﾀﾞｰﾗｲﾝの更新
    ﾌﾟﾚｽ機の増設
 (4) 所要経費：総事業費 774百万円
2.天津第十四塑料製品廠
 (1) 工場管理組織の改善
 (2) 既存設備の改善
    管製品  射出成形製品
 (3) 新増設計画
    管製品
    (a) 原料配合設備
    (b) PVCﾊﾟｲﾌﾟ押出系列
    (c) 付帯設備
    (d) 電気設備
    (e) 検査ｹｰｼﾞ類
    射出成形製品
 (4) 所要経費：総事業費 571百万円

第一塑料廠については、古い設備の改
造は不許可となり1989年まで中断。その
後世銀の融資（798万ﾄﾞﾙ）が決定し、ｲﾀﾘ
ｱ企業が落札した。
第十四塑料については、生産管理、生産
工程、品質管理について、提言内容が実
施された。事業費は141万ﾄﾞﾙ。137項目
の改善提案の内96項目を実施に移した。

第一塑料廠で実施が中断となった理由は、診断、提言後に企業の生産内容が変わ
り、売上成績が不良となったため、改善計画を導入しなかったことによる。
JICA報告書は世銀への計画案提出に役立った。

第十四塑料廠については、製品の使用範囲が広がり、種類が増加した。ﾊｰﾄﾞPVC
が高品質、生産増、消耗率の低さで表彰された。

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（家具）近代化計画調査－烟台

The Study for the Factories (Furniture)
Modernization Program in the People's Republic of
China

青木 恒太郎

(社)国際家具産業振興会

83.6.15～7.12

3

58

19,703 千円

8.00 人月 （内現地3.00人月）

1984/3

（社）国際家具産業振興会

国家経済委員会
朱熔基（委員）

1.技術移転
 ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対するOJT：木材乾燥、木取り、機械加
工、接着、研削、塗装についての技術指導
1999.11現在：変更点は特になし。

進行・活用

烟台木材工業公司家具工場近代化に関し、
 1. 設備の段階的拡大
 2. 各作業段階での管理体制の確立
 3. 職員の教育・訓練に関し提案を行い、箱物家具生産能力の倍増を
    図り、日産100台年産30,000台、の体制を築く。
     総事業費 186.96百万円

国際協力事業団より1984年に報告書を
受け取り生産工程の近代化を1984年から
1985年にかけて行なった。報告書で提案
された設備投資案は248万元であった
が、実際は300万元必要であった。導入し
た設備は、すべて日本製で全部で74台
であり、ほぼ報告書の提案に沿っている。
これらの設備は箱物家具生産に使用され
る機械であり、1985年には中国国内でも
ﾄｯﾌﾟの設備・技術を持った工場になった。
改造後売上げは、調査時の258万元から
500万元になった。また、改造後当工場の
製品が表彰を受けた。
生産管理面では、工場内での組織改善
を行ない、生産管理体制の確立、ﾏﾆｭｱﾙ
作りなどを行なった。品質管理について
は従業員教育、組織改革などを行なっ
た。（1995年3月現地調査結果）

近代化実施後、他工場でも技術導入をしたことと、1986年から当工場では投資を行
なわなかったこと、また市場の志向の変化により、1989年ごろから技術の遅れが目立
ちはじめ、生産量も低下してきた。現在では生産技術、能力も低い。導入した設備も
古くなり、74台導入したもののうち、3台は当初から使用できず、4台が使用できなく
なった。残りの機械もｽﾍﾟｱ･ﾊﾟｰﾂが入手しにくい、機械が旧式であるなど、問題がで
てきている。（1995年3月現地調査結果）

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 407

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（光学機器）近代化計画調査－天津

The Study for the Factories (Optics)
Modernization Program in the People's Republic of
China

橋詰 昭次郎

(社)日本分析機器工業会

83.6.20～7.12

3

58

17,521 千円

5.26 人月 （内現地3.00人月）

1984/3

（社）日本分析機器工業会

天津市光学儀器廠 
光学儀器廠工場長

日立製作所との間で技術提携が実現。
1985.3.25       契約（契約期間5年）
1986末まで       30台ｾﾐﾉｯｸﾀﾞｳﾝ     完了
1987                  37台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ     〃
1988（計画）   23台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ    〃
1989        30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ     〃
1990.11      30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ     〃
1991.11      20台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ 進行中
1992.11      20台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ   完了
1993.10      30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ   完了
1994.10      当該技提製品は現に天津側自身の
        技術と努力により改善、改良され国産
        化率もほぼ100％に達している事より
        技提製品を通じての本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは
        完全に完了
・上記のように技術提携も終了し、先方は自立にて順
調に操業。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完全に終了。
1999.11現在：変更点は特になし。

進行・活用

 天津市光学儀器廠に対して工場診断を実施し、その結果に基づき既存
設備の利用に重点をおいた生産管理と、生産工程における製造技術に
関する近代化計画を提言した。
 1. 生産管理近代化計画
   (1) 業務分担と組織の検討
   (2) 職場配電計画の検討
   (3) 情報管理の強化
   (4) 管理の改善と強化
   (5) 職場の活性化
 2. 生産工程近代化計画
   (1) 現場体質の強化
   (2) 組立工程の改善
 3. 所要資金計画
    総事業費 168百万円

1. 業務分担と組織の再編成
2. 職場の活性化
3. 組立工程の改善
4. その他

総事業費：297.6万元（内外貨分102万
元）

1. 技提製品の生産ﾗｲﾝの新設による効果
2. 新工場長の就任に伴う効果

1. 技術移転
  赤外分光光度計（270～30型）の生産に必要となる生産技術、生産管理等が
 現地関係者に教授された。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 408

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（ガラス）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Glass) Modernization
Program in the People's Republic of China

梅津 正明

(社)日本ガラス製品工業会

83.7.11～7.31

4

58

17,962 千円

6.00 人月 （内現地4.00人月）

1984/2

（社）日本硝子製品工業会

上海玻璃瓶二廠
 明良（上海市軽工業局副局長）
 乗（上海市経済委員会企業管理処幹部）
 張（上海玻璃瓶二廠廠長）

F/S追加調査実施
 1)東洋ｶﾞﾗｽ(株) 2)工場改造及び設備導入
 内容が不明確であったため
ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約

（上海玻璃瓶二廠）
診断後、日本企業から設備導入を計画してきたが、そ
の後の円高の中で設備価格が急騰、設計費用のみを
支出した段階で、業況の悪化と資金繰り難に陥り、計
画中止を余儀なくされている。
1999.10現在：新情報は無し

進行・活用

計画の概要
1. 調査の目的
   上海市における上海玻璃瓶二廠に対し工場診断を実施し、
  その結果に基づき既存設備の利用に重点をおいた生産管理と
  製造技術に関する近代化計画を作成する
2. 結論及び勧告
  (1) 国際水準までの品質の向上
  (2) 原料秤量の自動化
  (3) 溶解窯の耐用年数の向上
  (4) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ
 近代化に必要な資金 832,424,500円

1. 原料秤量の自動化のためｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
ｰ制御による原料自動秤量設備一式導
入。
2. 溶解室の省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策として、ｺﾝ
ﾋﾟｭｰﾀｰ制御による燃焼制御設備一式導
入。

 上記2点に関して契約済みで、現在、第
2回設計会議を行っている。

 中国側が予算不足により、下記の契約
内容に変更した。

 （別紙参照）

 現況に至る理由
 工場改造をして新設備を導入することにより品質向上とｺｽﾄﾀﾞｳﾝがはかれる。

技術移転
 工場の生産管理と生産工程における製造技術分野を中心に現状の調査を行い、
改善するための技術指導を行った。その結果、品質、生産歩留が向上した。一部の
設備はｺｺﾑ規制により輸出ができず、国内改造により対処。

中国工場近代化調査／窯業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 409

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（ポリバリコン）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Poly Variable
Condenser) Modernization Program in the People's
Republic of China

今本 正

(社)日本電子機械工業会

83.5.15～6.5

3

58

12,755 千円

4.72 人月 （内現地1.79人月）

1984/2

（株）日本電子機械工業会
東光(株)

上海 旦電容器廠：Shanghai Fudan
                Capacitors Works
丁宇（廠長）

1986.9    中国側の要請により技術者を派遣し、
              技術移転の内容を再確認した。
1986.11   中国側の要請により見積書を提示した。
              見積額2,500千USﾄﾞﾙに対し、中国側
              予算1,000～1,200千USﾄﾞﾙしかないとの
               回答があり、品種の絞り込み、整備の部分
               導入等、予算に近づける方法を提示した
               が、成約不成立となった。
1986.12  ﾌﾟﾗﾝﾄ成約
1988.10  導入完了

進行・活用

実施機関   上海  旦電容器廠
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ    上海
総事業費    2,569百万円
実施内容
 上海 旦電容器廠  PVC製造技術改造
 1. 加工精度向上
  (1) 容量精度  (2) 金型精度  (3) 旋盤部品精度  (4) ﾌﾟﾚｽ部品精度
 2. 生産可能品種
  (1) 体積別分類 20口 16口 12口 （薄型にも適合）
  (2) 構造別分類 取付別3品種  (3) 容量別分類 4品種
 3. 能力と効果
  (1) 旋盤部品自動化100％ (2) ﾌﾟﾚｽ部品自動化100％
  (3) 形成部品 1回形成で24ヶ及び16ヶ（ｲﾝｻｰﾄ部品付）
  (4) 電気ﾒｯｷ自動化
 4. 技術と設備の導入
  (1) ﾗﾐﾈｰﾄ設備 (2) 高度自動化組立ﾗｲﾝ  (3) 立形成形機 
    (4) 横形成形機   (5) 機械ﾌﾟﾚｽ設備 
    (6) 旋盤（自動）（二次加工機を含む）
  (7) 製品性能試験設備及び測定器 (8) 金型加工主要設備
  (9) ﾍｯﾀﾞｰ及びﾈｼﾞ転造設備
 (10) 電気ﾊﾝﾀﾞﾒｯｷ設備（含廃水処理装置）
 (11) 一部重要金型
実施経過
 1983.12 計画開始時期
 1985.12 完了時期
 段階計画第1段階 443BF220万体制の実施   
                                 開始 1983.12  完了 1984.12
                第2段階 20B2, 223P460万体制に実施 
                                 開始 1984.10  完了 1985.12

実施ｺｽﾄ：520万元（=1.6億円）
     （うち、外貨分は85％）

導入設備：ﾗﾐﾈｰﾄ機               1台
                  ﾌﾟﾚｽ                      5台
                  静電ﾉｲｽﾞ防止機  1台
                  測定器                  1台
                                                など

生産工程の改善：
 1.加工工程の若干の変更
  （提案されたｺﾝﾍﾞｱ方式の導入は実施
されていない）
 2.品質管理
  ・検査規格制定
  ・抜取検査実施
  ・QC活動の普及
  ・測定器導入

生産管理の改善：
 1.管理体制の一部変更
 2.倉庫改善を含めた在庫管理

生産実績：
 1989年 90万個
        （うち、443BFは、50万個）
            （目標：960万個）

品質管理についても、提言内容が実施さ
れた。

日本側提案内容との差が大きかった理由
1. 実施ｺｽﾄの計画とのｷﾞｬｯﾌﾟ
 (1) 中国側の資金不足
 (2) 東光(株)が当時ﾗﾐﾈｰﾄ技術開発中のため他企業(TWD)から設備導入
2. 生産実績の計画とのｷﾞｬｯﾌﾟ：
   原材料価格のｱｯﾌﾟと外貨不足による不十分な輸入

(*)の続き
改造後の製品が1980年代の国際中間ﾚﾍﾞﾙに達し、IEC標準に適合するようになった
ため、輸出もされている。

技術移転
 1984年7月、1985年7月の2回にわたり中国側技術者が来日、金型加工機械、部品
製造機械、鍍金設備、その他の設備について調査を実施。
工場独自の対応：松下よりﾓｰﾀ各用設備導入（1985年）
                             ｽｲｽ、ｲｷﾞﾘｽ、ﾄﾞｲﾂ等より金属加工用設備導入
                             ﾄﾞｲﾂよりｴｱﾄﾞﾘｺﾝ技術導入 (*)へ続く

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 410

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（計器）近代化計画調査－合肥

The Study for the Factories (Measuring
Instruments) Modernization Program in the
People's Republic of China

作道 正俊

三菱油化エンジニアリング(株)

84.6.17～6.30

6

59

27,647 千円

10.54 人月 （内現地3.74人月）

1985/3

三菱油化エンジニアリング(株)

安徽省合肥儀表総廠
王兆義（合肥儀表総廠廠長）

 商業化段階で、西ﾄﾞｲﾂBopp&Reuter社が受注（ｺﾝﾄﾗ
ｸﾀｰ）
 本調査報告書は商業化段階でﾃｷｽﾄとして有効に活
用された。
（合肥儀表廠）
近代化計画後、市場経済化が進む中で調査対象と
なったｽﾃﾝﾚｽ及び蒸気流量計は、高価格なこともあっ
て、目標の年3000台及び5000台生産に達していない。
現状でもそれぞれ月2000台及び1500台に留まってい
るが、生産工程における近代化は、一部輸入予定の設
備を国内調達に切り替えてｺｽﾄ削減努力をしつつ、ほ
ぼ提案内容を実現済である。投資ｺｽﾄは500万元（計画
では265万元）、銀行借り入れによって大半の資金調達
を行っている。他方、生産管理面でも販売、技術、品質
管理面を強化する形で提言に沿って組織改革や管理
基準の整備を行い効果を上げている。1990年に近代
化計画はほぼ完了（当初予定1987年）した。
1999.11現在：変更点なし

進行・活用

実施機関
 合肥儀表総廠

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 安徽省合肥

総事業費
 総事業費 291百万円うち外貨分  164百万円
      （換算ﾚｰﾄ：1元=110円）

実施内容
 流量計の生産台数を現在の約2倍の生産台数に増強するための調査で
あり、検討した事項は次のとおりである。
   1. 生産管理面での近代化
   2. 生産工程面での近代化
   3. 生産能力面での近代化
 流量計の生産増強後の生産能力
   ・ｽﾃﾝﾚｽｵｰﾊﾞﾙ流量計   3,000台/年
   ・蒸気流量計              5,000台/年

実施経過
  1984.3  開始
  1985.1  完了

同 左

同 左

流量計の生産増強後の生産能力
・ｽﾃﾝﾚｽｵｰﾊﾞﾙ流量計  3,000台/年
・蒸気流量計             5,000台/年

生産管理、生産工程、品質管理につい
て、提言内容が実施された。

 本近代化調査結果は有効に活用され、商業化の段階に移行したが、商業化の段
階で本調査に協力会社として参画したｵｰﾊﾞﾙ機器工業(株)は西ﾄﾞｲﾂのBopp&Reuter
社に価格面で敗退した。
 しかしながら、その後ｵｰﾊﾞﾙ機器工業(株)は、合肥儀表総廠と流量計生産に関す
る業務提携を結び、委託生産を実施中である。

改造後の歯車流量計の角度は、0.5級から0.2級に改善された。製品は輸入代替で
きるﾚﾍﾞﾙに向上し、ｴﾈﾙｷﾞｰ、資材の消耗度は明らかに低下した。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 411

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（制御整流素子）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Thyristor)
Modernization Program in the People's Republic of
China

柳谷 哲朗

(社)日本電子工業振興協会

84.3.1～3.18

5

58～59

22,472 千円

9.32 人月 （内現地3.32人月）

1984/12

（社）日本電子工業振興協会

国家経済委員会 技術改造局
陸江（副局長）

 設備導入に関し、中国側と(社)日本電子工業振興協
会で交渉を行ってきたが、1986年12月に双方合意のう
え、交渉を中断することとした。

 1999.10現在：新情報は入っていない。

進行・活用

1. 製造品目の見直しと生産工程、生産管理の近代化
 (1) 製品：1)製品群、2)設計電圧、3)製品設計、以上3点に関する見直し
 (2) 生産工程：1)近代化一貫ﾗｲﾝ、または2)拡散ﾍﾟﾚｯﾄ工程の改造
 (3) 生産管理：1)設備管理、2)材料管理、3)工程管理、4)作業管理、
                           5)品質管理、以上5点の改善
2. 総事業費：3,164,690,000円
3. 計画期間
   1985年度 計画開始
   1986年度 計画完了

生産管理、生産工程、品質管理につい
て、提言内容が実施された。  中国側の希望する近代化のための設備改善の内容と設備予算に隔りがあり、1986

年の円高によりその差が交渉によって埋めることが不可能なほど広がった。

CTOｻｲﾘｽﾀ700A、1500Aは、AESA（ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾒｰｶｰ）のﾃｽﾄに合格。
生産ﾗｲｾﾝｽを取得。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 412

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（ボールペンインキ）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Ballpen-ink)
Modernization Program in the People's Republic of
China

川崎 勲

(株)トンボ鉛筆

84.3.15～3.28

4

58～59

18,534 千円

8.20 人月 （内現地2.50人月）

1984/11

(株)トンボ鉛筆

上海市軽工業局制筆公司上海墨水廠
李旭（上海市経済委員会生産技術局
技術改造処副処長）

1985.3  中国側調査団来日
         (株)ﾄﾝﾎﾞ工場視察

1986.初 中国から試験機器6種類9台について
     引き合い有り。
          東西貿易K.K.を通じて見積書提出。

（上海墨水廠）
当初は近代化計画に沿って改善を進めてきたが、その
後の事業環境の悪化と資金調達難の中で大規模投資
は不可能となり一部の設備を国内調達したに留まり、計
画は中止に追い込まれている。
1999.11現在：変更点・新情報は特に無し。

中止・消滅

上海墨水廠に対し工場診断を実施し、近代化計画を提言した。
1. 油溶性黄色または油溶性黒黄染料を海外より輸入して使用。
2. 反応釜についているかくはん機は可変速かくはん機に変更する。
3. 反応釜の加熱装置を温水による自動制御に変更。
4. 合成した油溶性染料は、真空乾燥機で水分1％以下に乾燥してからｲﾝ
ｷ配合に使用する。
5. ｲﾝｷ配合は水分を含まない状態で実施し、真空脱水工程を廃止する。
6. 高性能の遠心濾過器を導入する。
7. 新しい画線機、粘度計、水分計を導入。
8. 工程管理・品質管理の教育を実施。
9. 試作ﾃｽﾄ専門の技術要員を確保。
10.ﾎﾞｰﾙの材質をｽﾃﾝﾚｽから超硬に切り換える。

 生産管理、品質管理について、一部の
み提言内容が実施された。  当初は近代化計画に沿って改善を進めてきたが、その後の事業環境の悪化と資

金調達難の中で大規模投資は不可能となっており、計画は中止に追い込まれてい
る。

技術移転例
 品質管理ｾﾐﾅｰ、勉強会、ｲﾝｷ製造方法公開
企業の管理ﾚﾍﾞﾙが向上した。ｹﾝﾄ樹脂印刷ｲﾝｸ、混合溶剤ｲﾝｸを開発、表彰を受け
た。
その後の状況不明。

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 413

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（整流器）近代化計画調査－上海

The Study for the Factories (Rectifiers)
Modernization Program in the People's Republic of
China

久保 康夫

(社)日本電機工業会

84.6.20～7.3

3

59

13,842 千円

5.41 人月

1985/3

（社）日本電気工業会
東芝(株)

上海整流器廠：Shanghai Rectifier Works
黄志方（上海整流器廠廠長）

1988年 ｽｳｪｰﾃﾞﾝより直流ﾓｰﾀｰ用整流器をﾉｯｸﾀﾞｳﾝ
方式で導入。
1989年 組立て開始。
1999.10  現在：新情報は特になし

進行・活用

工場の近代化計画に関し、生産工程と生産管理について次の提言を行っ
た。

 1. 生産工程
  (1) 職場環境改善：ﾚｲｱｳﾄ整備、防塵対策等を含め作業環境改善
  (2) 流し化製造導入：標準の整流装置を流し化製造し、能率向上と問題
点顕在化で改善
       活動促進。
  (3) 品質保障体制：試験検査方法の改善と試験場の整備。
  (4) 小集団活動：ZD活動、改善提案制度の導入で職場の活性化を行
う。
  (5) 設備の改善：組立、試験、ﾌﾟﾘﾝﾄ基板製造、開発の各設備充実。

 2. 生産管理
  (1) 工場全体組織の見直し：生産活動の有機編成と改革推進の強化を
はかる。
  (2) 新製品開発体制整備：整流装置の開発体制を整備し自力開発とｽ
ﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟをはかる。
  (3) 用品調達の改善：年2回手配を改め、必要な物を必要な時に必要な
量の調達を行う。
総事業費：
            590百万円
整流器生産目標：
            1988年 5,000台／年

1. 生産工程
  (1) 職場区分の明確化
  (2) 加工工程の一部変更
  (3) 品質保障体制：
           試験装置の導入（4台、40万ﾄﾞﾙ）
           負荷ﾃｽﾄ
           中間検査
  (4) QCｸﾞﾙｰﾌﾟの結成
  (5) ﾕｰｻﾞｰｻｰﾋﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟの結成
2. 生産管理
  (1) 新製品開発体制の強化
  (2) 在庫期間の短縮
  (3) 従業員の教育

品質管理について、提言内容が実施され
た。

 製造ﾗｲﾝの改善は行われておらず、資金面及びｽｹｼﾞｭｰﾙ面での困難さがﾈｯｸで
あったと考えられる。

 CTOｻｲﾘｽﾀ700A、1500Aは、AESA（ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾒｰｶｰ）のﾃｽﾄに合格。生産ﾗｲﾝｾﾝ
ｽを取得。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 414

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（鉄鋼）近代化計画調査－無錫

The Study for the Factory (Steel) Modernization
Program in the People's Republic of China

別府 正義

(社)日本鉄鋼連盟

85.3.3～3.21／
85.7.7～7.26

5,5

59～60

45,326 千円

7.00 人月 （内現地7.36人月）

1985/3

（社）日本鉄鋼連盟

国家経済委員会
陸江（技術改造局 副局長）
劉勇昌（冶金工業部 鋼鉄生産技術司）

1998.10現在：新情報なし

1999.11 現在：変更点なし

進行・活用

 現在の普通鋼主体の工場から1990年に特殊鋼主体の工場に近代化す
るために、以下の改善項目を提案した。
1. 原材料管理････鉄くずの種類別管理方法の改善等
2. 製鋼工場･･････炉外製錬炉の採用、新30ﾄﾝ電気炉の導入、
                             電気炉変圧機容量の増大、ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾉｽﾞﾙの採用
等
3. 圧延工場･･････燃焼自動制御ｼｽﾃﾑの導入、鋼塊の大型化、
                             ﾎｯﾄｽｶｰﾌｧｰの設置、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄの導入
4. その他･････････製品検査、大気・水質・騒音等環境対象策、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ

 以上の近代化に当っては、段階的に推進するものとし、この結果、1990
年には特殊鋼化率は65％に上昇、製品ﾄﾝ当り売上高の増加も期待され
る。

   総事業費：
     設備費       8,376万元
     他技術費  334万元

   実施経過：
     生産量
       当時     18万ﾄﾝ/年
       1990  25万ﾄﾝ/年
     製鋼能力
       当時     12万ﾄﾝ/年
       1990  30万ﾄﾝ/年

総事業費：
   1990年までの実績 7,000万元
       （うち、外貨分は30万ﾄﾞﾙ）
       見込み 1.2億元

1. 生産工程
 (1) 設備導入
   30万ﾄﾝ電気炉   1台（5,000万元）
   精錬炉               1台
   連結式加熱炉
   電気炉集じん装置
   重油集中供給ｼｽﾃﾑ
   工業用水再循環装置
     750Φ圧延機
                      （1991年据え付け予定）
     外国製電気炉  1台（検討中）
 (2) 変電所改造（1,000万元）
 (3) 品質管理：
     分析器2台をｱﾒﾘｶより導入し、
               炉のｵﾝﾗｲﾝ管理を実施

2. 生産管理
 (1) 倉庫の改善
 (2) ｽｸﾗｯﾌﾟの区分管理
 (3) 原材料計量機の精度向上
 (4) 各種教育の実施

 資金の不足、特に外貨の不足から、国産設備、同社製設備の導入を進めている。

 国産品を中心に改造を実施中であるが、性能面で計画ﾚﾍﾞﾙに達していない面も
みられる。しかし、特殊鋼主体への転換は成された。生産管理、品質管理ﾚﾍﾞﾙは大
幅に向上。技術面でも良好な効果があった。

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 415

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（重機械）近代化計画調査（斉斉哈尓市）

The Study for the Factory (Heavy Machinery)
Modernization Program in the People's Republic of
China

宮島 信雄

(社)日本プラント協会

85.3.2～3.22

7

59～60

61,295 千円

14.00 人月 （内現地3.25人月）

1985/10

(社)日本プラント協会

国家経済委員会
 薜光中（診断弁公室副主任）
第一重機廠廠長
 李家駿（廠長）

1987年初、同廠の省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策を中心ﾃｰﾏとする調
査ﾐｯｼｮﾝ来日の相談が当方に寄せられ、日本国内訪
問先など手配した経緯があるが、結局来日せず。

その後、新たな交流・ｺﾝﾀｸﾄなし。
1999.11現在：変更点なし

進行・活用

1. 製鋼：既設電気炉の近代化必要。平炉は電炉に取替ること。
2. 鍛造：品質と生産向上のために作業改善、周辺機器の追加が必要。
3. 熱処理：熱処理曲線の整備、焼入炉新設。
4. 熱管理：計測器の整備、各炉の近代化改善。
5. 耐火物：自家製品は材質、形状、取り扱い共に改善を要する。外部購
入品は用品管理の改善を要する。

近代化調査後の工場改善情況（部分的
に実施）は以下の通りである。
（製鋼）工場内で改善計画を策定し、電
気炉を新設。また酸素の積極的活用、取
鍋精錬炉の導入。集塵機の大型化、下
注造塊法の大型鋼塊への適用などを実
現し、生産工程の近代化、作業効率の向
上、作業環境の改善をはかっている。
（鍛造）自動鍛造の増加により鍛造量は
1985年の23.260tから1994年には45.673t
に増えている。また、水圧ﾌﾟﾚｽの改善、表
面溶剤用ｽｶｰﾌｨﾝｸﾞ器具の購入、手動式
鋼塊ﾄﾝｸﾞの自社開発、工具ﾏﾆｭﾌﾟﾚｰﾀの
設置などを行い作業効率の向上と品質面
の改善を実現している。
（熱処理・熱管理）加熱、冷却曲線の実測
などﾃﾞｰﾀ整備、またﾛｰﾙ、ﾛｰﾀ製造工程
のﾃﾞｰﾀ整備と調整により、省ｴﾈﾙｷﾞｰ（加
熱時間25％短縮や余熱処理などで約30
％の省ｴﾈ効果）や品質改善をはかってい
る。なお熱管理に関しては資金不足も
あって大型炉を一部改善したのみ。
（耐火物）耐火物ﾒｰｶｰとﾀｲｱｯﾌﾟして一部
改善を実施。これら各分野での改善の総
ｺｽﾄは8600万元と当初計画の30％程度に
とどまっており、計画の実施も資金調達難
から大幅に遅れている（資金調達、自己
資金20％、銀行借入80％）
(*)へ続く

 1964年に導入のｿ連式鋳鍛工場である。製鋼、鋳造、機械製作、耐火物製作など
の一貫重機械工場であるが、全設備が老朽化しており、更新改良の必要があった。
公害対策は全く採用されて居らず、省ｴﾈの思想もなかった。

(*)の続き
工場全体としては、近代化計画の実施による生産効率の向上や品質向上で、競争
力を高めており、収益面でも改善（赤字の解消）がはかられているとのことである。今
後は市場経済に対応して病院など関連部門の独立採算化、工員の減員、管理部門
の集約などのﾘｽﾄﾗを進めていくことが必要となっている。（1995年3月現地調査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 416

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（大冶冶金）近代化計画調査

The Study for the Factory (Daye Copper Refining)
Modernization Program in the People's Republic of
China

幾島優次郎

直島大手興産(株)

85.2.25～3.16

7

59～60

55,964 千円

27.06 人月 （内現地5.68人月）

1985/11

(株)テクノ大手
(財)日本品質保証機構

国家経済委員会
陸江（技術改造局副局長）

 調査実施後、(株)ﾃｸﾉ大手（大手興産(株)）側におけ
る動きは特にない。

 1999.11現在：新情報は入っていない。

進行・活用

 湖北省大冶冶金工場に於ける粗鋼、硫酸の生産能力増強計画の近代
化実施計画（粗鋼 100,000ﾄﾝ/年、電気銅 50,000ﾄﾝ/年、硫酸 300,000ﾄﾝ
/年にそれぞれ改造）であり
 1. 生産工程での近代化
 2. 生産能力面での近代化
 3. 生産管理面での近代化
の提案を行った。

生産管理、品質管理について、提言内容
が一部実施された。  1985年に診断書提出後、資金不足のため生産能力の増強については着手できな

かった。1987－1988年にｶﾅﾀﾞのﾛﾗﾝﾀﾞ社から改造計画を受け検討した結果、ﾛﾗﾝﾀﾞ
社の提示した案で現在進行中である。1996年上期には操業に入る予定。（1993年度
現地調査）

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 417

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（大連化学）近代化計画調査

The Study for the Factory (Dalian Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic of
China

山中 信夫

日産化学工業(株)

85.2.5～3.16

5

59～60

39,213 千円

13.58 人月 （内現地4.34人月）

1984. 1985

テクノコンサルタンツ(株)
日産化学工業(株)

大連化学工業公司陸江（国家経済委員会技
術改造局副局長）
朱心才（大連化学工業公司経理）

報告書の内容は部分改造を提案。国家経済委員会は
部分改造に賛成。工場側は全面改造を希望。
・工場の部分改造は行わず、30万ﾄﾝの新工場建設を
1988年に決定した。
・ｱﾒﾘｶ、ﾄﾞｲﾂからの技術導入で1995年完成を目指して
いる。
・1993年6月ﾄﾞｲﾂがｿﾌﾄﾛｰﾝをつけ、それにより30万ﾄﾝ/
年のｱﾝﾓﾆｱﾌﾟﾗﾝﾄが1994年3月現在建設中である。

進行・活用

 大連化肥工場は老朽化した工場で本格的には建て直すべき状況に
なっていると思われるが、今回の調査では、既存装置を極力利用して所要
資金をあまり大きくしないような提案を行った。
 現地調査の結果からできるだけｴﾈﾙｷﾞｰ効率を高めるために下記に示す
ような4つの提案を行った。
1. 一酸化炭素変換工程の加圧2段化
2. 脱炭酸ｶﾞｽ工程の新型ﾍﾞﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ方式への改造
3. 精製工程の新型液体窒素洗浄法と吸着法の組合せへの変更
4. ｱﾝﾓﾆｱ合成塔出口からの熱回収

1993年1月現在の新しい展開。
 ｱﾝﾓﾆｱ 300,000T/Y
 尿素        520,000T/Y
の新設ﾌﾟﾗﾝﾄを、ﾄﾞｲﾂのｿﾌﾄ･ﾛｰﾝで1992
年6月LINDE(ﾘﾝﾃﾞ社)が受注した。
契約金額は1億数千万ﾏﾙｸと言われてい
る。
新ﾌﾟﾗﾝﾄが完成後は、旧ﾌﾟﾗﾝﾄ（現在稼動
中のもの）はｽｸﾗｯﾌﾟとなる。新工場完成
時期は1995年夏頃の予定。
 1998.10現在：
1)1994年のｱﾝﾓﾆｱ生産高：184,216ton
2)TopsoeのProcessの300,000T/年のｱﾝﾓ
ﾆｱ工場新設で1997年完成予定と報道さ
れている。

 部分改造か全面改造かで国家経済委員会と工場側に意見の食い違いがあり、実
現されるとしても先になるもよう。
 我々の提案は左記にあるように、なるべくｺｽﾄをかけずにできる、かつenergy
efficeney の改善に著しい効果が期待できるものであった。
しかしながら工場側は、老朽化したﾌﾟﾗﾝﾄのｽｸﾗｯﾌﾟ後、新規のﾌﾟﾗﾝﾄを建てることに
固執しているようである。
 従って、相当の資金を必要とするものとなっており、未だ実現にいたっていない。

 改造に必要な機器・機械は先進国からの供給となるため、外貨手当が付かない場
合は計画自体が進展しない。特に状況の変化はない。
（1988年暮、ﾖｰﾛｯﾊﾟの雑誌に本ﾌﾟﾗﾝﾄの改造をｲﾀﾘｱのTechni monte社が受注したと
の記事が出たが、Techni monte及び中国側に問い合わせたところそのような事実な
しと否定された。ｽｸﾗｯﾌﾟ ｱﾝﾄﾞ ﾋﾞﾙﾄ案については依然として検討続行中とのこと。）

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 418

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（錦西化学）近代化計画調査

The Study for the Factory (Jinxi Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic of
China

結城 康

千代田化工建設(株)

85.2.25～3.16

6

59～60

62,651 千円

28.21 人月 （内現地7.00人月）

1985/11

千代田化工建設（株）

国家経済委員会
陸江（技術改造局副局長）
楊武祥（遼寧省石油化学工業局所長）

1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず、情報な
し。

進行・活用

近代化計画実施上の留意点として
 1. 工場全体の近代化基本計画の立案
 2. 改造計画実施のための実行組織
 3. 改造計画予算の組み方
 4. 改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ
について提案を行った。

工場近代化の実施状況としては、報告書
提出後、本工場の近代化計画が国家の
第7次5ヶ年計画としてとりあげられたため
診断の提案に沿った改造をほとんど実施
してきた。生産工程の近代化について
は、苛性ｿｰﾀﾞ生産用のｲｵﾝ交換膜法、電
解設備（旭硝子社製ﾌﾟﾗﾝﾄ1990年）、およ
びﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ製造設備（ｱﾒﾘｶ製ﾌﾟﾗﾝﾄ、
1988年）を導入しすでに稼働している。さ
らに第9次5ヶ年計画終了時までには
80,000ﾄﾝ/年ｸﾗｽのｲｵﾝ交換膜法電解設
備を導入したいという意向である。さらに
生産管理、品質管理についても報告書の
提案を参考にしつつ、従業員のﾚﾍﾞﾙｱｯ
ﾌﾟのための教育・訓練、生産管理体制の
確立、作業工程ﾏﾆｭｱﾙの整備、などを行
い品質管理については新規機器の導
入、分析手法の改善、ﾃﾞｰﾀ収集による統
計的な品質管理を行なっている。報告書
の提案の内容はほとんど実施済みであ
る。報告書は、中国語に翻訳され活用し
た。（1995年3月現地調査結果）

調査当時と現在と比較して生産量は苛性ｿｰﾀﾞで、年間85,000ﾄﾝから125,000ﾄﾝへ、
またﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙでは12,000ﾄﾝから40,000ﾄﾝへと上昇した。売上高では、1億3,000
万元から8億5,000万元へと大きく伸びている。現在本工場は苛性ｿｰﾀﾞの生産量で
全国8位、中国の特大企業の162番目になった。（1995年3月現地調査結果）

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 419

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（南京化学）近代化計画調査

The Study for the Factory (Nanjing Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic of
China

佐藤 晋

三菱油化エンジニアリング(株)

85.2.26～3.16

7

59～60

62,796 千円

23.38 人月 （内現地5.73人月）

1985/11

三菱油化エンジニアリング(株)

江蘇省南京化工廠
汪忠懐（社長）
辛振東（副社長）

 現在までのところ日本側の提出した報告書は一部を
除いて、採用されていない。その間の進捗状況は以下
のとおり。
 ・ﾚｿﾞﾙｼﾝ製造技術の導入をｱﾒﾘｶに打診。
  （ｱﾙｶﾘﾌｭｰｼﾞｮﾝ設備）
 ・一旦拒否されたが、現在までｱﾒﾘｶとの交渉継続中。
 ・自社でも装置改造を進めている。（報告書の一部を
     採用、中国内機器使用）
 ・比較的、費用のかからない生産管理の提言内容
は、
     かなりの部分が採用されている。
1999.11現在：変更点なし

遅延

 工場全般、生産管理、生産工程、生産能力に関し近代化計画を提案し
た。
 このうち生産工程については、優先度をA、B、Cに分けたが優先度Aの
項目を実施するのに必要な投資額は963,470千円と見込まれる。また、生
産能力の近代化についてはﾚｿﾞﾙｼﾝについて検討を実施したが投資額は
中改造ｹｰｽが経済性に優れ、投資額は337,670～492,170千円で投下資
本回収期間は0.9～1.5年と見込まれる。

 中国側の情勢変化により提言内容が企業側の状況と一部合致していない状況と
なっている。

 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは報告書の提案・勧告が、今後一層の具体化が実現される可能性はあ
るとみている。

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 420

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（セメント）近代化計画調査

The Study for the Factory (Cement) Modernization
Program in the People's Republic of China

半田 信吉

宇部興産(株)

85.3.1～3.24

5

59～60

66,102 千円

5.00 人月 (内現地23.22人月)

1985/3

宇部興産（株）

国家経済委員会
陸江（技術改造局 副局長）
包先成（耀県セメント工場 工場長）

 1986年9月にｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ関係者が訪中した際に中国
側関係者より得た情報によると、耀県工場は報告書を
参考にして改造計画を進めているとのことである。

1999.10現在：変更点なし

進行・活用

1. 耀県ｾﾒﾝﾄ工場近代化計画（陝西省耀県）
    既存の湿式製造方式のままの場合と乾式製造方式に改造した場合の
    二つのｹｰｽにつき、熱消費の低減、計測・制御ｼｽﾃﾑの自動化、製造
    環境の改善のための設備の近代化と運転管理、品質管理、保全管
理、
    職場風土の活性化等の生産管理の近代化について勧告した。
2. 工源ｾﾒﾝﾄ工場近代化計画（遼寧省本渓市）
    既存の乾式余熱ﾎﾞｲﾗｰ方式のままで、生産量の増加、熱消費の低減、
    余熱発電量の増加、計量の自動化、製品品質の改善、環境の改善の
     ための設備の近代化と運転管理、品質管理、保全管理、職場風土の
    活性化等の生産管理の近代化について勧告した。
    改造は1、2、3号ｷﾙﾝを中心に提案。

提言内容を参考に、生産管理、品質管理
について、一部改良が国内の技術協力
によって実施された。

工源ｾﾒﾝﾄ工場：
資金的に国産技術による改造を1、2号に
対し実施し、現在4号ｷﾙﾝを新設中（1.4
億元）。
3号ｷﾙﾝは廃業の方向。

耀県ｾﾒﾝﾄ工場：
当初改造を予定していた4号ｷﾙﾝは部分
的に改造が行われている（1993年度現地
調査）。

耀県ｾﾒﾝﾄ工場：
政府の計画承認が新設を優先することになったため、乾式の5号ｷﾙﾝ（生産能力70
万ﾄﾝ/年）を建設済み。改造する予定の4号ｷﾙﾝについては、環境問題もあり1994年
上期には改造・計画を決定する予定（1993年度現地調査）。

対象ｷﾙﾝに環境問題解決のためUNIDO資金1,000万ﾄﾞﾙが投資される予定（1993年
度現地調査）

中国工場近代化調査／窯業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 421

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（金型）近代化計画調査

The Study for the Factory (Dice) Modernization
Program in the People's Republic of China

西山 誠三

昭和テクノシステム(株)

84.8.19～9.20／
85.3.12～3.21

5（現地調査）、4（報告書案現地説明）

59～60

42,703 千円

14.35 人月 (内現地6.82人月)

1985/7

昭和テクノシステム(株)

無錫模具廠
 許作民（付廠長）
北京市塑料模具廠
 許鶴峰（廠長）

（無錫模具廠）
 近代化計画に沿った改善計画を実施中であるが、当初予定
していた投資額600万元の金額調達が困難となり、現状時点で
は、384万元（政府200万元、銀行184万元）の投資を実施済で
ある。投資額の減少で計画中の外国人技術者招聘と一部設備
の導入は見送られている。業況は順調に推移しており、近代化
の効果も認められている。残りの計画は資金調達をつけた段階
で引き続き実施していくとしている。
 近代化調査対象であったﾌﾟﾗｽﾁｯｸ金型は、ﾏｰｹｯﾄの収縮に
より4年前に生産を取りやめた。現在は、自動車用部品金型お
よび当該部品、ｴｽｶﾚｰﾀｰ部品などが主要製品である。このう
ち、自動車部品の売上ｼｪｱが5割を越えている。1998年9月に
株式会社に転換した。株式の保有比率は国家が51％、社員が
49％である。社員の80％が株式を購入した。株式は非公開で
あり、もしも退職者がでれば、会社の特定部門が買い戻し、新
入社員にこれを売り渡すｼｽﾃﾑである。経営上の問題としては
人材の流出がある。大卒を毎年十数人雇用するが、研修をうけ
て2～3年たつと合弁企業などに出ていってしまう。（1999年度現地
調査結果）

進行・活用

1.無錫模具廠
 近代的設備を導入しさえすれば工場近代化が実現できるという風潮が
強いが技術面においても管理面においても改善すべき点が多々ある。即
ち生産技術面においては 1)金型の種類別専門工場化、2)金型設計に当
りｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰ、ﾓｰﾙﾀﾞｰとの連絡を密にし金型製作上のｷｰﾎﾟｲﾝﾄを把握し
て行うこと。3)規格化標準化を促進し各人ﾊﾞﾗﾊﾞﾗの技術を体系化し技術
の向上と能率の向上を進めること。生産管理面については生産管理の重
要性を認識しPlan-Do-Check-Actionの管理ｻｲｸﾙを工場全部門で実施し
高品質、高生産性、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ、納期短縮に重点を置いた管理を行ってゆく
必要性がある。これ等の項目は近代化のための基本で不可欠の条件であ
り長期的な計画に基づき協力してゆくことが大切である。

2.北京市模具廠
 工場幹部の工場近代化に対する方向性、進め方は無錫より具体的で堅
実であるが、現状の問題点および改善すべき諸点については生産技術面
においても無錫の場合と同様である。

無錫
 樹脂用金型専用工場の建設に着手。
 工場設備ﾚｲｱｳﾄは提言をﾍﾞｰｽにして進
め、機械設備についても手配中。
 生産管理、品質管理についても、提言
内容実施の方向。

北京
 国家承認を受け近代化のための工場建
設、機械導入ならびに機械操作のための
技術研修を終了。
 現地稼働中。資金的制約から国産を主
体に設備を導入。投資額は404万元。
 生産管理、品質管理についても、提言
内容実施の方向。

 1984年の調査以降、報告書の提言に基
づいて日本製の機械を購入し、技術改造
をおこなった。しかし、市況の変化により4
年前から調査対象のﾌﾟﾗｽﾁｯｸ金型の生
産は廃止した。（1999年度現地調査結
果）

無錫：改造後、金型の開発から加工までﾚﾍﾞﾙが明らかに向上。
北京：金型加工の確度をIT7からIT5に向上させた。生産性が倍増、歩留まりも向上
し、管理の質も向上した。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 422

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（新建機械）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shinken Kikai)
Modernization Program in the People's Republic of
China

疋田 弘

石川島播磨重工業(株)

86.6.23～7.1

6

60～61

47,710 千円

0.00 人月

1986/10

石川島播磨重工業（株）

国家経済委員会
輸出入局

 市場経済化の中で近代化計画が9000万元（20億円）
と大規模なこともあって、国をはじめとして資金調達が
当初予定したようには容易でなくなり、改善計画の進捗
にはかなりの遅れが出ている。現在の計画達成率は
26.9％（1992年末、投資2400万元）今後1993～1996年
の間に25％の進捗を見込んでいる。投資額の80％は
銀行借り入れ、20％が自己資金で、輸入設備を国産に
切り替えて、対応。ｾﾒﾝﾄ需要は旺盛で業況は上向いて
おり、今後も近代化計画を継続していくとしている。
1999.10現在：その後の情報は入っていない。

進行・活用

1. 工場近代化計画
  工場近代化計画到成後の生産量
   近代化調査対象製品           6,945 T/年
   近代化調査対象外製品     10,890 T/年

                             合  計         17,835 T/年（1985年の1.64倍）
  近代化に要する経費    1,981,996千円

2. 勧 告
  工場全体の観点より
   －工場近代化計画実施の手順       －不要、不急品の処理
   －工場近代化計画の調整               －外注方針の検討
   －製品の作り方の徹底的な究明     －長期経営戦略の立案
   －生産情報の収集整理手法の導入
   －原価発生単位の明確化
   －ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸｼｽﾃﾑの確立
   －問題解決能力の育成
   －視覚による管理の推進

工場運営の観点より
 －製缶組立工程
      加工精度の向上
      品質の向上等
 －機械加工工程
      設計工程における生産設計作業能
      率の充実を計る
 －鋳造工程
      大型鋳鋼品の品質確保
      鋳鋼品ﾒｰｶｰに対する技術指導等

実施内容は、生産管理と品質管理につ
いて、提言内容を参考としたもの。

 現在までの実施内容は一部であり、更に実施する必要がある。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 423

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（山東莱蕪鋼鉄廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (The Laiwu Iron & Steel
Works) Modernization Program in the People's
Republic of China

杉山 敏

(社)日本鉄鋼連盟嘱託（日本鋼管）

86.6.14～6.24

7（うち国内作業 3）

60～61

64,586 千円

24.89 人月 (内現地5.22人月)

1986/9

（社）日本鉄鋼連盟
日本鋼管(株)

国家経済委員会
 倪 根仙（輸出入局副局長）
山東来蕪鋼鉄廠
 馬 仲才（山東来蕪鋼鉄廠々長）

 莱鋼株式公司は97年8月に上海証券市場に上場している。
株式会社設立についてはADBから提案があり、1990年から
ADBとの協議を開始し1992年に技術協力実施の調印がなされ
た。1993年5月に専門家が来訪し1994年10月に設計提案終
了、1996年に中国政府認可後具体的取組を開始した。1997年
8月22日に会社（莱鋼株式公司）設立、8月28日に上場した。
 1999年5月に組織全体を集団公司化し、莱鋼株式公司はそ
の参加企業となった。集団公司の資本金は10.6億元、株式は
全て山東省人民政府保有である。その結果、集団公司、莱鋼
株式公司ともに経営決定は省政府の意向を反映したものとなら
ざるを得ない。集団公司は鉄鋼鉱山2社、鋼管工場、鉱山建設
会社、人造ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ会社の国有企業計5社を企業としてのﾒﾘｯ
ﾄはないにも関わらず行政の指導により合併させられている。
 また、当地域が都市から離れていることもあり過去は社会施設
も企業が整備してきたが、分離が進んでいる。病院、食堂、学
校、ｻｰﾋﾞｽ業等は分離を進めているが現状は直属会社の位置
付けにあり、今後は独立させる方向である。（1999年度現地調査結
果）

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 山東省莱蕪市郊外
総事業費
 67,764万元（1元=65.4円）
計画内容
 ・山東省莱蕪鋼鉄廠は1972年に4つの独立した鉄鋼工場を集約、統合さ
れてできた銑鋼一貫工場ですでに同廠は転炉、熱延設備の建設により近
代化をすすめていた。本報告書はこれら増強計画を前提として最適な種
類、寸法の最終製品の生産を行うための設備計画、操業改善策を内容と
した近代化案を策定した（第2製鉄、製鋼工場を対象）。
 ・第2製鉄工場：燒結工場における挿入原料の整粒強化高炉操業等に
ついての提言等
 ・第2製鋼工場：溶銑成分の安定化、二次製錬等設備、操業面の提言
等、分塊工場における設備、操業上の問題点に対する提言等
 ・操業上の改善と設備新設、改造により、1990年を目標として銑鉄生産
は28万ﾄﾝから86万ﾄﾝへ、粗鋼生産は8万ﾄﾝから77万ﾄﾝへ、棒鋼・帯鋼・電
縫管生産は6.5万ﾄﾝから58万ﾄﾝへと拡大する見込みとなった。

 設備の改善は、市場拡大に伴う設備規模の
大型化（焼結設備、送風機等）や完成の遅れ
（高炉の改造、形鋼工場新設）等は見られるも
のの、近代化計画の内容に沿った改善が着実
になされている。管理面も管理規準・組織の見
直しや活動の徹底・新たな開始等あらゆる面で
提案をこえる内容が行われている。その結果、
操業度、品質の向上も顕著である。1987-1994
年の総投資額は31億元。
 他工場への技術移転については、ﾓﾃﾞﾙ工場
に指定され他工場からの見学者受入が積極的
に行われている。（1994年12月現地調査結果）
 中型形鋼工場（年50万ﾄﾝ、改造資金総額 200
億円）を1998年に操業開始し、H形鋼、I形鋼、ｱ
ﾝｸﾞﾙ、ﾁｬﾝﾈﾙ等を生産予定（新日本製鐵、三
井物産が加熱炉、圧延機、精製ﾗｲﾝ機械設備、
電機・計装・計算機設備等を受注、受注金額40
億円、1995年12月入札）－ｱｼﾞｱ開発銀行の融
資
1.設備導入・生産工程
105ｍ3焼結機×1基新設(1993年)、焼結機50ｍ
3×1基増設(1995年)、高炉750ｍ3×1基新設
(1993年)、高炉750ｍ3×1基拡大(1995年)、新
規ｺｰｸｽ炉導入(1989年10月)、25ﾄﾝ転炉×1基
整備(1995年)、酸素ﾌﾟﾗﾝﾄ4機（日本製4,000ｍ
3、ﾄﾞｲﾂ製12,000ｍ3、国産3,200ｍ3×2機）導
入、H型ﾐﾙ設備導入、連鋳機4機、炉外精錬機
2機、中型圧延機、40ﾄﾝ高効率電炉等、近代化
計画の内容に沿った改善（一部では提案を上
回る設備の導入）が着実に実施されている。ま
た生産設備以外の電機、水道等の社会資本へ
の投資も行われている。 (*)へ続く

・資金調達面ではADB関連の融資を1989年に3.83億ﾄﾞﾙ（直接融資1.33億ﾄﾞﾙ、保証
2.5億ﾄﾞﾙ）を受けており、このことが多額の投資を可能にした大きな原因であるが、そ
の際にも近代化計画の存在が融資実現に大きな役割を果たした。
・近代化計画は工場側独自の計画策定途中という時期に実施されたが、計画確定
の為の視野を広げ高いﾚﾍﾞﾙのものを作るという指導的な意味あいでこの高い評価が
されている。また、日本側援助の意味あいを「構造」を作るための支援ということで明
確な認識がされていることも協力内容とﾏｯﾁした原因となっている。近代化計画によ
るﾌﾟﾗﾝ作り、その結果としての資金確保、並びに市場拡大という要因がうまく結びつ
いて成功へとつながっている。また、山東省の支援という要素も大きい。
 (*)の続き2.投資金額・資金調達
1989年から外資2.53億ﾄﾞﾙ（ADB1.33億ﾄﾞﾙ、協調融資0.8億ﾄﾞﾙ、商業融資0.32億ﾄﾞ
ﾙ）＋国内融資＋自社資金により総額40億元の投資により設備導入・改善（社会資
本含む）が進められた。比率では国内資金と国外資金がほぼ半々である。ADBの融
資条件は10年据置き20年返済（ﾄﾞﾙ返済）であり2000年から返済が始まる。上場に伴
い集団公司と上場企業の負担は分担、整理され、生産関係は主に上場企業、生活
関連は集団公司が返却することになっている。また、上場に伴う資金調達で中型圧
延設備を導入している。
1986年以降1998年までの総投資は50億元であり、このうち80％が生産関連、20％が
生活関連である。
○ｾﾐﾅｰ …… 鉄鋼工場の管理方法、改善技術

ｸﾞﾙｰﾝｴｲﾄﾞﾌﾟﾗﾝの対象工場。（省ｴﾈ計画を工場策定後、省へ申請したところ活用の
指示があり実施）
計画策定時（1986年）の売上2.5億元、生産で粗鋼11万ﾄﾝ、鋼材8万ﾄﾝ、技術者
2,000人から1994年（予定）では、売上25億元、粗鋼102万ﾄﾝ、鋼材61万ﾄﾝ、技術者
7,000人へと急激な拡大をしている。開発面でも国家が定める規準（設備の種類等）
では全国52位にﾗﾝｸされている。（1994年12月現地調査結果）

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 424

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（上海第十鋼鉄廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shanghai No.10 Iron &
Steel Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

平尾 隆

(社)日本鉄鋼連盟嘱託（新日鉄）

86.6.17～6.24

4（うち国内作業 1）

60～61

29,129 千円

12.03 人月 (内現地2.46人月)

1986/9

（社）日本鉄鋼連盟
新日本製鉄(株)

国家経済委員会
 倪 根仙（輸出入局副局長）
上海第十鋼鉄廠
 張 寄生

 資金不足により当面1st stepとしてETL及びShear
Lineの現状幅（514m/m）でのCost Minimum設置を希
望。これに沿って1986.11～1987.1投資実施、概算見
積提示を行ったが、計画は実施に移れていない。
1999.10現在：追加情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 上海市、上海第十鋼鉄廠

総事業費
 2,512百万円（F.O.B JAPANﾍﾞｰｽ）

計画内容
 ・上海第十鋼鉄廠は1956年に設立、1984年の総生産量は63.7万ﾄﾝ、主
要製品は熱間圧延帯鋼、冷間圧延帯鋼・電気ﾌﾞﾘｷ・電縫管で、中国にお
ける貴重なﾌﾞﾘｷ工場の一つである。本調査では既存設備を可能な限り有
効に利用し、電気ﾌﾞﾘｷ製品の製造を可能とするための近代化案を策定し
た。
 ・小規模の老朽化した設備で構成されたﾗｲﾝを抱えているため現有する
設備を本来あるべき健全な姿に保つための施策。
 ・食缶用ﾌﾞﾘｷの様な高級品を製造するために必要な設備と作業の改善
及び製品品種の拡大。
 ・経済指標の一層の向上を目的とした設備と作業の改善策。
 ・原材料の品質改善
 ・生産品質管理、設備管理、教育訓練等の充実による管理の高度化。
 ・ﾕｰﾃｨﾘﾃｨその他の周辺条件の設備
 ・本近代化により、食缶用電気ﾌﾞﾘｷ製品の製造が可能となり、全量を食
缶用製品の製造とすることを目標とする。具体的に必要となるものは、酸
洗、冷間圧延、調質圧延連続焼純、電気ﾌﾞﾘｷ、煎断の各ﾗｲﾝの設備新設
並びに改造である。
 ・ﾌﾞﾘｷの生産量は、1984年実績の1万ﾄﾝに対し、4段階のｽｹｼﾞｭｰﾙをへ
て2～3万ﾄﾝを目標とする。

提言内容は、生産管理、品質管理につい
て、一部改良が国内の技術協力によって
実施された。

1.規格幅を700mm～1.2ｍに変更せざるをえなくなった。
2.ﾌﾞﾘｷ原材料の薄板の供給不足。
3.生産目標が3万ﾄﾝ/年から6万ﾄﾝ/年に変更された。

・ﾌﾞﾘｷ生産は、上海と武漢の2工場のみであり、需要が1985年で50万ﾄﾝ、1995年に
は70万ﾄﾝと見込まれるのに対して供給は10万ﾄﾝにも満たない状況である。
・日本側提案は、現在までのところ生かされていないが、新日鉄との関係はいまだ保
たれており、工場側は日本に再診断を希望している。
・1994年3月現在、上海第十鋼鉄廠は韓国POSCOとｺﾝﾀｸﾄしている模様である。

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 425

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（石家庄鋼鉄廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shin Jia Zhnang Iron &
Steel Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

松田 安弘

(社)日本鉄鋼連盟嘱託（神戸製鋼）

86.6.16～6.24

8

60～61

37,699 千円

15.62 人月 （内現地3.72人月）

1986/9

（社）日本鉄鋼連盟

国家経済委員会
  倪 根仙（輸出入局副局長）
石家庄鋼鉄廠
  于 洪（石家庄鋼鉄廠々長）

1999.10現在：追加情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 河北省・石家庄市

総事業費
 215億円（F.O.B Japan）

計画内容
 ・石家庄鋼鉄廠は58年設立、粗鋼生産13万ﾄﾝの高炉、製鋼、圧延設備
を持つ銑鋼一貫製鉄所で、すでに1991年を目標とし35万ﾄﾝに拡大する計
画が策定されていた。本調査はこれらを前提とし、工場診断を実施し、そ
の結果に基づき既存工場設備の活用を基本とした製造技術と生産管理
技術に関する近代化計画を立案した。製鉄工場：高炉、燒結工場の設
備、操業面の改善、原料ﾔｰﾄﾞ計画の策定等。
 ・製鋼工場：操業改善に関する提案、高級鋼製造に対する設備的配慮、
ｽｸﾗｯﾌﾟ処理、耐火物寿命延長策等の提案等。圧延工場：既存工場の改
善事項と対策についての提案及び新棒鋼圧延工場建設に当たっての留
意事項の提言等。
 ・その他、生産管理、ｴﾈﾙｷﾞｰ管理、品質管理、設置保全管理、環境管
理、教育訓練等についても提言を行った。

 近代化計画策定後に中国の需要の拡
大、需要製品の変化（高級化等）が起き
たため工程面の設備も能力面を中心にそ
れに応じた変化が起きているが、その基
本的な方針は近代化計画を踏まえており
環境保護への投資（工場の都市部立地と
いう条件から必要とのこと）、生産ｺﾝﾄﾛｰﾙ
のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化等の計画では取り上げられ
た以上の改善がなされたものもある。一
方、提案内容のうち改善が進んでいない
主なものとしては電炉工場における連続
鋳造設備導入（計画中）、圧延新工場建
設により圧延工程の集約があげられる。
（1994年12月現地調査結果）

 末実現と一部実施の遅れが発生した原因としては資金面の不足がある。当初は上
部機関と工場で生産品目の考えの食い違いにより資金調達がうまくいかなかった（現
在は解消）ため自己資金のみで改善を行わなければならなかった他、現在も「総投
資の30％以上の自己資金確保が国家による援助の前提になる」「銀行借入は国家
方針のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでないと難しい」等の問題がある。（現在は投資額のうち自己資金40
％、銀行借入30％、国援助30％）。来年上場し資金確保目指す予定とのこと。他工
場への技術移転については計画策定後に交流実施等一般的な内容は行われたが
その後の大きな進展はない。
 近代化計画に対する率直な評価としては、製鉄工場のような大規模工場を対象に
した場合、期間・人員が不十分になってしまい役にたったことは間違いないが十分な
深みのあるものにまでにはならなかったという印象、市場の変化が特にそうしたことを
大きくしたとの意見があった。
 次期5ヵ年計画においても重点工場となっており粗鋼生産100万ﾄﾝ体制実現のた
めの設備増強が計画されている。（1994年12月現地調査結果）

 当工場（会社）は1994年に有限会社化。近年の国内需要の順調な拡大により生産
販売高も拡大しており1993年時点で従業員数7,027名、粗鋼ﾍﾞｰｽ63.4万ﾄﾝ、鋼材
17.5万ﾄﾝを生産、売上8.1億元、利潤8,700万元（1985年時点では従業員数5,038
名、粗鋼ﾍﾞｰｽで13.2万ﾄﾝ、鋼材109万ﾄﾝを生産、売上9,064万元、利潤1,382万元）
となっている。（1994年12月現地調査結果）

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

501



個別プロジェクト要約表 CHN 426

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫電気ケーブル）近代化計画調査

The Study for the Factory (Electric Cable)
Modernization Program in the People's Republic of
China

清水 正夫

藤倉電線(株)被覆線事業部被覆線技術部

86.8.25～9.2

2

60～61

56,882 千円

19.16 人月 （内現地4.16人月）

1986/12

ユニコ インターナショナル(株)

国家経済委員会

1987.          契約
1990.11.1   当該工場より藤倉電線(株)に下記報告と要
請があった。
(1)技術交流を継続したい。
(2)F/Sﾚﾎﾟｰﾄで提案のあったCase-1の実施を希望して
いる。
(3)押出し機の導入を中国政府に要請している。
(4)難燃ｹｰﾌﾞﾙの技術導入を希望する。
上記に対し藤倉電線(株)にて対応検討中。資金面での
制約がﾈｯｸとなって、計画が大幅に遅れている。

1999.11現在：進捗状況不詳

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ

総事業費
 約17～8億円（38百万元、うち設備費30百万元）

計画内容
 ・ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ生産量：5,500km（現行約 3,300km）
 ・品質目標              ：国際的規格（IEC,BIS,JIS）への合格
 ・原材料単位          ：国際水準達成
 ・労働生産力          ：設計目標達成
 ・機械設備              ：1970年末または1980年初の国際水準達成
 ・その他                   ：試験分析法の改良、教育訓練の徹底

実施経過
 1990年 操業開始

ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ工場建設中（770万元）
第8次5ヵ年計画で設備導入を計画
   設備導入費用…2,500万元（予定）

生産工程・管理面での実績：
 (1) 在庫管理方法の改善
 (2) 調達方法の見直し
 (3) 従業員教育
 (4) TQCの導入
 (5) 品質ﾚﾍﾞﾙの向上

ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ工場建設が一次中断した理由
 1. 国から認可がおりなかった。
 2. 資金、土地の手当ができなかった。

改善実施は一部に留まっているとの評価で、完遂するよう努力中。さらなる計画導入
を図っている。

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 427

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（濱州ピストン）近代化計画調査

The Study for the Factory (Piston) Modernization
Program in the People's Republic of China

宮島 信雄

(社)日本プラント協会 技術部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ

86.8.31～9.9

5

60～61

58,797 千円

22.32 人月 （内現地5.52人月）

1986/12

(社)日本プラント協会

国家経済委員会進出口局
STATE ECONOMIC COMMISSION, P.R.C.
BUREAU OF IMPORT AND EXPORT
 倪 根仙（NI GENXIAN）
（国家経済委員会進出口局、副局長）

 本実施計画の機械設備と技術指導についての具体
的な検討のため、1987年に調査団が来日し、1988年2
月～3月の青島商談会を実施。商談会では、円高によ
る大幅なｺｽﾄ高とそれの吸収のための中国側当該工場
生産品買上げ要求に対する対応不充分の理由で商談
は西欧側企業に傾いた模様。尚、日本側企業でなく西
欧企業から購入する方向で検討するように山東省の指
導も強く打出され流れの方向が変わった。
1999.11現在：変更点なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 山東濱州ﾋﾟｽﾄﾝ工場

総事業費
 2,593,500千円うち外貨分2,593,500千円

計画内容
 本ﾋﾟｽﾄﾝ工場近代化のための改善提案に基づく機械設備とそれに伴う
教育訓練とﾉｳﾊｳ・技術指導等の実施計画は溶湯精製・鋳造・熱処理・機
械加工・検査・金型・治具切削工具・ﾋﾟｽﾄﾝ製造専用機の各専門技術分野
ごとにその重要性、緊急性を考慮して3期（1期=2年）に分けた計画内容と
なっており、各期ごとに独立機能をとり、2期にまたがらないよう配慮してい
る。

 旧式の設備が多く精度も品質管理（教育は行った）も悪い。
 また英国、ｲﾀﾘｰから導入した機器は使いきれずに放棄されていて不要
の長物になっている（仕様を理解しないまま押し付け輸入させられたものと
思われる）。

結果として省のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして投資額714
万元（1988-1990）で改善が実施された。
承認が得られなかった原因としては、①
資金制約、②当時まだ全国1位企業でな
く優先順位が低かったこと、③中央企業
が有利になること、等があげられた。実際
の投資は、①建物（150万元）、②外国設
備（200万元）、③国内設備（300万元）、
④ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ導入（200万元）に活用されて
いる。この投資額の減額により、一部設備
は内製せざるをえない等の状況になって
いる。管理面については、生産工程に比
べれば比較的実施された内容が見られ
た。（1994年12月現地調査結果）

1988年くらいから当工場独自の改善を実施しており、その主な柱は、①管理ﾚﾍﾞﾙの
改善、②設備導入（4台輸入）、③開発力強化、④教育実施、の4点からなる。その成
果が除々に現われ始めた（全国1位）頃、更なる改善策としてJICAの近代化計画が
実施された（計画の総投資額は6,800万元=25.9億円）。しかし、実際に1988年に工
場側が策定した上部国機関に提出した計画は、1,800万元（一期分5年）となった。金
額差は全額を申請した場合、承認が得にくいとの工場側の判断によるものであるが、
その内容についても近代化計画の内容を参考にしたとは言うものの異なる点も多い
ものとなった。これは資金をはじめ、当時の工場の事情を考慮した結果とのことであ
る。さらに1,800万元の計画が国の承認を得られず規模縮小へ
近代計画の評価については、①日本側が品質、技術面の改善の比重が高かったの
に対し、結果として工場側は量拡大を指向したこと等の食い違いが出たこと、②知り
たい技術についてﾉｳﾊｳとして拒否されたことが指摘された。全体として、近代化計画
を評価し活用していこうという姿勢は乏しかったと思われる。
また、近代化計画策定後、日本側ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ並びに中国側双方の考えにより日本へ
の調査団派遣が実施されている。（1994年12月現地調査結果）

濱州ﾋﾟｽﾄﾝから現在山東ﾋﾟｽﾄﾝに改名。計画策定時1985年の売上920万元、生産量
100万個、従業員600人から1993年には売上1.25億元、生産量370万個、従業員
1,100人へと国内市場拡大に伴い成長し、1988年以降は中国最大のﾋﾟｽﾄﾝﾒｰｶｰと
なった。ﾕｰｻﾞｰも山東省から中国全国へと拡大し一部製品はﾁｪｺ、米国等への輸出
も行っている。製品構成は市場変化によってﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ用からｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ用へ
と移行している。（1994年12月現地調査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 428

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（瀋陽・大連ガラス）近代化計画調査

The Study for the Factory (Glass) Modernization
Program in the People's Republic of China

呉 信二

ユニコ インターナショナル(株)

61.7.7～7.14／
61.7.7～7.20／
61.7.13～7.20

3,7,3

60～61

83,914 千円

26.20 人月 （内現地5.70人月）

1986/10

ユニコ インターナショナル(株)

国家経済委員会進出口局
 倪 根仙（副局長）

・大連ｶﾞﾗｽ工場においては「改造工事にかかわる保証
問題」で行き詰まり、何回か北京で商談が行われたが、
新設に変更された。
・沈陽ｶﾞﾗｽ工場は2～3回にわたり技術的な接触があっ
たが、現在では中断している。
・日本ﾒｰｶｰが「ｷﾞｬﾗﾝﾃｨ」、「金額のﾈｺﾞ」に抵抗すると
考え、別の形でないと実現は困難とみられる。
・日本ﾒｰｶｰから「中国ｶﾞﾗｽ設計院」への技術移転（有
償）を行い、ﾊｰﾄﾞのｷﾞｬﾗﾝﾃｨなしなどの工夫がないと具
体化は困難とみられる。
 1992年12月調査により両工場とも改造が実施された
ことを確認した。

1999.11現在：進捗状況不詳

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 A 大連市大連ｶﾞﾗｽ工場
 B 沈陽市沈陽ｶﾞﾗｽ工場

総事業費
 A   435,800千円     すべて外貨分
          1,730,352千円 （ｹｰｽⅡ）

計画内容
 A 大連ｶﾞﾗｽ工場
   ○生産工程は引上機の更新新設のみを行い、その他は少々改造を
           行うこと。
   ○特に、品質管理を徹底するために最小限の計測機を追加すること。
   ○生産工程のﾃﾞｰﾀ採集・採取が少ないので、日常のﾃﾞｰﾀ採集を
           励行し、工程管理を十分に行うこと。
 B 沈陽ｶﾞﾗｽ工場
   ○近代化目標達成を3段階に分け、それぞれの目標を達成するため
の
           近代化を行うこと。
   ○特に、原料調合ｼｽﾃﾑの改造窯槽構造の改造は第2段階の目玉で
           あるので行うこと。

提言内容は、生産管理、生産工程、品質
管理について、一部実施された。

・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJT

大連ｶﾞﾗｽ工場：
1988年改造提案に基づきｲｷﾞﾘｽより技術
導入（684万元）し、生産額、利益も順調
に増加。
沈陽ｶﾞﾗｽ工場：
省ｴﾈを中心に1988年10月に改造を終
了。炉の設備はｲｷﾞﾘｽ、ｱﾒﾘｶ等より購入し
た。

両工場とも日本以外の国の技術を導入
し、改造実施済みであるので、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄは完了したものとみなされる。

・工場側及びﾒｰｶｰ側の改造に伴うｷﾞｬﾗﾝﾃｨの考え方の不足
・円 高
・日本側ﾒｰｶｰにとって、二昔前の技術であり、ﾒｰｶｰも消極的であった。

大連：かまどの溶解状況の改善を通して、ｶﾞﾗｽ原液の品質を向上させ、ｴﾈﾙｷﾞｰ消
費量を減少させた。優良製品率が93％向上した。
沈陽：改善後、ｴﾈﾙｷﾞｰ節約が著しい。ｵｲﾙの節約は年間2847ﾄﾝに達した。しかし生
産管理、品質管理のﾚﾍﾞﾙの向上が、さらに必要。

中国工場近代化調査／窯業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 429

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

広西大廠銅坑鉱山近代化計画調査

Modernization Program for the Kwangsi Mine in
the People's Republic of China

大田 光弘

三井金属資源開発(株) 工事本部工事部長

87.3.2～3.31
87.7.21～7.31

4

61～62

46,003 千円

15.57 人月 （内現地4.11人月）

1987/7

三井金属資源開発（株）

国家経済委員会企業技術改造診断辨公室
  光中（主任）
  朱  （副主任）

 提案された計画に対して鉱山側からの要請を受けて
有色金属工場公司のｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞで大学教授、研究員、
大型機械ﾒｰｶｰ、鉱山社員等からなる対外的な研究会
が2回開催され内容の検討と改善策の再設定が行われ
ている。その後鉱山内に実施を担当する改造委員会が
設立されて改善を行った。（1995年1月現地調査結果）

1999.10 現在：変更点なし                 
                                  
2003.3 現在：情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 大廠銅坑鉱山採鉱部内
 （細脈帯型鉱体開発）

総事業費
 1,402,329,000円

計画内容
 1 坑内火災対策
  ・現状の通気系調査と密閉箇所の指摘
  ・通気系統変更計画立案

 2 採鉱法の変更
  ・採鉱計画立案
  ・基幹開坑計画立案と実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ
  ・近代化のための導入機械

 3 近代化に要する経費

 当初の日本側計画では改善策を「緊急
課題」と「採鉱法を中心とした近代化計
画」に分けた実施が立案されたが、中国
側は市場の高品位産物へのﾆｰｽﾞの拡
大、鉱山の主体的経営への移行という環
境への変化に対応する為一本化したうえ
で改善を実施している。
 また、提案内容の主内容である「坑内火
災の鎮火」については当初計画通りの方
法で1988年10月から1991年12月に実施
され無事鎮火した。「通気方法の改善」に
ついては1989－1992年にかけて当初計
画通りの改善がされ、その後最新方式の
導入によるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟが行われた。一方、
「採鉱方法の変更」については、当初計
画では「1､2号鉱体は1次はｻﾌﾞﾚﾍﾞﾙｽﾄ
ｰﾋﾟﾝｸﾞ法、2次は上向充填採掘法」「3号
鉱体はｻﾌﾞﾚﾍﾞﾙｽﾄｰﾋﾟﾝｸﾞ法と上向充填採
掘法」とされていたが、①対象鉱山が低
品位中心で投資回収が難しい、②投資
額が大きく資金確保ができないという理由
から「全ての鉱体に対して分段空場法」が
採用された。日本側策定の際には鉱山側
との話し合いが十分なされ納得のうえで
の提案であったが、結果としては上記の
理由からこうなったとのことである。採鉱方
法が変わったことにより導入設備につい
ても変更が見られる。投資額は合計で
3,600万元（1995年1月現地調査結果）

 投資資金の確保については「借入枠の拡大」等の国による支援は行われなかっ
た。資金の借入返済はﾄﾞﾙで行われており、人民元の切下げで返済額の増大という
問題も発生している。技術移転については行われておらず、鉱山の技術性格上難し
いとの意見であった。
 日本側による計画策定を受けたことについては、①技術的啓発、②採鉱法指導、
③仕事への姿勢、④海外情報、等において極めて高い評価がなされた。問題点とし
ては、実施段階で出てきた問題へのﾌｫﾛｰの必要性があげられた。（1995年1月現地
調査結果）

この近代化の実施により1987年と1994年の生産量（精練後）は錫が5,300t→
13,700t/年、鉛が1,200t→3,500t/年、亜鉛が5,500t→22,000t/年へと拡大してい
る。1994年売上は6億元。（1995年1月現地調査結果）

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 430

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（合肥化工廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Hefei Chemical Works)
Modernization Project in the  People's Republic of
China

広田 孝

電気化学工業(株)設備部部長代理

0.0.0～0.0.0

3

61～62

31,922 千円

15.63 人月 （内現地3.61人月）

1987/9

電気化学工業（株）

国家経済委員会
  朱（企業技術改造診断辨公室副主任）
  美徳群（企業技術改造診断辨公室處長
                          工程師）

1988年に相手国より視察に来日。工事見積書提出（第
2段階、丸紅仲介）その後進展なし。

（合肥化工廠）
近代化計画後、市場経済化の中で業況の不振と資金
繰り難となり、生産工程の改造は第1段階の中間段階
に留まっている。主要設備の日本からの導入も日本企
業との価格交渉での合意に達していない。これまでの
投資額は900万元で50％を自己資金、残りを銀行借り
入れで調達している。今後も近代化計画を継続してい
く方針であるが、資金調達及び需要の低迷が課題と
なっている。計画生産目標（PVC）の15000万ﾄﾝ/年に
対し現状では同7200万ﾄﾝに留まる。生産管理面では
提言に沿って改善を進めており効果もみとめられる。

1998.10現在：ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとのその後のｺﾝﾀｸﾄはない。
2003.  3現在：新情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 安徽省合肥市合肥化工廠ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆｰﾙ工場

総事業費
 第1段階機器代金  21,760 万円
 第2段階    〃        46,800 万円
 第3段階    〃        56,450 万円
 上記金額は機器代金のみで、工事費用技術料等は含まない
   （日本国内調達ﾍﾞｰｽで算出した）

計画内容
 1. 合肥化工廠のﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆｰﾙの本質ｶｰﾊﾞｲﾄﾞ法
      同業他工場に比し中低位にある。また、製造可能品種も限定されて
      いる。
 2. 近代化の計画は3段階に分けた計画を提案した。
  第1段階：既存設備の小改造によりﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを計る。
  第2段階：重合及び乾燥全系列を新設し併せて、生産技術と生産管理
      の向上を行う。
  第3段階：将来に備えた近代化計画

 以上の内、第2段階までは是非実施する必要がある。

生産管理、品質管理について、一部提言
内容が参考にされた。

設備の改善については、主に国内調達による。検測機器は輸入に頼っている。

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 431

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（貴州アルミニウム）近代化計画調査

The Study for the Factory (Aluminium)
Modernization Program in the  People's Republic
of China

山本 昭治

ユニコ インターナショナル(株)中国室長

87.2.12～3.4

2

61～62

32,928 千円

19.67 人月 （内現地3.67人月）

1987/8

ユニコ インターナショナル(株)

国家経済委員会
  篩光中（企業技術改造診断弁公室主任）
貴州省経済委員会
  劉 懐（副主任）

1999.11現在：進捗状況不詳
2003.  3現在：新情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 貴州ｱﾙﾐﾆｳﾑ工場第1電解工場

総事業費
 102.5億円

計画内容
 熱流・電解設備
 陽極焼成炉
 その他付帯設備
 ・近代化計画の目標
  (1) 環境問題の改善     (2) 生産効率の改善
  (3) 年間1万ﾄﾝの増産 (4) 労働生産性の向上
 ・近代化計画の内容
  (1) 現有縦型ｾﾞｰﾀﾞｰﾍﾞﾙｸﾞ炉からﾌﾟﾘﾍﾞｰｸ炉へ転換を図る。
  (2) 現有第2電解工場の炉形式を採用する。
  (3) 操業管理体制を確立する。

以上によりﾋ素排出量1.0kg/t-Al以下が可能となり電力源単位の向上、
年間15,000ﾄﾝの増産4.6倍以上の生産性向上が可能である。

生産管理、品質管理について、提言内容
が一部実施された。 報告書提出後、資金的な理由により計画は実施されなかった。しかしながら、第一電

解工場は環境問題で操業ｽﾄｯﾌﾟになった。1992年に第一電解工場の改造を行うこと
にしたが、日本案はその後の技術革新もあって不採用となった。現在はｽｲｽの提示
した案で実施される見込み（1993年度現地調査）。

第7次5ヶ年計画で一部改造が実施された。

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

507



個別プロジェクト要約表 CHN 432

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（襄陽ベアリング）近代化計画調査

The Study for the Factory (Xiang Yang Bearing)
Modernization Program in the  People's Republic
of China

寺井 昭

NTN東洋ベアリング(株) 取締役中国室室長

3

61～62

11,116 千円

18.50 人月 （内現地3.40人月）

1987/6

ユニコ インターナショナル(株)

国家経済委員会
倪  根仙（進出口局副局長）
朱 （弁公室副主任）

この間の生産性の向上においては大きな役割を果たし
たとの評価があった。（1994年12月現地調査結果）

1999.11現在：進捗状況不詳
2003.  3現在：新情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 湖北省襄燮市

総事業費
 （未積算）
 うち外貨分2,083.6百万円

計画内容
 1. 鍛造ﾗｲﾝ導入
 2. 熱処理設備改造
 3. 研削盤・仕上機導入
 4. 各種検査機器導入
 5. NC旋盤導入
 6. 研削盤の改造

 1. 近代化を行う前に、現状生産工程の解析を十分に行う。
 2. 測定機の導入を計り、上記解析を行うとともに作業長以下の技術
      向上を計る。
 3. 生産工程中各生産要素のｱﾝﾊﾞﾗﾝｽを改善する。

近代化計画において提案された改善内
容は実施時期の遅れ（7～8次計画中に
完了予定が9次計画内にずれこみ）が一
部見られるもののほぼ全て実施済もしくは
実施中。
輸入設備等の購入の提案が国産設備に
おきかえられるｹｰｽは目立ったが計画通
りの成果をあげているとのことで、工場の
現状を踏まえた変更であり問題とはなっ
ていない。この間に行われた投資額は近
代化計画による提案以外も含めて4550万
元、うち外貨は300万ﾄﾞﾙで外貨は主に加
工機の輸入に利用された。投資資金の確
保は内部留保と銀行からの借入れ。
一部未実施、実施の遅れがでた原因に
ついては、①資金面（大規模設備には代
替案）、②原材料品質（事前予算との違
い）、③国産設備低精度（要求通りの品質
にならない）の3点があげられた。（1994年
12月現地調査結果）

1993年5月株式会社化。株主構成は国家70％法人10％従業員20％。計画策定時
1986年の生産量931万ｾｯﾄ、売上6,500万元が1993年には生産量1,714万ｾｯﾄ、売上
33,356万元へ順調に拡大。この背景には市場が拡大をしたことに加え株式会社化に
よる経営権の拡大が十分に機能し市場にあった製品の開発や適切な投資による生
産性並びに製品品質の向上が行われたことにより市場におけるｼｪｱも拡大したこと
があげられる、今後も乗用車のﾍﾞｱﾘﾝｸﾞの製造を予定。（1994年12月現地調査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 433

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （常州トラクター）近代化計画調査

The Study for the Factory (Hand Tractor)
Modernization Program in the  People's Republic
of China

須藤 昌宏

井関農機(株) 取締役

87.1.11～1.27

9

61～62

20,803 千円

17.06 人月 （内現地6.12人月）

1987/7

テクノコンサルタンツ(株)
井関農機(株)

国家経済委員会
 李弘道（進出口局局長）
 王 毅（進出口副処長）

(1)1987年12月、常州ﾄﾗｸﾀｰ工場の副工場長および技
術者2名を日本へ招聘し、提案した工場近代化につい
てわが国の工場における具体例を各地で紹介した。
(2)1988年6月、生産技術者5名による専門家ｸﾞﾙｰﾌﾟが
訪中し、常州 ﾄﾗｸﾀｰ工場において工場近代化の指導
を行った。

1998.10現在：新情報・変更なし
2003.  3現在：新情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 江蘇省常州市 常州ﾄﾗｸﾀｰ工場

総事業費
 158億円
 うち外貨分（158億円）

計画内容
 ﾊﾝﾄﾞﾄﾗｸﾀｰ工場の近代化を実施して、品質向上を図り製品を国際ﾚﾍﾞﾙ
まで、引き上げ、また生産性の向上と製品種類の多様化を図ることを目的
とする近代化計画。
 近代化の範囲は以下の通り。
 1. 生産工程の近代化
  (a) ｷﾞﾔﾎﾞｯｸｽ加工
  (b) ｽﾌﾟﾗｲﾝｼｬﾌﾄ加工
  (c) ﾌﾟﾚｽ加工
  (d) 溶接加工
  (e) 製品塗装
 2. 生産管理の近代化
  (a) 設計管理
  (b) 調達管理
  (c) 在庫管理
  (d) 工程管理
  (e) 製造・検査設備管理
  (f) 教育訓練
      ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ利用
                                       (*)へ続く

設備：（費用は1,891万元）
          (1) FTCﾗｲﾝ（国産化）
          (2) NCｾﾝﾊﾞﾝ
          (3) ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの設備をﾊﾝｶﾞﾘ
ｰ
          より導入
          (4) 塗装ﾗｲﾝをｱﾒﾘｶより導入

改善：(1) 工程変更
          (2) 金型標準化規定作成
          (3) ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使った生産
                管理

生産管理、生産工程、品質管理につい
て、提言内容が参考にされた。

資金不足、製品開発能力の不足、労務問題などで実施は遅れている。
第8次5ヵ年計画期中の完了をめざしている。
 (*)の続き
3. 品質管理の近代化
 (1)結論
  ・近代化計画実施により、年産8万台と多品目化（4種類）が達成できる。
  ・常州ﾄﾗｸﾀｰ工場の技術、管理水準は高いので近代化の効果は大きいと確信
     する。
  ・基本を守ること、基礎を充実させることが最重要点である。
  ・近代化計画実施により、常州ﾄﾗｸﾀｰ工場は中国の模範工場となり得ると確信
     する。
 (2)勧告
  ・現有設備で年産8万台は困難であるので、必要な予備措置を講じ、近代化を実
施
      する。
  ・ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽの是正、段取りの改善、調整作業の排除及び既存設備の改善で、ある
      程度の生産増強が図れるので、早急に改善を実施すべきである。
  ・品質不良となる原因（素材不良、錆の発生粗雑な品物の取扱い）を排除し4sの
      徹底を図る。
  ・ﾌﾟﾚｽの安全は真剣に取り組むべき最重要課題であるので、近代化案をすぐ実行

する。

現在、井関農機(株)との関わりはない
1991年より2回にわたり井関農機は数人の研修生を受け入れ技術指導を行った。そ
れに基づき常州ﾄﾗｸﾀｰ工場は独自に工場の近代化を遂行している。
第7次5箇年計画で改造が国内調達により一部実施された。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 434

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （瀋陽第一砂輪廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shen Yang Grinding
Wheels Plant) Modernization Program in the
People's Republic of China

石坂 晃

ユニコ インターナショナル(株)

87.3～（3週間）

4

61～62

34,021 千円

15.86 人月 （内現地3.40人月）

1987/9

ユニコ インターナショナル(株)

国家経済委員会
 倪根仙（進出口副局長）
 宗庚辰（瀋陽市計画経済委員会副主任）

実施の目途がたっていない。

1999.11現在：進捗状況不詳
2003.  3現在：新情報なし

進行・活用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 遼寧省瀋陽市

総事業費
 約11億円（29百万元）
  （1元=37.93円）

計画内容
 ﾋﾞﾄﾘﾌｧｲﾄﾞ砥石の攪拌混合、成形、焼成、仕上加工、検査等の各工程の
生産技術及び設備を改善し生産工程、生産管理、品質及び公害防止に
関し、先進的な国際ﾚﾍﾞﾙに到達せしめる。
 対象設備：攪拌機、成形ﾌﾟﾚｽ、焼成炉
            仕上加工機及び検査設備等
 1)近代化計画の目標：対象製品はﾋﾞﾄﾘﾌｧｲﾄﾞ砥石とし
  ・1980年代初期の先進国の技術水準を目標とした計画の作成
  ・経済性を考慮した半自動化ｼｽﾃﾑの採用
  ・品質改善を最重点目標とする
 2)近代化計画の内容
  ・攪拌混合工程 ……ﾌﾟﾘﾝﾀ付ﾃﾞｼﾞﾀﾙ秤量計の採用粘結剤技術の
                                         導入他
  ・成形工程   ……金型密着成形方式の採用
                                         半自動化ｼｽﾃﾑの導入他
  ・焼成工程        ……新型ｼｬｯﾄﾙ窯の採用他
  ・仕上加工工程 ……ﾀﾞｲｱﾓﾝﾄﾞ穴仕上機の設置他
  ・検査工程         ……ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾉｷﾞｽの採用
  ・品質管理の推進

品質管理面を中心に、教育、品質ﾚﾍﾞﾙ
の設定QCｻｰｸﾙの強化などが工場側とし
て実施されている。

近年の外貨不足によりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定が厳しくなり、優先度の点で他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等
に比べて遅れている。
第8次5ヵ年計画の中でも、その位置づけが不明確である。

具体的な改善提案は明示している。

中国工場近代化調査／窯業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 435

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （瀋陽鋳造廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shen Yang Foundry
Plant) Modernization Program in the  People's
Republic of China

平野 仁郎

石川島播磨重工業(株)

86.11.10～11.30

4

61～62

6,691 千円

0.00 人月

1987/7

石川島播磨重工業（株）

国家経済委員会進出口局
 倪根仙（副局長）

  相手国側担当機関より特にｺﾝﾀｸﾄはない。
1992年12月調査により資金の不足、生産量の減少によ
り改造提案は実施に移されていないことが判明した。
第2工場は取り壊しの方向にある。
1999.11現在：その後の情報は全くない。
2003.  3現在：新情報なし

中止・消滅

 工場近代化は最新式生産設備機器を導入すれば達成できると考えるこ
とは非常に危険である。その理由は新設備機器の導入には、それらを効
率的に操業するための生産技術と生産ｼｽﾃﾑを必要とするからである。こ
れらの技術やｼｽﾃﾑは現状の生産において蓄積されたものを見直し、改
善することによって実施されなければならない。（設備のように外部から買
うことができないものである。）
 それ故に第1に現状の生産ｼｽﾃﾑと生産技術の問題点を全て抽出し、そ
の原因を分析し、整理し、原因別に対策をたて実施し、その結果を評価す
る。そして第2に新生産設備機器に十分対応できる生産ｼｽﾃﾑと生産技術
を見通してから新生産設備機器を導入するべきである。
 第1、2工場の改造を提案。

 いまだ実施されていない。

 企業内部の変化により、市場の売れ行きが悪く、業務が沈滞しているため。

 第8次5か年計画で一部実施予定。（第1工場）
 合弁による自動車部品工場の建設計画を推進中。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 436

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （重慶ポンプ廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Chongqing Pump
Factory) Modernization Program in the  People's
Republic of China

田矢 孝也

石川島播磨重工業(株)

86.11.10～11.30

4

61～62

6,981 千円

14.39 人月 （内現地10.93人月）

1987/7

石川島播磨重工業（株）

国家経済委員会進出口局
 倪根仙（副局長）

相手側担当機関よりｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに対し、特にｺﾝﾀｸﾄはな
い。
1999.11現在：情報は入っていない。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用
1. 工場運営の視点より
 機械加工工程：現有設備の効率的運用を計り、工作機械の知能化（ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ
ｰの導入）を推進する。工場全体を広く見回しながら機械加工工程の近代化を進めて
いくことが大切である。
 組立工程：工場のﾚｲｱｳﾄ・設備の配置を改善し、物の流れや保管方法を改善しなく
てはならない。ﾌﾞﾛｯｸ組立方式を導入し、作業効率と品質を向上させる。倉庫・運搬ｼ
ｽﾃﾑの改善を図る。
 検査工程：小型から大型まで4種類に機種を分類し、それぞれに適応した検査方法
と設備を導入し近代化を推進する。測定の自動安定化を図る。
 生産管理部門：生産管理部門の課題は生産の多様化に伴う情報処理の高度化で
あると言える。そのﾂｰﾙとしての電子計算機ｼｽﾃﾑが不可欠であり、このようなﾂｰﾙを
駆使して多様化に対応することが生産管理部門の使命といえる。
2. 工場全体の観点より
 戦略的経営の確立：近代化計画の目標とするところは生産能力の増強と品質の改
善であるが、多様化・高度化に対応するための柔軟な管理ｼｽﾃﾑを構築する必要が
ある。また技術内容の高度化・多様化に対応するための販売管理ｼｽﾃﾑ設計管理ｼｽ
ﾃﾑの確立を図る製品の設計改良、並びに付帯機器の設計改良、製品構成の拡充を
推進する。
製品構成と市場戦略：顧客の要求が益々多様化・高度化するなかでこれらのﾆｰｽﾞに
対応するため新製品開発に力を入れ、いろいろな製品を市場に投入していく必要が
ある。また、全製品群としての構成について、全体の統制とﾊﾞﾗﾝｽに特に留意すべき
である。
 報告書の位置付けについて：本報告書は以上のような観点からまとめられたもので
あり同時に計量ﾎﾟﾝﾌﾟの生産という、特殊な生産ｼｽﾃﾑについて長年の経験と最新の
工作機械・電子計算機・ﾊｰﾄﾞｳｪｱ・ｿﾌﾄｳｪｱの技術動向を調査し、それを加味して作
成している。計量ﾎﾟﾝﾌﾟの生産という特殊な生産ｼｽﾃﾑ、即ち多品種小量の受注生産
において、機械加工・組立・検査工程等の混合の生産形態における最善の方策を述
べていると同時に、生産ｼｽﾃﾑの問題をどのようにとりあげていくべきかを示しているも
のと考える。

 生産管理、品質管理について、提言内
容を参考に国内調達により改善が行われ
た。
 報告書提出から1993年までに行われた
具体的な改善内容は
   工場配置の変更
   新倉庫建設の予定
   機械設備の導入
である（1993年現地調査結果）。
1994年10月現在
 第8.5計画において約800万元の投資に
より近代化実施中。M/Cについては中国
製を導入したが、十分に稼働していな
い。
 今後新倉庫を建設する予定。

 中国側の資金難により計画規模を縮小して、国家計画に基づいて実施中である。
第7次5ヶ年計画では、700万元が承認済み。第8次5ヶ年計画においては、800万元
を予算要求中である（1993年度現地調査）。

 製品の品質が顕著に改善された。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 437

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （重慶合成化工廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Chong Qing Phenol
Resin Plant) Modernization Program in the
People's Republic of China

鈴木 浩

三菱油化エンジニアリング(株)四日市支社長

87.10.7～10.27

6

62～63

65,460 千円

人月

1988．7．1

三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

四川省重慶合成化工廠
周恩 （社長）

中国工場（太原有機化工）近代化計画調査時（1996
年）に、同業種の生産能力調査をしたところ、重慶合成
化工廠のﾌｪﾉｰﾙ樹脂生産能力は1万ﾄﾝ/年となってい
ることが判明した。調査時点では、ﾌｪﾉｰﾙ樹脂1,500ﾄﾝ
/年、成形材料2,500ﾄﾝ/年・成形材料6,000ﾄﾝ/年で
あったので、ほぼ目標に近い生産能力増強を実施した
ことになる。尚、海外からの技術導入をしたとの情報は
無いので、報告書の内容を十分に活用したと判断して
いる。

1999.11現在：変更点なし

進行・活用

重慶合成化工廠近代化計画に関して、現地調査の結果を踏まえ、生産管
理、生産工程について提案を行った。

このうちで近代化計画に要する費用は生産管理面の費用は約38百万円、
生産工程面で、約 2,875百万円が見込まれる。

生産管理、品質管理について、提言内容
が一部実施された。

その後、変化なし（1993年度現地調査）。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

生産管理、品質管理について、提言内容が一部実施された。

工場自体の外貨不足のため、中国製機器による一部改造、生産管理面の合理化以
外には実現されていない（1993年度現地調査）。

改善はさらに必要であり、第8次5カ年計画で追加の改善を予定している。1991年に
日本からの提案をﾍﾞｰｽにして新たな近代化計画が作成され重慶市に提出された。
3,600万元の予算規模だが1993年末現在承認されていない（1993年度現地調査）。

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 438

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場 （鄭州ボーリング）近代化計画調査

The Study for the Factory (Zheng Zhou Hole Made
Machine) Modernization Program in the  People's
Republic of China

加藤 信一

鉱研工業(株)

87.10.28～11.17

4

62～63

54,682 千円

17.00 人月

1988．8．1

鉱研工業（株）

・中国国家経済委員会企業技術改造診断辨
公室処長姜徳群氏
・鄭州勘察機械廠長杜祥 氏

1. 1988年9月工場側より新製品の技術導入希望があっ
たので、工場の近代化の早期実施を要望した。
2. 1988年12月調査当時の工場長杜 祥氏は、江南省
経済技術開発区建設計画指導組副組長に転任した。
3. 1989年1月工場側との交信により、外貨予算の取得
が困難な模様であることが推察された。
4. 1991年6月に前工場長が別件で来日し、新製品の
生産技術導入検討のための技術資料の要望があっ
た。資料はただちに送付したが、1991年11月現在反応
はなし。1998年10月現在、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとのその後の交
流はない。工場長の交代、中国内の情勢変化により工
場の方針が変わったものと推察している。提言につい
ては、かなりの部分が採用・具体化された模様。1999年
10月現在、同工場との交流は絶えた状態が続いてい
る。

進行・活用

近代化生産規模は、調査時点の年産62台を1990年に 110台とすることと
し、そのための近代化策を以下の通り提言した。
１．経営組織をライン・スタッフ組織とし、これに基づく具体的な生産管理
組織。
２．生産手配は、すべて生産管理部が伝票を発行することによって行う。
３．鋳造については（1）鋳造に温度管理（2）成分分布（3）作業環境改善。
４．熱処理については（1）熱処理用鋼材の導入（2）焼準温度の改善（3）加
熱炉など近代化設備の導入
５．機械加工は（1）９台の近代化主要工作機械と若干の附属設備の導入
（2）作業指示の明確化。なお工場側計画の設備更新と建屋増築を確認。
６．溶接および組立は（1）作業基準の作成実行（2）近代化溶接機、切断
機の導入。
７．治具の積極活用と切削工具の集中研磨による能率と品質の向上。
８．生産管理については、設計管理、調達管理、在庫管理、作業管理、工
程管理の近代化と改善の具体策。
９．コンピュータ利用は最初の段階として調達管理と在庫管理を対象とす
る。
10．品質管理は（1）検査データの活用（2）検査器具の完備（3）品質保証
体制確立。

以上による近代化設備導入は輸入品が1.47億円、中国製品が22万元で
あり、提言と合意された事項が計画通り実行されれば、この投資は1994年
までに回収が可能であると策定した。

提案された改善項目については、ほぼ全
て実施されていた。設備の導入を中心と
する生産工程の改善では導入設備は全
て中国製とのことだったが、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの
導入等の一部内容については計画以上
の進展が見られた。生産・品質管理面の
改善においても生産管理・計画の一元化
をはじめ各内容が専門部門の指導のもと
に行われていた。（1994年12月現地調査
結果）

（平成15年度 国内調査）
情報なし

中国製設備の導入となった理由については、①輸入品が高価格なこと、②ｱﾌﾀｰｻ
ｰﾋﾞｽ補修部品入手が便利なこと、の2点があげられたが精度的には中国製で満足で
きるとのことであった。近代化の為の投資額は1993年までで1390万元、1990年まで
で730万元（計画では1989年までで686万元）で全て内貨となっている。投資資金の
ほとんどが内部資金によるものである。近代化計画はこの間の当工場の生産性向
上、製品品質の改善に大きな貢献を果たしたとの評価がなされた。近代化計画の問
題点としては、中国における変化が激しいために策定当時は最善のものであった計
画が陳腐化してしまうことまた、中国の国の状況を日本側が必ずしも理解できていな
いことがあげられた。調査実施時は政府の指導による生産が強かったが現在では企
業の自主権が拡大した結果「市場」への適応の必要性が何度も強調され「品質管理
委員会」「営業ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ」等の取組みがなされていた。今後については更なる改
善の為の日本をはじめとする先進国からの設備、技術の導入等が求められた。
（1994年12月現地調査結果）

（平成15年度 国内調査）
情報なし

当工場は近代化計画策定（1988年）後、市場ﾆｰｽﾞにあわせ製品構成を大型ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ
機械に特化し比較的順調に生産を拡大している。また、立地に伴う周辺環境面への
配慮から鋳鍛造部門が別会社化、技術者数は75名から167名に増加しており開発を
中心に技術力向上への積極的な取り組みがなされている。その他内製が非効率な
部品については外部からの購入を進める等の変化も見られる。（1994年12月現地調
査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 439

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（瀋陽医療器機廠）近代化計画調査

The Study for the Factory (Shen Yang Medical
Instruments) Modernization Program in the
People's Republic of China

佐藤 健一

ユニコ インターナショナル(株)

88.2～3

3

62～63

55,432 千円

人月

1988．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済委員会
輸出入局処長
 王 毅

1988年10月報告書をJICAに提出し弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完
了した。その後福岡放射線(株)は技術輸出を前提とし
た社内体制を検討し関連商社と協議に入った。
福岡放射線(株)は同工場にﾌﾞｯｷｰ撮影台の試作品を
作らせてみたが、品質がおもわしくないこと、また製品
の値段が韓国品並であり沈陽工場に作らせるにはﾒﾘｯﾄ
がないことがわかった。その後、同工場とﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮ
ﾅﾙ(株)との間で進展はない。
計画案はほぼ採用され、費用分担が決定した（国：地
方：工場=5：4：1）。
現在、技術面、経済面の評価を中心にF/S報告書を独
自に作成中。

1999.11現在：進捗状況不詳

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

沈陽医療機器廠のＸ線装置製造工場は創業以来約35年を経過してい
る。設備・製造技術は旧態依然としているため製品の品質、製品製造の効
率が悪い。

調査団の提言する改造案、即ち、1) 医用Ｘ線発生装置、2) Ｘ線管装置、
3) 透視撮影台、4) 関連機器、5) 塗装・鍍金の「ハード技術」及び、1) 工
場管理、2) 工程管理、3) 品質管理の「ソフト技術」を実施することによっ
て、国内同業他社製品に匹敵する製品となり市場では当該品は優位とな
る。また、当時の生産台数 100台／年を 1,000台／年に引き上げる。費用
は内貨分 1,160千元、外貨分 9,200千元を見込んでおり、90年６月の操業
開始を予定している。

上述の計画を早期に実施するためには、リコメンドする日本の装置製造
メーカーから技術導入することが望ましい。

調査団の提言に基づいて、沈陽医療機
器廠は沈陽医療管理局と具体計画を検
討し日本への調査団の派遣を計画した。
また、日本側製造ﾒｰｶｰもその受入準備
を開始した。

1989年6月の中国国内の動乱によって、
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは停滞していたが、その後生産
管理、品質管理について、提言内容を参
考に改善が行われた。

調査団の提言に基づいて、沈陽医療機器廠は沈陽医療管理局と具体計画を検討し
日本への調査団の派遣を計画した。また、日本側製造ﾒｰｶｰもその受入準備を開始
した。1989年6月の中国国内の動乱によって、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは停滞していたが、その後生
産管理、品質管理について、提言内容を参考に改善が行われた。

上記の通り、弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは1988年10月完了した。1990年に日本視察を実施ﾒｰｶ
ｰを訪問。中国側は日本との技術提携の可能性を検討中。中国国内での技術移転
はｵｰﾌﾟﾝな形で行われておらず、本工場への診断が他工場へも波及するとは言い
難い。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 440

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（南昌バルブ工場）近代化計画調査

The Study on the Factory (Nanchang Valve Works)
Modernization in the People's Republic of China

山崎 裕

岡野バルブ製造(株) 取締役

88.3.2～3.23

3

62～63

48,765 千円

0.00 人月

1988/12

岡野バルブ製造(株) 

国家経済委員会
輸出入局処長
 王 毅

 1999.11現在： 変更は特に無し。

中止・消滅

1. 鋳鋼工場、機械加工工場、生産管理、品質管理についての工場近代
 化案を提言。
2. 設備面では、鋳鋼製造設備、機材加工設備、品質管理用測定器、
 試験設備の導入を提案。
3. 管理面では、工場長直轄の専門部門を設け、企業の総合的管理体
 系を担う組織とすることを提案。
4. 近代化による生産量を4000t/年（27％増）とし、設備投資資金を19億
5,700万円と見積った。

主な改善実施内容は以下の通り。

設備投資資金額700万元（提案の約10分
の1）

①一部必要設備（吹付加工機械、平車
 式鋳物熱処理ｽﾄｰﾌﾞ他）の導入
②調達・倉庫・設備管理の改善
③品質管理基準に国際標準採用
④品質管理組織の改善
⑤ｶｽﾄｽﾁｰﾙ生産の改善
（1995年3月国家経済貿易委員会からの
報告）

(*)の続き
フォローアップ終了年度：2003年度  
終了理由：中止･消滅案件のため。

診断後、第7次5ヵ年計画期間に700万元（近代化計画の提案は約2000万ﾄﾞﾙ）を透
視して改善提案の一部分のみが実施された。市場経済の流れの影響、経営者の3
回の交替、製品構成の拡大のしすぎ（窓枠等への進出）により、経営が悪化した。改
善が行われなかった原因として、投資金額が工場の現状に比べて余りに多額であっ
たことも指摘された。現在、債務超過事態にあり、生産額は354.3ﾄﾝ（診断時1637ﾄ
ﾝ）、売上高284万元（診断時1020万元）、職員も実質的に生産活動に従事している
のは200－300名に過ぎない。元々技術ﾚﾍﾞﾙが上位に比べ高くなかったことも経営
悪化の大きな原因として指摘された。（1995年3月国家経済貿易委員会からの報告）

日本側の調査については、①工場の問題点に対し比較的全面で建設的な意見、対
策がなされた、②調査団は知識、経験両面で極めて優秀であった、との高い評価が
なされている。
当工場は中国ﾊﾞﾙﾌﾞ工場の中位の上ｸﾗｽのところであるが、江西省内では重要な位
置にある為に選定された（他の大手工場は日本企業との交流が既にあった為、対象
とならなかった）。（1995年3月国家経済貿易委員会からの報告）(*)へ続く

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 441

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（韶関ショベル）近代化計画調査

The Study on the Factory (Mixer) Modernization in
the People's Republic of China

和田山 登

石川島播磨重工業(株)

88.2.26～3.17

3

62～63

63,764 千円

0.00 人月

1988．12

石川島播磨重工業（株）

国家経済委員会
輸出入局処長
王 毅

・西ﾄﾞｲﾂよりｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｼﾝｸﾞの技術と設備を輸入し、改
造を実施中である。

・当工場は株式会社化され（有限責任公司）、会社名も
韶関新宇建設機械有限公司に変更されている。それ
に伴い組織も変更された。登録資本金は4680万元、持
株比率は従業員80％、国家20％である。

・新製品は建設用ﾀﾜｰｸﾚｰﾝ、ﾊﾞｯﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾄを製造して
おり、ある程度の需要がある。（1999年度現地調査結
果）

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

韶関ショベル工場の現地調査に基づき、工場近代化計画について問題
点をあげ、下記項目について改善、改良の要点を指摘した。

１．管理機能
 １）管理部門
 ２）製造部門
 ３）生産管理
 ４）品質保証体制

２．生産体制
 １）工場の配列
 ２）作業場内の整備配列
 ３）補助工場の活性化

上記の他、近代化実施のスケジュール経費、設備投資の経済効率につい
ても言及している。

生産管理、生産工程、品質管理について、報告書の提言に
沿ってほぼ全て実施されている。
1989年から1993年までの間の投資額は4000万元である（1993
年度現地調査）

1.設備導入・生産工程
 提案内容は多くが完全実施もしくは一部実施された。主な実
施内容は、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ増設、金属加工工場におけるLCA機の制
作・投入、吊上装置活用、製缶工場における半自動溶接機拡
充、大型板曲機導入、熱処理工程における60ﾄﾝ油圧ﾌﾟﾚｽ導
入等である。第二期（第3－4年度）分として提案された内容に
ついてもほぼ同様であり、中小物部品加工工場統一等が実施
された。
2.生産管理
 調査で問題となった減速機の機械加工に関して、減速機を
外注するようになり機械加工の問題はなくなったが、減速機を
加工していた現場作業員が余剰となり機械と作業員が遊んで
いる状況である。溶接工程については、調査で提言した「ｱｰｸ
溶接の替わりにCO2溶接に変更する」ことが実施されており、
溶接の効率化は達成されている。しかし溶接箇所のｶﾞｽ切断が
不揃いで溶接のﾋﾞｰﾄﾞが荒れている。ﾛｰﾙ曲げ加工も新しい機
械を導入してﾛｰﾙ精度が良くなったが、大径のﾛｰﾙ曲げ加工
は天井ｸﾚｰﾝを使いながら板曲げを行っており、安全上問題が
ある。現在、ISO9001取得（1999年12月に取得予定）の準備を
している。（1999年度現地調査結果）

1988年の診断後、第7次及び第8次5ヵ年計画において、国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして認めら
れた。1993年末まで、国家計画に従って計画的に投資が行なわれている。今後とも
工場の作成した改善計画に従って続けられる予定（1993年度現地調査）。

広東省の建設需要の高まりもあって、生産量も調査当時の5倍、生産額では10倍と
順調に増加している（1993年度現地調査）。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 442

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（湖南印刷機械）近代化計画調査

The Study on the Factory (Hu Nan Printing Press)
Modernization Program in the People's Republic of
China

坂手 彰

三菱重工業(株)

88.3.2～3.24

5

63

38,911 千円

0.00 人月

1988．12

三菱重工業（株）

国家経済委員会
輸出入局処長
王 毅

これまでの投資額1,600万元のうち40％以上の772.4万
元は1993年度に行われており、近代化のｽﾀｰﾄはかなり
遅れたが、これは生産管理面を中心にした改善の効果
が1992年度くらいから出て業績が改善したことで国から
の資金借入が可能になったからである。当工場は投資
資金の70％を国からの借入に依存しており、国の計画
に完全に投資金額がﾘﾝｸしている。近代化の結果「1ﾛｯ
ﾄの生産が3ヵ月から1週間に短縮された」「品質におい
て2級の国家認定を受けた」等、生産効率、品質の改
善効果も顕著である。（1995年1月現地調査結果）

1999.11現在：新たな進展なし。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

１．生産管理面について、下記の採用を提案した。
（１）「小ロット順送り生産方式」と「部品・ユニット中心の生産形態」
（２）組立日程を基準とした、日程管理

２．生産工程面については、①生産能力増強、②製造品質向上、③生産
方式の改善の３つの観点から、次の提案を行った。
（１）鋳造品質向上のため、老朽化した鋳造設備を改造、更新する
（２）重要部品の機械加工設備と生産増加に伴う不足設備の増強
（３）機械加工設備のライン化
（４）定置式組立方式の採用
（５）総組立・試運転工場の空調設備新設

３．設備投資
 以上の近代化実施のため、89年～92年（目標年度）の４年間に於ける、
段階的な設備投資案を提示した。

提案された内容については当初計画に
比べ遅れは見られるものの生産工程、管
理両面において着実に実行されつつあ
る。1989－1993年度の近代化のための総
投資額は、1,600万元であり、1994－1995
年度で更に少なくとも1,500万元程度の投
資が行われる予定となっている。工作機
械等の一部未導入の設備についてもこれ
によりほとんど導入が完了する見込み。こ
れまでの投資額1,600万元。

近代化計画の指導を受けたのは省の連
絡で存在を知り工場側が希望したもので
あり、その最大の目的は国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに
参加することで、国からの資金援助の獲
得を容易にすることにあった。近代化計
画を通じて資金獲得を実現しただけでな
く、特に管理面において先進的手法の導
入ができたことに対し高い評価があった。
工程の中では特に「組立工程」への指導
の評価が高かったがこれも管理面の改善
による生産性の向上が可能なためと思わ
れる。（1995年1月現地調査結果）

提案された内容については当初計画に比べ遅れは見られるものの生産工程、管理
両面において着実に実行されつつある。

当工場は1993年度の実績で売上5,350万元、利益1,600万元、生産量431台、従業
員数2,080人であり、調査時点88年度実績（売上1,202万元、生産量207台、従業員
1,823人）に比べ、国内需要の拡大もあり順調に業績を拡大している。調査時点では
単色印刷機械のみの生産を行っていたが、その後独自で多色印刷機の開発にも成
功し、生産台数の約20％（80台）を占める等、製品構成の高度化も着実に行われて
いる。（1995年1月現地調査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 443

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（上海大隆機械）近代化計画調査

The Study on the Factory (Shanghai Mechanical
Works) Modernization Program in the People's
Republic of China

常世田靖一

大同特殊鋼（株）海外技術協力部主査

88.10.24～10.29

3

63

9,662 千円

人月

大同特殊鋼（株）

国家経済委員会
輸出入局処長
王 毅

大隆機械廠基建科陳培濂氏からの書簡では、提案し
た改善案を除々に進めているとのこと。
精練設備の一部については、西ﾄﾞｲﾂからの輸入が成
約されている。
（上海大隆機械廠）
近代化計画での提言に基本的には沿っているものの、
当初、ｽﾃﾝﾚｽ二次精練用に導入を計画していたAOD
炉は、その後のｱﾙｺﾞﾝｶﾞｽの値上がりからｺｽﾄ高となり
VODC炉に変更している。1990年11月に西ﾄﾞｲﾂから輸
入設備を建設済で、調整後、本格稼働の予定である。
今後の需要確保にも懸念ないとみられており、生産数
量も現在の年3万ﾄﾝから5万ﾄﾝへの増産が期待できる。
今後は生産管理面での改善に注力していくとしてい
る。

 1999.11現在 先方のその後の状況については、全く
情報なし。

進行・活用

１．現地本格調査に基づく基本的合意事項（1988年５月22日国家経済委
員会と調印）
1）生産品についての品質（溶剤の気泡と非金属介在物）改善のため導入
すべき二次精練設備の検討
2）二次精練設備の導入に関連して、歩留の向上生産能力の増大の検討
3）生産品高度化へ対応（溶剤ベース）
   鋼塊19,553→28,180ｔ／月  ステンレス 207.5ｔ／月→10,818ｔ／月
   鉄鋼 8,890→21,820ｔ／月 低合金   8,043ｔ／月→25,455ｔ／月  
   計 28,443  50,000ｔ／月

２．提言の概要
（１）ＡＯＤ法の推奨
   対象溶製鋼（主にステンレス鋼、低合金鋼）に要求される品質仕様
   （〔Ｏ〕〔Ｈ〕〔Ｎ〕〔Pb〕〔Ｓ〕〔Ｐ〕）を満足するためDH、RH
          AOD、VAD、LF(V) 法を比較しAOD法を推奨した。
（２）電気炉操業法の改善
   ①酸素富化＋Ｃ―Injection 法による電力源単位の改善 ②高電圧、
   低電流操業への移行 ③操業パターンの変更（電気炉）溶解―   
   （AOD) 精練、成分、温度調整
（３）二次精練導入に伴う、生産管理上の留意点

Ａｒガスの値上がりにより、AOD法の採用
を取りやめ、VODCを検討中。
C-Inｊection基本試験完了し、実操縦への
組み入れ予定。生産管理、品質管理に
ついて提言内容が一部実施された。

(平成15年度 国内調査）
情報なし

C-Inｊection基本試験完了し、実操縦への組み入れ予定。生産管理、品質管理につ
いて提言内容が一部実施された。

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 444

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（力風塑料成型機）近代化計画調査

The Study on the Factory (Li Feng Plastic Molding
Machine) Modernization Program in the People's
Republic of China

谷口 勝真

(株)日本製鋼所 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部課長

88.5.30～6.19

3

62～63

49,118 千円

人月

1988/2/1

（株）日本製鋼所

国家経済委員会
輸出入局処長
 王 毅

他工場への技術移転は同業1社（江西省）から14人、3
日間受け入れを行い管理面を中心に実施したとのこと
であったが先方からの依頼によるものである。省、工場
共に当工場を核にした技術移転を行うという発想はな
い。日本側ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとの交流についても「行いたい」と
の意向はあるものの、積極的とは言えない。また日本の
企業との合併を考え、おととし手紙を送ったが、回答は
なくそのままになっているとのことであった。（1995年1月
現地調査結果）

1998.10現在：変更点なし

(平成15年度 国内調査） 
変更なし

進行・活用

現在の射出成形機、中空成形機の年間生産量 165台を年間 500台に生
産能力を増加し、従業員１人当りの、生産性向上を計る工場の計画に関し
て、生産工程と生産管理のそれぞれの面から生産能力及び品質の向上を
主眼として近代化計画を提案した。

1. 生産工程面での近代化
（１）機械加工工場の設備については生産能力且つ生産性の向上を計る
ために、中国の投資可能範囲でのＮＣ機械を導入する事を提案し、生産
方式についてもジョブショップ方式をＧＴ（GROUP TECHNOLOGY）方式
の採用する事を提案した。
（２）組立工場の中小型射出成形機については組立方式をタクト組立方式
に切替える事で生産能力の向上を提案した。

2. 生産管理面での近代化
調査、在庫、工程、設計、品質、設備、教育の各々の管理における問題点
について、日本の同種企業の経験と実績を基に、中国の体制の中で実施
出来る対応策を提案した。

近代化計画は7次5ヵ年計画（1986-1990年）の
途中で策定されたため、その間の予算手当が
できず8次計画（1991-1995年）の対象計画とし
て日本側提案内容がそのまま申請された。結局
機械部から承認されたのは計画のほぼ50％に
あたる700万元であり、工場の自己資金65万元
とあわせて765万元が近代化の為に投資され
た。この投資額の減額により新設組立工場の規
模が半分になり、生産能力が当初計画の500台
から300台へ縮小した他、NC工作機の導入台
数が半減する等の影響が出た。有限公司化し
たとは言うものの投資資金の大部分を国からの
借り入れに依存しており、その他の調達源を持
たないことがこうした状況を生んでいる。改善内
容は基本的に日本側内容に沿っており、特に
生産管理面ではほとんどが実施されている。し
かし生産方式の変更（機械加工においてGT方
式採用、組立工程においてﾀｸﾄ方式採用）が実
施されていない原因としては、設備の未導入以
前に生産方式の意味合いに対する認識の不
足、新方式への対応力の欠如等があげられる。
9次計画（1996-2000年）において残り半分の投
資内容が認められほぼ設備の導入は終了する
予定とのことである。技術移転については他の
分工場に対してもほとんど行われていない。
（1995年1月現地調査結果）

近代化計画は7次5ヵ年計画（1986-1990年）の途中で策定されたため、その間の予
算手当ができず8次計画（1991-1995年）の対象計画として日本側提案内容がそのま
ま申請された。結局機械部から承認されたのは計画のほぼ50％にあたる700万元で
あり、工場の自己資金65万元とあわせて765万元が近代化の為に投資された。

計画策定時の1988年に比べ売上が600万元→3,000万元、生産台数165台→230
台、従業員数150人→222人、生産品目数5種→16種（市場ﾆｰｽﾞの90％に対応可）と
拡大を見せてはいるものの市場経済化により競争が激化した結果、現在の生産台数
は生産能力（300台）の80％以下となっている。また需要の10％程度については品質
面の問題から受注できない状況にある。有限公司は現在、米国、ｲﾀﾘｱの2社とそれ
ぞれ合併について準備を行っている段階。（1995年1月現地調査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 445

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（陜西印刷機器）近代化計画調査

Feasibility Study of Renovation for Shaanxi Printing
Machinery Plant

濱田 久光

富士機械工業(株)

88.11.25～12.15

5

63～1

51,693 千円

3.50 人月 （内現地2.30人月）

1989/12

富士機械工業（株）

陜西印刷機器廠
金明浩度長  94.6交替

1990.5            廠長以下幹部追放
1990.11～12   新廠長（馬徳欽）以下4名来日
1991.4～1992.12 一機種について技術提携の交渉に
入り、現在継続中
（1992.11中国技術進出口總公司にて技術ﾈｺﾞ、価格ﾈ
ｺﾞ合意、調印済み）
1993.2    契約発効
1993.5    技術資料引渡し
1993.7    技術資料説明の為、技術者派遣
1993.9    技術者（6名）受入ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
1993.12    1号機CKD部品出荷
1994.7    組立、調整、試運転指導の為、技術者派
遣
1994.8    1号機完成ﾃｰﾌﾟｶｯﾄ

2号機以後の進展なし

2000.11現在：特に変更はなし

進行・活用

(1) 生産管理面、生産工程面の近代化
 現地調査で問題点を摘出し、中華人民共和国の体制の中で実施可能
な改善提案を行う。

 1) 管理組織の変更
 2) 事務機器の採用
 3) 工場内整理整頓、清掃
 4) 加工機械配置変更
 5) 治具工具の大巾採用
 6) ﾊﾟﾚｯﾄ、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ採用

(2) 生産能力面の近代化
 1) 設備能力増強
 2) 先進国での研修
 3) 設計ﾉｳﾊｳの取得
 4) 先進国からの専門家受入
 5) 一部機器の購入

1991.11～1992.10 提言(2) 2)先進国で
の研修(2名)
1993.9 先進国からの技術者受入(6名)

生産能力面の近代化
                     （1993年度現地調査）
 ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの導入を初めとして、生
産
 工程の近代化を行っている。
 生産管理・財務管理
                       （ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの導入）

 提言(2) 3)～5)に関しては、対象機器について中国側が実情にあわない高級機を
求め、技術両面に対する金額的評価に食い違いがあった。
 提言(1)については、実施の見通しあり。

日中技術交流会を通じ、更に2名の研修生を1993年1月受入実施。
全体の投資額は、第7次および第8次5ヶ年計画で2,700万元とかなり圧縮されてい
る。
1994年10月 研修生2名帰国
1997年11月 研修生2名受入
1998年10月 研修生2名帰国

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 446

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（上海合金工場）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Shanghai Alloy Plant) in the People's Republic of
China

河野 充

(株)古河テクノマテリアル

89.3.6～3.26

4

63～1

39,223 千円

5.11 人月

1990/1

(株)古河テクノマテリアル

国家計画委員会
副主任 朱  
科長  馬雁鳴

当初は第9次5ヶ年計画期間中に実施の予定があった
が、第8次5ヶ年計画（1990～1995）中へと繰り上げが認
められた。現在、第1段階の熱間圧延、溶解、外削、鍛
造設備の改造と一部新鋭設備の導入に向けての準備
段階にある。資金的には政府より借り入れ許可枠として
1500万元（うち外貨147万ﾄﾞﾙ、調達金利も1/2の4.7％
にまで低減）が既に与えられている。設備は国産品を
主体に一部輸入する予定であるが、設備調達ｺｽﾄは、
調査時の3200万元から約2倍に増加するとみられ資金
調達に問題を残している。

2000.10現在：変更なし

進行・活用

第一段階：熱間圧延工程の設備改善（または新設）を主とし、同時に溶
解、外削および鍛造
      設備についての大型化対策を行う。
      日本に於ける設備の概算改造費   371.9百万円
     
第二段階：太物伸線機の設備新設およびその他伸線設備の大型化
      対策を行う。
      日本に於ける設備の概算改造費   122.7百万円
      改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ            1997.1～1998.12

第三段階：大型ﾎﾟｯﾄ炉の新設およびその他焼鈍設備の改善を行う。
      日本に於ける設備の概算改造費   182百万円
      改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ            1999.1～1999.12

1997年現在、特に進展無し

(*)の続き
2. 技術講演会
 1) 熱電対、補償導線及び抵抗合金の
見通し
 2) (株)古河ﾃｸﾉﾏﾃﾘｱﾙにおける各種工
場管理の現状
  3)上海合金工場を診断しての問題点

1. 技術資料
 1) 上海の合金工場製各種線材ｻﾝﾌﾟﾙの試験結果
 2) 日本のｼﾞｭﾒｯﾄ線の概況
           (*)に続く

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 447

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（蘭州石油化工機器）近代化計画調査

The Study on the Factory (Lan Zhou Petro
Chemical Machine) Modernizaiton Program  in the
People's Republic  of China

力石 浩二

石川島播磨重工業(株)海外事業本部技術部部長

1.11.18～11.27

3

63～1

53,598 千円

0.00 人月

1989/12/1

石川島播磨重工業（株）

国家計画委員会 技術改造司処長
  王 毅

1994.10現在
 報告書に沿って近代化を実施しており1993年までに
約5500万元を投資し、これによって生産能力は目標
17000ﾄﾝを達成した。安全教育にも取り組み労働環境
も改善し労働意欲も向上している。
2000.11現在：情報は入っていない。

進行・活用

工場側から次のような近代化要求があった。
1) 固有技術の開発・改善を進め、国内及び国際市場における競争力をつ
ける。
2) 年間生産量を数年内に1万ﾄﾝから1.7万ﾄﾝまで引き上げる。
3) 製品の品質向上をはかる。
4) 製品の納期を守る。
5) 新機種（より高温、高圧、より低温並びに耐蝕等）に参入する。
6) 石油化学工業市場（大型石油精製工業及び肥料、繊維、ｶﾞｽ化学等）
に進出する。
以上の要求を踏まえ、調査団としての工場近代化の基本方針を次のよう
に提示した。
1) 企業体質強化
  企業の活性化、管理能力強化、人的資源の能力開発
2) 顧客の信頼獲得
  生産量、品質、納期保証の厳守
3) 技術開発、新市場開拓
  自動化、半自動化の推進、大型化、厚物への挑戦、ｽﾃﾝﾚｽ･ｱﾙﾐ部門
の強化。

 報告書に沿って実施している。
 現在までに実施した主な内容は212台
の新規機械設備の導入、安全教育である
（1993年度現地調査）。

 資金問題のため計画を一部変更して実施している（1993年度現地調査）。

 市場経済化の中で競争激化、人材の確保難等があり、合併等による積極的な外国
からの技術、資金の導入が不可欠である（1993年度現地調査）。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 448

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（四川空気分離設備工場）近代化計画調査

The Study on the Factory (Jin Yang Air Separation
Plant) Modernization Project

和田山 登

石川島播磨重工業(株)

1.11.9～11.17

4

63～1

76,461 千円

0.00 人月

1989/12

石川島播磨重工業（株）

国家経済委員会
外事司
処長 許 同茂

 報告書提出時の生産量約3,900ﾄﾝから1993年には
6,000ﾄﾝに増加し、売上額は約3.6倍となった。
2000.11現在：情報は入っていない。

進行・活用

工場側から次のような近代化要求がなされた。
1) 製作期間の短縮
2) 製品の品質向上
3) 重点機種（空気分離設備、天然ｶﾞｽ液化分離設備）の呼称能力増大の
ための生産体制整備。
  これに対して、調査団として以下のような勧告を行った。
1) 製造設備：生産部品の内外作区分を明確にし、その目的に合致した現
有設備の改良・改善を中堅技術者の養成を兼ね自工場で実施し、不足設
備については若干の新鋭設備導入を図る。
2) 製造技術：低温工学技術で培った特異な技術を向上させ特殊分野の
工事を伸ばすとともに、特異技術の活用分野を新たに開拓することも必要
である。
3) 生産管理機能：より効率的な生産体制確立をめざし、工場独自の管理
体制構築が必要である。
4) 品質保証体制：品質保証体制を確立し、それを強力なｾｰﾙｽ･ﾎﾟｲﾝﾄと
すべく各部門における品質検査を徹底していく必要がある。
5) 他分野への進出：本工場の持つ技術を生かして次のような新規分野を
開拓することが可能である。
  ・水素・ﾍﾘｳﾑｶﾞｽの分離
  ・真空ﾎﾟﾝﾌﾟの製作
  ・各種真空装置（真空蒸留装置、真空溶解、真空冶金装置、半導体製
造装置等）の製作
  ・ﾀｰﾎﾞ･ﾁｬｰｼﾞｬｰ、車輌用冷凍機の熱交換器類の製作、熱交換器の小
型化、小型冷凍器への進出。

 計画は縮小されてはいるが提案の内容
に沿った改造がほぼすべての分野で行
われている（1993年度現地調査）。
 計画は縮小されたものの中国製M/C導
入、欧米各国から設備を購入した。

 第8次5ヶ年計画中に資金不足が生じたため計画を一部縮小し、1,500万元とした。
1993年末までに、1,250万元を投資済みである（1993年度現地調査）。

 生産量、売上高も順調に増加している。また品質の向上もこの工場の競争力強化
を支えている（1993年度現地調査）。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 449

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（丹東工程液圧機械）近代化計画調査

The Study on the Factory (Liao Ning, Dan Dong
Construction Machinery Works) Modernization
Program

長山 光一

石川島播磨重工業(株)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部 部長

89.11.6～89.11.26

4

1～2

53,447 千円

17.00 人月

1990/8

石川島播磨重工業（株）

国家計画委員会
王 毅 （技術改造司処長）

相手側担当機関より特にｺﾝﾀｸﾄはない。
1992年12月調査によって実施が確認された。
2002.3現在：新情報なし。

進行・活用

工場側から下記の近代化要求が出された。
1)固有技術の開発改善を進め、建設用油圧機器工場として模範的な地位
を確保する。
2)製品の品質に問題を発生させない。
3)工場全体の生産のﾊﾞﾗﾝｽをよくするとともに納期を守る。
4)より大型、高圧の分野の新種類を生産する。
5)1995年までに現在（1988／89年度）の年間生産実績、約5,000ﾕﾆｯﾄを12
倍の、約60,000ﾕﾆｯﾄのﾚﾍﾞﾙに引き上げる。
6)1995年の従業員は現在の約2倍の1,000人程度にとどめ、生産性は6倍
とする。

以上の要求を達成するために次のような提案をしている。
1)管理の改善          ：企業体質の改善、生産管理の計数計画実施、
                                    TQC体制確立、品質保証体制の確立
2)設備の増強、新設：鋳造工場新設（自動ﾗｲﾝ設備、ﾌﾗﾝ造型設備ﾗｲﾝ）
                                   機械、組立工場新設（油圧ﾕﾆｯﾄ一貫生産設備
                                    ﾗｲﾝ）および新製造技術の導入
3)技術開発             ：大型油圧ﾕﾆｯﾄ、歯車ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ、ｸﾗｯﾁｹｰｽ、
                                   その他建設機械部品の生産導入。

 2段階の改造計画を立て、第1段階を実
施した。
 新工場を建設し、国産設備の設置を進
めている。（900万元）
 第9次5ヶ年計画中に自動化ﾗｲﾝを中心
とした改造を進める計画である。

需要の伸びが大きく改造が急がれている。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 450

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（揚州捺染）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Yang
Chou Print)

和田 正義

東洋紡エンジニアリング(株)

90.11.18～90.11.28

4

1～2

45,880 千円

16.40 人月 （内現地3.40人月）

1990/8

東洋紡エンジニアリング(株)

国家計画委員会 企業技術診断弁公室
朱変（主任）、馬雁鳴（科長）揚州印染廠
陳根強（廠長）、方*駿（副廠長）

調査報告書提出後、国家経済委員会より一部設備購
入のため外貨の割当があったらしく、中国繊維技術・機
械輸出入公司よりｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへ設備の引き合いがあっ
た。
日本商社を紹介したが商談はまとまらず、ﾖｰﾛｯﾊﾟ製の
機械を購入したと聞いている（日本製の機械を購入す
る意思がない様であった）。
近代化計画が進行しているのは事実である。
2002.3現在：新情報なし

進行・活用

実施機関
 国家計画委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 揚州印染廠

総事業費
 生産管理面の近代化       4,200円
 生産工程面の近代化 659,100円
 生産能力面の近代化 594,500円 
             合 計     1,257,800円

実施内容
 製品計画（年）
  晒       1,000万ｍ
  染       3,800  〃
  捺染 1,600  〃
  先染 1,100  〃
  合計 7,500  〃

 新増設々備
  生桟検反機 2  毛焼機 1 ﾊﾞｯﾄﾞﾛｰﾙ型糊抜機 1
  連続精錬晒白機 1 ﾏｰｾﾗｲｽﾞ機 1 水洗乾燥機 1
  連続染色機 2 中間検反機 1 連続樹脂加工機 1
  防縮機 1 検反碼掛機 4 巻取機 6 自動包装機 1

 「アジアの繊維」誌の報道によると、揚州
印染廠と米国の宏大社（中国系私企業）
との間で合弁企業設立の調印がなされた
模様である。
 総投資額        4,769万ドル
 登記資本        3,846万ドル
 米国側出費    2,000万ドル
 年間生産量  ﾌﾟﾘﾝﾄ6,500～8,000万ｍ
 このプロジェクトの中で、製品構成、設
備配置、工場管理などの設計に当該報
告書が役立っていると推測される。
 1994年3月までに実施された近代化計
画は生産管理及び生産工程に近代化で
あり、ほぼ完全に実施されている。生産能
力の増強については、国家からの生産制
限もあり実施しない予定（1993年度現地
調査）。

 報告書提出後、工場改造計画を策定し国家に提出した。1991年末に国から2,706
万元の投資許可がおり、1994年3月までに技術改造計画の90％が終了している。

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 451

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（四川江北機械）近代化計画調査

The Study on the Factory (Jiangbei Centrifugal
Separator Plant) Modernization Program

大橋 昌弘

石川島播磨重工業(株)海外事業総括部海外協力部長

90.7.1～90.7.21

4

2

64,709 千円

19.10 人月

1991/3

石川島播磨重工業（株）

国家計画委員会
王 毅 （技術改造司処長）

 1991年4月、前述の導入予定の機械類についての相
談を受け、技術的なｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行ったが、その後の情報
は入っていない。
 2002.3現在：新情報なし。

進行・活用

近代化の必要性
 当工場は中国最大級の遠心分離機製作工場であるが、その製品性能
は品質は国際水準から遅れている。また、産業界の要求の多様化により
製品も多角化する必要に迫られており、
 * 製品開発能力と製造技術の向上
 * 生産管理機能の多品種少量生産体制への対応、が必要である。

このような課題を解決するために、近代化計画として次のような提案を行っ
た。
短期計画（1991～1994）
 1) 既存設備の改造
 2) 検査機器の近代化
 3) LAYOUTの改善
 4) 工具管理改善
 5) NC，MCの導入計画
 6) 保守要員教育

中期計画（1995～1999）
 1) NC機付加改造
 2) NC，MCの導入
 3) 高級検査機の導入
 4) ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ導入によるFMC導入計画準備

長期計画（2000以降）
 1) FMCおよびFMSの導入・活用

 報告書に基づき、「第8次5ヵ年計画」及
び「10年発展企画」を作成した。
 「第8次5ヵ年計画」については政府の認
可が降りたので予算を考慮にいれなが
ら、ｽﾃｯﾌﾟ･ﾊﾞｲ･ｽﾃｯﾌﾟで推進する。
 第1段階として、教育用CNC旋盤、3次
元測定機、NC中型旋盤、NC立型旋盤を
導入する予定になっている。（1991.4現
在）

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 452

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（湘潭圧縮機）近代化計画調査

The Study on the Factory (Xiangtan Compressor
Production Plant) Modernization Program

岡本 惇

石川島播磨重工業(株)海外事業総括部海外協力部長

90.6.  ～90.6.  

4

2

61,962 千円

20.70 人月

1991/3

石川島播磨重工業（株）

国家計画委員会
王 毅 （技術改造司処長）

 相手側担当機関とのｺﾝﾀｸﾄがないため、経過不明。
 1994.10現在情報はないが、一昨年に近代化計画を
実施したいが日本企業の技術援助が欲しい旨のｺﾝﾀｸ
ﾄが間接的にあった。
 2002.3現在：新情報なし。

遅延

近代化の必要性
 中国の圧縮機市場は諸産業の機械化、自動化が進むなかで、そのよう
とは多様化高度化している。当工場もこのような環境に対応すべく、生産
品目の多角化を図るために、
 * 製造技術の確立
 * 製品品質の向上
 * 多種少量生産体制の確立
 * 設備の更新など抜本的改善を行い工場体質強化が必要である。
このような課題を解決するために、近代化計画として次のような提案を行
なった。

第1期計画（2年間）
 1) 意識改革
 2) 教育ｼｽﾃﾑ確立
 3) 設計改良と標準化
 4) 工場ﾚｲｱｳﾄ改善
 5) 設備移転と投資計画

第2期計画（3年間）
 1) 設備投資実施
 2) 系列商品開発と電算機活用による設計の効率化
 3) ﾊﾟｿｺﾝ利用による諸管理業務の効率化

第3期（5年間）
 1) ﾐﾆｺﾝ導入による全社一貫管理ｼｽﾃﾑの確立
 2) NC機導入及び恒温室設置により、生産性と品質の向上

提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 453

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（常州絶縁材料総廠）近代化計画

The Study for the Factory Modernization
(Chanzhon Insulation Materials Factory)

田村 和久

三菱化工エンジニアリング（株）

90.7.5～90.7.25

4

2

50,383 千円

15.32 人月

1991/2

三菱化工エンジニアリング（株）

常州絶縁材料総廠
殷仲林 （廠長）

現在、相手側で調査報告書の内容を評価中であるが、
1991年夏の長江流域の大洪水に野影響により、遅延し
ている。
主担当官が病気入院中のために改造計画は行われて
いない。（1992年12月時点）

2002.3現在：変更点なし

遅延

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：江蘇州常州市
事業費：
      小改造；687百万円（更新；2468百万円）
      中改造；949百万円
概   要：
  BOPP（二軸延伸ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝﾌｨﾙﾑ）；厚み15-20μ（4m幅）
  年産能力1,000ﾄﾝの達成
   （現状では製品品質に問題があるため、生産はほとんどなし）

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 454

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（南京第二鋼鉄廠）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Nanking
Second Steel Factory)

別府 正義

大同特殊鋼(株)海外技術協力部部長

90.6.4～90.6.17

5

2

38,910 千円

0.00 人月

1991/3

大同特殊鋼（株）

国家経済委員会
技術改造司引進処
王 毅 （処長）

2002.3現在：新情報なし

進行・活用

1.現地調査時における合意事項
 1.工場の年間生産量を特殊鋼主体に200,000tとする。
 2.改造については有効的に既存設備と既存工場建屋を利用し、改造
  時における生産休止をなるべく避ける。
 3.製品に国際競争力を持たせるため、国際規格による生産を行なう。
 4.製品の品質確保のため、国際的な先進技術、管理方法を採用する。
2.提言の概要
 1.特殊鋼生産のためには、原材料管理電弧炉での迅速溶解、炉外
  精錬、連続鋳造、高熱効率加熱、二次加工設備等の新技術、
  新設備の導入が不可欠。
 2.環境保全への配慮が必要。
 3.計画立案－実行－結果確認－方針の確立のｻｲｸﾙを回転すること。

 製鉄工場、第一・第二圧延工場に投資
を行なってきた。1994年3月現在、報告書
で示されている第一段階が終了したとこ
ろである（1993年度現地調査）。

 このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして指定されていない為、資金の調達が大きな問
題である。しかし、工場としては報告書に沿った改造を続けていく方針である（1993
年度現地調査）。

 工場の売上は建設用丸棒を中心の伸びており、販売高も調査時点と比べて1993
年は約4倍に増加している。（1993年度現地調査）。

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 455

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（北京第三綿紡織）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (The
Third Beijing Cotton Mill)

仮本 憲功

東洋紡エンジニアリング(株)

90.6.9～90.6.29

5

2

51,471 千円

16.80 人月 （内現地4.04人月）

1991/3

東洋紡エンジニアリング(株)

国家計画委員会
 対外経済貿易司       張恩*     副司長
 技術改造司               王 毅    処長
 北京第三綿紡織廠   支美英   廠長

近代化計画の実施が具体化した模様である（完全実施
か部分的実施かは不明）。1993年7月に設備買付ミッ
ションが来日。ワインダー・メーカーの村田機械（京都）
他を訪問したが、機械の買付は実現していない。外国
メーカーか自国製機械を購入した見込が強い。
1991-1995年に近代化計画に伴う投資を行った結果、
生産ラインは1990年代最新設備を持つ工場となり、品
質が改善、販売も拡大した。年間売上げは5億元、輸
出は4000万ドルとなった。（80％は欧米日韓香港等へ
輸出）。しかし、1990年代後半から競争が激化、アジア
経済危機の影響も受け、競争力確保のための投資を
続けていたが収益は急激に悪化し収支はとんとん状態
となった。1997年から紡績産業は生産過剰を解決する
ために国家レベルのマクロ調整（1997-1999年で老朽
化した1000万のスピンドルを減少される政索）が始ま
り、この工場も1997年9.1万あったスピンドルのうち比較
的古いもの（品質は満たしているが）5.4万を1997年か
ら1999年にかけて廃棄した（第一、第二工場も廃棄実
施）
進行・活用

実施機関
 国家計画委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 北京第三綿紡織廠

総事業費
 紡績設備       2,737,805千円
 織布設備       2,736,583   〃
 用役設備          932,850   〃
       合計           5,907,238   〃

実施内容
 長期生産計画（年）
   ｶｰﾄﾞ綿糸        5,227ﾄﾝ
   ｺｰﾏ   〃            5,613 〃
   織 物    59,174千ﾒｰﾄﾙ

設備近代化の内容
  〔紡績〕
    新設 混打綿、ｶｰﾄﾞ、ﾗｯﾌﾟﾌｵｰﾏ、ｺｰﾏ、練条機、
    精紡機改造 ｶｰﾄﾞ、練条機、粗紡機、精紡機、卷示機
  〔織布〕
    新設 整経機、糊付機、ﾘｰｼﾞﾝｸﾞﾏｼﾝ、ﾀｲﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ、
    ﾘｰﾁﾝｸﾞﾏｼﾝ、績巻機、ｴｱｼﾞｪｯﾄ織機、検反機、その他

 工場では1991年からの第8次5ヵ年改造
計画を策定しその計画に基づいて投資を
行っている。今までの改造は主に、生産
設備及び生産管理の近代化である。
1991年から1995年にかけて約2億元が投
資される予定である（1993年度現地調
査）。
 8・5計画（1991-95年）下に近代化計画
提案の中期計画に基づいて2.1億元を投
資し、ｽｲｽからの梳綿機2台、ｼｬｯﾄﾙ無し
織り機127台等を含め、技術改造を実施
した（1996-1997年も長期計画に基づき年
1,500-2,000万元を投資）。資金調達は銀
行からの借入が85％、自己資金が15％で
ある。生産管理面では生産管理を合理的
にするための組織変更、TQC活動導入
による品質管理等が実施された。
第三工場は閉鎖されるが、近代化計画の
提案を実施する形で整備された機械は比
較的新しいために第一、第二工場へ移転
して活用される。経営管理を中心とする
各種提案内容は、対象工場の変化、環
境の変化もあり修正が必要であるが、工
場長ができるだけ生かせる様に働きかけ
を行う予定とのことである。（1999年度現
地調査結果）

 工場の策定した第8次5ヵ年改造計画に報告書提案の一部が採用されている（1993
年度現地調査）。

（*）から
工場の前半の工程部分は特に新しい設備が多く、ｽﾋﾟﾝﾄﾞﾙを減らすと工程全体のﾊﾞ
ﾗﾝｽが取れないために、第一、第二、第三工場をあわせて再編成し効率の改善を図
ることとなり、1997年8月に第一、第二、第三工場全体が集団公司（北京京棉紡織集
団有限責任公司）となった。元々、各工場は独立した工場であったが、集団公司化
は「北京市の指導」「企業の判断」両方の力による。
第三工場は1997年からｽﾋﾟﾝﾄﾞﾙを減らしながら1999年8月まで操業を続けてきたが
1999年9月1日に生産を終了、閉鎖し、年末までかけて工場の生産工程の調整を実
施する予定である。生産は第一、第二工場に統合される。第三工場の従業員は半数
は第一、第二工場に配転し、半数は「分流」（工場外へ）される。全体の構造調整の
結果、今年は利益が確保できる見通し。工場跡地は不動産開発し、収益は紡績工
場へ投資する計画である。
第一、第二工場の生産品目は同様である。20番手程度の標準製品が中心である
が、10番手以下の細ものの生産も可能である。
現在の北京第3工場の工場長は30歳。大卒後、1991年から工場勤務、1996年から
工場長となっている。（1999年度現地調査結果）

2002.3現在：新情報なし

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 456

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（遼陽製薬機械）近代化計画調査

The Study for the Factory (Liao Yang Pharmacy
Machinery Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

佐藤 健一

ユニコ インターナショナル(株)

90.6.19～90.7.9

5

2

54,528 千円

18.80 人月 （事前を含む:20.4）

1991/3

ユニコ インターナショナル(株)

国家経済委員会 技術改造司引進処
王 毅 （処長）

90年3月に報告書を提出し､弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完了した｡
その後同工場とﾕﾆｺ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)との間で進展は
ない｡

2002.3現在:進捗状況不詳

遅延

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ:遼寧省遼陽市遼陽製薬機械省
事業費:227,223,000円
概要:
 1.調査対象製品 ｶﾞﾗｽ･ﾗｲﾆﾝｸﾞ反応機、及び化学薬品貯槽
 2.生産量 1,400台/年
 3.大型製品 10,000ﾘｯﾀｰ大型製品製造

特記事項なし

提言内容の現況は暫定措置。

特記事項なし

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 457

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（鞍山紅旗トラクター）近代化計画

Study for the Factory (Anshan Tractor)
Modernization

三塚 康典

石川島播磨重工業(株)

91.3.4～91.3.24

5

2～3

56,700 千円

16.00 人月

1992/1

石川島播磨重工業（株）

中国国家計画委員会
企業技術改造診断弁公室 
副主任 姜徳群

 情報なし
 
 2002.3現在：新情報なし。

遅延

下記のような提言を行い合意を得た。

近代化の基本的考え方
1)組織全体として長期、総合的見地からの戦略的対応
2)生産拡大には設備の増設よりもむしろ生産管理技術、既存設備の有効
利用の技術向上で対処する。
3)品質向上に関しては、治工具の工夫、品質管理技術を向上させ一部近
代的設備導入をはかる。
4)基本的環境（工場の基本設備、従業員の意識改革）を考えることが近代
化の第1ｽﾃｯﾌﾟである。

以上の基本的考えの下に3段階のｽﾃｯﾌﾟを踏んでの近代化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提
言した。
 第1期（1991～1993） 意識改革とｼｽﾃﾑの再構築
 第2期（1992～1995） 設備導入と技術充実
 第3期（1994～1998） 技術発展と新製品開発

提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 458

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（湖北機械）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Hubeh
Machine Factory)

坂手 彰

三菱重工業（株）生産技術部主管

91.3.1～91.11.13

5

2～3

58,492 千円

16.00 人月

1991/12

三菱重工業（株）

国家計画委員会技術改造司 引進処
処長 王 毅

（1992.6.13入手情報）
1)機電部は当廠を中国南方地域における専用機及び
ｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄの供給基地とし、重点企業に位置づけた。
それに従い、工場改造のための投資を批准した。
2)機電部第六設計院で、工場建家を含む建家等の設
計に着手し、ﾌﾟﾗﾝﾄﾚｲｱｳﾄを完成している。
3)専用機及びｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄの技術導入に関し、問い合わ
せてきている。（本件、先方とのｺﾝﾀｸﾄを続けている。）
〈1994.10.20入手〉
・上記の専用機及びｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄの技術導入に関して、
その後部品調達を通じて可能性を検討してきたが、無
理との結論に達し断念した。
2002.3現在：新情報なし

進行・活用

1.組立工程を中心とした生産方式と生産管理ｼｽﾃﾑに改める。

1)生産管理
・計画生産を改め、受注生産もしくは見込み生産形態をとる。
・組立日程を基準とした、生産計画と日程管理の方法を採用する。
・不良品の再発防止対策を強化し、工程改善によって品質を向上・安定
せしめる。
2)生産工程
・組立工程は、ﾀｸﾄ組立方式を採用する。
・部品加工工程は、組立日程に併せた小ﾛﾌﾄ順送り生産方式を採用す
る。
・製品の品質向上のため、組立空間には空調されたﾕﾆｯﾄ組立場を新設
する。
・歯車加工設備を導入し、内装能力を強化する。

2.設備投資
生産能力の増強と品質向上を目的とし、生産設備と一部建家の増設を含
め、1993～1995年の3年間荷役3,900万元（第2案5,200万元）の投資をす
る。

3.その他
1)ｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄと専用機の技術導入を図る。
2)生産計画は再検討する（目標が高すぎる。）

〈1992.6入手情報〉
1)八五計画において、総額4,654万元の
 投資が批准された。
3期に分け
 第1期  674万元…既認可生産設備に
     投資
 第2期 2,980 建家を含む
 第3期 1,000     〃

2)精密組立棟を新設する。
3)鋳造工場を外部へ新設する。
4)ｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄとの専用機の技術導入を
 図る。
5)その他
・報告書で提案した組織改正案に従い、
標準時間の見積業務を労働人事課から
工芸科へ移管する。
・組立中心の生産管理ｼｽﾃﾑへ改める。

・機電部が、中国南方地区の専用機の中心的ｻﾌﾟﾗｲﾔｰとして指定した。
・自動車産業進行に従う専用機の需要が高まっている。
 （特に、武漢市内に建設中の自動車工場（ｼﾄﾛｴﾝとの合弁）への専用機の具体的
    商談がある。）
等の理由により、報告書で提案した内容を上回る規模の改造案が実行に移される予
定である。

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、
現存しない。このため追加情報の収集は不可能。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 459

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（広州鋼管）近代化計画

Study for the Factory (Steel Pipe) Modernization

水田 寛

ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業本部製鉄ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部長

事前調査90.12.6～90.12.14（9日間×2名）
本格調査91.3.9～91.3.29（21日間×5名）
報告書説明91.11.5～91.11.13（9日間×2名）

4

2～3

37,950 千円

10.01 人月

1992/1

住友金属工業（株）

中華人民共和国 国家計画委員会
企業技術改造診断弁公司
１）姜徳群 （處長）
２）馬雁鳴 （科長）

1.1993年には、左記のうち中規模改造（第2案）を検討
しているとの情報であった。
                             （ドイツのメーカーと技術交流中）
2.1995年10月に広州鋼管に状況確認したところ、新立
地、新ライン建設（第3案）を採用し、実行中との事であ
る。
3.1998年6月、1991年の調査当時の上層組織「広州市
冶金集団総公司」の冶金関連部門を総集して、広鋼集
団が構成された。広州鋼管工場は、この広鋼集団の一
部門として組み入れられることになった。広州鋼管工業
は依然として国有形態のままである。
                                    （1999年度現地調査結果）
4.2000年8月、広鋼集団の一部門としての｢広州鋼管廠
有限公司｣が設立された。                  

2002.3現在：新情報なし。

進行・活用

近代化への提言ﾎﾟｲﾝﾄ
1.設備改造案については下記の3つのｹｰｽを提案した。
1）小規模改造（125百万円＊）
  30千T／年－35千T年
   品質－国家特級ﾚﾍﾞﾙ（現在2級）
   現状設備改造及び部分的に設備導入

2）中規模改造（421百万円）
  30千T／年－40千T／年
   品質－上に同じ
   新設備の積極的な導入

3）新ﾗｲﾝ建設（1220百万円）
  30千T／年－50千T年
   品質－上に同じ
   ﾗｲﾝ全体を更新、又は新工場設備

2.その他の提言として下記に言及
 1）原材料の品質改善
 2）管理の高度化と標準の充実
 3）従業員全員の意識の向上

A.提言に基づく改造（新設）
1.設備
 1）鋼管亜鉛ﾒｯｷﾗｲﾝ ﾄﾞｲﾂ製(SKO社)
                   能力 35千T/年
                   製品 φ16～114mm
 2)鋼管ﾈｼﾞ切り期     ｲﾀﾘｱ製
 3）その他設備      中国製
2.ｽｹｼﾞｭｰﾙ
 1994年  10月 設備到着
 1995年    1月  〃 据付開始
                  5月  〃 〃 完了
     6～7月 試運転調整
           8月 試生産開始
 1996年     4月  営業生産開始

 1998年   10月 営業生産中
3.改善効果
  調査対象のﾒｯｷ製品の生産量は調査
   時の1991年と比較して横ばいである。

B.その後の対応               
 1.2000年8月、広州鋼管廠は広鋼集団
 の一部門の｢広州鋼管廠有限公司｣
 となった。 
2.その際、新立地での新ラインを建設
    した。 
  1）設備能力     : 180千Ｔ/年      
  2）2001年実績 :  60千T/年

 最終報告書作成時（1992.1）は現有設備（小規模改造、中規模改造）改造及び新ﾗ
ｲﾝ建設を提言したが、一部の改造では近代的なﾗｲﾝとは言えず、現時点の状況は
現有設備はほぼそのままとし、また増産の必要性もあり、新ﾗｲﾝ（1996.4生産開始）に
於て提言内容を参考とし、設備建設を実施した。その後、2000年8月、｢広州鋼管廠
有限公司｣設立の際に、新立地にて新ラインの建設を実現した。ただし、この新ライ
ン建設は｢工場（広州鋼管）近代化計画｣での提言に基づくものではなく、広州鋼管
廠自身の計画によるものである。

広州鋼管の幹部は、社長はもとより1992年当時のﾒﾝﾊﾞｰとはすっかり変わっている。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

535



個別プロジェクト要約表 CHN 460

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（広州油脂化学）近代化計画

Study for the Factory Modernization (Kwangchow
Oil and Fat Chemical Engineering)

呉 信二

ﾕﾆｺ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務第4部

91.3.9～91.3.29

6（内通訳1名）

2～3

53,477 千円

15.30 人月 （事前を含む:16.9）

1991/12

ユニコ インターナショナル(株)

広州市軽工業局
副局長高級工程師 季端玲

特に進展がない模様。
2002.3現在：進捗状況不詳

遅延

1. ｽｹｼﾞｭｰﾙについては本報告書にﾏｽﾀｰ･ｽｹｼﾞｭｰﾙを示したが、中国側
にて、詳細な実施ｽｹｼﾞｭｰﾙを作成されたい｡殊に生産を停止して行う本格
改造工事期間は毎日の作業項目と手順、所要時間等を算定し、PERT手
法を駆使し、ｸﾘﾁｨｶﾙ･ﾊﾟｽを求め、生産停止期間を最短にすることを勧め
る｡また、生産停止をしないで事前に実施できる作業項目を洗い出し、事
前準備作業を十分に行い、以て生産停止期間を短縮する努力をされた
い｡

2. 上記、生産停止期間中の販売予定製品量を前以て、一年位かけて作り
溜めし、販売に支障をきたさないよう、ﾏｰｹｯﾄ･ｼｪｱを失わないよう綿密な
計画を中国側で作成することを勧める｡

3. 往々にして、近代化計画といえば、設備を最新式のものに取り替えれ
ば、それだけで良品質の製品が、得られると思われがちであるが、実際は
新鋭設備導入のほか、生産管理面、運転操作面の改善がなければ、良品
質のものを低ｺｽﾄで製造し、国際市場で競争に打ち勝つという目的が達成
されるものではない｡作業管理面の近代化と同時に従業員の教育を併せ
協力に推進、実施する必要がある｡従業員のｺｽﾄ意識を喚起することを勧
める｡

提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 461

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（山東栖霞工具総工場）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Santon
General Tool)

大川 典男

石川島播磨重工業(株)

91.3.7～91.3.27

4

2～3

53,733 千円

15.00 人月

1992/1

石川島播磨重工業（株）

中華人民共和国国家計画委員会
企業技術改造診断公室
副主任 姜徳群

2002.3現在：新情報なし。

進行・活用

近代化計画に関し合意した事項は次の通りである。
 1.固有技術の開発、改善を進め模範的な作業工具工場とする。
 2.1995年度までに片目片口ｽﾊﾟﾅの生産量を現在の195万個（1990年）
  から760万個のﾚﾍﾞﾙに引き上げる。
 3.製品の品質ﾚﾍﾞﾙを向上させる。
 4.生産管理技術の向上と効率化を図る。
 5.製品のｸﾞﾚｰﾄﾞを現在の普及品から中級品・高級品へ移す。
 6.従業員は現状（713人）程度にとどめ、生産性を向上させる。

これらの実現のため次のような提言をした。
 1.管理面・・・生産管理手法の確立、品質管理・品質保証体制の確立
 2.設備面・・・ｴｱｰﾊﾝﾏｰの導入、金型加工設備、ﾒｯｷ設備、ﾌﾞﾛｰﾁ加工
        設備などの導入
 3.技術面・・・材料加熱技術、ｴｱｰﾊﾝﾏｰによる鍛造技術、ﾒｯｷ技術、
        ﾌﾞﾛｰﾁ加工、ﾌﾗｲｽ加工技術
これらを1995年度までに3期に分けｽﾃｯﾌﾟ･ｱｯﾌﾟしていく方法を提言した。

 工場の近代化について、現在、第一期
改造計画（1993年～1994年）が終了し
て、1995年3月より、すべての設備が稼働
する。第一期改造計画は、国家の第8次
5ヶ年計画でとりあげられ、総投資額は、
1,748万元（うち外貨がUS$155万）であ
る。導入した設備は鍛造工程では、ｴｱ
ｰﾊﾝﾏｰ（ﾁｮｺｽﾛﾊﾞｷｱ製）、切削工程で
は、ﾌﾗｲｽ盤（日本製）で、約$146.5万で
金型生産設備（中国製）である。生産管
理面では技術者が従業員に対して教育
する教育・訓練、設備ﾒｲﾝﾃﾅﾝｽ体制の確
立、などを行なっている。品質管理につ
いては品質管理の副工場長をおき、品質
検査の専門員をおき、品質管理にあたっ
ている。設備導入が終了したばかりで全
部稼働していないため生産量300万個
は、調査時とほとんど変化はないが、今
後、年間700万個くらいに上昇し、売上高
も現在の1,300万元から、5,000万元に、ま
だ伸びる見込みである。
 工場では、第二期改造計画を策定し
て、山東省に提出して認可を待っている。
計画の予定投資額は、4,500万元で1995
年から1996年にかけて実施したい意向で
ある。この改造が実施されれば、報告書
の提案はほぼすべて実施されることにな
る。
（1995年3月現地調査結果）

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 462

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（上海紡織総架）近代化計画

The Study for the Factory Modernization
(Shanghai Heald Frame)

佐藤 健一

ﾕﾆｺ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業第4部

91.3.7～91.3.27

5（内通訳1名）

2～3

53,752 千円

16.00 人月 （事前を含む：17.6）

1992/1

ユニコ インターナショナル(株)

上海止紡織工業局
呉国紅 （科研開発改造下課長 工程師）

 1993年に上海紡織総架工場調査一行が来日、大阪
においてﾐｯｸ工業株式会社を訪問し技術協議を行っ
た。
 1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中
国貿易委を通じて現地工場に打診したところ、ﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟの必要がない旨回答があった。

2002.3現在：進捗状況不詳

進行・活用

(1)ｱﾙﾐ合金製ﾋﾞﾚｯﾄの化学成分を定期的に分析し、化学成分の均一化と
合わせてﾋﾞﾚｯﾄの均質化を図ること。
(2)押し出し金型鋼材の質的確認とともに、金型の設計変更を急ぐ必要が
ある。
(3)ｱﾙﾐ･ﾋﾞﾚｯﾄの加熱温度を見直す必要がある。
(4)押し出し機の保全強化。機械的ﾄﾗﾌﾞﾙを最小限にするためには、あきら
かに問題となっている箇所を小手先の修理に頼らず、機械的かつ構造的
な改造を行うこと。
(5)ｽﾄﾚｯﾁｬｰの操業条件の変更を行う必要がある。
(6)成形物の屑率を最小限にする。ｱﾙﾐ及びｽﾃﾝﾚｽ材は中国でも高価格
な原材料である。原材料の取扱いは工場経営上、最も重要な課題であ
る。
(7)人口時効炉の操業条件を見直す必要がある。
(8)高速織機用ﾍﾙﾄﾞﾌﾚｰﾑの連結金具設計変更
(9)金型設計技術者の教育・訓練を中・長期計画に基づき育成する必要が
ある。
(10)情報収集並びに情報分析を行い工場経営及び生産活動に利用する
必要がある。
(11)品質向上・納期短縮及び原価低減の目標達成のためには、生産技術
及び生産管理の改善を行い、工場全体を近代化していく必要がある。

1992年北京機械輸出入公司からﾐｯｸ工
場(株)に設備輸入に関する引合い状がき
た模様。
ﾐｯｸ工場はﾍﾙﾄﾞﾌﾚｰﾑの中国市場調査の
ため同社役員を中国に派遣の予定（1993
年1月）。

報告書中に述べた提案事項に基づき機械・設備の導入を図るべく検討しているもの
と考える。

ｱﾙﾐ合金の品質基準

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 463

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2002年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（瀋陽毛巾）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Shenyan
Towel)

石井 善満

東洋紡エンジニアリング(株)

91.3.11～91.3.29

5

2～3

50,532 千円

15.85 人月 （内現地4.05人月）

1992/1

東洋紡エンジニアリング(株)

国家経済委員会
企業技術改造司                  王 毅(処長)
企業技術改造診断弁公室  姜徳群(処長)
瀋陽毛巾廠                         久桂 (副廠長)
 

 ﾊｰﾄﾞの近代化は報告書に基づき中国側で進めてい
る模様である（設備の部分的改造など）（日本製の機械
は高いという理由で購入する意思はない）。
むしろ、工場は日本のﾒｰｶｰの下請け化などの営業活
動を積極的に進めており、そのため報告書の製品品
質、生産性の改善などの提言が役立っているものと思
われる。工場長から、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへｺﾝﾀｸﾄがあり、2回程
訪問を受けた。
2002.3現在：新情報なし

進行・活用

                               生産量              品  質              品  種

短期小規模改造  20％増     一等品率の10％向上       現状維持
中期中規模改造  7ﾄﾝ／日 国際水準に近づいた品質 現状より多様化
    長期新設         7.7ﾄﾝ／日         国際水準並        多様化

近代化計画所要資金（単位：千円）

                                織 布         染 色   合 計

短期小規模改造     58,800          9,200          68,000
中期中規模改造  368,400   517,100        885,500
    長期新設          1,466,640    781,100       2,247,740
          計      1,893,840     1,307,400     3,201,240

 外貨を使った設備投資は抑制されてい
るが（政府の方針）、営業利益を原資とし
て国内調達可能な部品を使った部分的
改善は進めている模様。

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 464

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（羅定ラミー）近代化計画調査

The Study for the Factory (Guangdong Luoding
Ramie Textile Mill) Modernization Program in the
People's Republic of China

佐藤 健一

ユニコ インターナショナル(株)

92.5～4週間

6(通訳1名を含む)

4

67,718 千円

17.40 人月 （事前を含む19.00）

1992/12

ユニコ インターナショナル(株)

国家計画委員会

・近代化の所要整備については、工場側は中央政府と
協議の結果1993年11月に資金調達の目処がついたよ
うである。近代の設備の一部を日本から調達する計画
とのことである。（国計委）
・羅定ﾗﾐｰ工場は、その後ﾗﾐｰ紡績糸巻返し用Winder
を新規に導入するため香港及び台湾のWinderﾒｰｶｰと
折衝中とのことである。
・また同社は1993年には業績も良くなり利益を計上でき
るようになったとのことである。
 1999年9月6日から9日までﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査と追加診断
調査を実施した。ﾗﾐｰ中心の生産に見切りを付け、ﾎﾟﾘ
ｴｽﾃﾙ繊維やｱｸﾘﾙ繊維などの合成繊維や綿などの生
産に切り替えた。1998年4月に同工場の財務担当で
あった何 傑元氏を工場長に任命した。集団分工場化
を導入した。第一紡績工場、第二紡績工場、銀星紡績
工場、銀発紡績工場、銀豊織布第一工場、銀豊織布
第二工場、毛紡分工場、染整分工場を新組織した。(*)
に続く

進行・活用

 ﾗﾐｰ精錬工程の設備改善を図り品質のよい紡績糸を生産すること。良質
の紡績糸を作ることができれば織布生産の稼働率は向上する。
 さらに、設備の保全・修理を報告書に記載したように重点的に実施する
必要がある。

 ﾗﾐｰ紡績糸巻返し用Winder新規に導入
するため香港及び台湾のWinderﾒｰｶｰと
折衝中とのことである。
 主な実現化された内容は下記の通り
1)精錬工程
 原価負担の大きい精錬工程を停止、ﾗﾐ
ｰ製品の受注のある時は、ﾗﾐｰ・ﾄｯﾌﾟ又は
ﾗﾐｰ・ｽﾗｲﾊﾞｰを他社から購入し、紡績糸
や織布を生産している。
2)高圧精錬工程
 原草の仕込み量を減らし、精錬液の循
環を良くし、原草に精錬液が均一に浸透
するようにした。
3)織機
 ﾗﾐｰ紡績糸の品質向上でﾈｯﾌﾟ、ｽﾗｺﾞ、ﾋ
ｹﾞが減り、経糸の糸切れ率が低減した。
 製布の生産性が向上した。

A.生産性の向上
B.製品の品質改善
C.原価低減

(*)の続き
1)従業員数（1998年実績）
全工場の人員：1,300人、生産現場：1,215人
2)生産品と生産量（年産量）
A.精紡糸：1,300ﾄﾝ、B.人造毛糸：800ﾄﾝ、C.ｱｸﾘﾙ糸：1,200ﾄﾝ
D.毛糸・混紡糸：900ﾄﾝ、H.ﾗﾐｰ紡績糸：73.5ﾄﾝ（36Nm）
3)生産設備内容
A.全工場の紡績錘：20,000錘、B.織機（外国ｸﾞﾘｯﾊﾟ型）：12台
C.織機（ﾚﾋﾟｱ型）：21台                                     
 2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

 ﾗﾐｰ紡績糸及び織布の生産原価低減が実現できた。その他合成繊維の生産現場
にﾗﾐｰ生産の管理技術を導入することによって、生産性や製品の品質が改善され
た。

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 465

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（太原西山石膏）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Xishan Gypsum)

鳥谷部 良

小野田エンジニアリング(株)

92.3.5～92.3.25

5

3～4

43,177 千円

15.30 人月 （内現地4.40人月）

1993/1

小野田エンジニアリング(株)
2000年10月1日より太平洋エンジニリング（株）に改称

太原西山石膏礦
工場長     袁 章成
副工場長  武 民敬

2002.3現在：新情報なし。                  
2003.3現在：変更なし

進行・活用

 太原西山石膏鉱には焼石膏製造設備（2系統合計6,000Ton／年）があ
る。この近代化計画を提案した。先ず生産工程面では製造方式、生産能
力、品質向上のためのﾌﾟﾛｾｽと生産設備の3つの観点から調査し、生産方
式の改善と設備の改善・増強案を提案した。
 製品としては、陶磁器型用、模型用焼石膏10,000Ton／年、建材用（ﾌﾞ
ﾛｯｸ等）10,000Ton／年、石膏ﾌﾟﾗｽﾀｰ10,000Ton／年程度で、品質面では
現状より商品質で、均一な製品を生産するものとする。設備品では、原料・
焼成設備の改造、焼石膏粉砕設備、混合設備の新設、製品包装設備の
新設、各種計測装置の新設、電気・制御設備の更新等である。
 設備改造は、二期に分けて実施し、準備期間等を含めて、三年間で実
施する。次々生産管理面では、生産計画、日程管理、調達管理、在庫管
理、工程管理、品質管理、安全管理、設備管理、教育・訓練・環境対策に
関し、日本の同業企業の経験と実績に基づき、中国で実施可能と考えら
れる対応策を提案した。特に、品質向上達成のための生産方式の改善に
伴い、各生産工程毎の管理を中心とした管理ｼｽﾃﾑの改善策を提示した。

 1993年12月に中国太原西山石膏で、自
国技術により工場の燒成設備等の改造を
行った模様である。

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

541



個別プロジェクト要約表 CHN 466

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（浦源建設機械）近代化計画調査

The Study on the Factory Modernization (Puyuan
Construction Machinery Factory)

坂手 彰

三菱重工業（株）生産技術部主管

92.6.10～92.7.2

5

4

75,958 千円

0.00 人月

1993/2

三菱重工業（株）

国家計画委員会

〈1994.6.16入手〉
・詳細は不明だが、1994.6時点で未だ国家部門に対し
て工場から正式な工場改造計画が提出されていない。
・従って、近代化の投資も未だ批准されていないとのこ
と。                                
2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1.生産管理面については、下記の採用を提案した。
1)「小ﾛｯﾄ順送り生産方式」
2)組立日程を基準とした部品・ﾕﾆｯﾄの製造日程
3)工程で品質を送り込む体制

2.生産工程面については、生産能力増強、品質向上、生産方式の改善の
観点から、次の提案を行った。
1)部品加工工程のﾕﾆｯﾄ別ﾗｲﾝ化
2)組立工程のﾀｸﾄ組立方式の採用

3.設備投資
以上の近代化実施のため、1993年～1996年の4年間における段階的な設
備投資案を提案した。

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、
現存しない。このため追加情報の収集は不可能。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 467

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2003年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（嘉興毛紡績）近代化計画調査

The Study for the Factory (Jiaxing Wollen
Complex) Modernization

世古口 健

ユニコ インターナショナル(株)

事前調査92.3.2～3.10
本格調査92.6.11～7.1
現地説明93.1.14～1.22

6（通訳1名を含む）

4

85,551 千円

17.40 人月 （事前を含む:19.00）

1993/3

ユニコ インターナショナル(株)

国家計画委員会企業技術改造診断弁公室
副処長  光雨軍

・当該総廠の廠長王永氏が1993年4月来日、ｸﾗﾎﾞｳそ
の他を視察した。
・1994年2月8日、浙江蘭宝国際毛紡集団公司に改組
した。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1.紡毛紡績工程について第1段階では原毛管理・調合方法・梳手機の点
検・留意事項など具体的な改善案提案。第2段階では梳毛工程の設備を
編糸細番手紡毛糸生産に対応できるよう改造を提案。既存の2山ｶｰﾄﾞ1ﾄﾗ
ﾊﾞｰｽ方式を4山ｶｰﾄﾞ2ﾄﾗﾊﾞｰｽ方式にすること、ﾎｯﾊﾟｰのﾀﾞﾌﾞﾙ化、ﾍﾟﾗﾙﾀﾏ
ｼﾝの導入、ｺﾝﾃﾞﾝｻの更新。良質の篠の生産技術を確立したあと細番手
編糸の紡出のため、ﾘﾝｸﾞ精紡機をﾐｭｰﾙ精紡機に替える。自動ﾜｲﾝﾀﾞを導
入する。検査機器を備えるなどを提案。

2.ｾｰﾀｰ横編工程については自動横編機周辺に風合い向上のため、高速
綛取ﾜｲﾝﾀﾞ、噴射式染色機、全自動縮絨脱水機、ｱｲﾛﾝ仕上げ台の導入
を提言した。

3.生産管理は職場の整理・整頓から始めて全調査多対象管理項目につ
いて改善を提案。

4.国外調達設備機器費用は約3億円。

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 468

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（本渓市助剤）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Benxi
Calcium Carbonate)

世古口 健

ユニコ インターナショナル(株)

93.3.3～3.23

5

4～5

58,814 千円

15.50 人月

1993．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(株)三祐コンサルタンツ

国家計画委員会企業技術改造診断弁公室
（調査時の名称）賀栄培（処長）
李江利

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

遅延

１．膠質炭酸カルシウムの製造について具体的に提言。前半工程（焼成・
水和）は既存設備を改善・利用し、後半（炭酸化・表面処理・濃縮・脱水・
乾燥）は新しい概念設計に基づくプロセスを提案した。
２． 新しい形状の反応器、反応条件のポイント（炭酸化・表面処理）フィル
タープレス、バンド乾燥機、分級粉砕システム、分析機器など。
３．多品種少量生産、技術サービス、研究開発についても言及。自動化は
最小限度に控えた。
４．生産管理は工場の整理整頓が基本。
５． 国外調達整備機器の所要資金は約3億円。

（平成15年度 国内調査）
現況に関わる情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 469

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（瀋陽建設機械）近代化計画

The Study on the Factory Modernization
(Shenyang Building Machinery)

瀬戸 俊彦

石川島播磨重工業(株)

事前調査：92.11.24～92.12.2
本格調査：93.2.17～93.3.9

6

4～5

64,907 千円

16.70 人月

９5.11

石川島播磨重工業（株）

国務院経済貿易弁公室
対外経済合作司導入処
処長 王 毅

・1994年8月弊社（IHI）に対して、技術導入、生産協
力、ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ合併などの打診があり、弊社関連部署及
び関連会社に対し意向を打診中。

・1995年10月現在：弊社関連部署及び関連会社ともに
具体的な回答は得られていない。理由としてはすでに
大連の工場と外注契約を行って運搬機の部品外注加
工を実施したものの納期、品質の点で未だ問題点が多
い。弊社製品は大型のものが多く瀋陽のような内陸部
では搬送が不便という理由による。

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

工場調査の結果から現状の問題を抽出し、それを 分析することによって
近代化の本質的な課題を設定し、下記の４つの視点から近代化計画を策
定し提言した。

1.管理機能の強化
・組織、業務内容の再検討 ・５S運動の展開 ・事務管理の電算化
2.生産性向上
・標準工数の見直し ・小ロット生産方式導入 ・外注加工拡大など
3.製品品質向上
・TQC運動活性化 ・重要品質問題再発防止など
4.技術力向上
・教育訓練体制強化 ・開発体制強化 ・溶接、塗装技術強化など

なお、近代化は2000年完結を目標とし、この期間を３期に分けて段階的に
実施する。設備投資は必要最小限に止めることとした。

1993.11月に国家貿易経済委員会から特
別借款ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの追加案件として批准さ
れ、投資総額2,980万元が認めらた。
1994.12月末までにC1Fﾍﾞｰｽ125万ﾄﾞﾙの
設備輸入を決めた。

品質向上を中心とした企業管理強化を推
進中であり、1992年に比べ1993年度は生
産高48％、販売65％、利益69％の伸びを
示した。

1993.11月に国家貿易経済委員会から特別借款ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの追加案件として批准さ
れ、投資総額2,980万元が認められた。1994.12月末までにC1Fﾍﾞｰｽ125万ﾄﾞﾙの設
備輸入を決めた。

品質向上を中心とした企業管理強化を推進中であり、1992年に比べ1993年度は生
産高48％、販売65％、利益69％の伸びを示した。

調査期間中、技術移転ｾﾐﾅｰ3件のほか毎日30分の技術相談の時間を設け、様々な
日常の問題についてｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行った。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 470

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（四川第一綿紡織染色）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (The
First Si Chvan Cotton Mill and Printing)

佐藤 健一

ユニコ インターナショナル(株)

93.3.4～93.3.24

7

4～5

80,865 千円

22.70 人月

1993．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家計画委員会

1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中国
経貿委から回答がなかった．

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

四川第一綿紡織染色工場の紡績・織布・染色工程に関する生産工程・生
産管理の改善・近代化計画を提案。とりわけ染色・仕上工程における生産
技術に重点を置いた。近代化計画は、既存設備を有効に利用することを
前提に、特に染色・仕上工程では既存設備の機能回復が重要。生産量に
関しては、紡績工程が12,846t/年、織布工程が綿及び綿・ポリエステル混
紡織物を6,000万m/年、ポリエステルFYとスパンレーヨン織物各750万m/
年、染色仕上工程は綿、綿・ポリエステルFY混紡織物染色を6,000万m/
年、ポリエステルFY及びスパンレーヨン織物染色各750万m/年、を生産す
ることを提案した。
 
近代化のための経費の総額（第1.2.3段階の合計）は2,536,349千日本円
である。

（1)1993年9月末現在で、1,528万人民元
の利益を計上できた。この調子でいけば
12月末までに2,000万元～2,500万元の
利益が期待できる見通し。

(2)染色工場は香港のﾒｰｶｰとの間で合弁
会社にした。

本調査の終了半年後に、1,528万人民元の利益を計上できた。利益の伸びが期待
できる見通し。また、染色工場は香港のﾒｰｶｰとの間で合弁会社にした。

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 471

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫工作機械）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Wuhsi
Machine Tool)

大久保 勇

ユニコ インターナショナル(株)

93.2.25 ～ 93.3.17

6

4～5

72,351 千円

0.00 人月

1993．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
(株)三祐コンサルタンツ

無錫機床廠
（廠長）洪 汝乾

1994年になり、外資を導入し日本のﾒｰｶｰと研削盤の
製造に関する合弁会社を設立した。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

結論：
（1）機械加工工程に五面加工機、FMC（プレキシブル・マニュファクチュァ
リング・セル）、横型マシニング・センターを導入して、部品の加工能率を高
める。
（2）鋳造工程に熱風式キュポラを導入して、鋳造部品の材質を高級化す
る。
（3）鋳造工程にガス式焼鈍炉を導入して、鋳造部品の応力除去を改良す
る。
（4）その他、長期計画で示した様に、各種の設備の導入とレイアウトの変
更により軸受研削盤及び関連製品の品質向上と生産効率を高める。
（5）コスト、機械のモジュール化、CADの推進、専用ライン、部品の先行手
配等の種々の施策を実施することにより、製品開発期間を短縮する。
（6）各種研削盤について種々の技術を組み込むことにより、製品の性能と
信頼性を向上する。
（7）機械加工工程で種々の標準化を実施することにより、加工能率を向上
する。
（8）その他、中期計画で示した種々施策を実施することにより、第8次5カ
年計画の早期稼働を実現する。
（9）鋳造、板金、塗装の工程について、種々の提案を実施することにより、
技術的問題を解決する。

勧告：
（1）長期計画の実施に当たっては、プロジェクト・チームを編成して、総合
的に強力に計画を遂行することを勧告する。
（2）軸受研削盤及び関連する工作機械の内外の市場調査を継続的に行
い、今後中国国内で急速に変貌するであろう各種機械工業のニーズを捉
えて、新製品の概念設計に反映させることを勧告する。

先方の第8次5ヵ年計画に関連させ、技術
上の改善を行ったと思われる。 先方の第8次5ヵ年計画に関連させ、技術上の改善を行ったと思われる。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

547



個別プロジェクト要約表 CHN 472

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫動力機）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Wuhsi
Engine)

神谷 勝義

三菱重工業（株）

93.2.19～93.3.11

5

4～5

59,598 千円

16.00 人月

1993．11

三菱重工業（株）

国家計画委員会

〈1994.1.20現在〉
・専用加工設備・試験検査設備について引き合いがあ
り対応した。

〈1994.6.16現在〉
・工場改造計画が工場から正式に国家部門に提出さ
れ、批准された。

〈1991.10.20〉
・近代化計画については、元技術提携先である英国
Holset社の指導を得て推進している様子である。    
              
2002.3現在：新情報なし。

2003.3現在：新情報なし。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

１.生産管理面について、下記の採用を提案した。
（１）半月単位の小ロット・シリーズ生産
（２）組立日程を基準とする部品生産工程の日程展開と日々の管理
（３）製品開発・試作体制の強化

２.生産工程面については、生産能力増強、部品別専用ライン化及び品質
安定・向上の３つの観点から、次の提案を行った。
（１）鋳造工程の一貫ライン化
（２）鋳造工程の設備増強
（３）精鋳工程、プレス工程、機械加工工程、組立工程の一貫ライン化と必
要な生産設備・検査設備の増強
（４）治工具製作面への加工設備・加工システムの増強

３.設備投資
以上の近代化実施のため、1995年～1996年の2年間の設備投資案を提
案した。

〈1995.7.25現在〉
1.生産状況（ﾀｰﾎﾞﾁｬｰｼﾞｬ）
      計画   実績
 1994   60,000 → 40,000
 1995   100,000 → 65,000

2.投資計画
1)「八・五」技術改造第2期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（4,600万元：1993年末からｽﾀｰﾄ）
・鋳造工程の一貫ﾗｲﾝ化
・機械加工ﾗｲﾝ
・製品開発体制
・型製作の能力ｱｯﾌﾟ等

2)「九・五」技術改造
（2,900万元：1995年下期よりｽﾀｰﾄ）
・鋳造ﾗｲﾝ増強
・機械加工ﾗｲﾝ増強
・型製作のCAD/CAM化等

〈1994.6.16現在〉
・工場改造計画が工場から正式に国家部門に提出され、批准された。

〈1991.10.20〉
・近代化計画については、元技術提携先である英国Holset社の指導を得て推進して
いる様子である。 

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、
現存しない。このため追加情報の収集は不可能。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 473

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（揚州ディーゼルエンジン）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Yangzou
Diesel Engine Factory)

大川 典男

石川島播磨重工業(株)

93.12.20 ～ 94.10.30

5

5～6

74,179 千円

18.00 人月

1994．10

石川島播磨重工業（株）

中華人民共和国国家経済貿易委員会
企業技術改造診断弁公室
副主任 姜徳

2002.3現在：新情報なし。

2003.3現在：新情報なし。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

当該工場はトラック（3.0～3.5t）、中型バスなどのﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝを製造し
ているが、市場の需要が活性化していることから、生産が注文に応じきれ
ない状況にある。全機種の生産計画は94年の8万台から2000年には20万
台生産を計画している。今回の近代化計画調査では、主力機種である
4102型のエンジンについて提言することとした。4102型ｴﾝｼﾞﾝの生産計画
は次のとおり。
  1995    1996    1997    1998
  60,000   70,000   80,000   80,000 台

近代化計画の基本方針として次の合意を得、1998年までに3期に分けてｽ
ﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟしていく方法を提言した。
1.生産技術力の向上を図る：工程間運搬方式の改善、運搬具の改善、製
造技術の改善、多能工化、自主機械保全活動、多品種少量生産技術の
確立、公害対策、電算化管理など。
2.品質の向上を図る：品質基準の見直し、品質保証体制の見直し、ISO品
質保証体制の確立、全社QC運動の展開、主要外注品の品質保証体制
の確立等。
3.管理能力の向上を図る：業務の見直し、改善および実施の評価、5S年
運動の実施、階層別教育、中堅管理者の原価管理、工場運営管理、予定
管理、財務管理等。
4.開発力の向上を図る：市場調査、技術情報システムの確立、自社の要
素技術確立、新商品開発、電算化など。
5.財務管理の向上を図る：新財務ﾙｰﾙの教育、工場原価管理機能・組織
体性の構築、部門別予算管理ｼｽﾃﾑ、製造原価分析が可能な原価管理
の確立、電算化による原価計算ｼｽﾃﾑ、財務決算システムの確立、標準原
価との差異分析手法の確立等

当社独自の計画として、新工業団地に進
出する計画を持っていたが、1995年8月
に当社幹部が訪日した際の現状説明に
よると、すでに新工業団地進出に着手
し、組立工場を建設し、移動させる方針
である。

当社独自の計画として、新工業団地に進出する計画を持っていたが、1995年8月に
当社幹部が訪日した際の現状説明によると、すでに新工業団地進出に着手し、組立
工場を建設し、移動させる方針である。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 474

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（南通風機）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Nantong
Fan)

山根 一夫

テクノコンサルタンツ(株)

93.10.26～93.11.6
94.1.13～94.2.2

4

5～6

67,400 千円

16.85 人月

1994/9

テクノコンサルタンツ(株)

中華人民共和国 国家経済貿易委員会

 1996年に政府からの指令で株式会社に転換した。国
家が69.9％の株式を保有し、残りは自社の労組や他の
法人により所有されている。職員の9割が労組を通じて
株主となった。各自はめいめい一株づつ購入した（購
入価格4,000元）。その結果、職員一人一人は、自分が
株主であり、周りからとやかく言われる筋合いでないと
いう間違った考えをもち、管理が円滑に行なわれてい
ない。（1999年度現地調査結果）
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報は収拾不可能。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1 生産管理の近代化
・技術課の中野生産技術部門を生産部門へ移管（技術向上の役割・責任
  明確化）
・品質管理部門の完全独立化
・検査部門の独立と検査員の育成
・設計における図面原紙修正への鉛筆使用
・図面への契約番号記載、図面来歴記載
・承認図の提出
・部品のｺｰﾄﾞ化、部品番号の使用
・生産管理方法改善
    ・工程計画における工程記号使用   ・負荷計画における山積み表使用
    ・日程計画におけるｶﾞﾝﾄﾁｬｰﾄ使用  ・差し立てと日報実施
    ・作業表と移動表を分離して採用

2 生産工程の近代化
・新工場（誘引送風機・軸流送風機一貫生産）建設
（主要設備）  ・天井ｸﾚｰﾝ     ・炭酸ｶﾞｽ半自動溶接機 ・直流溶接機
                      ・交流溶接機   ・組立用ﾚｰﾙ定盤             ・ﾎﾟｼﾞｼｮﾅｰ
                      ・縦型旋盤       ・動的釣合試験機             ・定盤
・旧工場設備改善
 ・罫書及び作業用定盤    ・平削盤のﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰへの改造
 ・ｻﾝﾄﾞﾌﾞﾗｽﾄ設備改造      ・NC切断機改造
 ・ﾎﾟｼﾞｼｮﾅｰ                       ・ﾀｲﾑﾚｺｰﾀﾞｰ
 ・財務会計用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ  ・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ

 高い経済性のある計画であり、当工場の技術的能力と財務上の可能性
からみて、十分実行可能である。

1.生産工程
鋼材置き場   ：
6項目中で、4項目が完全、一部実施
鈑金工場      ：
11項目の中で、7項目が完全、一部実施
ｹｰｼﾝｸﾞ工場 ：
 8項目の中で、全部が完全、一部実施
羽根車工場   ：
 6項目の中で、7項目が完全、一部実施
組み立て工場：
3項目の中で、全部が完全、一部実施

2.生産管理
7項目の中で、6項目が完全、一部実施

3.財務･原価管理
18項目の中で、17項目が完全、一部実施
（1999年度現地調査結果）

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 475

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（上海送風機）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Shanghai Roots Blower)

窪田 信高

三菱化学エンジニアリング(株)

94.1.13～94.2.2

4

4～6

67,377 千円

14.88 人月

1994．10

三菱油化ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

上海送風機工場
威 傑（工場長）

1994.11 上海市機電局、上海送風機工場関係者が協
力会社（宇野沢組鉄工所）を訪問。
1995.5  中国側より技術供与の要請
1995.8  技術供与に関わる契約書（案）を宇野沢組よ
り、中国側に提示
1996.6  技術供与に関わる契約書（案）で双方合意
1996.10 同契約書（案）上海市上部機関で審査中

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1．上海送風機工場の近代化計画に関して、工場診断結果に基づく生産
管理、生産工程の近代化計画を提言した。
2．このうち生産工程の近代化計画の内容は以下のとおりである。
（1）目標（生産能力）
   汎用ﾙｰﾂﾌﾞﾛｳ；  1,000台/年  現有生産能力；600台/年
   特殊用途ﾙｰﾂﾌﾞﾛｳ；1,000台/年      〃
（2）投資額
   810.7百万円
（3）生産管理の近代化
   工場組織の改善
   製品標準化、設計要因の増強・教育、技術データ等の蓄積
   一括発注・個別納入指示方式徹底
   原材料管理一元化
   部品ストック生産方式への変更
   負荷計画実施、生産実績分析の重要視
   QC工程表遵守
（4）生産工程の近代化
   芯たて盤、中型・大型立て旋盤、マシニングセンター、
   大型・中型中ぐり盤、NC旋盤、立て削り盤ボール盤等の導入

（平成15年度 国内調査）
情報なし 1994.11 上海市機電局、上海送風機工場関係者が協力会社（宇野沢組鉄工所）を

訪問。
1995.5  中国側より技術供与の要請
1995.8  技術供与に関わる契約書（案）を宇野沢組より、中国側に提示
1996.6  技術供与に関わる契約書（案）で双方合意
1996.10 同契約書（案）上海市上部機関で審査中

（平成15年度 国内調査）
情報なし

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 476

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（丹東フィルター）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Dangdong Filter)

佐藤 健一

ユニコ インターナショナル(株)

94.2.22 ～ 94.3.14

5

5～6

62,566 千円

15.70 人月 （事前を含む:17.50）

1994．10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会

1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中国
貿易委を通じて現地工場は倒産した旨、回答があっ
た。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

(平成16年度 国内調査）
情報なし

遅延

１．生産工程の近代化
第一段階：現状の操業方法を既存設備に活用して改善を実施
・原料（P-SF、PVA）の調達・受入の改善 ・混綿機の修理・再使用、原料
の計量の精緻化 ・立て振り型クロスレイヤーの定期的調整・修理の実施
 ・ウェブの振り落とし速度の一定化 ・乾燥機の機能チェックと機能改善
 ・乾燥機内温度の自動制御化 ・排気ファンの速度制御 ・フィルター濾
材の表面温度検出と機械速度制御 ・検査・技術開発の改善 ・製法・梱
包の改善
第二段階：
・既存の毛布工場の利用のケース（所要資金２５０百万円）
 混綿機、水平クロスラッパー、ウェブドラフター、縦切装置、プレニードル
パンチ機・ニードルパンチ機、巻取装置、乾燥機、検反機、給湿機、熱媒
体油ボイラーが各１台必要
・全設備新規導入のケース（所要資金２９４百万円）

２．生産管理
・組織体制の見直し ・品質管理の近代化－品質保証・TQC ・原価管理
の近代化－材料費低減・操業度等 ・工程管理の近代化－標準工程表設
定、工程表・生産日程計画作成、工程の記録等 ・設計管理、調達管理、
在庫管理、安全管理、設備管理 ・教育・訓練 ・環境対策

３．財務管理

（平成15年度 国内調査）
現況に関する情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 477

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（常州フォークリフト）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Changzhou Forklift)

大塚 邦夫

テクノコンサルタンツ(株)

93.12.9～93.12.17
94.2.26～94.3.25

4

5～6

69,525 千円

15.92 人月

1994/11

テクノコンサルタンツ(株)

中華人民共和国 国家経済貿易委員会

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報の収集は不可能。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1.年間3,000台の蓄電池式ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ･ﾗｲﾝ生産を達成するためには、早急
に加工工程の改善、部品組立のﾕﾆｯﾄ化、工程のﾗｲﾝ化を中心とした近代
化計画を実施する必要がある。
2.基本遵守と基礎の充実によるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ、責任の所在と指揮命令系統の
明確化、全員参加による品質向上、不良品低減、安全管理、作業環境の
改善と維持についての小集団活動の展開を図ること。
3.販売体制を見直し、強化を図ること。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 478

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（合肥鉱山機器）近代化計画調査

The Study on the Factory (Hefei Mining Machinery
Plant) Modernization Program

瀬戸 俊彦

石川島播磨重工業(株)

本格調査 ： 94.3.10～94.3.30
ﾄﾞﾗﾌﾄ説明： 94.10.25～94.11.2

5

5～6

74,976 千円

19.70 人月

1994．12

石川島播磨重工業（株）

国家経済貿易委員会
企業技術改造診断弁公室
主任 姜 徳群 氏

1994.10以降、当工場は日本のﾒｰｶｰとの技術提携もし
くは合弁によって、市の経済技術開発区に新工場建設
に合意したと、非公式な情報が入っているがその結果
は未確認。

1995.10現在：工場からの情報はない。

1997年9月、日立建機と合弁で新工場を建設したとの
新聞情報があった。（合弁時期など詳細は不明）

2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

当工場の診断日は現在（'94）の油圧ショベル生産台数450台を2000年ま
でに約3倍の1,500台とするためにどのような近代化を図るべきか、また製
品品質を上げるための対策を講ずることである。

提言は近代化のプロセスを2000年までの6年間を3段階に分けそれぞれの
ステップで生産性向上と品質向上を図るため、管理と技術との切り口で改
善策を提言した。主なものは次の通りである。

［生産性向上］               ［品質向上］
・組立工程の定置式からライン方式  ・５S運動の展開
・完成性能テストの実掘削廃止    ・品質工程表の作成
・鋼板機の前処理工程改善      ・統計的手法と目にみえる管理
・工具集中研削と段取時間短縮    ・購入、外注先の品質監査システム
・クレーンの無人化            ・作動油、油圧部品取扱い改善
・少ロット生産体制             ・基礎技能訓練の充実
・事務管理の電算化
・工数の正確な把握

1997年9月、当工場は、日立建機と合弁で新工場を建設したとの新聞情報があっ
た。（合弁時期など詳細は不明）

本格調査期間中「ﾗｲﾝﾊﾞﾗﾝｽ改善による生産性向上」と「溶接技術」についてｾﾐﾅｰを
開くとともに毎日30～60分の技術相談の時間を設け、約30項目の相談に応じた。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 479

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（東方絶縁材料）近代化計画調査

The Study on the Factory Modernization (Dong
Fang Insulating Material Works)

神谷 勝義

三菱重工業（株）

94.6.15 ～ 94.7.5

5

5～6

63,938 千円

16.00 人月

1995．1

三菱重工業（株）
テクノコンサルタンツ（株）

国家経済貿易委員会

JICA提言を受け、1994年4月～1998年3月にかけて中
古ﾌｨﾙﾑ生産設備を日本から購入し、技術改造を実施
した。提言の内容とほぼ同一の規模と生産能力の設備
が日本の某大手繊維ﾒｰｶｰで休止され廃棄処分となる
ところを、交渉の末購入し移設したもので、1998年4月
から試運転開始、そのまま営業生産に入り、順調に立
ち上げ、1998年度生産実績は約2,350ﾄﾝ、4,000能力
の50％を生産した事になり、好成績を収めた。（本設備
は実力5,000t/年の能力と聞き及んでおり、ほぼ仕様通
りの生産をした。）（1999年度現地調査結果）  
                          
2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

1.生産管理面
新しい量産体制の実現に対して、製品開発体制、調達管理、工程管理、
品質管理、安全管理、教育・訓練に関して改善策を提言した。

2.生産工程
2000年の目標生産量と品質目標を前提として、原料保管から製品巻取・
裁断までの一貫ライン化 ・生産能力 ・品質安定・向上のための自動化
の三つの観点から、現状分析・考察を行い、改善策を提案した。

3.財務管理面
市場経済の進展に伴い、財務面でも強い企業体質が必要となるので、今
後の財務管理のあり方及び原価管理と原価低減策を提案した。

4.設備投資計画
現状調査の結果、現有ラインの部分的改造では目標とする品質レベルの
実現が困難であることが判明したので、投資案としては経済的に可能な現
有ラインの改造案と新設ラインの導入案の２案について具体的内容を検
討・提案した。

1.設備導入
 ﾎﾟﾘｴｽﾃ2軸延伸ﾌｨﾙﾑ生産設備能力4,000t/年1系列導入。
購入設備関係 原料工程：原料受入れ、回収品貯蔵用ｻｲﾛ、
高圧加熱乾燥設備 一式
未延伸工程：溶融押出機、濾過成形ﾀﾞｲ、縦延伸ﾌｨﾙﾑﾗｲﾝ 
一式
延伸工程：横延伸ﾌｨﾙﾑ成形、冷却、巻取りﾗｲﾝ 一式
製品仕上・付帯設備：制御機器、中央ｺﾝﾄﾛｰﾙ設備、不良品再
生回収設備 一式
その他工場側設備 4階建て生産棟及び付帯設備（空調、空
気清浄など） 一式

2.生産工程
 JICA近代化調査の提言は、生産工程である主要21項目、生
産管理主要12項目の合計33項目である。主要提言：生産工程
21項目中未実施２項目を残しすべて実施完了。
原料乾燥系・残留水分値管理図作成と活用。
原料水分率～特性粘度～乾燥時間相関図の作成と活用。
この2件に関してはﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査期間中に十分理解実行す
るよう指導した。

3.生産管理
生産管理13項目は全て実施されている。
製品・品質設計（ﾏｰｹｯﾄｲﾝ体制）：迅速な品質改良・生産体
制、試験研究組織
倉庫管理、在庫管理：不良在庫の削減、製品在庫量の把握、
未収金在庫の削減
工程管理：生産と販売の緊密な連携（Quick action）、結果の
対比、顧客の要望対応
品質管理：手法理解と生産活動への実践、現場品質管理、品
質不良再発防止の組織

4.財務管理
経営分析の指標把握と活用：収益性・生産性分析指標把握と
活用
製造原価：分析と推移把握、生産への活用、精造費用と原価、
損失の把握と削減
設備投資：工場設備投資収益性分析、計画と結果の比較、投
資売上高予測の重要性

5.投資金額・資金調達
総投資金額11,033万元（既存設備改造投資95万元、新設備
導入投資8,716万元、その他投資2,192万元）
投資資金調達方法は銀行融資90％、その他10％。

（1999年度現地調査結果）

JICA提言はほぼ実施されたが、但し運転条件に若干問題が有り（原料乾燥条件の
無理解と乾燥設備運転作業不良）、期待通りの品質が出ていない。なお、この点に
関しては、設備運転操作、乾燥条件とﾌｨﾙﾑ物性等に関し現場指導でほぼ解決の方
向に有る。（1999年度現地調査結果）

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、
現存しない。このため追加情報の収集は不可能。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 480

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫汚染処理機器）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Wuxi
Waste Water Treatment Equipment)

大久保 勇

ユニコ インターナショナル(株)

94.7.15～94.7.31

6

5～6

65,295 千円

18.54 人月 （事前を含む:20.08）

1995．2

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会

技術提携交渉のため3回先方工場関係者と会った。条
件を提示したがまとまらず、中断している。1996年に対
象工場を訪問した。提案していた機械の内、大型、3軸
ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを1台導入していた。ISO9000を取得し
た。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

(平成16年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

１．生産工程
・機械加工工場にNCマシニングセンター、ろ板平面切削専用機、NC旋
盤、NCボール盤、縦型ボーリング盤、門型ボーリング盤導入
・溶接・準備工場にターニングローラーとワークの姿勢制御装置導入
・組立工場に小容量クレーン２台増設、空気操作工具使用
・熱処理工場で加工記録改善
・塗装工場の塗装基準の数値による明確化、作業標準の徹底、作業環境
改善
・検査記録の遡及性改善、検査工具の限界ゲージ使用・デジタル化推進

２．生産管理
・品質管理－TQC強化・設備管理－TPM推進、NC化への対応・安全管理
－安全運動実施、安全意識高揚・教育訓練－教育環境整備・環境対策
－環境測定器具整備・工程管理－生産平準化と管理の事務処理業務見
直し合理化

３．財務管理

４．所要資金
・土地使用料２４０千元・機械加工設備機器 海外調達分１０１４０千元 国
内調達分９０４４千元
・試験設備８１０千元・コンピューター設備機器３４００千元 合計 ２３６３４
千元

ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの導入が実現した。
（大型、3軸ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを1台） 提案していた機械のうち、大型の3軸ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを1台導入した。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 481

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（濱陽電機）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Shenyanbg Electric Motor Works)

柳川 達吉

株式会社 サイエス ﾁｰﾌ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（当時）

94.7.12～94.8.1（21日間）

4 （除 通訳）

5～6

59,156 千円

16.20 人月

1995/2

株式会社 サイエス 

中華人民共和国 審陽電機工場
唐 啓新（同工場 工場長）

(1)先方の希望により、ISO-9000関係の参考書を送付、
丁重な礼状を受理。
(2)近代化実現時（2000）には、団長及び主たる調査関
係者を工場側で招待したい旨の申し出あり。
(3)現況については、問い合わせもしたが、特に報告な
し。
2002.3現在：新情報なし 
2003.3現在：情報なし

進行・活用

(1)審陽電機工場は、大、中型交流電動機、石油用ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀｰ、発電機の
  製作を行っているが、1993年で、約149万kwの生産を行っている。
  （主力系列のJ系列－旧型の交流電動機の生産：86万kw、3,029台、
  Y系列：16.3万kw、408台）
  これを、2000年には200万kwの生産を達成目標とする。
(2)約1.1億元を投入して、設備の近代化を行い、生産工程、生産管理、財
  務管理の近代化を推進する。
(3)経営管理面では、ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ全般の向上を図り、中国国営企業のﾓﾃﾞﾙ
  工場となることを目指す。
(4)その他の主な具体的提言
 a 海外情報を含む情報収集、加工の工夫及び利用の改善
 b 新設備による生産性向上、ｺｽﾄ低減、品質管理向上度等の数値、
  計数的把握
 c 帳票類の見直し、整理、ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ化及び登録
 d 計画、実行、統制、反省のｻｲｸﾙによる管理体制の確立
 e 回転機[制御技術]の研究と技術向上
 f 既存設備の活用による新製品分野（例えば、電気誘導加熱炉等）への
  挑戦

1994年のY系列の生産は、報告書で確認
された目標に沿って、1993年の16.3万kw
から50万kwに達する見通しとなっている。
（1995年2月最終報告書作成時）

 この工場近代化計画調査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、特に技術移転に留意して作業を行った
ので、1994年7月12日から同8月1日の本格調査時では、生産工程、生産管理、財務
管理の現状調査、問題点摘出、近代化計画の指摘のそれぞれの過程で、出来るだ
けの技術移転をｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ側に行った。
 また、1994年12月6日～同14日の本格的調査報告書（案）説明の折には、工場幹
部に対し、ｾﾐﾅｰ形式による技術移転を実施、出来る限り、提言内容の理解を深めて
貰うよう努力した。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 482

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（蘇州試験器）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Suzhou
Testing Instruments)

上田 伸也

富士テクノサーベイ(株)

1994.12.18～1994.12.27
1995.2.26～1995.3.18
1995.9.4 ～1995.9.12

6

6～7

64,073 千円

21.72 人月

1995.10

富士テクノサーベイ(株)
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

国家経済貿易委員会
蘇州車両検査設備工場

1.叶副廠長他2名が診断修了の年の秋に来日した。富士電機(株)の東京工場で工
場見学（電子機器組立）、品質改善の進め方及び従業員の再教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを主に
説明し、資料を提供した。また、弥栄工業(株)では、自動車ﾒｰｶ向け検査機器の紹
介及びこの分野の取組み方について紹介と指導をした。
2.調査団に参加した、専門家がJODCの専門家として蘇州試験機が開発したｼｬｰｼ
ﾀﾞｲﾅﾓﾒｰﾀｰの評価・技術移動を行なった.（1997年3月）
3.1994年位から業績が悪化（赤字化）し1996年にはかなり経営が厳しい状況になっ
た。1997年には400万元の赤字を計上している。こうした状況を打破するために、市
機械工業弁公室と協議し1998年6月に株式制（従業員特殊会）への変更を通じた
体制改革を実施した。債務、資産、従業員は新会社が引き継いだ。改革前は工場
長責任制で最高意思決定は職員代表大会であったが、今は取締役指導の工場長
責任制で株主代表大会が最高意思決定機関である。現在の従業員数は880名で
あるが、うち出勤従業員は250名にとどまり、その他は一時帰休等となっている。製
品内容は振動試験設備（売上の70％）、自動車検査設備が中心であり、食品加工
機械は部品のみごく少量製造している。近代化計画対象製品であった自動車検査
設備は診断当時の製品の生産を取り止め太平洋自動車設備の製品を作ってい
る。（1999年現地調査結果） 

2002.3現在：新情報なし                                
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

遅延

1.工場近代化計画
1）生産規模 200年に45ラインの車検ライン生産
2）生産工程近代化：原材料のｷｯﾄ化による組立ﾗｲﾝへの供給／切削加工
工程へのﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰの導入／加工組立工程におけるﾛｰﾗｱｯｾﾝﾌﾞﾘｰの製作
／自主検査充実・検査技術向上・不良解析力強化／溶接品質の向上と
溶接作業の効率化／個別入庫検査方法のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ
3）生産管理近代化：市場対応の開発活動実施／設計基準整備／設計の
ｺｽﾄ管理／生産計画に連動した調達計画の策定／在庫管理にABC分析
導入／目で見る工程管理実践／標準時間遵守へ努力／ﾃﾞｰﾀを活用した
不良原因追究と改善の完全実施／５S運動実施／全員参加の生産保全
活動推進／小集団活動実施
4）財務管理近代化：各種経営指標の有効活用／原価低減活動実施のた
めのデータ蓄積・分析実施

2.設備近代化（導入機械）：NC機／ﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰ／工具研磨盤／ﾛｰﾗ加工専
用機／職場環境整備のための必要機器

3.結論／勧告：設計・製造技術員の育成・増強／顧客・競合各社の調査
実施による製品開発戦略立案／ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･ｿﾌﾄｳｪｱ技術向上／販売・ｱﾌ
ﾀｰｻｰﾋﾞｽ人員の強化・増強／合理化実施と重点部門への人員転換／帳
票類の企業活動への活用／TQC・目標管理実践／原価低減活動推進

全体的に、合意／提案後の進展は少ない。以下の問題を抱えている。
1.廠長の交替
合意／提案後廠長が交替した。新廠長は、現状の状態を大いに問題視していて、2
年後までにJICAの提案を含め改革を進めると明言している。
2.設計課長が退職し、競合企業を設立。
3.弱体であるｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連の設計要因がまだ補強されていない。
4.品質管理体制が実行していない。
5.労務管理面の潜在的問題
6.販売力の弱体

近代化提案は市機械局と実施を検討したが業績の悪化に伴い実施できていない。
上層部以外報告書を読んでもいない。ここ20年技術改造が行われていない。近代化
計画対象製品であった自動車検査設備は診断当時の製品の生産を取り止め太平
洋自動車補修設備の製品を作っていることもあり、提案内容はほとんど生かされてい
ない。（1999年度現地調査結果）

（平成15年度 国内調査）
情報なし

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 483

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（蘇州紡績器材）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Suzhou
Textile Accessories)

テクノコンサルタンツ(株)

95.1.12 ～ 95.1.21
95.2.26 ～ 95.3.18

5

6～7

58,492 千円

17.36 人月

1995．9

ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

国家経済貿易委員会
蘇州紡績機材工場

1998.10現在：
1)生産管理分野は、報告書の提案に基づき、改善実
行されている。

2)工場ﾚｲｱｳﾄは、順次提案内容を参考に実施されてい
る。

3)設備導入は、NC旋盤を中心に、予算額と相談しつつ
実施されている。                       
          
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報の収集は不可能。              
                               
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

1.工場近代化計画
1）近代化の方針
 生産能力を現状16500kWから60000kWへ引上げ、この増産に対応した
生産工程・生産管理体制の整備及び品質向上を行う。
2）生産工程近代化
 原材料納入企業と品質保証取り決め／ブランキングプレス能力アップ／
固定子積層鉄心と端蓋の溶接にTIG溶接／NC旋盤導入／切削工具集
中管理／工場内圧縮空気システム・パレットフォークリフト導入／主極コイ
ル巻工程に半自動巻線装置・自動巻線装置の段階的採用／巻線絶縁工
程に真空加圧含浸装置導入／整流子締付管理方法を定圧・定寸締法へ
変更／高性能ワイヤーカット機導入／QC意識と５S徹底／検査・試験の自
動化／半自動的連続塗装設備導入
3）生産管理近代化
 設計審査制度導入／調達先再評価・購買業務合理化／在庫一斉調査
実施・適正在庫量の設定／工程管理データ蓄積による目で見る管理定着
／工程標準化推進／不良原因の調査・データ化／稼働率調査実施と設
備管理の徹底／５S教育実施・重要技能教育・訓練体系確立／安全・衛
生活動推進／環境意識徹底

2.生産設備近代化（設備導入）
 パソコンとCAD（設計処理能力向上）／生産管理全般のコンピューター
化推進／150トンプレス・ブランク取出装置等／固定子の溶接のための割
り出し装置・半自動溶接設備／NC旋盤／固定子の巻線用半自動巻線装
置・自動巻線装置／真空加圧含浸装置／バレル研磨機・TIG溶接設備／
ワイヤーカット機／半自動的連続塗装設備

3.結論
1）近代化実施により近代化方針の実現は可能
2）技術の基礎の充実及び作業の基本遵守が最重要

1998.10現在：
1)生産管理分野は、報告書の提案に基づき、改善実行されている。

2)工場ﾚｲｱｳﾄは、順次提案内容を参考に実施されている。

3)設備導入は、NC旋盤を中心に、予算額と相談しつつ実施されている。    

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 484

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（揚州シリンダーライナー）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Yangzhou
Cylinder Liner)

田村 啓治

（財）素形材センター

94.12.18 ～ 94.12.27
95.3.5 ～ 95.3.25
95.9.12 ～ 95.9.20

4

6～7

58,574 千円

13.80 人月

1995．10

（財）素形材ｾﾝﾀｰ

中華人民共和国
国家経済貿易委員会

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

遅延
当面の改善策：
鋳造、機械加工、生産管理それぞれの面で基本を忠実に守れば、材料利用率及び生産性の向上により、現在
の不良の半減は容易。

近代化計画：第1段階（1995-96）      第二段階（1997-98）       第三段階（1999-2000）
基本事項   基礎基盤作り          新技術・設備導入        新技術活用
         当面の対策実行        生産拡大             本格生産
         QC活動推進 
         管理改善
溶  解    材質管理             6tｷｭﾎﾟﾗ1基増設       ｷｭﾎﾟﾗ溶解量8tにｱｯﾌﾟ
         炉前ﾃｽﾄ材質管理      5t低周波炉新設       電弧炉廃止
         6tｷｭﾎﾟﾗ1基新設
鋳  造    現鋳造機改造        長尺遠心鋳造機新設    舶用ﾗｲﾅｰ生産拡大
         ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ式2台設置     舶用遠心鋳造機新設     生型造型ﾗｲﾝ増設
         長尺遠心鋳造機試作    生型造型ﾗｲﾝ新設         ｼｮｯﾄﾌﾟﾗｽﾄ1台増設
         舶用砂型試作・改造      ｼｮｯﾄﾌﾟﾗｽﾄ1台設置         粗加工工程廃止
機械加工   当面の対策実施         加工2・3案の実施         加工2・3案の実施
         加工1案の実施          （各2ライン新設）           （各4ライン増設）
生産管理   当面の対策実行        新規設備運転・操作         総合生産保全体制
         ﾑﾘ､ﾑﾀﾞ､ﾑﾗ､ﾐｽ･ﾛｽ軽減    の早期習得・立上げ       総合設備保全の確立
         意識改革              新規工程へのQC適用
         QC活動推進            （QC活動定着）
         管理体制改善         総合設備保全推進
期待効果：
 溶解量     年18500t          年23500t                 年26800t
 生産量     20万本             280万本                    400万本+舶用3万本
 不良率     20-25％            13-16％                   10％
 材料利用率  33％             36％                      40％
投資額     10220万円           39200万円                 30590万円

（平成15年度 国内調査）
現況に関する情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 485

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（常熟キャブレター）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Changshu
Carburettor)

芦川 鯉之助

(株)サイエス・コンサルタント

94.12.14～94.12.23
95.2.19～95.3.11

4

6～7

59,996 千円

19.19 人月

1995/10

(株)サイエス

中華人民共和国
常熟キャブレター
工場長 袁 栄康 

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

進行・活用

 常熟ｷｬﾌﾞﾚﾀｰ工場はﾓｰﾀｰﾊﾞｲｸ用ｷｬﾌﾞﾚﾀｰと農業用・自動車用ｷｬﾌﾞﾚﾀ
ｰの生産及び販売を実施。
1.ｷｬﾌﾞﾚﾀｰの生産・販売実績（単位･千台）
                                    1992 1993 1994 1995(計画)
                         生産    170   310   360   500
                         販売    185   285   290
2.生産目標   1998年  100万台  2000年  150万台
3.近代化計画
1)生産工程
 整理・整頓・清掃の徹底／入出庫作業に省力機器導入／新規ﾀﾞｲｷｬｽﾄ
機増設／精密加工機・精密測定機導入／ﾀﾞｲｷｬｽﾄ自動制御ｼｽﾃﾑ導入
／多加工1機械1人作業ｼｽﾃﾑ導入／自動盤・NC複合工作機械導入／治
具標準化／ｼﾝｸﾞﾙ段取り実現／作業者の技能訓練強化／組立治具採用
／中間検査ﾗｲﾝ化／ﾗｲﾝの工程内ﾁｪｯｸ体制強化／検査機器の機能改
善・増設
2)生産管理
 部品統一／技術情報蓄積と設計標準化／CAD導入／ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ改善・小
ﾛｯﾄ化／需要調査による生産の平準化／ABC分析による調達管理・在庫
管理／在庫基準見直し／計画工数の再設定／各種分析・改善手法の活
用／中心値管理実施／品質管理項目明確化／工程設計・品質設計の合
理化／安全教育徹底／設備定期点検のﾁｪｯｸﾘｽﾄ改善／改善手法の教
育／製造原価ﾃｷｽﾄ容易／加工品洗浄設備合理化
3)財務管理
 製造費用の予算統制徹底／投資効果の算定方法のﾙｰﾙ化／原価計画
策定／原価管理ｼｽﾃﾑ確立
4.既存設備近代化経費 総費用 52040万円 
       中国国内からの購入設備費   16700万円
       海外からの購入設備費       35340万円
5.資金調達  中国政府 70％ 企業自身 30％
6.返済計画  国家規定の範囲内で企業のあげた利潤より返済

1995年10月現在：
1.生産ﾌﾟﾛｾｽの合理化
（機械加工）
 1工程1ヶ所加工から1工程数ヵ所加工
  への移行により効率向上
（ﾀﾞｲｶｽﾄ加工）
  専門の会社へ外注

2.品質向上
 各工程管理項目の遵守徹底により品質
  のばらつきの削減

3.生産効率向上及びｺｽﾄ削減
 生産量管理ｼｽﾃﾑ、原価管理ｼｽﾃﾑの
  EP化準備。管理会計の勉強会実施。

 現地調査では工場の現状調査、問題点抽出、近代化提言に加えて、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ
に対して技術ｾﾐﾅｰを実施することで技術移転を行った。
 最終報告書（案）の説明の際には工場幹部に対して詳細な説明を行い提言内容の
理解促進に留意した。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 486

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫無線パーツ第２）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Wuxi Radio
Component Factory No.2)

長沢 癸行

ユニコ インターナショナル(株)

95.2.19 ～ 95.2.28
95.5.21 ～ 95.6.10

6

6～7

72,814 千円

21.89 人月

1995．11

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会
無錫無線パーツ第２工場

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

遅延
1.調査対象製品 圧電ｾﾗﾐｯｸﾌｨﾙﾀｰ、圧電ｾﾗﾐｯｸﾄﾗｯﾌﾟ、圧電ｾﾗﾐｯｸ発振子

2.近代化計画の構想：既存設備活用による良品率向上（高価な新規設備導入は避ける）／歩留率向上による
生産量拡大／角型ﾕﾆｯﾄに変更／現在の管理・技術・設備の人材育成／良品率及び歩留率向上後に新規設
備導入の検討

3.近代化計画の方針：P-C-D-Aｻｲｸﾙ徹底／問題点の重点化のための統計を利用した実態把握から開始／ス
タッフと生産現場の協力による解決／自助努力による技術水準向上

4.近代化計画概要（優先度の高い項目）
1）生産工程
（素原料調達）原料開発体制強化
（ｾﾗﾐｯｸ）ﾎﾞｰﾙﾐﾙ排出ｽﾗﾘｰ中の異物除去／噴霧乾燥粉の鉄錆除去／ﾊﾞｯﾁ乾燥路の清掃／ﾛｰﾙ成型条件の
検討／安全衛生対策の実施／環境対策の検討
（ﾌｨﾙﾀｰ加工）ﾗｯﾌﾟ厚みばらつきの改善／分極条件の安定化／周波数大・小の改善／ﾗｯﾌﾟ作業改善
（ﾄﾗｯﾌﾟ加工）蒸着電極重なり面積のばらつき改善／素子幅の適正化／短冊状態の素子と周波数の対応性向
上／素子・短冊破損不良の改善
（発振子加工）電気性能改善／分極性能の不良対策／周波数大・小の改善／短冊・素子破損不良の改善／
短冊ﾗｯﾌﾟ工程の改善
2）管理：不良品解析・分析による不良原因追究／工程における不良品・不良率の改善／ﾈｯｸ工程の序列の整
理と重点化／品質管理組織見直し／統計的品質管理による一元的管理／ﾉｳﾊｳ育成につながる教育訓練実
施／従業員の創意を引き出す活動の推進／労働環境改善
3）財務：売上金回収条件の改善／企業会計準則に従った会計処理／原価差異の配賦方法の適正化

5.実施スケジュール
1）生産工程近代化
・短期計画（良品率向上）   1996-1997年
（導入設備）灼熱用の炉、発行分光分析装置、粒度分布測定装置、ｼﾞﾙｺﾆｱ玉石、ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾅﾗｲｻﾞｰ、樹脂焼
付炉、蒸着装置、ﾗｯﾌﾟｷｬﾘｱ、ｴｱﾏｲｸﾛﾒｰﾀｰ、分極端子板の改造、ﾀﾞｲｻｰｶｯﾄ機、内周ｽﾗｲｼﾝｸﾞ機、ﾗｯﾌﾟｷｬﾘｱ、
分極端子板の改造、周波数調整用印刷機、選別・検査室の温湿度、調整設備
・中期計画（既存建物内増産） 1997-1998年
 （導入設備）仮焼炉、ﾕﾆｯﾄﾌﾟﾚｽ機、ﾗｯﾌﾟ盤、蒸着装置、印刷機、ｶｯﾄ機、内周ｽﾗｲｼﾝｸﾞ機、ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾅﾗｲ
ｻﾞｰ、樹脂焼付炉
・長期計画（大規模増産）   1999年以降
 （導入設備）自動はんだ付機、自動ﾜｯｸｽ機、自動特性選別機、自動組立機、自動ﾜｯｸｽ付機
2）生産管理近代化：短期的問題着手・実施 1996-1997年 、長期的な取組が必要な課題 1996-1998年
3）財務管理近代化： 1996年

（平成15年度 国内調査）
現況に関わる情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（無錫ポンプ）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Wuxi Pump
Works)

大塚 邦夫

テクノコンサルタンツ(株)

95.2.15～95.2.24
95.5.24～95.6.14

4

6～7

62,434 千円

17.46 人月

1995/12

テクノコンサルタンツ(株)

国家経済貿易委員会
無錫ポンプ工場

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報の収集は不可能。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

1.近代化計画
1)生産工程（主なもの）
（原材料受入）ﾒｰｶｰ指導／仕切新設
（鋳造）大型鋳物にﾌﾗﾝ砂適用／炉前管理用分析機器導入原因追究・対
策徹底
（熱処理）温度校正要領確立／将来の材質・ｻｲｽﾞにあわせた設備導入
（加工）ﾌﾗｲｽ系ﾂｰﾘﾝｸﾞ技術修得／現在位置表示装置の有効活用／自動
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｼｽﾃﾑ導入によるNCﾃﾞｰﾀ供給体制確立
（組立）動的ﾊﾞﾗﾝｻ－導入／洗浄装置・ｴｱﾗｲﾝ設置／水圧試験用治工具
整備
（塗装）ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ設備による下地処理徹底／ｴﾎﾟｷﾝ系樹脂塗料導入
（検査）次高圧ﾎﾟﾝﾌﾟ試運転実施／循環ﾎﾟﾝﾌﾟ用の実流量試験装置導入／
ﾊﾟｿｺﾝﾚﾍﾞﾙの計測ｼｽﾃﾑ導入
2)生産管理
（設計）段階的設計審査と原価予測ﾙｰﾙ化／ｼﾘｰｽﾞの整理と複数型式並
行開発／設計ﾏﾆｭｱﾙ化
（調達）重要度の応じた発注方式／目で見る管理によるｶﾑｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ採
用
（工程）中日程計画のﾀｲﾑﾊﾞｹｯﾄを3日単位に
（品質）生産の仕組み改革／脳底能力向上と自主点検徹底
（設備）保全促進体制確立
（教育）労使安保部ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる計画進行／教育計画策定実施
（安全／環境）安全理念・原則策定／職場意識改革
3)財務管理
（原価管理）ﾉﾙﾏ時間の実態への近づけ／目標管理徹底
（原価分析）歩留率向上／仕上価格引下／新材料採用
（財務分析）工業用ﾎﾟﾝﾌﾟへのｼﾌﾄ／顧客管理徹底
                        (*)へ続く

(*)の続き
2.実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ（導入設備）
1)中期計画（1997年まで）
 投資金額3.9億円
 自硬性型化ｼｽﾃﾑ、CEﾒｰﾀｰ、3次元ﾚｲ
ｱｳﾄﾏｼｰﾝ、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ、NC立旋盤、NC
自動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ装置、動ﾊﾞﾗﾝｻｰ、ﾊﾟｿｺﾝ
計測ｼｽﾃﾑ
2)長期計画（2000年まで）
 発光分光分析装置、凝固解析ｼｽﾃﾑ、
精密鋳造設備、低周波誘導炉、高速ﾓﾃﾞ
ﾙ加工NC機、大型熱処理炉、NC立型
MC機、ﾎﾟﾝﾌﾟ試運転設備

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（安慶ピストンリング）近代化計画調査

The Study for Factory Modernization (Pistonling)

大久保 勇

ユニコ インターナショナル(株)

95.6.30 ～ 95.7.4
95.8.2 ～ 95.8.14

5

7

58,328 千円

18.19 人月

1995．12

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会
中国安徽省安慶活塞環廠

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

遅延

1.調査対象製品 自動車エンジン用ピストンリング

2.結論
1）新工場稼働後設備導入（生産量年間3000万本）
2）製品の一貫歩留率を向上（70％→90％）させるための方策実施
ｽﾁｰﾙ製圧力ﾘﾝｸﾞの成型器と熱処理炉導入／溶湯分析装置導入／ｼｮｯﾄ
ﾌﾞﾗｽﾄ機導入／仕上用両面研削盤導入／ﾒｯｷ装置導入／ﾒｯｷ及びﾊﾟｰｶﾗ
ｲｼﾞﾝｸﾞの廃液処理装置導入／ｴﾝｼﾞﾝ実験装置導入によるﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞの開
発・ﾃｽﾄ／新生産ｼｽﾃﾑのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ編成・新生産ｼｽﾃﾑ導入／ｺﾝ
ﾋﾟｭｰﾀｰ活用加速化／全員参加による5S・改善活動活性化／売上債権管
理強化・適正在庫基準設定／標準原価計算方式導入

3.実施スケジュール
1）生産工程
・短期計画（設備投資不要な計画） 1996.1.-1996.3
・長期計画（設備投資必要な計画） 検討・準備 1996.1.-1996.3 
 発注・納入 1996.4.-1996.9 稼働 1996.10以降

2）生産管理
新生産システム 1996.8/ コンピューター化 1996.1（1997年末完了）/改
善活動活性化 1995.8

3）財務管理
財務管理 1996.8/ 原価管理 1996.12

4.所要資金   1）国外調達機械設備 9598千元（105575千円）
          2）国内調達機械設備 9229千元
          3）その他 1337千元
          4）合 計 20174千元

（平成15年度 国内調査）
現況に関わる情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（武進電気機器）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Wujin
Electric Machine Works)

成田 延雄

(株)サイエス

96.1.17～96.1.26
96.2.26～96.3.17
96.8.29～96.9.6

4 （除通訳）

7～8

59,638 千円

17.95 人月

1996/10

(株)サイエス

中華人民共和国 武進電機工場
鄒 林華 （常務副工場長ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ責任者）

（*）より 4.工場改造内容  1)設計管理・生産管理及財務管理の
近代化のためDP化を実施する。ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ2台購
入･CAD/CAMの導入投資110万元
2)総組立とｱｰﾏﾁｭｱ工程を社内生産とし、他は分工場へ外注
する。
3)次のような近代的設備を導入する。
･高速ﾌﾟﾚｽの導入・温度制御型ﾌｭｰｼﾞﾝｸﾞ装置導入･検査設備
改善
･自動制御付試験装置（高回転・高出力用）購入･3次元振動台
の購入
･組立工程に新検査設備導入
4)新工場建設
･小型永久磁石ｽﾀｰﾀ工場（1996年11月より建設着手）
･減速ｽﾀｰﾀ工場建設
5)組織変更改善
･設計1課開発担当
･設計2課生産技術担当
 以上の実行計画が確認され、これにより、2000年には年間売
上高10億元、税前利益1億元を実現する。また、1996年のｽﾀ
ｰﾀ生産台数60万台/年は、中国ﾄｯﾌﾟとなり、市場ｼｪｱは17.8％
なる。さらに190万台/年では市場ｼｪｱ19％となる。

進行・活用
1.武進電機工場は、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ用ｽﾀｰﾀと発電機を約60品種製造しており、全国
60ヶ所のｴﾝｼﾞﾝﾒｰｶと２000ヶ所の販売店へ出荷している。
2.八五計画と九五計画のｽﾀｰﾀの生産計画及実績を下表に示す。
       八五計画        九五計画
 西暦（年） 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
 計画         15     20     30     38     50    67    80    100    125   160
 実績           16     21     34     47     56
3.本格調査団の提言と合意内容
(1)業務指示に沿った各工程の提言
 生産工程では、年次目標を設定した製造品質不良低減を軸とした全20項目にわた
る提言をした。次に生産工程では、工程で品質を作り込むための、QC工程表・作業
標準書の整備から始まって、ISO9000の認定及定着化に至る全48項目にわたる提言
をした。
また、財務管理では、管理会計の導入から事務処理のEDP化まで全14項目にわたる
提言をし、合意を得ている。
(2)調査団が特に取上げて提言した内容（3項目）
 A)設備近代化計画として、時系列に短期・中期・長期に区分し、それぞれに
A･B･C3案を立案して、工場の技術面、資金面、その他状況より、現実に沿った提案
をした。
投資金額 短期206.7百万円、中期243.7百万円、282.4百万円
 B)工場の経営施策として、社内教育（生産性に寄与する人材の育成）・外注工場政
索（160万台／年 生産具体化への対応）・2技術的部門の設立と展開（技術主導型
企業を目指す）をまとめ提言した。
 C)工場が開発中の減速ｽﾀｰﾀQDJ1301について、一刻も早く生産開始が可能とな
るように、現状直面している製品の技術的問題項目への助言、製造技術に関する技
術的助言を行った。
以上3点をまとめて、4つの項目に集約提言し、合意を得ている。

 [1]ﾌﾚｷｼﾋﾞﾘﾃｨに富んだ160万台／年 生産性の具体化
 [2]品質保証体制の確立
 [3]製品・生産両面の技術開発体制の確立
 [4]組織と人の活性化

1996年9月3日 最終報告書を中国側へ
説明した時の確認事項
1.武進電機工場の生産計画変更
（ｽﾀｰﾀ160万台／年→ｽﾀｰﾀ280万台／
年）
2000年迄に全製品を380万台／年ﾍﾞｰｽ
の生産をする
内訳 発電機100万台／年：ｽﾀｰﾀ280万
台／年：作業機械用 直結ｽﾀｰﾀ120万台
／年：ｵｰﾄﾊﾞｲ用 直結・減速100万台／
年
：自動車用     直結・減速60万台／年
2.武進電機工場投資額   単位：億元
                         (*)へ続く

（**）より
・第2次現地調査では、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対
し、武進電機工場の直面している技術的
  問題項目の助言を含めた技術ｾﾐﾅｰを
開催した。
・技術ｾﾐﾅｰ講演内容
・生産工程の自動化（成田）・ﾓｰﾀｰ設計・
工場組織（秋山）
・ｽﾀｰﾀ技術動向・開発技術・減速ｽﾀｰﾀ
生産技術（松浦）
・財務管理・原価管理（清水）
・先進ｽﾀｰﾀﾒｰｶの製品と技術開設資料

2002.3現在:新情報なし
2003.3現在情報なし

(*)の続き
               1996     1997     1998     1999     2000
1994年8月
武進九五計画   1000     1500     1500     1000
1996年9月
武進九五計画 5000（190万台/年用）  3000
 ・1996年～1998年の5000万元資金は、国家経済貿易委員会の融資による。
 ・1999年～2000年の3000万元資金は、江蘇省経済委員会の融資による。
3.武進電機工場の年次生産拡大計画
ｽﾀｰﾀ生産  1996  1997  1998  1999  2000
 前回計画     67      87     100    125    160
 今回計画                       190              280
発電機生産
 前回計画     66     88    110    130    190
 今回計画                       60              100

 武進電機工場へ役立つ提言や提案をするため、本格調査団は次のようなﾌﾟﾛｾｽに
従って、作業を進めた。
1.武進電機工場近代化計画調査 着手報告書  1995年12月27日発送
2.第1次現地調査質問書発送（全119項目）        1996年1月11日発送
3.第1次現地調査    1996年1月17日～1月26日（全10日間）
4.第2次現地調査    1996年2月26日～3月17日（21日間）  （**）へ続く

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（蘇州医療器械）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Suzhou
Medical Instruments)

大久保 勇

ユニコ インターナショナル(株)

96.1.30～2.4
96.3.4～3.20

4

7～8

57,053 千円

17.83 人月

1996.10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会

売上げ（1998年）6,582万元（税込み7700万元）、生産額8,700万元（税込み）。従業
員数750名。1998年の製品別生産実績は、眼科手術顕微鏡726台（売上約40％）、
人口水晶体3,314枚（同10％）、ｽﾘｯﾄﾞﾗﾝﾌﾟ2,257台（同30％）、手術用具30.67万枚
（同20％）。
販売面では、顕微鏡の国内市場ｼｪｱが50％程度（中小都市では90％以上）、ｽﾘｯﾄﾞ
ﾗﾝﾌﾟは97％であり、国内生産をほぼ独占している。人口水晶体は国内に4つの合
弁企業があり競争が激しい。製品の販売ﾙｰﾄ（回収条件）は病院50％(口座振込後
出荷)、代理店25％（出荷後振込み、平均6ヶ月）、問屋25％（口座振込後出荷22.5
％、出荷後振込み2.5％）である。
輸出比率は売上の10％程度。日本企業へのOEM生産も実施しており、輸出全体
の10％程度を占める。品質の改善により、ここ2～3年輸出が増加傾向にある。輸出
の2/3は商社ﾙｰﾄ、1/3は自社ﾙｰﾄ（24ヶ国に代理店あり）、主な輸出先は韓国、日
本である。
また、工場独自の訓練所（30名×3年）を保有しているが、1学年は全員同じ専門（1
年目は旋盤工、次の年は工学というように）を学習するｼｽﾃﾑである。一生同じ職種
ということはないが、会社内で訓練して技術を習得した後に他の職種に移る。ただ

し、多能工はない。

賃金は1996年12,000元から毎年2,000元ｱｯﾌﾟしており、2000年には20,000元とする
計画である。生産性の向上を反映したものであると同時にｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを与えて品質
改善と生産性向上を促すことが意図されている。1997年に登録先が医薬集団公司
に変更。医薬集団公司はその傘下に国有100％企業5～6社、合弁企業（多くの合
弁は集団公司が出資）を持つ（1999年度現地調査結果）。
2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

進行・活用
 《対象工場の概要》
1.工場名 （蘇州医療器械工場）蘇州医療器械廠  
2.所在地 江蘇省蘇州市大儒巷34号 
3.設立 1956年 
4.従業員数 746人  
5.調査対象製品 眼科手術用顕微鏡 
6.生産実績 眼科手術用顕微鏡1994年469台（1993年504台）  
7.売上高 4500万元
8.主要生産品目 光学機械、眼科手術用顕微鏡、眼科手術用器具、水晶体人工ﾚﾝｽﾞ
 《中国側の近代化計画》
1.2000年売上高 510000万元（眼科手術用顕微鏡1750台、6800万元） 
2.製品外観、照明の明るさ改善、識別力・焦点深度改良、信頼性・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性向上、操作性向上 
3.眼科以外の用途拡大によるｼﾘｰｽﾞ化                     
4.医療器械技術開発ｾﾝﾀｰ設立
5.2000年までの総投資額 約7000万元（器械設備費用5131万元）
 《近代化計画内容》
1.用途別手術用顕微鏡生産計画（2000年） 合計3000台（ガン化用1750台、脳外科用500台、咽喉科用／形成
外科/整形外科用各200台、産婦人科用150台）   
2.製品開発 製品設計におけるVR手法導入（部品数低減）、設計機関1/2化手法による短縮   
3.生産計画 MRP推進   
4.工場計画 GT技法導入による多品種少量生産対応   
5.金属部品 部品加工精度向上、加工工程部品移動距離短縮、実機稼働率向上、等   
6.光学部品 ﾀﾞｲｱﾓﾝﾄﾞﾍﾟﾚｯﾄ皿採用、ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝみがき採用、はめ込式ﾚﾝｽﾞ保持法採用、等   
7.組立工程 ﾓｼﾞｭｰﾙ型生産ｼｽﾃﾑ採用、工程管理強化、工場作業環境・空気清浄度改善、等   
8.表面処理 ﾒｯｷ・塗装処理品質試験充実   
9.検査   検査業務役割分担変更、製品親愛製試験・故障解析充実 
10.設備計画 金属加工整備能力の増強、板金化工整備能力・多目的方真空蒸発装置の導入   
11.調達管理 ｺｽﾄﾀﾞｳﾝのためのVEの推進   
12.在庫管理 販売・生産・在庫計画の一元化、小ﾛｯﾄ生産方式の導入   13.工程管理 5Sの推進、適切な標準
時間に基づく工数の設定、生産計画の数量計画から日程計画への展開   
14.品質管理 全社的品質管理活動の導入   
15.安全管理 個別職場の安全管理の推進、危険場所の特定と対策、災害統計の記録と活用   
16.教育訓練 階層別教育訓練体系の導入   
17.一般ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰによる工程管理ｼｽﾃﾑ、ﾄｰﾀﾙｺｽﾄﾀﾞｳﾝの導入
18.設計管理 技術継承ｼｽﾃﾑの構築、要素技術開発の先行、工業ﾃﾞｻﾞｲﾅｰの養成   
19.環境対策 水質汚濁対策の実施   
20.財務管理 資金支払能力を示す指標の定期的把握、資金繰表による経常収支の管理、資金運用表による財
政状況変動の管理   21.原価管理 標準原価計算法の導入、直接経費標準の設定、直接経費の差異分析の
実施
 《主要導入設備》
1.金属部品加工工程 MC5台、NC旋盤7台、各種汎用機11台
2.光学部品加工工程 高速ﾚﾝｽﾞ研磨機14台、超音波自動洗浄機／多目的型真空蒸着装置／ﾚｰｻﾞｰ干渉計1
台  3.板金加工工程   ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ・ﾊﾟﾝﾁﾌﾟﾚｽ各1台
（所要資金）  24206千元  （設備投資計画財務分析） 増分内部収益率 40.73％

1.設備導入
近代化計画において提言された設備のうち、高速ﾚﾝｽﾞ研磨
機、真空薄膜形成装置、超音波洗浄装置等の設備が導入さ
れ、ｺﾝﾊﾟｸﾄﾚｰｻﾞｰ干渉計等も近く導入予定である。NC旋盤、ﾏ
ｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ等の切削加工設備は既存設備の有効活動が対
応可能との判断から、ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ等は対象工程が外注化され
たことから、導入されていないが、全体的には必要性の高い設
備から順調に導入されている。

2.生産管理
生産管理も生産工程同様に「一部分のみが採用されているｹ
ｰｽ」が目立つ。特に、調達管理におけるVE導入、生産計画に
おける日程計画の展開、作業進捗管理、現場問題対応対は
遅れが目立つ。また、在庫管理関係の項目は項目的には一部
実施であるが効果が充分出ていない。ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを活用した管
理も進められているがﾃﾞｰﾀ入力ﾐｽが多いために充分活用でき
てない。

3.財務管理
1996年以降新製品導入もあり売上、利益とも年率20％の伸び
を記録しているが、総資本利益率3.2％、自己資本利益率9％
と利益率は低位安定である。

4.投資金額・資金調達
投資金額は1997年以降総額で2,953万元（設備90％、その他
建屋約10％）、1997年～1998年3月 1,453万元、1998年4月以
降1500万元。投資資金は70％が銀行融資（金利4.5％、金利
は低下傾向）、残り30％は自己資金である。9・5計画中に8,000
万元の投資が予定、経貿委により批准されている。経貿委に
批准されていることに加えて、企業の信用度、成長度から銀行
融資が可能になる。

生産工程における提案内容は設備導入に比べて各工程ともに「一部分のみが採用
されているｹｰｽ」が目立つ。この要因としては、1)必ずしも日本側の提案内容の真意
が理解・徹底されていないこと、2)提案が行われて3年であり、ｿﾌﾄ面の改善を工場独
自で実施するには時間が短いこと、3)工場側が品質改善等の「目標」に直結しやす
い項目を重点的に実施したこと、等が考えられる。（1999年度現地調査結果）

（平成15年度 国内調査）
情報なし

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（大連燃料噴射ポンプ・ノズル）近代化計画調
査

The Study for the Factory Modernization (Dalian
Fuel Injection Equipment)

塚原 宏

高圧ガス保安協会

第1次 1996年1月
第2次 1996年3月5日～3月25日
第3次 1996年9月

5

7～8

37,338 千円

18.89 人月 （内現地5.39人月）

1996.9

高圧ｶﾞｽ保安協会
プロアクトインターナショナル(株)

中華人民共和国国家経済貿易委員会
技術改造司

王 毅 （副司長）

1.ﾉｽﾞﾙ製品合格率が60％程度であったが、85％まで改
 善された。
2.生産高は現在180万個／年となっている。
3.合理化により20％人員削減した。ﾉｽﾞﾙ合格率の向上
は、当時同心度と、ｼｰﾄ面加工精度改善で85％と計画
していた段階に対応する。以上の改善は工場の自主
的努力の結果であり、さらなる改善が要求されている。
                             
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

1.対象工場の概要
 1)工場名 大連燃料噴射ﾎﾟﾝﾌﾟ･ﾉｽﾞﾙ工場   2)所在地 大連市
 3)調査対象製品 DLL及びDN型燃料噴射ﾉｽﾞﾙ  4)設立  1962年
 5)生産高   15201万元（1995年）     6)従業員数 2756人
 7)ﾉｽﾞﾙ生産実績 215万個（1995年）

2.近代化計画の目標
 1)2000年における主産能力の拡大目標を、燃料噴射ﾉｽﾞﾙ1,100万個／
年とする。
 2)高品質製品の最終試験合格率を99％とする。
 3)顧客の要望する製品種類の多様化に対応できる体制とする。

3.重点実施事項
 1)高精度加工設備を3段階に分けて拡充する。（ｶﾞﾝﾄﾞﾘﾙ18台、噴口ﾄﾞﾘﾙ
23台、精密内面研削28台、ﾎｰﾆﾝｸﾞ15台、精密端面研削6台、外円成形研
削1台、精密外円研削1台、精密一貫成形19台、精密座面研削13台）
 2)高精度整備による高品質製品と一般製品の生産ﾗｲﾝを分離して、安定
した高品質製品の生産体制を作る。
 3)安定した効率的生産を維持拡大するため、基本的生産管理手法及び
TPM手法を確実に実施。
 4)従業員の品質意識を高め、この計画に積極的な協力を得るため、計画
の周知徹底を図る。
 5)設備拡充の各段階毎に実施成果を見直し、計画の継続または修正を
検討する。

4.近代化費用
 1)新規設備導入  34200元（既存設備保全費用含）
 2)汎用設備増強   1711元
 3)その他設備    6182元
 4)合  計    42093元

1998.10現在：不明

推察するに、その後大規模な設備更新などの提案内容の実現により、自主的な範囲
での改善の積み上げによるものと考えられる。同社の環境は当時と同様か、なお厳し
くなり、提言したような設備の大幅な拡充が実現しないと飛躍的な改善は望めないと
考えられる。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（鄂州金属ネット）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Ezhou
Galvanized Nee)

増田 定雄

テクノコンサルタンツ(株)

96.1.30～2.8
96.3.6～3.29
96.9.4～9.12

2＋1（通訳）

7～8

47,470 千円

0.00 人月

1996/10

テクノコンサルタンツ(株)

国家経済貿易委員会企業改造弁公室
賀 榮培 （副司長）
湖北鄂州金属ネット工場
範 海明 （廠長）

1998.10現在：前向きに取り組み中であるが、資金事情
で目立った進展はない。
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報は収集不可能。
2003.3現在：新情報なし

進行・活用

（調査目的）
 工場の工場診断を行い、問題点を解決できる生産工程、生産管理、財
務管理の近代化と鉄線及び金属ﾈｯﾄの生産量年産14150t（2000年）を達
成できる生産設備の近代化とを提案する。
（対象工場概要）
1.対象工場 鄂州市金属ﾈｯﾄ工場 
2.所在地 湖北省鄂州市 
3.設立 1970年
4.固定資産原価額 527万元(約6700万円) 
5.売上高(1995) 770万元(約1億円)
6.生産数量(1995) 約2500ﾄﾝ 
7.従業員数 288人
8.生産製品 軟鉄線、織り編み、金属ﾈｯﾄ、ﾌﾟﾗ塗装ﾈｯﾄ
（対象製品） 鉄線及び各種金属ﾈｯﾄ等
（工場設備近代化計画） 合計5億7655万円
1.短期計画（1997年まで）1億8221万円
  既存設備の小額投資改造（品質ｱｯﾌﾟ）、新ﾚｲｱｳﾄ対応建屋新設、伸線
機
  設置、粉体塗装改良2.3号機導入、溶接網機
2.中長期計画（2000年まで）1億3850万円
  亀甲網機、熱亜鉛ﾒｯｷ改造、新設亜鉛ﾒｯｷ設備、ﾎﾟｯﾄ炉、平炉新設、
  ﾄﾗｯｸ購入、乾式伸線機、湿式伸線機
3.その他費用、付帯設備等 2億5584万円
  建て屋3棟、受電設備、関税、工場整備、他
（結論と勧告）
1.生産設備：既存設備の利用・改造、設備行進と新設備導入からなる工場
   近代化実施
2.新工場棟：汎川新工場を再整備し、新工場棟に全設備を集約する
3.意識改革の必要性

 1998.10現在：資金入手の目処がたたない。自力で品質改善を少しづつ実施中で
ある。ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ塗装ﾈｯﾄは売れている。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 493

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（山東トラクター）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization
(Shandong Tractor Works)

田村 啓治

（財）素形材センター

1996.1.16～1.25/1996.3.2～3.22/1996.9.10～
9.18

6

7～8

70,972 千円

人月

1996.10

（財）素形材ｾﾝﾀｰ
神鋼リサーチ(株)

国家経済貿易委員会

中型ﾄﾗｸﾀー ﾒー ｶー では上海ﾄﾗｸﾀー （1998年生産量13,800台）に
次ぐ第2位の生産量（13,144台）を持つが1995年の生産実績
（14,500台）より減少している。（1999年上半期は前年同期19％
増の7,425台）。全体の売上田かも1998年は33,098万元であり、
1995年実績を下回る。小型ﾄﾗｸﾀー は競争が羽ケ榎志久利益
が確保できないために生産を減少（1998年実績4,000台）さ
せ、40-45馬力の新製品ﾄﾗｸﾀー を開発、来年から販売（年間
5,000台計画）を開始する。中型ﾄﾗｸﾀー 部門は華源ｸ゙ﾙ ﾌー゚の凱
源株式会社に5,000万元投資し株式参加した。凱源株式会社
はﾄﾗｸﾀー 工場2工場、農業自動車工場2工場の計6工場が参
加しており、当工場は13％の株式を保有する。中型ﾄﾗｸﾀー の
経営を分離することにより、販売と生産の連携強化による市場
ﾆ ｽー゙への迅速な対応を実現しより機動性のある経営を行う狙
いである。さらに、ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ本体加工用の5ﾗｲﾝを設ける新
工場を1999年内に着工する計画である。（1999年現地調査結
果）
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

進行・活用
（対象工場概要）
1.工場名 山東ﾄﾗｸﾀ廠 2.対象製品 ﾄﾗｸﾀの大型部品（ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ、ｷﾞﾔﾎﾞｯｸｽ3.所在地 済南市の南約
120km 4.設立 1960年 5.従業員 5490人（1995年） 6.主要製品 25-30馬力の中型ﾄﾗｸﾀ・ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ（3
系列、30品種） 7.売上げ 3.7億元
（工場近代化目標）
 2000年を目処に中型ﾄﾗｸﾀを年間25000台、小型ﾄﾗｸﾀ15000台、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ30000台に増産し、あわせて
工程機器及び車両用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝの生産を実施し売上高を1995年の2.7倍（10億元）とする。
（近代化計画の基本的考え方）
 第1段階－直ちに実行できる改善による基礎の確立 第2段階－新技術、新設備の導入による生産力確保、
品質ﾚﾍﾞﾙ向上 第3段階－国際レベルの近代化工場
（近代化計画）
1.鋳造工場
1)第2鋳造工場の生産能力拡大－設備製造ﾒｰｶｰの点検、整備、調整による造型ﾗｲﾝに
2)中子製作近代化－丁寧な中子の製作、ｼｪﾙﾓｰﾙﾄﾞ法採用、中子のｶﾞｽ抜きを主型に、等
3)後処理工程改善－工程のﾗｲﾝ化、ﾊﾝｶﾞｰｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ1基追加、十分なﾒﾝﾃﾅﾝｽによる機械正常化、ｼﾘﾝﾀﾞｰﾍｯ
ﾄﾞの中子をｼｪﾙﾓｰﾙﾄﾞ法で実施
4)鋳造品不良減少・精度向上－不良分析による原因追及・対策・措置実施、原材料品質向上、鋳物砂管理図
による日常管理、炉前管理とCEﾒｰﾀｰ導入、等
2.大型機械加工工程
1)機械加工7ﾗｲﾝ改善・効率化－新規設備導入、機械精度復元、治工具定期点検、工程管理確立、等
2)工程の流れの改善と加工精度向上－検査・測定器数の管理、中子の改善、品質管理運動実施 等
3.管理技術の向上による全体の管理ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ
1)科学的方法による品質意識向上
2)鍛造品仕掛在庫の低減、ﾛｯﾄ管理実施、生産関連情報の流れ整理、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ導入、等

（設備導入計画）
第1段階（1996-1997）－投資額1.635億円（ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽ用機械2台、ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽ用金型2台、CEﾒｰﾀ
ｰ1台、M.C1台）
第2段階（1998-2000）－投資額6.685億円（ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ機械2台、ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ金型3台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ機械2台、ｼﾘ
ﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ金型2台、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ1台、M.C7台、NC旋盤5台）
第3段階（2000-2010）－（ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ機械4台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ金型7台、M.C18台、搬送ｼｽﾃﾑ1台
3.管理技術の向上による全体の管理ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ
1)科学的方法による品質意識向上
2)鍛造品仕掛在庫の低減、ﾛｯﾄ管理実施、生産関連情報の流れ整理、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ導入、等
（設備導入計画）
第1段階（1996-1997）－投資額1.635億円
 ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽ用機械2台、ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽ用金型2台、CEﾒｰﾀｰ1台、M.C1台
第2段階（1998-2000）－投資額6.685億円
 ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ機械2台、ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ金型3台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ機械2台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ金型2台、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ1台、M.C7
台、NC旋盤5台
第3段階（2000-2010）
 ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ機械4台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ金型7台、M.C18台、搬送ｼｽﾃﾑ1台

1.設備導入
 近代化計画の重点対象の1つであった
「第2鋳造工場」は既存設備の不調と第1
工場の生産能力で必要な量が確保でき
ていることから現在使用されていない。設
備導入が実施されたのは「機械加工工
程」であり、専用NC機械6台、MC4台、小
型MC2台が導入されている。
2.生産工程
 「鋳造工程」「機械加工工程」ともに第1
段階（1996-1997年）に実施が提案された
「すぐに実施可能な改善項目」はそのほと
んどが完全実施もしくは一部実施となっ
ている。
3.生産管理
 提案内容の全てが完全実施または一部
実施である。主な改善実施項目は、鋳造
品仕掛在庫の削減、ﾛｯﾄ管理実施、工程
管理関連情報の表示であるが、品質意識
向上、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ利用等は一部実施にとど
まっている。また、全工場を対象とした品
質検査ﾁｰﾑ・ISO9001取得のための品質
管理ﾁｰﾑの結成等の品質向上のための
取り組みが実施されている。
4.投資金額・資金調達
 近代化投資金額の合計は1,850万元で
ある。上記機械加工設備1,420万元、建
屋建設320万元が主なものである。
（1999年度現地調査結果）

「鋳造工程」「機械加工工程」ともに第1段階（1996-1997年）に実施が提案された「す
ぐに実施可能な改善項目」はそのほとんどが完全実施もしくは一部実施となってい
る。生産管理に関しては、提案内容の全てが完全実施または一部実施である。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 494

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（河南紡績機械）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Henan
Textile Machinery)

上田 伸也

富士テクノサーベイ(株)

1996.1.25～2.3
1996.3.6 ～3.26
1996.9.4 ～9.12

4

7～8

61,033 千円

16.46 人月

1996.9

富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株）

国家経済貿易委員会
河南紡績機械工場

克林 （工場長）

ﾚﾋﾟｱ機械を中心に改善策を提言したが､工場全体の経
営が悪化していた｡

調査団は受注確保が最重要課題と判断した｡当該工場
の支援策の一環として､調査を受託した富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ
(株)は､親会社である富士電機(株)に製缶品外注工場
として紹介した｡

富士電機(株)は1年間の調査･指導の結果､ｶﾞｽ絶縁開
閉装置用圧力容器(ﾀﾝｸ)の海外製作拠点として評価
し､現在継続発注を行っている｡

2002.3現在:新情報なし                   
                             
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用
(対象工場概要－調査実施時)
1.対象工場名及び製品 河南紡績機械工場､GA735型ﾚﾋﾟｱ織り機
2.所在地 河南省鄭州市  3.設立 1959年  4.資本金 8472万元
5.販売額 3416元(1995年) 6.雇用人員 2600人
7.生産機種 ｼｬﾄﾙ織機､ﾚﾋﾟｱ織機､科学繊維･人造繊維用化工品､染色装置､ｺﾞﾑﾗｲﾆﾝｸﾞ加工品等

(工場近代化計画)
1.近代化目標｢幹部･従業員の意識改革｣｢業界ﾄｯﾌﾟの品質実現｣｢顧客の満足するﾚﾋﾟｱ織機の品揃え｣｢市場競
争に打ち勝つ原価の達成｣｢社会･環境との調和｣
2.ﾚﾋﾟｱ織機の近代化 1)GA735高速化､2)GA735適用範囲拡大､3)新型高速機開発
3.近代化投資
 1)1997､1998年の2回に分けて実施
 2)品質改善･向上､新製品開発とそのための技術力向上及び作業能率向上を主眼
 3)NC工作機､超硬ﾁｯﾌﾟ､歯車研磨盤導入による切削精度向上､能率向上
 4)電気炉導入による鋳造品質向上
 5)材料･部品用標準容器導入による職場管理改善
 6)真空熱処理炉､高周波焼入炉導入による熱処理品質向上
 7)ｼﾞﾌﾞｸﾚｰﾝ導入による組立作業改善
 8)開発試験場設置とｾﾝｻ･測定器の充実､CAD導入

(結論と勧告)
1.GA735型の品質改善･安定化が先決､高速化改良とﾌｨﾗﾒﾝﾄ織物製織性ｱｯﾌﾟにより市場で優位に｡新型高速
機開発への注力必要
2.自主開発力強化策推進が重要課題
3.生産能力は設備投資､ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ短縮により年間1000台は可能
4.管理水準向上のために幹部は規定の見直し､従業員活性化作推進が必要
5.原価低減への取り組み必要
6.ｻｰﾋﾞｽ産業育成､委託加工受注拡大､転換教育等による人材活用策推進が必要

(その他)
1.現在製作中のﾚﾋﾟｱ織機の性能･品質向上課題についてｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄと共同で限界試験を行って明確にし､改
善方法を提言した｡
2.ﾚﾋﾟｱ織機の高機能型開発の方向付けと開発力強化手法を提言した｡
3.ﾚﾋﾟｱ織機制御装置(外注)電子回路故障多発で販売不振に陥っていたので､外注先を含めた対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁ
ｰﾑ活動を発足させ､調査団が指導を行い､原因を突き止め解決した｡
4.上記活動を例として､ｸﾚｰﾑ対策､原因解明､再発防止への取組みによる品質改善等について指導･提言した｡
1.現在製作中のﾚﾋﾟｱ織機の性能･品質向上課題についてｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄと共同で限界試験を行って明確にし､改
善方法を提言した｡
2.ﾚﾋﾟｱ織機の高機能型開発の方向付けと開発力強化手法を提言した｡
3.ﾚﾋﾟｱ織機制御装置(外注)電子回路故障多発で販売不振に陥っていたので､外注先を含めた対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁ
ｰﾑ活動を発足させ､調査団が指導を行い､原因を突き止め解決した｡
4.上記活動を例として､ｸﾚｰﾑ対策､原因解明､再発防止への取組みによる品質改善等について指導･提言した｡

1.ﾚﾋﾟｱ織機の性能･品質改善
 1)受入検査の強化と外注先指導
 2)組立･加工の品質改善と教育
 3)再発防止対策の徹底的実施

2.高機能型の開発
 調査団の提案に沿って開発中

3.ﾚﾋﾟｱ織機械制御装置の品質
 調査団による品質改善策を外注先と共
同で実施し､飛躍的な品質改善ができた｡

4.各種の品質改善手法を実施し､不良率
が10％から2％に改善された｡

以上の結果､ﾚﾋﾟｱ織機の販売量は増加し
ており1996年は1995年の1.5倍(実
績)､1997年は約5倍になる見通しである｡

1.ﾚﾋﾟｱ織機の性能･品質改善が行われた。
2.調査団の提案に沿って高機能型が開発中である。
3.調査団による品質改善策を外注先と共同で実施し､ﾚﾋﾟｱ織機械制御装置の品質
が飛躍的に改善した｡
4.各種の品質改善手法を実施し､不良率が10％から2％に改善された｡

（平成15年度 国内調査）
情報なし

日本からの圧力容器外注の紹介と､それに当たって日本企業との取引に必要な管理
水準の向上について具体的な提言･指導を行った｡

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 495

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（乾安亜麻紡績）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Qian an
Flax Textile)

佐藤 健一

ユニコ インナーナショナル(株)

96.3.6～ 3.26

4

7～8

59,134 千円

17.90 人月

1996.9

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会
吉林省乾安亜麻紡績廠
郭 旗 （工場長）

1999年9月1日から3日にかけてﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実施した。1995年から1997年にか
けて同工場の業績は最悪な状態であった。1997年3月から企業改革に取り組ん
だ。その第一段階として紡績工場を残し、織布工場を売却した。新規に購入したｽ
ｲｽ製の織機等は新品のままで売却するとともに、織布工場建屋も他社に売却し
た。1998年1月1日付けで亜麻紡績工場を吉林省に輸出入公司の所轄とし、工場
名を吉林省乾安嘉力紗亜麻紡績工場に改めた。上記の輸出入公司の亜麻担当
員 喬 悦懷総経理を工場に迎えた。前総経理の郭 旗氏は1998年4月に病死し
た。

1)生産の形態
 A.受注生産 40％、B.見込み生産 60％
2)従業員数（1999年3月現在）
 工場全体1,005人、生産現場920人
3)主要製品
 湿紡純亜麻糸
4)主要製品生産量
 標準18番手 120ﾄﾝ／月
5)販売と調達
 A.販売：国内販売、原料調達：ﾖｰﾛｯﾊﾟ
6)売上高
1998年実績：3,500万元、資本金（1998年実績）：600万元

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用
（対象工場概要）
1.工場名 乾安亜麻紡績工場 2.所在地 吉林省乾安県 3.設立 1988年8月 4.総売上 3223万元 5.経常利
益 49.7万元 6.工場人員数 1050人 7.亜麻紡績生産量 1180ﾄﾝ（1995年） 8.調査対象製品 亜麻糸、亜
麻・綿合糸、亜麻布、亜麻・綿交織布

（近代化計画－主な内容）
1.生産工程
1)亜麻紡績－原料仕分見直し、櫛梳機で長線・短線区別、続線工程での亜麻束の揃え方注意、延線工程でｽﾗ
ｲﾊﾞｰの均一化
2)二亜工程－ｺｰﾐﾝｸﾞ機の針損傷完全修復
3)粗紡工程－ﾎﾞﾋﾞﾝへの巻取ﾃﾝｼｮﾝ－定維持、ｽﾗﾌﾞ･ﾈｯﾌﾟの減少
4)精錬・漂白工程－精錬・漂白液調整法見直し、設備早急修理、作業標準遵守、浴比を上げる
5)潤紡工程－潤紡機の糸道調整を鐘ごとに実施、部品の交換、細盤手糸生産のための作業訓練実施、糸切減
少のための対策を各ｼﾌﾄ毎に実施
6)仕上げ－乾燥機内の温度管理実施（ﾃﾞｰﾀ管理）、乾燥条件改善・乾燥時間短縮化、捲糸工程での糸結び
目・端糸の長さを潤紡工程に報告
7)屑原料の利用－屑原料を取りまとめ混紡二亜糸の生産実施、紡績全工程の製造原価改善

2.織布新工場
1)使用機械・設備の特徴の修得、作業者の作業標準理解・遵守
2)品質重視、紡績工場との密接な連携
3)織り機の高稼働率確保、品質の良い紡績糸使用
4)亜麻以外の繊維との交織・織物生産
5)1996年10月生産開始遵守

3.生産管理
1)生産管理体制を工場組織の中に作り直し   
2)小ﾛｯﾄ生産への対応

（近代化計画実施後の年間生産量）
1.既存設備を有効利用した時の紡績糸：1200ﾄﾝ    
2.高番手糸：208ﾄﾝ    
3.織布新工場：175.7万ﾒｰﾄﾙ

主な実現化された内容は下記の通り。
1)原繊工程
A.ﾛｯﾄで搬入した原草の色分け、
B.原草の腐乱繊維、油汚れ、夾雑物、亜
麻穀除去
C.粗人手工程の実施、不良亜麻除去等

2)前紡工程
A.精線機での亜麻束重ね継ぎ、標準動
作の統一と作業員の訓練を実施してい
る。
B.ﾌﾟﾚｯｼﾝｸﾞﾛｰﾗへの捲き付き減少、スラ
イﾊバーの太さ一定
C.ﾌｵﾗｰｽｸﾘｭｰの油汚れ掃除

3)精錬漂白工程
A.粗糸の撚数をあげ、粗糸の乱れを防ぐ
B.ﾌﾗｲﾔｰの調整
C.対原料の浴比をあげる。

生産性が向上し、製品の品質と歩留が改善された。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

精紡機は、1996年の調査時点では約20％稼働であったが、今回のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査
時では、約98％稼働であった。現地工場は日本の調査団に感謝している。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

中国工場近代化調査／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 496

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（江蘇錫鋼集団）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Jiangus
Wuxi Steel Group)

岡田 健

神鋼リサーチ(株)

1996.3.1 ～ 1996.3.29
1997.9.5 ～ 1997.9.13

6

7～8

64,115 千円

18.70 人月

1996．10

神鋼ﾘｻｰﾁ（株）
(株)神戸製鋼所

国家経済貿易委員会改造司
王 毅 （副司長）
江蘇錫鋼集団公司
滿 載 （董事長）

担当窓口：江蘇錫鋼集団公司 弁公室主任 
王
tel：+86-510-5752384
fax：+86-510-5759085  

(第一製鋼工場Replaceについて） 第一製鋼工場は閉鎖し、
新製鋼工場を建設する予定であったが、前述した経営環境
の悪化に伴い、投資を延期している。この新工場建設は15ヵ
年計画によって、達成することとしている。また、新工場の建
設予定地は、現在の第一製鋼工場の跡地に建設する予定
である。
（第三製鋼工場について） 第三製鋼工場の電気炉について
は、改造もReplaceもしていない。但し、同工場の連続鋳造設
備は予定どおり導入した。導入設備は、中国製である。
（線材工場：三圧及び棒鋼工場：四圧について） 線材工場
（三圧）及び棒鋼工場（四圧）は、現在も操業している。
（鋼管工場について） 新鋼管工場は、予定どおり操業した。
（その他の提言について） 検査設備について、超音波探傷
器を導入・使用している。新酸素製造設備（仕様：
6,000Nm3/h）を導入した。鋼塊輸送について、温塊／熱塊輸
送に切り替えた。

進行・活用
1.生産計画、工程流れ図、ﾚｲｱｳﾄ
（総生産量目標）2000年80万ﾄﾝ、1998年62万ﾄﾝ（1995年28.5万ﾄﾝ実績）
（鋼種構成）普通鋼：特殊鋼=16：84（1995年は18：82）、特殊鋼のうち構造用合金鋼の比率ｱｯﾌﾟ、不銹鋼の生産
開始
（製品構成）丸棒の比率ｱｯﾌﾟ（寸法範囲拡大）、棒鋼のうち平鋼、角鋼の拡大
（ﾚｲｱｳﾄ）第1製鋼を解体撤去後、新製鋼と大型圧延を直結して連鋳材が直接圧延できるように配置。小型圧延
は第1圧延の跡地に設置。

2.近代化計画（1stｽﾃｯﾌﾟ、2ndｽﾃｯﾌﾟ、3rdｽﾃｯﾌﾟに分けて実施）
2-1 設備提案
                  1st(1996-1997)          2nd(1998)             3rd(2000)
原材料受入                            ｽｸﾗｯﾌﾟﾔｰﾄﾞ設備      合金鉄等保管設備
製鋼（電気炉） 酸素富化操業       5t電気炉休止        10t電気炉休止
              ｶｰﾎﾞﾝｲﾝｼﾞｪｸｼｮﾝ法   80t電気炉稼働        30t電気炉改造
                助燃ﾊﾞｰﾅｰ採用
製鋼（造塊）   ﾛﾝｸﾞｱｰﾑ操業       ﾌﾞﾙｰﾑ連鋳設備        第3製鋼鋳化
圧延          鋼塊の保温輸送       大型圧延稼働        ﾎｯﾄｽｶｰ設備設置
               ﾊﾟｽｽｹｼﾞｭｰﾙ改造    均熱炉燃焼自動化      ﾋﾞﾚｯﾄ手入設備
                                      鋼片検査手入設備
                                         小型圧延稼働
鋼管              新鋼管工場稼働
鍛造          超音波探傷器使用    炉温度調整自動化    油圧鍛造ﾌﾟﾚｽ、高速鍛造機
検査          超音波探傷器使用       非破壊検査設備    電子顕微鏡、SEM、EDM
ｴﾈﾙｷﾞｰ      新酸素製造設備           220kV受電            ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御設備
                                               重油炉自動化制御
                                                ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ自動制御
環境設備    製鋼工場集塵機修理    電気炉直引集塵機   新廃酸処理設備
                                                   鍛造工場防音壁
生産管理                                       ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ利用

2-2 投資金額  内貨143,791万元 外貨3,275万ﾄﾞﾙ
2-3 近代化投資効果  投資額回収機関7.5年

本工場を取り巻く経営環境の悪化に伴い、近代
化計画調査で提言した中の大規模な投資が必
要となる計画については、あまり具体化していな
いようである。但し、提言・技術指導した品質管
理に係わる超音波探傷器の使用や、省ｴﾈにつ
ながる新酸素製造装置の設置は行っている。ま
た鋼塊輸送には温塊輸送へ改善された模様で
ある。以下に江蘇錫鋼集団公司の概況を示
す。

年間総生産量（単位：万t）
   1995  1996  1997  1998  1999    2000
計画 28.55 38.00 38.30 62.30 78.50 80.00

実績 33.80 35.15 33.12 23.75 21.36    -

                       (1-11月)
年間総売上高（単位：億元）
   1995  1996  1997  1998  1999    2000
計画 10.5  13.0  15.32  28.00  39.00  40.25

実績 11.53 11.85 12.95 12.62 14.66    -

                       (1-11月)
人員：
1995年調査時点：8,474名
1999年現在：    7,063名

(平成15年度 国内調査）
情報なし

(第一製鋼工場Replaceについて）
第一製鋼工場は閉鎖し、新製鋼工場を建設する予定であったが、前述した経営環
境の悪化に伴い、投資を延期している。この新工場建設は15ヵ年計画によって、達
成することとしている。また、新工場の建設予定地は、現在の第一製鋼工場の跡地
に建設する予定である。
（第三製鋼工場について）
第三製鋼工場の電気炉については、改造もReplaceもしていない。但し、同工場の連
続鋳造設備は予定どおり導入した。導入設備は、中国製である。
（線材工場：三圧及び棒鋼工場：四圧について）
線材工場（三圧）及び棒鋼工場（四圧）は、現在も操業している。
（鋼管工場について）
新鋼管工場は、予定どおり操業した。
（その他の提言について）
検査設備について、超音波探傷器を導入・使用している。新酸素製造設備（仕様：
6,000Nm3/h）を導入した。鋼塊輸送について、温塊／熱塊輸送に切り替えた。

1996年に策定した近代化計画は、あまり順調に進んでいるとは言えない。その理由
としては、国内の特殊鋼市場の競争が激化していることと、中国のﾏｸﾛ経済安定化
政策の影響を受けている点が挙げられる。

2002.3現在：新情報なし
                                                   
2003.3現在：情報なし

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 497

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（宝鶏照明電器）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Baoji
North Lighting)

渡辺 大助

富士テクノサーベイ(株)

1996.12.4～1996.12.17
1997.2.28～1996.3.29
1997.7.24～1997.8.6

6

8～9

77,168 千円

23.69 人月

1997.9

富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株）

国家経済貿易委員会
宝鶏北方照明電器工場
孫 宏明 （総経理）

2002.3現在：新情報なし             
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査及び在外調査）
情報なし

進行・活用
(対象工場概要-調査実施時)
1.対象工場名及び製品:宝鶏北方照明電器〔集団〕股分有限公司､自動車用電球 2.所在地:陝西省宝鶏市 3.
設立:1958年 4.資本金:37,794千元 5.販売額:11,632万元(1996) 6.雇用人員:2009人 7.生産機種:白熱電
球､蛍光灯､自動車用電球､その他特殊ﾗﾝﾌﾟ

(工場近代化)
1.近代化目標:売上高=1億5千万元､利益総額972万元(2000年) 自動車用電球生産高4100元､3000万個､業界
占有率3.4%目標
2.生産工程の近代化
 第1段階:不良率の低減､既存設備の改造･更新､計測装置の導入､工程改善
 第2段階:天然ｶﾞｽへの切替え､製造技術の確立と機械のｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟ
 第3段階:生産量の増加:S25ﾗﾝﾌﾟは1800個/時の生産速度の設備を導入
 第4段階:高速機械〔新H4ﾗﾝﾌﾟﾗｲﾝとT20 模型の設備を導入〕
3.生産管理の近代化
 第1段階:ISO9002認証所得､新製品開発体制整備､原価低減活動の組織化、5S運動の展開､販売戦略の検討
 第2段階:工場再開発〔設備ﾚｲｱｳﾄの改善〕､運輸公司業務拡大､TQMの展開
 第3段階:CADｼｽﾃﾑの導入､  第4段階:生産管理の近代化
4.財務管理の近代化
 第1段階:近代化準備〔売上拡大策の計画､製造合理化計画､個別原価計算､経営分析指標設定､中期企業計
画〕
 第2段階:近代化の実行
 第3段階:近代化策の定着  第4段階:財務･経理の近代化
5.設備の近代化
 第1段階:現有設備改造､工程監視機器導入､導入線機の改造･更新､ﾋﾞﾃﾞｵｾﾝｻｰ
 第2段階:天然ｶﾞｽ導入､H4ﾗｲﾝの封止機にｱﾆｰﾗ導入
 第3段階:新鋭S25 ﾗｲﾝの導入
 第4段階:T20､新H4ﾗｲﾝの設置

(結論と勧告)
1.老朽化設備の改造･更新により品質向上｡測定装置の導入により作業条件の数値化を実現し､工程を安定化
2.提案した改善策を徹底して実行し､不良の低減､品質向上を図る
3.天然ｶﾞｽを導入し､熱量と圧力を安定化させ､不良率の低減と品質向上を図る
4.売上拡大により人件費の増加､損益分岐点の上昇を吸収するため具体案を策定
5.経営分析指標を全方位ﾚｰﾀﾞ-として設定､管理し経営の総合力を高める
6.個別原価計算と製造合理化の推進
7生産管理業務にｺﾝﾋﾟｭｰﾀを導入して近代化し､経営管理に情報を活用

1.導入線の溶接強度(真直性)の改善
1)ﾛｰﾗｰ式ｽﾄﾚｰﾅｰの採用､2)線材ﾎﾞﾋﾞﾝ
の水平配置､3)外部購入品の活用
2.ｶﾞﾗｽﾊﾞﾙﾌﾞのﾌﾞﾛｰ成形の形状ばらつき
の改善(18ﾍｯﾄﾞ成形機の活用)
3.ﾌﾚｱｰ冷却方の改善(不良率の低減)
4.ｽﾃﾑの圧接封止(ﾋﾟﾝﾁ)回数の増加､設
備改造､不良率低下
5.小型電球の封止ﾎﾙﾀﾞｰの改善(形状)
6.半田付けの自動化とｴｰｼﾞﾝｸﾞ工程の導
入､設備改造､耐震性の向上
7.材料･部品のごみ･異物混入防止､容器
の活用と作業台の紙敷き
8.製品のﾄﾗｯｸ積み込みの改善､木製すの
こによりﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙの破損防止
9.不良統計の充実による不良対策の推
進､品質分析日報の作成と統計分析の活
用
10.ｸﾚｰﾑ情報の収集と解析､産品賠償記
録表の作成とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ利用解析
11.安全巡回点検指導事項の実施確認､
記録用紙の様式変更
12.塗装有機溶剤による中毒防止､有機
溶剤を使用しない方式に変更
13.ﾎﾞｲﾗｰの粉塵公害の防止､水膜式除
塵機の設置

1.製品･部品の日本への持ち帰り分析試験による問題点及び原因の明確化､具体的
な問題と原因の提示によって､相互の理解程度が高くなった｡
2.調査団の適切な助言
3.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの熱意
4.適切な実例･実物による具体的な指導

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 498

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（宝鶏市機械工業セクター）近代化計画

The Study for the Factory Modernization
(Machinery Industry in Baoji)

梅林 一男

（財）素形材センター

1996.12.4～12.24／1997.2.24～3.25
1997.6.8～6.25／1997.9.8～9.19

13

8～9

162,797 千円

42.63 人月 （内現地19.43人月）

1997.10

（財）素形材ｾﾝﾀｰ
神鋼リサーチ(株)

国家経済貿易委員会

2002.3現在：新情報なし                   
                             
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内及び在外調査）
情報なし

遅延

1.共同部品調達：資材担当者会議の設置・市企業への部品発注率の目
標設定・資材調達情報の公開・鋳物ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの設置・物流会社（商
社）の設立

2.鋳物ｾﾝﾀｰの設立：ｼｬﾝｼｰ机床庁の試作と技術的完成・宝鶏ﾎﾟﾝﾌﾟ庁の
設備・技術の確立・鋳物部品生産の拠点集約

3.機械部品生産の拡大：精密機械部品（機械加工、熱処理）・精密焼結部
品（粉末材ﾌﾟﾚｽ.熱処理）・大物製缶部品（ﾌﾟﾚｽ.溶接）

4.物流ｾﾝﾀｰの設立：物流機器の開発・拡充・物流ｼｽﾃﾑの開発・物流ｾﾝﾀ
ｰの建設・運営

5.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業：研究会設立と研究成果発表・物流ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの発
足・技術専門学校の設立・物流ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ会社の設立

（平成15年度 国内及び在外調査）
現況に関する情報不足のため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 499

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（宝鶏ビール・アルコール）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Baoji
Brewery)

成田 延雄

(株)サイエス

96.12.4～96.12.24
97.2.24～97.3.25
97.7.20～97.8.2

4

8～9

74,110 千円

21.45 人月

1997.8

(株)サイエス

中華人民共和国
宝鶏ビール・アルコール工場
王 禧祥 （工場長プロジェクト責任者）

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

遅延

1. 宝鶏ﾋﾞｰﾙ・ｱﾙｺｰﾙ工場は、1997年度ﾋﾞｰﾙ生産量160,000t、その他ｱﾙ
ｺｰﾙ生産量28,000tと中国西域最大手の工場である。

2. 2010年を目標に、1)ﾋﾞｰﾙ新製品の開発（主として質の向上）、2)ﾋﾞｰﾙ・ｱ
ﾙｺｰﾙに加え蛋白飼料、ｺｰﾝ油、その他養鶏、養豚、ｶﾞｽｽﾃｰｼｮン等多角
経営化を進める。

3. そのための具体的提言、1)市場経済原則に従った体質作り、2)ｺﾐｭﾆｹ
ｰｼｮﾝの活性化、3)品質改善、4)資金調達方法の改善とｺｽﾄ低減、5)原価
計算手法の質的向上

 最終報告書作成時において、品質改
善、微生物（ﾀﾞｲﾔｾﾁﾙ）管理が改善され、
品質向上が見られた。

現地調査では向上の現状調査、問題点抽出、近代化提言に加えて、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに
対し技術ｾﾐﾅｰを実施した。ﾌｧｲﾅﾙﾄﾞﾗﾌﾄの説明の際には、工場幹部に対して詳細
な説明を行い提言内容の理解促進に留意した。

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 500

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（太原重型機械）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Heavy Industry)

大島 敏和

（財）素形材センター

1996.12.12～12.24
1997.2.23～3.29
1997.7.28～8.11

5

8～9

77,776 千円

22.10 人月

1997.9

（財）素形材ｾﾝﾀｰ
(株)神戸製鋼所

国家経済貿易委員会

対象製品であるｸﾚｰﾝの生産量は1995年以降、6,000ﾄ
ﾝをやや上回る程度で安定している。1999年は7,000ﾄ
ﾝ、2000年は10,000ﾄﾝの生産計画である。全公司で従
業員が約3,000人減少したが、これは定年退職者及び
繰上退職者が中心である。今後1-2年かけて学校、病
院、住宅等の社会生活関連を担当している従業員
2,000人を「社会発展公司」に移管する計画である。社
会発展公司は事故採算性としたい。こうした人員削減
の結果、8,000人体制を目指す。工場診断を受けた
後、工場は事業体製となり原材料仕入れ、製品販売、
財務等は自己責任で実施する体制となった。（1999年
度現地調査結果）

2002.3現在：新情報なし                
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内及び在外調査）
情報なし

進行・活用

第1ｽﾃｯﾌﾟ：新規機械・設備を必要としないただちにできる改善策の大部分
を実施することにより、鉄構物の原価低減及び品質の確立を図る。

第2ｽﾃｯﾌﾟ：主に新規機械・設備の導入による改善を実施することにより、
第1ｽﾃｯﾌﾟの改善策実施による効果と合わせて、鉄構物原価の低減目標
値15％の達成を図る。

第3ｽﾃｯﾌﾟ：鋼材罫書き作業のCAM化、将来の屋外型起重機製作への対
応策として、製品ﾌﾟﾗﾝﾄ設備導入等の検討と行い、起重機製作のより一層
の国際化を図る。

1.設備導入計画では設備の近代化は1998年以降実施される
ことになっていたこともなり、ごく一部しか実施されていない。歯
車研削盤、一時塗装場・鋼材置き場のﾘﾌﾃｨﾝｸﾞﾏｸﾞﾈｯﾄ、自動
溶接機、大型旋盤等について一部が導入されているが、その
他は近く導入される計画は無い。

2.生産工程
第1ｽﾃｯﾌﾟにおいて実施が提案された内容については多くが
完全実施もしくは一部実施となっている。主な実施項目は、罫
書作業における板取票作成、ｶﾞｽ切断機品質向上、ｶﾞｽ切断機
歪み発生防止（歪取機使用禁止）、車輪鍛工鋳造品加工代削
減等である。第2ｽﾃｯﾌﾟにおいて提案された項目も実施が進み
つつある。

3.生産管理
工程管理における「山積表作成」以外の提案は完全実施もしく
は一部実施されている。主要な実施項目は、設計開発におけ
る設計・制作・検査基準改訂、CAD活用拡大、工程管理にお
ける実工数把握、工程順序見直し、品質管理における溶接外
観判定基準作成、QC活動実施等である。

4.財務管理
ほとんどの提案が完全実施もしくは一部実施されている。原価
管理表による原価管理が診断後実施されている他、財務管理
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ導入、中長期経営計画策定、取引先債権管理、個別
工事着工前の実行予算管理等が行われている。

5.投資金額・資金調達
投資総額300万元（主として銀行融資）
（1999年度現地調査結果）

1.新規機械・設備を必要としない直ちに実施できる提言を多くし、かつこれを第1ｽﾃｯ
ﾌﾟとしたこと。（新規機械・設備は資金の問題があり、実際いつ導入されるかわからな
いため）

2.太原重型機械庁の当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの最高責任者（副庁長）が誠実であり、また近代
化に熱心であるため。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 501

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（太原工具）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Tool Works)

大久保 勇

ユニコ インターナショナル(株)

97.3.3～3.20
97.5.16～6.11
97.10.6～10.18

6

8～9

80,484 千円

23.75 人月

1997.10

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会

工場見学、技術交換の計画があったが、実現していな
い。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内及び在外調査）
情報なし

遅延

生産工程：
ｽﾌﾟﾗｲﾝﾌﾞﾛｰﾁの生産に関しては、1)ｽﾌﾟﾗｲﾝ研削盤のNC化改造、2)CNC
ｽﾌﾟﾗｲﾝ研削盤の導入、3)窒化炉の導入。

ｼｪｰﾋﾞﾝｸﾞｶｯﾀｰの生産に関しては、1)CNCｾﾚﾃｲﾝｸﾞﾏｼﾝの導入、2)CNC
歯形研削盤の導入、3)CNCｼｪｰﾋﾞﾝｸﾞﾏｼﾝの導入。
 
ﾋﾟﾆｵﾝｶｯﾀｰに関しては、1)歯形研削盤の導入、2)刃先ｱｰﾙ研削盤の導
入、3)すくい面研削ｼﾞｸﾞの製作。
 
ｿﾘｯﾄﾞﾎﾞﾌﾞの生産に関しては、1)CNC歯形研削盤の導入。
 
硬質合金ｶｯﾀの生産に関しては、 
1)導入予定の設備で十分。全般設備に関しては 1)ｺｰﾃｨﾝｸﾞ装置の性能
改善または新規導入、2)ﾜｲﾔｰｶｯﾄ放電化工機の導入、3)各種測定器の
導入。
生産管理：設計力強化のため設計関係組織の統合、品質保証を指向した
検査体制の変更、週単位管理方式の採用

財務管理：売り上げ債権の管理強化、固定資産の効率的運用、仕掛品原
価の適正把握、直接原価計算、標準原価計算の導入

所要資金：合計47,500,500元

情報なし

（平成15年度 国内及び在外調査）
現況に関する情報不足のため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 502

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（太原化学工場－有機化工）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Chemical Industry-Organic Plant)

佐藤 晋

三菱化学エンジニアリング(株)

96.12.14 ～ 96.12.26
97.2.23 ～ 97.3.29

6

8～9

99,835 千円

25.77 人月

1997．9．1

三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

太原化学工業集団公司 有機化工廠
徐 慶魁 （工場長）

･1998年末を目処に､ﾎﾙﾏﾘﾝのF/Sを取進中｡
･1998年末を目処に､ISO9000取得準備中｡

2002.3現在: 変更点なし                   
                                  
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内および在外調査）
情報なし

進行・活用

1.既存設備の有効利用に重点を置いた、生産能力、生産工程技術、生産
管理および財務管理の向上･改善に関する近代化計画を提案｡

2.生産工程
 ﾎﾙﾏﾘﾝ、ﾌｪﾉｰﾙ樹脂、成形機料を対象に短･中･長期に分けた近代化計
画を提案｡

3.生産管理
 管理分野の中で特に、研究開発部と工程管理部門を重視した近代化計
画を提案｡

4.財務管理
 各製品毎の変動費利益管理と損益分岐点による収益改善分析法を近代
化計画として提案｡

･1998年末を目処に､ﾎﾙﾏﾘﾝのF/Sを取進中｡
･1998年末を目処に､ISO9000取得準備中｡

（平成15年度 国内および在外調査）
情報なし

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 503

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場（太原化学工場－化学）近代化計画

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Chemical Industry-Chemical Plant)

西山 哲

三菱化学エンジニアリング(株)

96.12.14 ～ 96.12.26
97.2.23 ～ 97.3.29

5

8～9

84,776 千円

21.27 人月

1997．9．1

三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

太原化学工業集団公司 化学廠

帳 起有 （第一副廠長）

対象工場の近代化計画査定後の経過及び現状：
隔膜法苛性ｿｰﾀﾞ電解設備能力3.0t/年は約5,000万元
を投資し、1998年末に実現した｡一方、工場内の整理
整頓等の費用をかけない改善提案はほぼ実施し効果
が出ている｡ ただし、重要な塩素ﾊﾞﾗﾝｽ対策が遅れ
(資金不足で実現の時期未定)、苛性ｿｰﾀﾞ3.0万t/年生
産の副生余剰塩素7,000tの用途が無い｡ このため、
苛性ｿｰﾀﾞ電解の生産量を2.0万t/年にﾛｰﾄﾞﾀﾞｳﾝし、低
稼動状態で推移している｡(1999年度現地調査結果)

2002.3現在:変更点なし                   
                             
2003.3現在：変更点なし

（平成15年度 国内及び在外調査）
情報なし

進行・活用

1.既存設備の有効利用に重点を置いた、生産能力、生産工程技術、生産
管理および財務管理の向上･改善に関する近代化計画を提案｡

2.生産工程
(1)苛性ｿｰﾀﾞ
塩素製品の販売量の伸び、並び新規塩素誘導品の導入を想定し、3段階
に分けて、原単位の向上を中心とするｺｽﾄ低減策、安定運転確保対策、
環境安全対策を提案｡

(2)塩素化ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ
化学廠の自社開発技術で、試作段階にあるため、商業生産に向けた設備
面、運転管理面の改善策を提案｡

3.生産管理
今後は質･効率を重視した管理を指向すべきであるとの視点から、
1)販売を重視した、利益最大化を目標とした体系の構築
2)量の拡大でなく効率の追及 等の近代化評価を提案｡

4.財務管理
中長期計画の策定、利益管理体系の改善、財務管理のOA化等の近代化
計画を提案｡

1.設備導入
第1～3段階投資完成、苛性ｿｰﾀﾞ生産能
力1.5-2.2-3.0万t/年実現、苛性ｿｰﾀﾞ生
産関連付帯設備投資完了
2.生産工程
JICA近代化調査:提言48項目中実施52
％(25件)一部実施29％(14件)｡合計提言
の80％は実施又は進行中、未実施は資
金手当困難による｡
3.生産管理
工程技術資料整備が不十分、進展遅
い、品質管理定着不十分｡職場環境･整
理整頓は良好実施中｡資金不要案件の
提言はほぼ実施済み｡
4.財務管理
財務資料の開示がなく経営状態は不明｡
苛性ｿｰﾀﾞ設備近代化後の利益改善寄与
は1999年度からで1998年度の効果は不
明｡明瞭に出ていない模様｡苛性ｿｰﾀﾞ事
業の収益は今年度の稼動状態では悪い
と予想する｡
5.投資金額･資金調達
第1～3段階生産設備強化拡大 1.5～
2.2～3.0万t/年
総投資額 約8,000万元(苛性ｿｰﾀﾞ生産
設備投資額 約5,000万元、付帯設備改
善新設投資 約3,000万元)
投資期間 1996～1998年 3年
 (1999年度現地調査結果)

隔膜法苛性ｿｰﾀﾞ電解設備能力3.0t/年は約5,000万元を投資し、1998年末に実現し
た。一方、工場内の整理整頓等の費用をかけない改善提案はほぼ実施し効果が出
ている。ただし、重要な塩素ﾊﾞﾗﾝｽ対策が遅れ(資金不足で実現の時期未定)、苛性
ｿｰﾀﾞ3.0万t/年生産の副生余剰塩素7,000tの用途が無い｡ このため、苛性ｿｰﾀﾞ電
解の生産量を2.0万t/年にﾛｰﾄﾞﾀﾞｳﾝし、低稼動状態で推移している (1999年度現地
調査結果)。

（平成15年度 国内および在外調査）
情報なし

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 504

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（雲南タイヤ）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization  (Yunnan
Tires) in China

増田 定雄

テクノコンサルタンツ

98.7.6 ～ 98.7.18

4

10

45,142 千円

人月

1998.8

テクノコンサルタンツ(株)

国家経済貿易委員会

調査終了後、以下の点で勧告を行った。

 (1)設備投資のﾀｲﾐﾝｸﾞ
 (2)設備投資金額
 (3)短期導入の主要設備
 (4)近代化計画の成功の為の開発戦略
 (5)専門家の招聘                      
                             
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報は収集不可能。

2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 在外調査）
情報なし

遅延

本近代化計画では、当工場の現状事業規模（生産量、売上高）に比べて
飛躍的に高い目標を揚げたものであり、販売計画数量の未達、工場環境
の変化に応じた臨機応変な柔軟な対応が望まれる。

調査終了後、以下の点で提言を行った。
*生産管理共通の改善点として以下の対応をする。
(1)国家規格（GE)、業界基準に立脚→GEをﾐﾆﾏﾑとする公司規格（基準）
を制定する。(2)従業員層全般に対する積極性不足→「現状でできることか
ら実施」を公司の理念とする。(3)幹部のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟと意識改革→全員の就
業意欲を向上する諸対策の実施。

*生産工程近代化に関する対応
ﾀｲﾔｻｲｽﾞ11.20-20～9.00-20-14pで、120％のｵｰﾊﾞｰﾛｰﾄﾞで、時速
100km、連続走行5時間に耐えるﾀｲﾔを開発し、生産・供給する設備、技
術、販売体制を整える。

*財務管理近代化計画に関する対応
 (1)財務会計管理の制度と組織の改革
 (2)製造原価管理の制度と組織の改革
 (3)財務状況の見直し
 (4)製造原価の見直し

*設備近代化計画に関する対応
 ﾊﾞｲｱｽﾀｲﾔ2000年200万本の生産計画は、設備導入、技術改善に関し
準備不足の恐れがあり、1年遅く2001年達成を目指し以下の計画設備を
導入する。
 (1)2001年のﾀｲﾔ生産能力目標：2000千本
 (2)ﾊﾞﾝﾊﾞﾘｰ、ｽｶｲﾊﾞｰなど、増産設備の近代化計画額：約23.5億円（1元
=16円）

特に情報なし

（平成15年度 在外調査）
現況に関わる情報が不足しているため、提言内容の現況は暫定措置である。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
終了理由：本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になっ
たため。

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

580



個別プロジェクト要約表 CHN 505

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（雲南化工）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Yunnan
Chemical Factory) in China

青木 成夫

三菱化学エンジニアリング(株)

97.12.1 ～ 97.12.25
98.2.14 ～ 98.3.20

3

9～10

40,743 千円

12.78 人月

1998．9．1

三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

雲南化工廠
杜 文龍 （廠長）

2002.3現在：変更点なし。
2003.3現在：情報なし。

（平成15年度 国内及び在外調査）
情報なし

(平成16年度 国内調査）
情報無し。

遅延

1.対象工場の「九五」計画では、2000年までに新製品を含む設備投資及
び人員削減により欠損体質を解消することを目標としており、本調査では
現状把握・問題点摘出に基づき生産工程面、生産管理面、財務管理面の
改善策を提言。

2.生産工程
既存設備の最大活用を前提に以下を行う。
 (1)生産能力 22,000t(pvc)までの向上
 (2)製品品質の改善
 (3)製品品種数の拡大
 (4)原単位の改善
 (5)環境・安全対策の実施

3.生産管理・財務管理
 (1)廠全体の利益最大化を目標とする利益管理体系の構築
 (2)中期経営計画の策定
 (3)原単位ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの設置等による効率の追及
 (4)計画・差異分析体系の改善

（平成15年度 国内及び在外調査）
現況に関わる情報が不足しているため、提言内容の現況は暫定措置である。

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 506

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（雲南燐鉱山溶性燐肥）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Yunnan
Phosphate Fertilizer) in China

今井 達夫

ユニコ インターナショナル(株)

97.12.3～97.12.20
98.2.22～98.3.24
98.7.6～ 98.7.17

5

9～10

48,761 千円

14.27 人月

1998.8

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）

国家経済貿易委員会 賀 企業技術改造診
断弁公室 副司長他／雲南省経済貿易委員
会許技術改造処 処長他／雲南省石油化学
工業庁王副庁長他／昆陽燐鉱山溶成燐肥工
場 尤工場長他／雲南燐化学工業集団公司
昆陽燐鉱山 向鉱山長他

本工場の調査団による日本の工場見学が行われた。
高額の資金を要しない改善改良はほぼすべて実施さ
れている。その効果も大きく、1998年度は赤字2,000万
元と予測していたが1,800万元程度に収まり、1999年度
は1,500万元の予算に対し1,000万元以内に削減見込
である。2000年度決算は若干の利益を見込んでいる。
近代化の為の高額投資には銀行借入れをしたいが、
工場が赤字体質の為、借入れ困難で、工場幹部は民
営化する過程で赤字棚上げの国家政策を期待してい
る。（1999年度現地調査結果）
2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし
（平成15年度 国内および在外調査）
情報なし

(平成16年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

生産工程:
高炉原料挿入方法の改善、粉砕機使用ﾎﾞｰﾙの変更、各工程のﾃﾞｰﾀ採取
及び解析

生産管理:
計画的人材育成、標準化、新設備計画及び改善のための専門家の起
用、改善計画推進についての方法

財務管理:
売上債権の管理強化、固定資産及び在庫の効率的活用、各種規定の作
成、標準原価の導入、作業時間ﾃﾞｰﾀの整備

その他:
新製品(微量要素入り溶性燐肥、腐植燐、煙草用肥料)の各仕様提示、新
造粒工場の概念設計の提示

高炉原料挿入方法の改善、粉砕機使用ﾎﾞｰﾙの変更について
は、調査期間中に各工程の生産能力それぞれ10％および20
％増加した｡
その他の提言については、一部着手しているとの話であった
が、その後の情報無し｡

1.設備導入
第1段階－稼働率向上に依る能力ｱｯﾌﾟ:現状1.7→1.83万t/年
ほぼ実現した｡
第2段階－設備新設費用800万元計上したが、資金不足で現
状1.83→2.2万t/年計画は仕込み工程だけ(仕込釜2基追加、
仕込み原料ﾎﾟﾝﾌﾟ新設)2.2万t/年実現したのみである｡ここまで
では製品2.2万t/年は実現しない｡

2.生産工程
JICA近代化調査の提言では、生産工程主要31項目の提言
中、9項目実施済み、14項目実施準備中、残り8提言は資金不
足、技術的問題点などの原因で目途が立たない｡
生産能力向上－重合処方の改善、生産技術改善、水/ﾓﾉﾏ
ｰ浴比改善など提言実施｡
品質向上－懸濁剤変更、助剤変更などで色相改善、嵩密度
向上、等効果が出ている｡

3.生産管理
生産管理13項目中、2項目は実施予定無し｡但し、実務上は実
施中で緊急を要する事項ではないので、ほぼすべて実施済で
ある｡
中長期計画と利益管理計画:諸項目実施済み
原単位向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:委員会制度は未実施であるが既存組織
で運営中
技術検討報告書制度の導入:諸項目実施済み
業務改革及び組織の合理化:諸項目実施済み

4.改善効果
生産量の増大－現生産量1.7万t/年→1999年末1.83万t/年
重合缶改善、反応缶冷却能力向上－未完成
VCM原単位の改善－一部分改善、
蒸気原単位の改善－未完成
（1999年度現地調査結果）

高炉原料挿入方法の改善、粉砕機使用ﾎﾞｰﾙの変更については、調査期間中に各
工程の生産能力それぞれ10％および20％増加した｡ その他の提言については、一
部着手しているとの話であったが、その後の情報無し｡

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

582



個別プロジェクト要約表 CHN 507

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（昆明市機械工業セクター）近代化計画
調査

The Study for the Factory Modernization (Kunming
Machinery Industry) in China

石井 暢夫

テクノコンサルタンツ(株)

97.11.18 ～97.12.27
98.2.15～98.3.24
98.7.14～98.7.25

7

9～10

85,241 千円

35.36 人月

1998.8

ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）
富士テクノサーベイ(株)

昆明市機電工業局
趙 永昌 （機電弁公室科技処処長）

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報収集不可能。                
                       
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内及び在外調査）
情報なし

遅延

1.機械工業ｾｸﾀｰ
同ｾｸﾀｰ育成策として、企業経営近代化、経営基盤強化、市場拡大を目
標とした3つのﾌｪｰｽﾞに分け、14のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言した。

2.雲南変圧器工場
同工場の近代化策として、基本技術の近代化、設計の近代化、生産ｼｽﾃ
ﾑの近代化、防塵対策、中間検査、生産技術の近代化を目標とした23のﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑを提言した。

3.毘明重工集団公司
生産工程、生産管理、財務管理の近代化に関わる年度別の目標を設定
し、具体的な改善案を提言するとともに、設備の近代化策を策定した。

（平成15年度 国内及び在外調査）
現況に関する情報不足のため、提言内容の現況は暫定措置。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 508

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（蚌埠ガラス）近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Benpu
Glass) in China

大塚 邦夫

テクノコンサルタンツ(株) 取締役

97.12.1～97.12.20
98.2.15～98.3.17
98.7.5～98.7.17

4

9～10

35,747 千円

13.69 人月

1998.8

テクノコンサルタンツ(株)

国家経済貿易委員会
企業技術改造弁公室
馬 雁鳴

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。その
ため追加情報の収集は不可能

2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 在外調査）
情報なし

進行・活用

1.生産工程
1)原料調達の品質指導、2)原料置場の改善、3)鉄分混入の原因の排除
4)計量設備の改良、5)溶解炉の液面／温度制御の改善、
6)ﾌｫｰﾊｰｽ燃料の変更、7)成型機の精度向上、8)金型設計技術の修得
9)成型条件の記録、10)検査情報の生産ﾗｲﾝへのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
11)限度見本の作成、12)ﾚｲｱｳﾄの変更

2.生産管理
1)ﾍﾞﾝﾀﾞｰﾘｽﾄの整備、2)予備品管理の徹底、3)原材料倉庫の整備
4)在庫の整理、5)麻袋の修理基準の作成、6)作業標準の作成
7)TQCの導入、8)管理図の作成、9)非常用電源の確保
10)市場情報の収集、11)安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施

3.設備の近代化
 短期：126万円、中期：3.4億円、長期：3.3億円

原料置場の改善、鉄分混入の原因の排
除が実現した。

フォローアップ調査（国内調査）終了年度：2003年度
本調査を担当したコンサルタントが解散となり、調査の実施が困難になったため、国
内調査は2003年3月に打ち切り。

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 509

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（豊阜天兎毛紡績）工場近代化計画調査

The Study for the Factory Modernization (Benpu
Tientu Worsted) in China

片岡 章

(株)サイエス

97.12.17～97.12.26
98.2.8～98.3.28
98.7.5～98.7.18

5（含通訳）

9～10

69,667 千円

19.52 人月

1998.8

(株)サイエス

阜天兎毛紡（集団）公司

周 士雲 （菫事）

2002.3現在：新情報なし                   
                             
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 在外調査）
情報なし

進行・活用

 天宇公司毛紡織工場は、1996年紡績、織布並びに染色整理工程に新
鋭の輸入機械を導入しﾊｰﾄﾞ面の近代化を行ったが、生産技術、製品企
画、品質管理等のｿﾌﾄ面の充実が遅れ、近代化の初期の成果を得られず
混沌とした状態にあった。今回生産技術及び管理技術の調査診断を行っ
たことによって、現状の問題点が明確になり、具体的な対応策と改善要点
を簡単にまとめると以下の通り。

1)生産工程
ﾄｯﾌﾟ染色とﾘｺｰﾐﾝｸﾞ工程を改善し、糸の品質を向上することが最重要であ
る。

2)生産管理
方針管理を徹底し、業務の標準化を進めることと、実施結果を検証・評価
する管理ｻｲｸﾙ（計画・実施・確認・修正）をきちんと機能させることが改善
のﾎﾟｲﾝﾄである。

3)財務管理
過去3年間のﾃﾞｰﾀ分析によって経営の破綻要因が特定できた。資金流動
分析によって早急に行うべき対策と長期に取り組むべき対策・手段・手法
を明確にした。

1998年8月作成の工場改善事例集に記
載した、5件の改善がみられた。項目は次
の通り。

1.ﾐｷｼﾝｸﾞｷﾞﾙ巻付事故防止
2.染めﾄｯﾌﾟのﾈｯﾌﾟ減少策
3.品質管理手法応用の毛織物欠如の解
析
4.安全意識の高揚
5.製品見本の保管と整理、販売促進

中国工場近代化調査／その他工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 510

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（煙台市機械部品工業セクター）近代化
計画

Study for the Factory Modernization (Supporting
Industry in Yangtai ) in the Peoples Republic of
China

上田 伸也

富士テクノサーベイ(株)

98.11.7～12.18
99.2.28～3.30
99.7.18～7.30

14

10～11

131,126 千円

人月

1999.7

富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株）

中華人民共和国国家経済貿易委員会
煙台市経済貿易委員会

陳 建利 （課長）
煙台トラクター部品工場

王 本強 （工場長）

1)煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場に関して：C/P研修での訪問企業で、煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場
と類似製品を生産している北陸工業(株)と煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場との協力関係構築
の可能性を検討。
2)栖霞ﾋﾟｽﾄﾝ工場に関して：日本のﾋﾟｽﾄﾝを中心とした自動車部品ﾒｰｶｰから、栖霞
ﾋﾟｽﾄﾝ工場との協力関係構築（自社の余剰設備の売却や有償の技術支援）の可能
性について打診があった。しかし、日本側の提案が栖霞側の希望に十分添った協
力になっていない、ということで進展していない。
3)JODC資金による煙台市機械工場に対する技術指導に関して：C/P研修で来日
した煙台市機械工業局の叢景滋副局長が帰国後傘下企業の希望を取りまとめる。
本計画調査の工場診断報告書に基づき、診断企業の生産経営、財務管理、品質
管理などに対して改革を行った結果、栖霞ﾋﾟｽﾄﾝﾋﾟｽﾄﾝ工場、煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工
場、煙台第二工作機械部品工場の業績が伸び、一定の成果が出はじめている。

2002.3現在：新情報なし。 
2003.2：煙台トラクター部品工場からの情報                

（平成15年度 国内及び在外調査）
情報なし

(平成16年度 国内調査）
特記事項は無し。

進行・活用

ｾｸﾀｰ育成策に関する提言：
1) 国有企業の弱点を克服し、開かれた市場で競争できる企業体質を作
る。
2) 煙台市の優れた産業立地条件を生かし、国際的に活躍できる企業に
飛躍する。

提言実行のための具体策：
1) 顧客、競争相手の情報入手に努め、有力顧客、外資系企業等と密接
に接触して自企業の改革・改善の参考にする。
2) 協会が中心となり地域各企業の取り組み状況の発表会、経験交換会を
行って企業間の競争状態を作り、国内外の参考事例の紹介、外部専門家
の招聘等に積極的に取り組む。
3) 行政施策として、地域だけで実施できるものと中国全体として取り組む
施策がある。煙台市から、地域の実情を踏まえて中央の経済貿易委員会
に提言できる機会を作る。

煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場関連：
民営化の促進：行政機構と企業職責の分
離、責任・権限の明確化に関する改革が
実施された。
(1)組織の簡素化・ｽﾘﾑ化
(2)中間ﾚﾍﾞﾙ以上の管理職を50人から31
人に削減
(3)在職人数を720人から600人に削減

2001年6月の経営トップの交代以降、経営状態が大幅に好転し、2002年度は会社有
史以来最大の受注生産高となり、輸出量も大幅に伸長した。2003年度も引き続き好
調に拡大しており、春節休暇も3～4日程度の活況を呈している。

中国側はC/P研修の際に北川鉄工所(株)、豊和工業(株)を訪問し、合弁・合資を打
診したが、断られた経緯がある。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 511

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（綿陽新華内燃機）近代化計画

Study for the Factory Modernization (Mianyang
Xinhua Diesel Engine) in China

成田 延雄

(株)サイエス

第1次98.11.12～98.11.30
第2次99.2.22～99.3.29
第3次99.6.27～99.7.5

5

10～11

62,798 千円

人月

1999. 9

(株)サイエス

中国国家経済貿易委員会
中華人民共和国綿陽新華内燃機工場

JICAからﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟして欲しいとの要望は聞いている
が、その後特にﾌｫﾛｰしていない。            

2002.3現在：新情報なし                   
                             
2003.3現在：変更なし

（平成15年度 在外調査）
情報なし

遅延

1.中国政府は工業分野の経済改革推進のため、投資効果の高い綿陽新
華内燃機工場の近代化を計る計画を立てた。工場近代化計画作成にあ
たっては、長期・中期・短期に分け現実的な計画を立案する。

2.調査の目的
(1)同工場のﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝおよびｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ生産に関わる生産工程、
生産管理および財務管理について的確な診断業務を行う。
(2)生産技術の革新の診断結果に基づき、既存設備の有効利用に重点を
置いた生産工程技術、生産管理および財務管理の向上、改善に関する
近代化計画を提案する。
(3)現地調査期間中、本件調査に参画する中国側関係者に対し、現地調
査業務を通じ、工場近代化調査に関する技術の移転を行う。
(4)診断対象製品は、同工場の1,100型ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝおよび491Q（4Y）型
ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝとする。

3.工場経営に関する近代化提言
(1)経営責任の果たせる経営体制確立
(2)企業独立採算の原則
(3)市場に適合した事業展開
(4)市場変化に柔軟な生産体制の確立
(5)他社と差別化できる強みの育成
(6)本業の足元を固める
(7)人財育成（企業に必要な人材を人財とみなして自ら育てる）

（平成15年度 在外調査）
現況に関わる情報が不足しているため、提言内容の現況は暫定措置である。

提言内容の現況は暫定措置

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 512

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（綿陽セメントセクター）近代化計画

Study for the Factory Modernization (Cement
Sector in Mianyang) in China

小島 壮

小野田エンジニアリング(株)

98.11.7 ～ 98.12.16
99.2.22 ～ 99.3.29

6

10～11

133,283 千円

33.61 人月

1999. 10

小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

綿陽市重工業局局長 陳玉玖

四川双馬水泥（集団）有限公司
薫事長・総経理 唐月明

四川省安県浮山水泥集団有限公司
薫事長・総経理 李洪林

2000年11月現在：JICA報告書に基づき、重工業局を
中心として、ｾﾒﾝﾄｾｸﾀｰ振興策を検討中である。    
               
2002.3現在：新情報なし。                  
                             
2003.3現在：変更なし。

（平成15年度 在外調査）
情報なし

進行・活用

 ｾﾒﾝﾄ分野の近代化振興にはｾｸﾀｰ企業強化のための「構造調整」と将
来の需要に対処するための「設備増強」が主要な課題となっている。この
課題を十分考慮に入れて、綿陽市ｾﾒﾝﾄ分野振興策に関し以下の事項が
提案された。
1)企業の構造調整に関して、市政府と各企業により構成されるｾﾒﾝﾄｾｸﾀ
ｰ近代化委員会を至急設置する。
2)施設の改善、品質の改善、操業率の向上のために企業間で協力し、活
発な技術交流を効率的に行う。
3)管理近代化のために、従業員の自主性を重視する。
4)ﾏｰｹｯﾄの安定化を図るために、ｸﾞﾙｰﾌﾟ化による共同販売、流通機構の
共同化によって過当競争をなくす。ただし極端な寡占は避ける。
5)新しいｾﾒﾝﾄ生産ﾗｲﾝの増設は、実際の需給関係と、詳細で正確な需要
予測に基づいてﾀｲﾐﾝｸﾞよく行う。
6)資金の調達に関しては、広く検討することが重要。また企業側には財務
体質強化などの自助努力が必要とされる。
7)NSP方式についての早急な技術習得が求められる。

2000年11月現在：集塵機設置等、短期対
策の一部を実施中である。 2000年11月現在：集塵機設置等、短期対策の一部を実施中である。

（平成15年度 在外調査）
情報なし

中国工場近代化調査／化学工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 513

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工業（鞍山第一圧延）近代化計画

Study for the Factory Modernization (Anshan First
Rolling Mill) in China

小野田 文夫

神鋼リサーチ(株)

98.11.12 ～ 98.12.5/ 99.2.23～ 99.3.25/ 99.7.22
～ 99.7.30/

10～11

63,935 千円

15.84 人月

1999．9．1

神鋼ﾘｻｰﾁ（株）

担当機関：国家経済貿易委員会技術改造司

王 毅 （副司長）
担当者：鞍山第一圧延工場

孟 衛群 （工場長）

沈陽鋼鉄東方有限公司 連絡先：
経営者：周 波総経理
連絡先：（代表） Tel+86-24-8809-1456
総経理弁公室 Tel+86-24-8809-3133（内線3118）
Tel+86-24-8809-5705

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

(平成15年度 国内及び在外調査）
情報なし

遅延

本工場の実態は1998年の製造開始以来、未だ試運転・試作期間の状態
にあり、日毎に経営環境が厳しくなっていたため、工場近代化の基本方針
は早急に工場の経営が安定できることを主眼としていた。また工場側が当
初の目標であった生産能力(13,000kw/M)の設定の根拠が乏しく、他方、
本調査団の目標値(12,000kw/M)は、損益分岐点分析の結果、同数値以
上の生産により黒字化の達成が図れることから、本近代化計画は同数値
をﾍﾞｰｽに策定し、工場側とも合意した。

工場に対して近代化計画を段階的に分けて進めるよう提案した。即ち、
Step1では、設備改善と技術指導の導入によって、目標月産7,500t（～
10,000t可能）／製品品質正常化、製造可能品種設定（中～大型）／既存
設備一部改造、定常操業、経営不安縮小を可能とする各種方策を提案し
た。Step2では、損益分岐点となる月産13,000tを達成し（Step1達成後）、
最大月産能力25,000tまで増産することにより企業の大幅黒字化及び負債
の償却を狙いとして、設備更新による品質向上、製品品種拡大等による販
売強化策等による経営安定化を目指す提言を行った。

すぐに改善出来る箇所については、調査
実施時に実行された（一例として、鋼材置
き場、製品置き場の整頓等）。

本工場は、設立当初からの特殊な事情から、調査開始当初より企業財務状況の著し
い悪化が認められていた。同時に中国・冶金工業部の決定事項として、同国の鉄鋼
産業の改革・再編が加速されたことより、売却されることとなったと推測される。今後、
同工場が稼働するか否かは不明である。尚、鞍山側に対し売却理由とその経緯、及
び沈陽鋼鉄の概況紹介を要請したが、返信はなかった。

(平成16年度国内調査）
既に民間企業へ売却されているため、G-Gベースによるプロジェクトは困難と思われ
る。

鞍山第一圧延工場・弁公室主任の郭峰氏によると、本工場は2000年10月に私営企
業に売却された模様である。売却先は同じ遼寧省の「沈陽鋼鉄東方有限公司」（下
記に連絡先を記載）であり、11月20日現在、両者間で経営権等の引き渡しの手続き
を進めているところである。

中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 514

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

工場(長春市機械工業セクター)近代化計画調査

The Study for The Factory Modernization
(Machinery Industry in Changchun) in the People's
Republic of China

神倉静夫

テクノコンサルタンツ株式会社

99.11～99.12/00.2～00.3/00.6

12

11～12

180,372 千円

53.07 人月

00. 8

ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）
富士テクノサーベイ株式会社

国家経済貿易委員会、長春市

2002.3現在：本案件担当コンサルタントは組織を解散し
たため、追加情報入手は不可能。             
        
2002.6：調査団有志が、長春市政府、長春スタンピング
部品工場、長春ポンプ工場を訪問。報告書の提言をセ
クター振興と工場経営に活用し、特に次の2工場の進
歩向上が著しい。                       
  
1)長春ポンプ工場：民営化し、社名を長春貝特ポンプ
製造（有）に変更。物量の減少傾向に歯止めがかかり、
在庫削減、人員削減、遊休設備の売却、土地建屋の
賃貸などのリストラが急速に進み、体質が改善された。
      2)長春スタンピング部品工場：設備投資、品
質改善が進み、一汽東区からの注文が拡大。新工場
の建設移転も進み、経営面で著しく好転。（2003.3月現
在）
（平成15年度 国内及び在外調査）
情報なし

進行・活用

（1）産業構造再編：技術集積地の確立、企業間リンケージの強化

（2）企業改革の促進：直接的効果を期待する強化策（企業経営教育プロ
グラム、営業管理教育プログラム、巡回企業診断プログラム、人材育成プ
ログラム）、側面支援による強化策（産業技術向上プログラム、技術支援プ
ログラム、機械工業協議会設立、企業再編プログラム、受注促進プログラ
ム、投資促進プログラム）

（3）市場拡大（産業情報提供ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、輸出振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

報告書の提言がセクター振興と工場経営に活用され、特に次の2工場の進歩向上が
著しい：

1)長春ポンプ工場：民営化され、社名を長春貝特ポンプ製造（有）に変更。物量の減
少傾向に歯止めがかかり、在庫削減、人員削減、遊休設備の売却、土地建屋の賃
貸などのリストラが急速に進み、体質が改善された。 
                      
2)長春スタンピング部品工場：設備投資、品質改善が進み、一汽東区からの注文が
拡大。新工場の建設移転も進み、経営面で著しく好転。（2003.3月現在）

2000.10：国家経営委、長春市政府C/P4名研修員来日（1ヶ月） 企業、コンサルタン
ト、研究所等の訪問。                                 
2000.11：市企業幹部(6名）来日（12日間） 自動車、産機、建機工場等を訪問見学。
2002.10：スタンピング部品工場長等来日 自動車部品工場を見学。

中国工場近代化調査／機械工業

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 515

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（韶関市機械工業セクター）近代化

Factory Modernization in the People's Republic of
China (Machinery Industry in Shaokan City)

上田 伸也

富士テクノサーベイ（株）

01.6.13～7.17
01.2.24～3.29   
01.9.15～9.25

14

12～13

172,028 千円

55.28 人月

2001.11

富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ（株）

国家経済貿易委員会、韶関市

2002.1：JICA C/P研修の受入実施（青島、南通、韶関三市合同）17日間      
                                    
2002.2：韶関市企業幹部グループ(19名）の租界団来日（14日間）、農機、産機、建
機、自動車他の企業見学実施 
                       
2002.10：市長以下、市政府幹部及び企業幹部(8名）の招商団来日（14日間）、阪
神、北陸、関東地区で投資環境セミナー及び個別企業誘致活動と観光旅行者(8
社）に対する観光誘致宣伝活動を実施                         
2002.10以降：富山県新湊市鉄工業組合、他の個別企業の現地訪問調査が
行われている。（2003.3現在）

（平成15年度 国内及び在外調査）
情報なし

(平成16年度 国内調査）
2004年2月5日に開催された「第14回はままつメッセ2004」に、中国広東省韶関市が
出展した。このため、華・広東省韶関市対外友好協会長他9名を2月3日～10日、日
本へ招聘した。

進行・活用

調査の目的：                                     
                                            
1.韶関市機械工業セクターに属する韶鋳集団有限公司、韶関歯輪有限
公司、韶関液圧件廠、韶関粉末冶金廠のモデル4工場を対象として、現
地調査を行い、精算工程、生産管理、財務管理の近代化計画を策定提
案する。                                        
      
2.機械工業セクターの現状調査分析を行い、分析に基づく振興計画（最
適化投資、企業間リンケージの強化、財務体質の強化、市場開拓等）の
策定を行う。                                      
     
                                           
セクター振興策の概要：                              
    
1.企業体質強化支援（外部専門化指導の制度化、新製品開発力の強化、
財務体質の強化、市場戦略の強化）                       
                                             
 
2.企業規模の適正化（低効率、低負荷の工程、サービス機能の見直し、余
剰土地建物の活用、過剰人員対策）                       
                                             
 
3.経営環境の改善（機械工業協会の設立、幹部・経営者教育、過剰人員
の再教育と再就職の推進、企業間協力の推進、協同金融機関の設立） 
                                             
  
4.外部企業誘致

2002年にC/P研修の受け入れ等が行われた。

中国工場近代化調査／工業一般

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 516

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（青島市化学工場セクター）近代化

Factory Modernization in the People's Republic of
China (Chemical Industry in Qingdao city)

佐藤 普

三菱化学エンジニアリング(株)

00.10.29～11.7/01.6.13～7.27/01.2.25～3.27/ 
01.10.23～11.2

6

12～13

124,379 千円

37.63 人月

2001.11

三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

国家経済貿易委員会：季 江利
青島市経済委員会：刈 明君（副主任）    
                            
 青島市化工行業管理弁公室：丁 立平（処
長）                          
  青島海晶化工業団有限公司：季 明（総経
理）

2003.3現在：情報なし

（平成15年度 国内および在外調査）
情報なし

(平成16年度 国内調査）
特記事項は無し。

進行・活用

青島市における化学工業セクター振興に関する政策提言と同セクターに
属するモデル工場（青島海晶化工業団有限公司）に対する近代化計画調
査を実施。
1)セクター振興策：
①個々の企業改革 ②巨大企業と競合しない分野での発展 ③巨大企業
に補完できる分野での発展 ④行政の支援サービス活動

2)モデル工場の近代化計画
収益改善ならびにコスト低減による市場競争力の強化を主要目標とした生
産工程、生産管理、環境対策及び財務管理面からなる着実・経済的設備
増強型の近代化計画を提言。

2002.3現在：モデル工場にて、調査対象
であるPVCの生産設備増強（3.5万t/年→
7.0万t/年）

モデル工場により、生産設備の増強が実施され、生産量が増加している。（2003.3現
在）

（平成15年度 国内および在外調査）
情報なし

カウンターパート研修（4名）：2002.1.1～1.31

中国工場近代化調査／工業一般

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 517

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

中国工場（南通市自動車部品セクター）近代化

The Study for the Factory Modernization
(Nangtong Automobile Parts Industry) in China

秦 克彦

(株)サイエス

01.2.17～3.27
01.10.11～11.15
02.1.28～2.9

12～13

136,200 千円

45.71 人月

2002.2

(株)サイエス

国家経済貿易委員会
南通市

2003.3現在：情報なし

（平成15年度 在外調査）
情報なし

遅延

(1) 自動車部品セクターの現状の把握（アンケート調査26社、簡易企業診
断の実施15社）
1)企業の2極分化傾向、2)経営者の熱意、3)５Sと経営の相関関係、4)QCD
に関する認識の差、5)設備の老朽化とレイアウト、6)人材不足、7)情報収
集、8)IT化の現状、9)技術開発、10)技術レベル、11)製品、12)マーケティ
ング、13)財務管理、14)産業振興策の認知度
(2) 自動車部品セクターの振興策
1) 政府の役割
・ 企業の自助努力を支援する振興策の立案・実施
・ 重点的育成産業の選別と育成（企業集約化を含む）
・ 自動車メーカーと部品企業とのコーディネーション
・ 自動車部品セクター協会の援助
・ 資金面からの企業助成策の運用・管理
2)自動車部品セクター協会の設立
・ 自動車部品セクター協会の設立（現状の改善、近代的経営を達成しか
つ競争力強化のため）
・ 自動車部品セクター協会の主要機能：企業診断・助言事業、専門家登
録、窓口相談事業、巡回指導、情報収集・発信、資料閲覧、取引斡旋・支
援事業、企業間ネットワーク支援事業、アウトソーシング事業、教育・訓
練、当該セクター振興策普及・啓蒙
・ セクター協会運営費用：基本的には当該企業の負担。市政府による補
助。将来的には、セクター協会の独立採算性を目指す。
(3) 勧告
・ 政府機能：企業管理中心型のセクター管理二課の機能の改編
・ 計画の早期実施：セクター協会設立の早期実現、競争力強化
・ 実施体制の整備：セクター管理二課及びセクター組織の確立と双方の
関係の明確化、実施体制の整備。
・ 波及効果の検証：当該セクター業務の効果の評価、波及効果の検証
・ IT化の推進：セクター協会設備にIT設備の大幅導入。
・ 外国語理解能力の向上

（平成15年度 在外調査）
現況に関わる情報が不足しているため、提言内容の現況は暫定措置である。

中国工場近代化調査／工業一般

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IDN 801

国   名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

インドネシア

北スマトラ小水力地方電化計画調査

The Master Plan Study on Cooperative Rural
Electrification in Aceh and North Sumatra

赤川 正俊

日本工営（株）

93.1.25-93.3.24/93.5.31-93.10.2

11

4～6

222,608 千円

44.05 人月 （内現地26.19人月）

1994．12

日本工営（株）

共同組合・小規模企業省

現在、PLNによって実施されているｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国内の地
方電化を、協同組合及び協同組合・小規模企業省の
よって実施させる。これによってPLNの採算性を改善す
るとともに、地方電化を加速させる。また、このための金
融支援ｼｽﾃﾑを確立する。

一部実施済

・４モデル小水力事業のPre F/S
・協同組合・小規模企業省の組織強化策の提言
・協同組合の組織強化策、地方電化金融支援策の提言
・地方電化政策代替案の提言

4小水事業のうちｱﾁｪ･ﾃﾝｶﾞｳ州のﾙﾙﾌﾞ事
業を無償で実施する事が決まり、1996年9
月～10月に基本設計を行う。       
            
EN締結：1997.7（6.43億円） 長期専門家
（協同組合・小規模企業省、地方電化分
野）各１名派遣

（平成15年度 国内調査）
アチェ州における小水力による地方電化
計画基本設計調査が平成8年7月～平成
9年2月に行われた。6.43億円の無償資金
が小水力発電所建設、機材、コンサルタ
ント費として調達された。工事は平成9年
12月に開始され、平成11年3月に完工。

（平成15年度 国内調査）
アチェ州における小水力による地方電化計画基本設計調査が平成8年7月～平成9
年2月に行われた。6.43億円の無償資金が小水力発電所建設、機材、コンサルタン
ト費として調達された。平成11年3月に完工。

インドネシア側から無償案件として申請がHigh priorityで出でされ、F/Sで提案された4地域の2つが1996/1997年度に無償資
金協力で実施される予定。竣工費4,320ﾄﾞﾙ。
(1996年1月現地調査結果）

1998年現在：1ヶ所（南東アチェ県、ルルブ村）を無償で実施中。
1999.3：工事竣工、運転開始。
2003.3現在：運転中。

(平成16年度 国内調査）
特記事項は無し。

その他調査（F/S）／水力発電

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

595



個別プロジェクト要約表 MNG 701

国   名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

モンゴル

ウランバートル第４火力発電所改修計画支援開発
調査

JICA Development Study Supporting The
Rehabilitation Project of The 4th Thermal Power
Plant in Ulaanbaatar,Mongolia(Phase2)

加藤 泰弘

電源開発（株）

2001．6～2002.10

12

13～14

179,818 千円

48.10 人月

2002．9

電源開発（株）

モンゴル国 インフラ省（ＭＯＩ）、第4火力発電
所（TES4）、プロジェクト実施ユニット（PIU)

フィージビリティ：
EIRR算出不能（B/C＝3.21）、FIRR＝3.83％

（平成15年度 在外調査）
情報なし

実施中

提案プロジェクト：
１）第4火力発電所改修工事（2006年～2010年）
ランクAに選定した改善効果の大きい既設タービン設備及び付属設備
（Phase-1, Phase-2実施分以外）の改修工事を実施するもの

ランクA改修工事の開発効果：
発電所所内率の低減：756百万円/年のコスト削減
復水器真空度の回復：18.6百万円/年のコスト削減
重油消費量の削減：17.6百万円/年のコスト削減
稼働率の向上：1,172.2百万円/年のコスト削減

２）第4火力発電所改修工事（2011年～2015年）
ランクBに選定した老朽化が予想される設備（Phase-１、Phase-2実施分以
外、既設環境設備、他屋外設備）の改修工事を実施するもの。

（平成15年度 国内調査）
現在、モンゴル第4火力発電所改修工事
（Phase-2）2001年～2006年を実施中。

(平成16年度 国内調査）
 現在実施中の第4火力発電所改修工事
Phase-Ⅱについては、既設発電所ボイラ
5号機～8号機の改修工事を2003年5月よ
り実施中であり、現在5号機の改修工事を
実施中である。2004年12月、
Commissioning Testを終了する予定と
なっており、引き続き残りボイラ３基の改修
工事に入ることとなっている。本プロジェク
ト完成は２００５年１２月を予定し、その後１
２ヶ月の保証期間を経て終了することと
なっている。

（平成15年度 国内調査）
現在、モンゴル第4火力発電所改修工事（Phase-2）2001年～2006年実施中。このプ
ロジェクトに合わせて、第4火力発電所の技術移転をOJTの一環として実施中。

(平成16年度 国内調査）
 モンゴル第4火力発電所リハビリ工事Phase-ⅢF/S調査について提案したが、採択
には至っていない。

(平成16年度 国内調査）
１．設計・工事の進捗状況
 １）設計・工事時期：2005年5月～2005年12月（工事：25％）
 ２）完工後の管理・運営の主体：工事完成後は1年の保証期間を設けている。運営
主   体は、第4火力発電所。

(平成16年度 国内調査）
 「モンゴル第4火力発電所リハビリ工事Phase-Ⅲ」の実施可能性については、当該
国の対JBIC対外債務の状況を充分把握した上で、債務返済等も含めた返済能力の
分析・評価が必要と認識している。この点の状況をよく見定めたうえで、次段階調査
実現に向け、中期的なスパンでのアプローチの検討を続けることが必要と思料され
る。

D/D／火力発電

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 BGD 801

国   名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

バングラデシュ

自動車修理工場建設計画調査

The Basic Design Study on the Construction
Project of Automobile Repair & Maintenance
Workshop in People's Republic of Bangladesh

青柳 朋夫

外務省経済協力局経済協力第2課

79.8.2～8.17

4

54

7,607 千円

1.60 人月

1979/10

日本技術開発（株）

道路交通公社(BRTC：Bangladesh Road
Transport Corporation)

1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. B/C...1.6（金利15%）
3. 期待される開発効果
(1)整備工場の不備によるバスの乗り捨て､使い捨ての
状態から脱し、輸入だけによる同国にとっての経済ﾒﾘｯ
ﾄは計り知れない。
(2)整備不良による事故防止
(3)整備意識の向上

実施済

実施機関：
 Bangladesh Road Transport Corporation
  
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 Dacca市郊外

総事業費
 総計     1,500百万円
 第1年度 1,000百万円
 第2年度    500百万円
 全額日本からの無償資金協力ﾍﾞｰｽ

事業内容
 整備対象台数 900台（ﾊﾞｽ）
  重整備    8ｽﾄｰﾙ
  定期整備  6  〃
  車体整備  6  〃
  検査洗車  1  〃
  部品倉庫  
  事務所

経過
 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ着手後約1.5ヶ年

同左

同左

無償資金協力    1,750百万円
 （内外貨分）     1,298百万円
輸入税              1,000百万円
土地代                   10百万円
電気代                   20百万円
建設費（土地造成、塀､進入路）
                             70百万円
ﾀｲﾔ再生施設を追加

1981.9 竣工

1.現況に至る理由
 (1)自動車の耐用年数を改善できること
 (2)無償ﾍﾞｰｽの資金の援助があったこと
2.報告書と具体化された内容との差異
 施設は報告書で予定した能力をそなえているが、その能力はｽﾍﾟｱｰﾊﾟｰﾂ及び資材
数の供給不調、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ側人員配置の不備等により十分に発揮されていない。
たとえばﾀｲﾔ再生は年間2,400本を予定していたが、初年度は約600本の実績であ
る。ﾀｲﾔ再生ﾌﾟﾗﾝﾄは1996年現在、地下水の浸潤により、使用不能。(1996年10月現
在現地調査結果）

1979.11  無償E/N(1,000百万円)
1980. 7       無償E/N（750百万円）
1981.10  車両整備、ﾀｲﾔ再生、部品管理のJICA派遣専門家が5名着任
      （ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名：自動車整備ｾﾝﾀｰ）
1984.10  技術協力は一時中断、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭより要請があり次第再開の予定
・1996年10月現在､設備の老朽化が激しく、多くの機械が使用不可能に陥っている｡
・現在は、多くのｽｸﾗｯﾌﾟ部品を組合わせる（ｶﾆﾊﾟﾘｾﾞｰｼｮﾝ）製造工場としての機能も
持ち、年間ﾊﾞｽ600台を製造している。
1999.11現在：変更無し。

1.隣接地にILO、UNDPの援助により自動車整備訓練学校設立（1980）
2.ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ側で従業員宿舎等建設
3.国内唯一の整備された整備工場であり存在意識は大きいが、整備の老朽化、ﾒﾝﾃ
不足よる整備面の問題が顕著である。当初の目標整備能力は1500台／年であった
がｶﾆﾊﾟﾘｾﾞｰｼｮﾝへの方向転換に伴いバス600台／年の製造能力へ（1996年10月現
地調査結果）

その他調査（F/S）／その他工業

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IND 801

国   名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インド

バンプール製鉄所近代化計画調査

The Feasibility Study on the Modernization of
Burnpur Works of Indian Iron and Steel Co.,
Ltd.(IISCO) in India

森 孝

(社)日本鉄鉱連盟

89.6.23～7.25

19

61

139,977 千円

54.06 人月 （内現地13.45人月）

1987/3

（社）日本鉄鋼連盟

Steel Authority of India Limited (SAIL)
Indian Iron and Steel Co.Ltd. (IISCO)

1999.11現在：追加情報無し

中止・消滅

実施期間
 Steel Authority of India Limaited

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 西ﾍﾞﾝｶﾞﾙ、ｲﾝﾄﾞ、ﾊﾞﾝﾌﾟｰﾙ製鉄所

総事業費
・244億ﾙﾋﾟｱ（3,230億円、100Rs＝7.8USﾄﾞﾙ）

実施内容
・ﾊﾞﾝﾌﾟｰﾙ製鉄所は1924年に操業を開始したが、1550年代の鉄技術の進
歩した時期に設備の改造。
・更新を行わなかったために、現在100万ﾄﾝの能力に対し50万ﾄﾝの実績し
かなく、老朽化の著しい製鉄所となっている。本調査では、現地調査をもと
に技術的・財務的検討を加え、既存設備の有効利用をはかりつつ、隣接
地での新規設備導入により、年産215トンとする同製鉄所の近代化計画を
策定した｡
・近代化は第一期100万ﾄﾝ／年体制、第二期215万ﾄﾝ/年体制に段階的
に実施するものとし、石炭ﾔｰﾄﾞ、ｺｰｸｽ炉、一部圧延機等将来においても
利用可能な既設設備は出来る限り利用し、焼結設備の新規導入、圧延設
備の追加新設等を図ることとした。  (*)へ続く

(*)の続き
・設備明細
   ｺｰｸｽ炉：No.11ｺｰｸｽ炉設置
   焼 結：No.1,2焼結機新設
   高 炉：既存高炉休止、No.5,6高炉新
                設
   製 鋼：転炉2基新設
   連 鋳：ﾋﾞﾚｯﾄCCX3・ﾌﾟﾙｰﾑCCX1新設
   圧 延：既存中型ﾐﾙ・ﾋﾞﾚｯﾄﾐﾙ・大型ﾐﾙ
                改造、新棒鋼ﾐﾙ新設
   発電設備：60MW2基新設

１.日本鉄鋼5社のBasic Engineeringの協力を実施した直後ﾗｼﾞﾌﾞ・ｶﾞﾝｼﾞｰ政権が退
陣、その後のｼﾝ内閣、ｼｪｰｶｰﾙ内閣共に短命で終わり、この政治的混乱が本ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄの道行きを大幅に遅らせる結果となった｡
2.上記4､5の理由から、現在ではｲﾝﾄﾞ国内外共に現実については極めて悲観的であ
る。(1996年10月現地調査結果）

1.Basic Engineering実施後。（89.1.6円借款(E/S)L/A55.46億円）
2.E/Sﾛｰﾝにて鉄鋼大手5社とSailとの契約（商業）
3.1989年9月、鉄鋼5社作成のBasic Engineering Reportを提出。その後、ｲﾝﾄﾞ政府
側はIRRの向上のため、ﾌﾟﾛｾｽ変更（Non-Flat--＞Flat）も含めてDastur社に見直し
を要請。そのDatsur社案を含めて現在5つのAlternativeが存在する模様。年内にPIB
の結論が出されるという情報がある。
4.為替その他の影響で、現在必要とされるｺｽﾄはF/S当時の2倍にものぼる。
5.民資導入に際し、議会の一部の抵抗が根強い。（1996年10月現地調査結果）

その他調査（F/S）／鉄鋼・非鉄金属

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IND 802

国   名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

インド

アンドラプラデシュ州配電改善計画調査

Development Study on the Improvement of Power
Distribution System of Andhra Pradesh in India

工藤 義行

電源開発(株）

2002．11.6～12.8
2003．2.6～3.18
2003．5.18～8.8
2003．10.5～10.28
2004．1.15～1.29

9

14～15

158,983 千円

43.97 人月

2004年2月

電源開発(株）

アンドラプラデシュ州送電公社
（Transmission Corporation of Andhra
Pradesh: APTRANSCO）

（１）配電網の運用・保守の改善
（２）SCADAシステム
（３）配電網の改善
（４）GISによる設備・顧客管理
（５）研修設備及び研修プログラム

APCPDCLの配電システム改善のため、調査団は配電
ロスの削減と電力供給の質の改善に着目し、総合的な
アプローチとして上記5要素に関して提言を行った。

具体化準備中

本調査は、インド国アンドラプラデシュ州における配電システムを改善し、
顧客サービスの改善を図ることを目的とした。同州における配電システム
の課題を明らかにし、下記に係る提言を行った。
１．配電網の運用・保守の改善
２．配電SCADAシステム
３．配電網の改善
４．GISによる設備・顧客管理
５．研修設備及び研修プログラム
また、カウンターパートが今後、自ら配電システム改善に取り組めるよう、技
術移転を積極的に行った。

(平成16年度 在外調査）
調査チームは、Hyderabadにて2つのセミ
ナーを開催した。
１．第1回セミナーでは、調査方法が提示
された(2003年2月）。
２．第2回セミナーでは、調査チームとカウ
ンターパート担当者による調査結果が提
示された（2004年1月）。

(平成16年度 在外調査）
JICAの提案や提言は、ほぼ実施されている。

(平成16年度 在外調査）
JICAの提案や提言は、ほぼ実施されている。

(平成16年度 在外調査）
GIS及び消費者指標付け等の調査はまだ進行している。これらの課題が達成されれ
ば、配電システムの更なる向上に貢献することになる。

その他調査（F/S）／エネルギー一般

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

599



個別プロジェクト要約表 PAK 801

国   名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

パキスタン

ウェストワーフ火力発電所建設計画調査（Ｄ／Ｄ）

Detailed Design Study on West Wharf Thermal
Power Plant Project

大岩 明雄

東電設計(株) 火力本部 副本部長

88.12.11～12.25／89.3.5～3.19
89.8.15～8.29／89.10.8～10.22
89.12.3～12.17

22

63～1

253,702 千円

0.00 人月

1990/1

東電設計（株）

Karachi Eelctric Supply Corporation Ltd.
(KESC)
S.M. Arshad Bokhari
Managing Director

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR = 14.0%
   EIRR = 19.9%
 条件
 (1)電力需要の急進に対応できる大容量新電源の
     早期建設
 (2)200MW絞油焚火力発電設備2基の建設
 (3)送電網の系統強化

遅延・中断

実施機関
 ｶﾗﾁ電力公社（KESC）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 ｶﾗﾁ市ｳｴｽﾄﾜｰﾌ火力発電所（既設）跡地

総事業費
 47,435百万円
 うち内貨    7,380百万円
 うち外貨  40,055百万円
 (1Rs＝6.25円)

実施内容
(i)   ﾌﾟﾗﾝﾄ使用   200MW〔油焚〕´ 2
(ii)  ﾎﾞｲﾗ                  屋外式、再燃、加圧通風式
                                 重油/ｶﾞｽ燃焼、上部支持吊り下げ型
(iii)  蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ      再燃、復水式
      蒸気条件           主蒸気圧力169kg/平方cmg
(iv)  発電機             横型、水素冷却式
      定格                   250MW
      周波数               50HZ
(v)   220kV送電線    亘長25m、2回線
(vi)  変電所増設      220kV受電設備（2回線）

実施経過
1)1990.1    詳細設計完了
2)施工業者契約（発注仕様書売出し後11ヶ月）
3)工事開始(Lot 1契約後1ヶ月)
4)1992.8送電線完了
5)1993.12 1号機運開
6)1995.  3   2号機運開

 本件はﾊﾟｷｽﾀﾝ側にとって重要案件として位置付けられた第7次5カ年計画（1998～
1992）に計画されたもの、ﾊﾟ側の事情により具体化は中断されたままになっていた
が、ﾊﾟｷｽﾀﾝ政府内の投資調整委員会で内容再検討。環境問題及び燃料貯蔵等に
ついて委員会より実施機関（KESC）に質問が出され、KESCは回答済。投資調整委
員通貨後、円借款の要請がなされるものと思われた。
 しかし、1993年以降民間発電参入の計画が進められており、本事業も民間に委ね
られるべきとの方針がある。ｶﾗﾁ電力に社はこれに反対しているが、政府との間に考
え方の差があることから、本事業の実現には時間かかかる模様(1996年現在)。

2000.11現在：変更点なし

その他調査（F/S）／火力発電

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 LKA 802

国   名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

スリランカ

水力発電最適化計画調査

The Study of Hydropower Optimization in Sri
Lanka

三村 隆

電源開発(株）

第1次：2002．6.16～8.14
第2次：2002．9.1～2003．3.1
第3次：2003．5.18～5.31
第4次：2003．8.31～11.15
第5次：2003．12.10～12.20

10

13～15

210,304 千円

46.75 人月

2004年2月

電源開発(株）
日本工営(株）

セイロン電力省（Ceylon Electricity Board）
Mr. G. Abayasekera
（Deputy General Manager, Transmission ＆ 
Generartion Plannning）

１．Broadlands計画は、経済性があり環境への影響も小
さいことから、開発する価値は十分あり、本調査に引き
続いて早期に詳細設計を実施すべきである。
２．New Laxapana、Polpitiya、Victoria、及
Samanalawewaの増設は、大規模火力の投入によって
供給力に余裕が生じた時点で行うべきであるが、それ
以前に詳細な検討をしておくべきである。
３．Victoria及びSamanalawewa貯水池の運用変更に
よって増電の可能性があるので、灌漑省と協議を行っ
て運用ルールの変更に努めるべきである。

具体化準備中

Broadlands水力発電計画：
 Kelani川水系の既設Polpitiya発電所直下流に高さ24mのコンクリート重
力式ダムを設け、延長約3.6Kmの導水路と約240mの鉄管路で発電所に導
き、最大出力35MW、年間発生電力量126.8GWhの発電を行う、調整池式
水力発電計画。

New Laxapana 及び Polpitiya発電所増設計画
 Kelani川水系の既設New Laxapana（100MW）及びPolpitiya（75MW)の両
発電所に、新たにそれぞれ72.5MW及び47.9MWの設備を付加してピーク
負荷対応電源とする既設発電所増設計画。

Victoria発電所増設計画
 Mahaweli川水系の既設Victoria発電所（210MW）に、新たに210MWの設
備を付加してピーク負荷対応電源とする既設発電所増設計画。

Samanalawewa発電所増設計画
 Walawe川水系の既設Samanalawewa発電所（120MW）に、新たに120MW
の設備を付加してピーク負荷対応電源とする既設発電所増設計画。

(平成16年度 国内調査）
１．本調査で作成されたEIAレポートがCEBによって環境省に提出され、現在審査
中。
２．2004年秋にスリランカ政府によってJICAに対するBroadlands計画のD/Dと
Victoria増設計画のF/S要請が、またJBICに対するBroadlands計画の円借款要請が
行われた。

(平成16年度 国内調査）
１．本調査で作成されたEIAレポートがCEBによって環境省に提出され、現在審査
中。
２．2004年秋にスリランカ政府によってJICAに対するBroadlands計画のD/Dと
Victoria増設計画のF/S要請が、またJBICに対するBroadlands計画の円借款要請が
行われた。
３．本調査の結果を受けたCEBの要請に基づき、JICAは本調査のフォローアップ調
査（ケラニ川水系水力発電所リハビリテーション）を実施中。

その他調査（F/S）／エネルギー一般

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 UZB 701

国   名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

ウズベキスタン

タシケント火力発電所近代化事業詳細設計調査

The Detailed Design Study for Modernization of
Tashkent Thermal Power Plant in Uzbekistan

三賢憲治

東電設計株式会社

第1年次 2002年9月9日～2003年3月31日
第2年次 2003年5月12日～2004年2月23日

13名

15～16

245,948 千円

60.66 人月

東電設計株式会社

ウズベクエネルゴ株式会社

(平成16年度 国内調査）
 本調査終了後、ES-2（PQ入札から完成まで）のコンサルタント入札が03年3月に
公示され、ウズベクエネルゴ電力公社が入札評価を実施したが、技術評価に時期
がかかり、本年4月にコンサルタントが決定した。

本来、連携D/Dの主旨として、D/D業務と工事監理業務を連携して実施することに
より、プロジェクト全体をスムーズに運ぶことであったが、結果的には業業務間に時
間のロスを生じた。
原因としては、従来と同様に詳細設計から入札仕様書作成までのコンサル業務と
メーカー入札から工事完成までのコンサル業務を分けたことで、後者を望むコンサ
ルタント間の競争の結果、その評価と決定に時間をかなり費やすことになった。今
後このような状況を回避するには、D/Dの業務範囲を業務内容に一貫性がある
メーカー決定までに広げることにより、よりスムーズなプロジェクト全体のコンサルタ
ント業務が期待できるものと考える。

具体化進行中

本事業は、タシケント市の中心から約20Kｍ北東に位置するタシケント発
電所構内にガスタービン・コンバインドサイクル発電設備を1基新設するも
のであり、ガスタービン、排熱回収ボイラ、蒸気タービン、発電機などから
構成され、発電能力は370MW級を計画している。燃料は、ウズベキスタン
国内のブラハとシュルタンからの既設パイプラインにより送られている天然
ガスを使用するものである。

上位目標：ウズベキスタン国における電力の安定供給に資すること。

プロジェクト目標：タシケント火力発電所にガスコンバインドサイクル発電設
備が建設・運用されること。

調査内容・項目：
１．入札図書作成関連：
 １）既存資料のレビュー
 ２）基礎地盤、水、燃料など調査
 ３）発電設備アウトライン検討
 ４）入札図書等の作成
 ５）環境影響評価実施
 ６）CDM分析
２．維持管理補修系格差癖栄関連
 １）タシケント火力発電所既存設備現況調査
 ２）電力系統解析
 ３）財務経済分析
 ４）維持管理補修計画作成

本プロジェクトは、JBICの有償資金協力
事業「ウズベキスタン国タシケント火力発
電所事業」として実施することが決まって
おり、2005年5月16日にE/Nの交換及び
L/Aが締結された。

(平成16年度 国内調査）
 本調査終了後、ES-2（PQ入札から完成まで）のコンサルタント入札が03年3月に公
示され、ウズベクエネルゴ電力公社が入札評価を実施したが、技術評価に時期がか
かり、本年4月にコンサルタントが決定した。

2002年度は、発電設備の方式（軸、冷却）について協議し、同意に至った。また入札
図書についてもドラフト提出を実施した。2003年度は、現在まで維持管理補修計画
を除き、ほぼ詳細設計にかかる調査を終え、入札図書の完成にかかるC/Pとの最終
調整に入っている。今後、詳細設計及び入札図書の完成へ向け作業を継続してい
く。
研修員投入：
2002年度 ウズベクエネルゴ（タシケント火力発電所）1名
2003年度 ウズベクエネルゴ（タシケント火力発電所及び関連会社）4名

(平成16年度 国内調査）
工事監理業務のコンサルタント選定に当たっては、選定仕様書の中でより公平で明
確な選定条件が示される必要があると考える。

D/D／エネルギー一般

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHL 801

国   名 予 算 年 度

プロジェクト概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 プロジェクトの現況

結論／勧告

報告書提出後の経過

プロジェクトの現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

チリ

コデルコ社工場近代化計画調査

The Study for the Modernization of the Workshops
of CODELCO in the Republic of Chile

力石 浩二

石川島播磨重工業(株)

86.6.28～7.27

10

60～61

61,324 千円

0.00 人月

1987/3

石川島播磨重工業（株）

チリ共和国コデルコ社
エルテニエンテ事業所
工作工場

1．ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. FIRR=20.7%
3. 自動化、半自動化機器の新規投資による生産性の
向上を図ると同時に、製品の品質、生産技術の質、従
業員の質の向上のため、各種の方策を実施すべきで
ある。

実施済

実施機関：
 ﾁﾘ共和国ｺﾃﾞﾙｺ社 ﾗﾝｶｸﾞｱ市ｺﾃﾞﾙｺ社
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｴﾙﾃﾆｴﾝﾃ事業所 工作工場

総事業費：
 623,000USﾄﾞﾙ、うち外貨分510,000USﾄﾞﾙ（１USﾄﾞﾙ=160円）

実施内容：
 1)工作工場の現状調査結果
 2)近代化計画
  基本計画＝製造技術
  生産設備＝管理
  原材料＝要員訓練計画
  投資額＝実施計画
  計画推進上の留意点

 本調査は、銅生産において世界屈指の大企業であるｺﾃﾞﾙｺ社のｴﾙﾃﾈﾝ
ﾃ事業部を対象に行われた。同事業部の補助部門が抱える、2工場（鋳造
工場、製缶工場）の近代化計画策定が目的であり、基本方針として､以下
の点が挙げられる。(1)事業部とｺﾃﾞﾙｺ社の将来展望の中で、2工場の将来
像を描く必要がある。(2)銅市場でのﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業としては、旧態依然たる
劣悪な環境で無理な生産が行われているような印象は外部に対して与え
てはならない。
(3)国営企業の一つとして、同国の工業水準を引き上げ、責務を有すること
を自覚せねばならない。また、以上の方針を踏まえた具体的近代化計画
を両工場が実施した場合でも採算性はある、という結論が出された。自動
化、半自動化の機械を導入し、生産性を向上させるのと同時に、従業員
教育にも投資を行い、生産技術の水準向上にも努力すべきことが提案さ
れた。

 報告書が提出された半年後、修理ﾊﾞｰﾂ
製造部門だった調査対象部門が、独立
採算の事業部に格上げされた。同事業部
に1994年よりDirectorとして着任した
Victor Martinez氏は、本調査ﾚﾎﾟｰﾄを基
に、工場改善点を理解することが出来た
という。事業部として再出発した後は、ｽﾍﾟ
ｱﾊﾟｰﾂの政策以外に、鋳造装置の重機
械や精錬ﾌﾟﾗﾝﾄの製造販売〔国内外市
場〕、及び、補修・修理による売上の増加
を目指し、当該調査ﾚﾎﾟｰﾄでの提言を参
考にしつつ、事業の拡大に努めた。その
結果、事業部としてｽﾀｰﾄした当初2年間
は赤字だったが、1997年現在では黒字に
転換している。
 報告書の中で提言されたもののほとん
どが実現された。特に、機械の導入、地
面の舗装、そして、天井への窓ｶﾞﾗｽのは
め込みや、空気洗浄機の導入など、工員
の就業環境の向上が実施された。但し、ﾗ
ｲﾝの自動化に関しては、資金不足のた
め、未だ出来ていない。
同事業部に対しては、継続的な調査・技
術指導等の援助、また、その他実現・具
体化されたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等は存在しない。但
し、近年金属鉱業事業団が同国北部に
おいて資源探査を行なっている。
(1997年9月現地調査結果)

 同組織の事業部への昇格に際しては､本調査ﾚﾎﾟｰﾄが判断材料の一つとされた。
ﾃﾞｺﾙｺ社はﾁﾘの生産量の50%のｼｪｱを握る公社である。今後民間企業にｼｪｱは奪わ
れていくものの、同国における基幹産業での中心的位置付けは国策として持ち続け
られる｡（ちなみに、銅生産事業への外資導入により、同社ｼｪｱは今後40%程度まで
に下がるといわれている。しかし、それら外資企業が進出する際には、ｺﾃﾞﾙｺ社もJV
として関わっているので、実質的なｼｪｱはそれほど下がることはないものと推測され
る。）従って､日本は、ﾁﾘ国の銅の最大の輸入国として、日本の資源確保の点で長期
良好関係を持ち続けることは重要である。(1997年9月現地調査結果)
1999.11 現在､その後の情報は全く入っていない。

その他調査（F/S）／機械工業

報告書の内容

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IDN 901

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

エネルギー需給データバンク計画調査

Data Bank Program on Energy Supply and
Consumption in Republic of Indonesia

富舘 孝夫

(財)日本エネルギー経済研究所 主任研究員

78.10.15～11.4／79.3.4～3.13
79.7.28～80.3.23／80.9.18～10.8
81.1.5～1.25／81.2.16～3.1

8,1,9,5,4,4

53～55

69,418 千円

0.00 人月

1979/3

(財)日本エネルギー経済研究所

鉱山エネルギー省
石油ガス総局(MIGASS)
石油天然ガス公社(PERTAMINA)

 1981,1982年度実施の「ｴﾈﾙｷﾞｰ需要計画策定ｼｽﾃﾑ
開発技術協力調査（IND903）」に発展的に継承され、
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは進行、活用された。

進行・活用

計画の概要
(1)調査の目的
 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおけるｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸと需要予測手法の設計を行う。
(2)調査の内容
 1978年度は
 1) 既存ｴﾈﾙｷﾞｰ関係統計の調査、ｴﾈﾙｷﾞｰ統計のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化の調査、
ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽ表作成のための調査
 2) ｴﾈﾙｷﾞｰ需要予測手法確立のための調査
 3) 工業部門におけるｴﾈﾙｷﾞｰ消費原単位の調査
1997年度は
 1) ｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの確立
 2) ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾝﾗﾝｽ表の作成
 3) 中・長期ｴﾈﾙｷﾞ-需給予測ﾓﾃﾞﾙの開発
1980年度は
 1) ｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑが出力する国家単位のﾏｸﾛｴﾈﾙ
ｷﾞｰﾃﾞｰﾀを格納するｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの設立
 2) ｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸをｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽｼｽﾃﾑ、ｴﾈﾙｷﾞｰ需要予測ｼｽﾃﾑと接
続し､3つのｼｽﾃﾑを多角的に利用可能とする。
 3) 石油・ｶﾞｽ以外のﾃﾞ-ﾀも扱う将来に備えて、ｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼ
ｽﾃﾑのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ機能を拡充する。
 4) 最終報告書（ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾏﾆｭｱﾙ）の作成

結論及び勧告
 改善すべき問題点として、不足している統計資料の整備、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側の
関連諸機関の強調など。

1) 基礎調査と設計の実施・完成
2) ﾓﾃﾞﾙ・ﾋﾞﾙﾄ第1段階完成
3) 1981,1982年度実施の｢ｴﾈﾙｷﾞｰ需要
計画策定ｼｽﾃﾑ開発技術協力調査
（IDN903）に発展的に継承され、本ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄは実現された。

調査段階での技術的移転
ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄがｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使えるように現地､日本両方で研修を行った。

その他調査（M/P）／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。

604



個別プロジェクト要約表 IDN 902

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

石油探鉱生産データバンクシステム開発計画調査

Survey for the Petoroleum Exploration and
Production Data Bank System Development
Project in the Republic of Indonesia

笠原 大四郎

日本オイルエンジニアリング(株)開発部長代理

78.11.20～12.24／
79.7.14～7.22

10,3

53～56

194,005 千円

94.00 人月

1981/8

日本オイルエンジニアリング(株)

鉱山エネルギー省石油ガス庁
石油ガス公社（ブルタミナ）

 ﾌｪｰｽﾞI｢ｼｽﾃﾑ設計｣の終了にあたって、ｲ・国はﾌｪｰｽﾞII,IIIの
実施に関する技術協力を日本政府に再度､要請すると共にそ
の可能性を石油公団に打診してきた。同公団はその意義を高
く評価し、具体的な協力方法を取り決めた業務実施に関する
Basic Agreementをｲﾝﾄﾞﾈｼｱ鉱山ｴﾈﾙｷﾞｰ省石油ｶﾞｽ庁との間
で締結し､日本ｵｲﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ〔株〕に、同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑ確
立に必要なﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ、ｼｽﾃﾑ導入､入力ﾃﾞｰﾀ作成援助等の業
務を委託し、1985年4月に終了した。
 1987年ｲ・国はﾌﾟﾙﾀﾐﾅEP－III直轄地区(ﾌﾟﾙﾀﾐﾅの探鉱・生産
局の下部機構の一つでｼﾞｬﾜ地域を管轄)の探鉱・生産ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝ
ｸｼｽﾃﾑの設立に関する技術協力を日本政府に要請すると共に
その可能性を石油公団に打診してきた。石油公団はその意義
を認め、ﾌﾟﾙﾀﾐﾅとの間に技術協力に関するBasic Agreementを
締結した。石油公団は日本ｵｲﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ〔株〕に同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝ
ｸｼｽﾃﾑ設計に必要なｼｽﾃﾑ設計、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｼｽﾃﾑ導入、入力
ﾃﾞｰﾀ作成援助等を委託し、1990年5月に終了した。
1996年1月現在運用中。(1996年1月現地調査結果)

1999.11 現在：変更点なし

進行・活用
1. 計画の概要
 調査目的：ｲﾝﾄﾞﾈｼｼｱ共和国にとって、経済的に重要な位置をしてる石油・天然ｶﾞｽ
資源の探鉱・生産に関する情報を収集・整理・貯蓄し、これら情報を有効利用し得る
ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑを確立するため、必要な要望の調査及び同ｼｽﾃﾑ確立業務実施計
画の策定・ｼｽﾃﾑの概念及び詳細設計を実施すること。
 調査の内容：上記調査団による現地調査では、ｲ・国側と技術協力について具体的
要望が討議され、結論としてﾌﾟﾙﾀﾐﾅ（国営石油天然ｶﾞｽ公社）のﾕﾆｯﾄEP-III直轄地
区（ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ探鉱・生産局の下部機構の1つで南ｽﾏﾄﾗ地域を管轄）の石油及び天然ｶﾞ
ｽの探鉱・生産に関するﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑを対象とすることが合意された。調査後、同ｼ
ｽﾃﾑの開発はﾌｪｰｽﾞI｢ｼｽﾃﾑ設計｣、ﾌｪｰｽﾞII｢ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ及びｼｽﾃﾑの導入への適
用｣、ﾌｪｰｽﾞIII「入力ﾃﾞｰﾀ作成援助」の順に行うことが提案された。JICAは、ｼｽﾃﾑの
概念・詳細設計を行うと同時に相手側の意向を充分設計に取り込むため、蒸気調査
団に引き続き下記調査団（団長 笠原大四郎）を現地に派遣した。
 1)概念設計報告書ﾄﾞﾗﾌﾄ説明調査団
  (1980年6月2日～同年7月1日、10名)
 2)細設計上部実施協定書協議調査団
  (1980年9月25日～同年10月1日、3名)
 3)詳細設計報告書ﾄﾞﾗﾌﾄ説明調査団
  （1981年5月25日～同年6月16日、8名）
2.結論及び勧告
国側の要請では､下記2点が強調された。
 1)同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑの設計にあたって、他ﾕﾆｯﾄへの拡張を考慮すること。
 2)同ｼｽﾃﾑ確立（設計からﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ設立）までのKnow-howをｲ・国側に移転するこ
と。技術協力の対象となったﾌﾟﾙﾀﾐﾅ・ﾕﾆｯﾄEP-IIのﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑは、石油及び天
然ｶﾞｽの探鉱から開発にわたる地質、物理探鉱、坑井、油層流体解析、生産量、埋
蔵量、各種坑井試験、生産施設、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ等のﾃﾞｰﾀを扱うものとなっており、本調査
報告書は開発計画(1979年8月)、概念設計(1980年8月)及び詳細設計(1981年8月)の
3種にまとめられた。

 JICAの実施した、ﾌｪｰｽﾞI「ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽ
ﾃﾑの設計」に引き続き、ﾌｪｰｽﾞII「ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐ
ﾝｸﾞ及びｼｽﾃﾑの導入」ﾌｪｰｽﾞIII「入力
ﾃﾞｰﾀ作成援助」の業務が石油公団によっ
て実施された。

(*)より
石油公団は、1987年1月及び3月下旬～4月上旬の2回に渡って同国に調査団を派
遣し、上記要請の具体的な事項を聴取した。その結果、同要請に応ずることとし､具
体的協力方法を取り決めた業務実施に関する基本合意書を1987年10月8日にｲﾝ
ﾄﾞﾈｼｱ共和国側と締結した。
 石油公団は、上記基本合意書に従ってﾌﾟﾙﾀﾐﾅ･ﾕﾆｯﾄEP-IIIにﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸを設立
する業務を日本ｵｲﾙ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社に委託して実施せしめており、業務は
1990年4月のFormal Presentationにより完了した。

 ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ･ﾕﾆｯﾄEP-IIのﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑの日本側からｲﾝﾄﾞﾈｼｱ共和国側へ引き
渡すhandling-over ceremonyが、1985年4月3日ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで行われ、席上ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
ｰｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省、ｽﾀﾞﾙﾉ石油局長及びﾌﾟﾙﾀﾐﾅ Hend of BKKA ﾜﾙｶﾞﾀﾞﾚﾑ両氏から
日本側の関係機関に対し、謝辞があった。1986年12月同上ｽﾀﾞﾙﾉ石油局長より、先
回ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ・ﾕﾆｯﾄEP-IIに引き続いてﾌﾟﾙﾀﾐﾅ・ﾕﾆｯﾄEP-IIIにも同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑを設
立してくれるよう要請があった。(*)へ続く

その他調査（M/P）／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IDN 903

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

エネルギー需給計画策定システム開発技術協力調
査

Technical Cooperation for the Energy
Supply-Demand Planning System Development in
the Republic of Indonesia

富舘 孝夫

(財)日本エネルギー経済研究所

81.8.17～82.3.18

20

56～57

29,717 千円

0.00 人月

1982/9

(財)日本エネルギー経済研究所

鉱山エネルギー省
石油ガス総局（MIGAS）
石油天然ガス公社（PERTAMINA）

 本調査で実施した技術協力内容は､ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側が独
力でｼｽﾃﾑを動かし、協力内容は十分取り入れられた。
 1984年実施の「ﾊﾞﾝｺ炭遊興利用計画調（IDN021）」に
おいて、ｴﾈﾙｷﾞ-需要予測に本案件で作成したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
が利用された。
 ｴﾈﾙｷﾞ-ﾓﾃﾞﾙは運用されたが、1985年に運用中止。
                       (1996年1月現地調査結果)

中止・消滅

・国家ﾚﾍﾞﾙのﾏｸﾛｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀを格納するｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの確立
・ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽｼｽﾃﾑとｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの機能拡充
・ｴﾈﾙｷﾞｰ需給予測ｼｽﾃﾑとｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの接続
・ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽｼｽﾃﾑとｴﾈﾙｷﾞｰ需給予測ｼｽﾃﾑの接続
・ｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの機能補強
・ｵﾍﾟﾗｰｼｮﾝﾏﾆｭｱﾙの作成

1)ﾓﾃﾞﾙ・ﾋﾞﾙﾄの完成・運用
2)そのための操作・整備
3)本調査を通しての技術協力により、ｲﾝﾄﾞ
ﾈｼｱ側は､独力でｼｽﾃﾑを動かしている。
このｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽ表の作成、ｴﾈﾙｷﾞｰ需
要ﾓﾃﾞﾙの操作等が毎年行われている。

 必要なﾃﾞｰﾀが大量に必要なことから運用が困難となった。
 大型ｺﾝﾋﾟｭﾀでの使用を前提にしていることからﾒﾝﾃﾅﾝｽ・ｺｽﾄが多額となったうえ、
ﾊﾟｿｺﾝ利用という時代の趨勢に対応できなくなった。
(1996年1月現地調査結果)

 ﾊﾟｿｺﾝ容量、ｿﾌﾄ、ﾓﾃﾞﾙ・ﾂｰﾙの発展により､大型ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使用した運用の時代で
はなくなった。

その他調査（M/P）／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 IDN 904

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

インドネシア

貿易商業統計システム開発計画調査

The Master Plan Study for Strengthening of Data
Processing and Information on Trade and
Cooperatives in the Republic of Indonesia

木下 順隆

(株)三菱総合研究所

82.2.14～3.15

7

56～57

38,394 千円

0.00 人月

1982/9

（株）三菱総合研究所
(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

商業協同組合省

 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側の要請を受け､1987年4月2日より1989年4
月1日までの予定でJICA専門家1名を派遣。その後、引
き続き専門化が派遣され1994年3月現在4代目である。
商業省における情報ｼｽﾃﾑの構築は1994年3月現在、
基本的にはJICA調査提言の方向に添って進められて
いると言える。しかし、提言の柱である中型ありいは大
型のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ設置に基づく情報化は実現していない。
 1991.11現在：追記事項特になし。

進行・活用

1.調査の概要
 ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査では調査･解析作業を以下の7項目に区分して実施した
a 現行業務の分析と評価
b 情報ｼｽﾃﾑの方向性と役割
c 情報ｼｽﾃﾑの概念設計
d 要員訓練計画
e 導入ｽｹｼﾞｭｰﾙ
f 費用見積
g 結論及び勧告

2.結論および勧告
 情報ｼｽﾃﾑの構築は商業協同組合省における行政事務の効率化や行
政計画の立案政策判断のための豊富な基礎資料を提供する点で意義深
いが、現状では情報ｼｽﾃﾑ構築の基盤である下部構造をはじめ、組織、要
因、ﾃﾞｰﾀ管理等の整備は十分とは言えず、次に述べる事項について考慮
する必要がある。
(1)   ｼｽﾃﾑ化推進組織の確立
(2)   法律および内部規則の整備
(3)   要員訓練
(4)   ﾃﾞｰﾀ収集体制の整備
(5)   ﾃﾞｰﾀの状態の改善
(6)   開発ｽﾀｯﾌと運用ｽﾀｯﾌとの協調
(7)   ﾕｰｻﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発の重要性
(8)   ﾕｰｻﾞｰ部門の位置づけ
(9)   製作情報の活用の重要性
(10) 情報ｼｽﾃﾑの処理能力

 左欄の(1)～(10)にそって情報化が小規
模ながら推進中である。  ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国側の要請を受け、JICA専門家を派遣しており1994年現在4代目であ

る。
 本調査終了後、商業省で機構および機能の変更もあり、新しい現状に即して、
1992年に新しいﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝをｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに依頼して作成している。商業省
はこの新ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに沿って、小規模でｽﾋﾟｰﾄﾞは緩慢であるが情報化を推進中であ
る。

その他調査（M/P）／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 PHL 901

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

フィリピン

サンロケ多目的ダム（水質予測）開発計画調査

The Re-study on the San Roque Multipurpose Dam
(Water Quality) Development in the Republic of
the Philippines

寺江 孝夫

日鉱探開(株)

83.11.21～12.20／
83.12.8～12.20／
84.4.12～11.30

8,5,13

58～60

161,332 千円

56.67 人月 （内現地34.15人月）

1985/10

日鉱探開（株）
日本工営(株)

電力公社：NPC (National Power Corporation)
Mr. Jose V. Jovellanos (Special Assistant to
the Chairman)

1995年末までにBOTの入札を行う予定である。
(1995年11月現地調査結果)

1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず､情報な
し。

進行・活用

1. 貯水池貯留水の水質を予測し、San Roque ﾀﾞﾑから流失する水質を評
価した結果、
(1) 流出水中に溶存するCu, Zn, As等の濃度はいずれも低く、ﾌｨﾘｯﾋﾟﾝの
農業用水水質基準を大幅に下回ることが予測された。
(2) 流出水中の懸濁物質の濃度が高く、懸濁物資には相当量の酸可溶
性Cuが含まれることが予測されたが、このCuが計画灌漑地域の田面に残
留し、土壌中Cu濃度が作物減収を誘発する許容限度に達するのは、約
120～160年後と推定された。

2. S/Wに従い、貯水池貯留水の水質を予測し、ﾀﾞﾑから流出（であろう）
水質を評価した結果を客観的に報告するにとどめた。

その他調査（M/P）／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 SGP 901

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

シンガポール

石炭火力発電所及び一貫製鉄所設立に係る環境
への影響調査

The Study of Environmental Effects of Coal Firing
Power Station and Integrated Steel Mill in the
Republic of Singapore

鈴木 一／小林恵三／稲垣喜八

(社)産業環境管理協会

81.2.15～3.16／6.15～7.14／10.25～10.31
82.2.1～2.11／5.23～5.29／7.15～7.24
83.11.23～12.25／84.2.27～3.25／
84.6.11～7.8／9.3～9.30

10,6,2,3,3,3,7,7,7,8

55～60

272,606 千円

100.10 人月 （内現地44.25人月）

1985/10

(社)産業環境管理協会

ジュロン・タウン公社：JTC(Jurong Town
Corporation)
Mr. Lim Sak Lan (Senior Director)
Mr. Jan Suan Yang (Senior Principal Civil
Engineer)

1999.10現在：その後の新情報はない。

進行・活用

1. 調査の結果、同国における水質(CODおよび水温)・大気質(SO２及び
粉じん)は現状では満足のゆくものであり、さらに発電所と製鉄所の立地に
係わる環境の悪化は減少と判断された。
2. 対象地域はｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ本島および南部・東部の島と地域
3. 総事業費  276,328百万円
4.  1980.4     計画開始
     1985.10   計画完了

（＊）1984.6.11～7.8/1984.9.3～9.30

1.火力発電所については一部建設完
了、運転中。
製鉄所は、結構需要情勢の変化により具
体化されていない。

2.火力発電の燃料が、石炭から石油に変
更。

火力発電燃料の変更はｴﾈﾘｷﾞｰ事情の変化による。

その他調査（M/P）／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 901

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

特許情報検索システム開発計画調査

The Study of the Development of Patent
Information Reference System in the People's
Republic of China

神野 真

(財)日本特許情報センター

85.3.7～3.26

8

59～60

32,063 千円

11.37 人月 （内現地0.69人月）

1985/9/1

(財)日本特許情報機構
(株)三祐コンサルタンツ

専利局
 王押 益（局長）

1985.1     ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式協力要請
1986.8     ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力R/D署名
               「中国特許検索用教育ｼｽﾃﾑ開発事業」
1986.11 協力開始
1991.4     ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了式実施（於、中国専利局）

・1988年に日本の日立から機器を導入したが、6つの端
末しかｱｸｾｽできず実用面では非常に弱いことからﾄﾞｲﾂ
のｼｰﾒﾝｽからも機器(32の端末にｱｸｾｽできる)を導入し
た｡したがって日立の機器はﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ用として使用さ
れ、ｼ-ﾒﾝｽ社の機器は実務に使用された。
・1997年ﾄﾞｲﾂからの借款（2,885万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ）によりIBM
の機器を導入し、ｼｽﾃﾑをすべて一新した。現在2つの
ｼｽﾃﾑを完成している。
1)世界特許情報検索ｼｽﾃﾑ
2)特許管理ｼｽﾃﾑ
(1999年現地調査結果)

進行・活用

結論および提言の概要

1. ｼｽﾃﾑ化推進部門の設置

2. 法律･内部規則の整備

3. 資料管理体制の整備

4. 要員育成

5. 開発部門と運用部門の相互強調

6. ｿﾌﾄｳｪｱ（ﾕｰｻﾞｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）開発の重要性

7. 特許情報検索ｼｽﾃﾑの拡張

8. 特許情報検索ｼｽﾃﾑの在り方

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
1. 案件名
特許情報検索用教育ｼｽﾃﾑ開発事業

2. 目的・内容  
中国専利局において実施される特許情
報検索ｼｽﾃﾑの実用化に備え、教育用ｼｽ
ﾃﾑの開発を通じて現地ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対
し､それに必要な技術の移転を行う。

3. 期間 (R/D)
1986年11月1日～1990年10月31日

4. 経過 
研修員延べ20名来日

1. 暫定実施計画の進捗状況
  1986年8月署名のR/Dの暫定実施計画の実施状況は次のとおり、
   専門家派遣………長期専門家3名を派遣済
   研修員受け入れ…1986年度7名（ｿﾌﾄｳｪｱ研修)
                                         1987年度7名（ｿﾌﾄｳｪｱ研修4名、ﾊｰﾄﾞｳｪｱ研修3名)
                                         1988年度6名（ｿﾌﾄｳｪｱ研修）
   機械供与………ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ本体及び周辺機器は､1988年3月船積｡
                                         1988年4月専利局到着
2. 詳細年次活動計画
  1987年9月合同委員会に於て、1990年までの詳細年次活動計画が作成された。

 機械据付場所が既存No.4庁舎から、現在専利局が建設中の新庁舎1Fｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・
ｾﾝﾀｰに変更になった。
 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ室完成1988年8月据付、試運転9～10月の予定であったが新庁舎建設及
び中国内情勢により1989年11月、試運転1989年12月～1990年1月となった。

その他調査（M/P）／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 CHN 902

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

中華人民共和国

徳興銅鉱山鉱廃水処理計画詳細設計調査

The Detailed Design Study on Waste Water
Treatment Project in Dexing Copper Mine

島津 康弘

千代田デイムス・アンドムーア

96.8/96.10/97.5 ～ 97.9/97.11

7

8～9

169,757 千円

人月

1998．3

千代田デイムス・アンド・ムーア（株）
千代田化工建設(株)

中国有色金属工業総公司

崔 虎林 （外事局亜州処処長）

・その後の進捗については把握していないが、1998年5月頃詳細設計図書の詳細
について問合わせがあった。実施設計を進めていたものと考えられる。

・JICA報告書の日中双方の分担に従って、中国側（国家有色金属工業局）は1999
年6月までに電力供給、水供給、道路建設等の設計におけるF/S報告書を作成し
た。この報告書は徳興銅鉱山に提出され、そこから江西省銅業公司に手渡され
た。

・江西省銅業公司は資金依頼を同省環境保護局及び中央の国家発展計画委員
会に提出した。資金調達ができ次第、実施に移る予定である。地方政府が調達す
べき総投資額（9,953万元）の30％分は準備できており、残りの70％の資金を省環
境保護局或いは国家発展計画委員会から調達しなければならない。予測では、こ
の案件は環境関連案件であり、国家自身非常に重視している。また中央には「環
境保護基金」が1999年11月に設立され、およそ30億元の基金が環境優良案件に
優先的に分配されることから、資金調達は可能であるとの見方が強い。（1999年度
現地調査結果）

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

進行・活用

当ｻｲﾄで発生している鉱廃水及び今後発生するであろう鉱廃水を処理し、
公共用水域の水質改善に寄与する廃水処理設備建設のための実証試験
と、その結果を反映した詳細設計について報告した。実証試験では「空気
攪拌による二段階中和ﾌﾟﾛｾｽ」の有効性が確認されたが、実験項目ごとの
内容・評価を記した。詳細設計図は報告書付属図面としてまとめられた。

新規廃水処理施設の建設に係る提言：
1. 今後中国側が実施する詳細設計に係る留意事項：詳細設計の見直し
／ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の設計／尾鉱堆積・詰まり／配管、操作ｽﾃｰｼﾞ、階段計
画／予備の考え方
2. 運転ﾏﾆｭｱﾙ作成及び維持管理上の留意事項：運転要領書等の作成
／pH計
3. その他（現場詰所の設置／実証試験装置の活用）

二段階中和設備の実施設計が進められ
た。

（平成１５年度 在外調査）
２００１年に自己調達資金（1,200,000人民
元）により、鉱山酸性水４号庫輸送・堆浸
処理施設建設プロジェクトを完成させた。
２００１年度末より本格稼動を開始した。処
理後の排水は排出基準に達した。大塢
河、楽安江へ排出されているので、汚染
問題はほぼ解決され、水質も改善されて
いる。

（平成15年度 国内調査）
情報なし

（平成１５年度 在外調査）
2001年に自己調達資金（1,200,000人民元）により、鉱山酸性水４号庫輸送・堆浸処
理施設建設プロジェクトを完成させ、２００１年度末より本格稼動を開始した。処理後
の排水は排出基準に達した。大塢河、楽安江へ排出されているので、汚染問題はほ
ぼ解決され、水質も改善されている。

機器・計器類は、設備性能の信頼性から自国製では問題があるのではないかと考え
られている。

その他調査（M/P）／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 LKA 901

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2004年3月改訂

案 件 名

スリランカ

工業分野（メッキ産業）振興開発計画アフターケア

Study (After Care) on Industrial Sector
Development (Electroplating and Waste Water
Treatment) in the Democratic Socialist Republic of
Sri Lanka

長沢 葵行

ユニコ インターナショナル(株)

計63日

6

8～9

89,044 千円

22.79 人月

1997.2

ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
富士テクノサーベイ(株)

工業開発庁
MR. H. M. V. Jayasinnghe (IDB長官）

2002.3現在：進捗状況不詳             
2003.3現在：情報なし

（平成15年度 国内および在外調査）
情報なし

遅延

本調査ではｽﾘﾗﾝｶのﾒｯｷ産業振興のための方向を、排水処理及びﾒｯｷ技
術の2つの方向から検討した。その結果として、ﾒｯｷ産業振興計画として
「IDBﾒｯｷｾﾝﾀｰ技術・技能向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」を関係機関の支援のもとに推進
することを提言した。提言したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの内容及び関係機関の支援項目は
下記の通りである。

1)IDBﾒｯｷｾﾝﾀｰが実施すべき指導・普及方法及び改善計画
IDBﾒｯｷｾﾝﾀｰの技術向上・普及計画を下記の20項目について提言した。
(1) 排水処理技術の普及:ﾒｯｷｾﾝﾀｰの排水処理技術の向上策[2項目]／
ﾒｯｷｾﾝﾀｰの対外活動[5項目]
(2) ﾒｯｷ技術の向上:ﾒｯｷｾﾝﾀｰの技術向上[4項目]／ﾒｯｷｾﾝﾀｰの対外活
動[3項目]
(3) ﾒｯｷｾﾝﾀｰの組織機能強化:組織機能向上[3項目]

2)関係機関及びIDBの採るべき方策
関係機関である工業開発省(MID)、中央環境庁(CEA)及びﾒｯｷｾﾝﾀｰが所
属する工業開発庁(IDB)に対し下記の提言をした。
(1) 工業開発省(MID):金属加工業の振興／IDBへの支援
(2) 中央環境庁(CEA):産業の実態を考慮した環境行政／排水基準の見
直しと運用の適正化／融資制度の拡充／法令・規制の徹底
(3) 工業開発庁:負託業務への制約の解除／中小企業の声を反映した自
己改革案作り／民間との競合の回避／ﾒｯｷ業界への環境規制の適用に
関するCEAとの協議

提案に関連したその後の情報はない。

（平成15年度 国内及び在外調査）
現況に関する情報不足であるため、提言内容の現況は暫定措置である。

その他調査（M/P）／鉄鋼・非鉄金属

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 ARE 901

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

アラブ首長国連邦

太陽熱利用海水淡水化技術協力調査

Basic Survey for the Technical  Cooperation on
Solar Energy Utilization  (Desalination) Project in
the United Arab Emirates

酒井 紀年

(財)エンジニアリング振興協会

81.3.3～3.24

9

55～56

31,946 千円

0.00 人月

1981/6

(財)エンジニアリング振興協会

Ministry of Petroleum and Mineral Resources
石油資源省（MPMR）
水電気省（WED）

1981      新ｴﾈﾙｷﾞｰ開発機構に移管
1982.12   実施機関・ｻｲﾄの変更
1983.3   建設工事開始
1984.9   完成・試運転
1985.4   開所式

1999.10 現在：変更なし

進行・活用

1. 計画の概要
  調査目的・調査内容
 1981年1月末の協議調査の結果をうけ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦側は数ヶ所の
ﾌﾟﾗﾝﾄ･ｻｲﾄ候補地を選定しており､今調査団は、海岸線、水深、敷地、ｱｸ
ｾｽなどを比較検討し、最適地を選定した。

2. 結論及び勧告
(1) 最も有望なﾌﾟﾗﾝﾄ･ｻｲﾄ候補地としてﾑｻﾌｧ工業地区と選定した｡
(2) 1981年度にｻｲﾄ測量、ﾎﾞ-ﾘﾝｸﾞ、概念設計を実施する｡
(3) ｱﾗﾌﾞ側ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施機関：WED
  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：約1,900百万円

ﾌﾟﾗﾝﾄ･ｻｲﾄ
 ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞ市ｳﾑ･ｱﾙﾅﾑ地区
操業能力 海水淡水化 80ﾄﾝ/日
無償能力 建物、機器など約1,900百万
円

1. 現況に至る理由
  受入国と日本の官民が一致して実現に努力した。
2. 報告書と具体化されたものの差異の理由
  建設ｻｲﾄの変更
  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施主体が水電気省に変更され、同省の施設が集まっているｳﾑ･ｱﾙ
ﾅﾑが適地と判断されたため。

その他調査（M/P）／工業一般

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 SAU 901

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

サウジアラビア

海水淡水化技術協力計画調査

Research Cooperation for the Project of the Sea
Water Desalination Technology

後藤 藤太郎

(財)造水促進センター

91.10～92.1／93.1～93.3/93.5～94.1／94.6～
94.12

34

56～60 

1,377,679 千円

106.80 人月

1995. 2

（財）造水促進ｾﾝﾀｰ

Seline Water Conversion Corporation
Mr. A. A. Alazzaz
Director General
Reseach & Technical Affairs

2000.10現在:
1998年3月開催の「水の有効利用と節水」に関するｾﾐﾅ
ｰを契機に、ﾘﾔﾄﾞ市の水道計画についての検討が開始
された。相手国担当機関の民営化が問題となっている
ので、専門家の派遣、要人の招聘により協力することを
計画中。

2003.3現在：情報なし

（平成15年度 国内調査）
情報なし

(平成16年度 在外調査）
以降、プロジェクトの実施はない。複数のテーマにわ
たった多くの協力調査が日本政府より提案されている
が、まだ承認されていない。

進行・活用

海水淡水化に関し、１２研究テーマを設定して、共同研究を行った。テー
マについては、深刻化する海水の油汚染が多段フラッシュ法および逆浸
透法プラントに及ぼす影響・対策研究を、相手側の要請もあって織り込む
こととなった。
 
多段フラッシュ法の研究においては、スケール防止剤の性能評価手法や
油分の蒸発機構、逆浸透法の研究においては、ハイブリッドシステム用最
適膜や油分除去用前処理法などに関し、実機の運転管理に役立てられる
数多くの実験データが得られた。

2000.10現在: C/Pは海水淡水化に関する研究計画及び実験手法を習得し、当該
分野における活発な研究所の一つとして世界的にも名を知られる様になった。昨
年、国際会議で優秀論文賞を受賞するまでに成長した。

また、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの成果は、1995年度から同一の相手国側担当機関に対し、専門
家派遣という形で活用されている。

（平成16年度 在外調査）
SWCCは、JICAとの調査として実施したいテーマのリストを用意している。

その他調査（M/P）／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 LBR 901

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

リベリア

セントジョン川水力発電開発計画調査

Pre-Feasibility Study on St.John River
Development Project in the Republic of Lyberia

後藤 一

アジア航測(株)

81.11.11～82.2.28

12

55～57

200,206 千円

37.08 人月 （内現地26.60人月）

1983/3/1

アジア航測(株)

土地・鉱山省

 その後、同国は内戦に突入し､土地・鉱山省の職員の
消息も不明のため､ｾﾝﾄ･ｼﾞｮﾝ川水力発電計画につい
ての情報なし。

1999年11月現在：変更点は特になし。

中止・消滅

 ｾﾝﾄｼﾞｮﾝ川に計画されている上、下流2地点のﾀﾞﾑｻｲﾄ予定湛水地域とそ
の周辺約1,600平方kmの地形図（縮尺10,000分ﾉ1）を作成した。
 本件は、地形図作成が実施されただけでﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝは含まれていない
ため､ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについての提言等は特になし。

内戦により担当機関組織も機能停止の報にあり、少なくとも正常安定まで動きなし。

その他調査（M/P）／水力発電

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 MLI 901

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2005年3月改訂

案 件 名

マリ

ナラ地域太陽光発電揚水計画調査

The Study on Utilization of Photovoltaics for
Pumping System in Nara Region

宮川 喜章

日本工営(株)

93.9.13～3.16／94.6.11～8.3/94.10.17～11.3

20

4～6

337,768 千円

50.90 人月 （内現地37.80人月）

1995．1

日本工営（株）

太陽・再生エネルギー局

(1)気象観測設備、太陽光発電渇水ｼｽﾃﾑを設置し、運
転を通して収集したﾃﾞｰﾀの解析を行ったが、当該地域
は太陽光発電適地である。
(2)住民の生活ﾚﾍﾞﾙ、教育ﾚﾍﾞﾙが低いこと、国の支援
体制が不十分なことから、維持・管理に問題がある。
(3)JICA職員の現地訪問時の聞き取り調査の結果で
は、揚水ｼｽﾃﾑは1996年初現在稼働している由。   
             
2002.3現在：変更点なし                   
                                  
2003.3現在：変更点なし

遅延

I. 調査内容
 ２段階に分けて実施が予定された実証調査のための基礎調査の第１段
階調査。水資源（地下水）、気象、太陽光発電に関わる予備調査、太陽光
発電システムの予備調査、概念設計を実証した。

II. 実施経過
（１）第１年次：予備調査及び気象観測、太陽光発電揚水システム（２ヶ所）
の設置。
（２）第２年次：システム運転、データ収集、解析、太陽光発電揚水システム
の予備評価、概念設計及び実証実証調査の可能性の提言。

III. 実施内容
（１）ナラ気象観測内に観測機器（１式）設置
（２）太陽光発電揚水システム２ヶ所（ベルザック、コエラ村）の設置、運転
指導
   
太陽電池アレイ：1.9kw 水中ポンプ：1.1kw 給水設備（貯水タンク、水汲
み場、水飲み場等）：一式
（註）資機材はJICAが調達し据え付け・調整はコンサルタントが実施

（平成15年度 国内調査）
資金調達が困難であるため、事業化の実
現が難しい。

本調査は実証調査のための予備調査と位置付けられて実施されたものであり、報告
書でも実証調査の実施を提言している。しかしながら、「その他の状況」にも説明して
いるように、調査対象地域の治安状況が悪く、相手方政府も安全宣言を発出できな
い状況にあり、実証調査が開始されていない。

（平成15年度 国内調査）
資金調達が困難であるため、事業化の実現が難しい。

(平成１６年度 国内調査）
資金調達が困難であるため、事業化の実現が難しい。

相手国の実施機関の予算が乏しく、ﾃﾞｰﾀ収集が実施されていない恐れがある。ま
た、ｼｽﾃﾑ稼働状況の報告もない。現地、特に調査対象地域の治安状況が悪化して
いる（第2年次調査中にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの車両が盗難にあい、同じ場所で同じ強盗団に
政府職員が3人射殺される事件発生）

その他調査（M/P）／新・再生エネルギー

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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個別プロジェクト要約表 TON 901

国   名 予 算 年 度

合意／提言の概要

和

英

実 績 額（累計）
調査延人月数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

  担当者名（職位）

氏名

所属調

査

団

団長

調査団員数

現地調査期間

実現／具体化された内容 提言内容の現況

報告書提出後の状況

提言内容の現況に至る理由

その他の状況

2001年3月改訂

案 件 名

トンガ

情報処理システム開発計画調査

The Study for the Development of Data Processing
System in the Kingdom of Tonga

丸山 昭

三井情報開発(株)

83.11.26～12.24

6

58～59

37,663 千円

17.00 人月

1984/9

三井情報開発（株）

大蔵省財務局：Treasury Department,
Ministry of Finance
Mr.L.Harkness  （大蔵省経済専門官）

 提案､勧告した内容が具体化していない。
 ﾄﾝｶﾞ側は機械保守、及び要因教育のためのｾﾝﾀｰ設
置案に興味を示している。

中止・消滅

結論：ﾄﾝｶﾞ王国のような小規模国家といえども政府ｻｰﾋﾞｽに関しては､かな
りのﾚﾍﾞﾙで提供せざるを得ない。特に海外送金や貿易収支の変動が国
家財政に与える影響が大きいため、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを利用してﾀｲﾑﾘｰな統計の
整備が望まれる。また、小規模な産業を育成させるために開発銀行による
ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝの効率的な運用も期待されるが、いまだに会計機程度の設
備にしか保有していないため、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化が不可欠である｡

勧告：大型機は保守上困難があるため、当初は小型ｺﾝﾋﾟｭﾀｰを政府機関
に導入し､最低限必要な業務のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化を実現する。この時、同国には
情報処理要因がほとんどないため､機械保守及び要因教育のためのｾﾝﾀ
ｰを設置し､専門技術者の指導のもとに種々の訓練を実施すべきである。
またこの様な小規模国で互換性のない機種を多様に導入することは、利
用効率を下げることとなるため、当初に標準的なﾊｰﾄﾞｳｪｱ、ｿﾌﾄｳｪｱの政府
による設定も重要である。

具体的な提言内容
(1) 警察省入国管理ｼｽﾃﾑ入国管理情報及びﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ管理情報処理をｺ
ﾝﾋﾟｭｰﾀ化する。
(2) ﾄﾝｶﾞ開発銀行 貸付管理ｼｽﾃﾑﾘｱﾙﾀｲﾑ処理業務
  （貸出先情報検索、利子計算業務、新規ｱｶｳﾝﾄ登録業務、等）及び
ﾊﾟｯﾁ処理をﾐﾆｺﾝ程度のｺﾝﾋﾟｭｰﾀにて機械化を実行する。

 資金確保が困難なため、報告書の提言に関連した具体的要請があがってこない。
 ﾄﾝｶﾞ王国側からの要請があれば具体化の可能性は高いと思われるが、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの
技術自体が日々向上しているため、実現の際には再度見直し調査が必要である。

 ﾄﾝｶﾞ政府機関のｺﾝﾋﾟｭﾀｰ化について、日本側から再度F/Sが実施された模様であ
る。当調査団実施分と合わせて､状況を整理する必要がある。
 提言内容が古くなっており、見直しの必要がある｡調査実施後10年が経過してお
り、具合的な方策（方針）を持って再調査の実施が望まれる。

その他調査（M/P）／その他

（注）要約表の記述は主に国内外でのアンケートの回答に基づいており、国内関連資料調査により確認できないものについてはその事実確認までは行っていない。したがって、全ての案件について必ずしも最新の現況を表していない、または一部事実と異なる場合もあり得る。
今年度（平成15年度）のアンケート調査対象は、国内調査については過去10年間（平成5年度～14年度）および15年前（昭和62年度）に終了した案件、在外調査については過去6年間（平成9年度～14年度）に終了した案件である。
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